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まえがき 

 
 
 令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、最

優先課題としての感染拡大への対応のほか、停滞する地域経済の活性化、

少子高齢化・人口減少への対応などの重要課題に加え、ＳＤＧｓやデジ

タル化の推進といった時代の変化への対応など、様々な財政需要が見込

まれる一方で、持続可能な財政運営のため、「第７次八戸市行財政改革

大綱」に掲げる取組を念頭に、事業内容や事業費の一層の精査に努める

とともに、経常経費の圧縮と市債発行額の抑制を図るなど、財政の健全

性に配意しながら、「第７次八戸市総合計画」及び「未来共創推進戦略

2022」に基づき、市民生活の向上と福祉の充実を図るための各種施策に

重点的に取り組んだ。 

 特に、感染症が流行する以前の日常生活と経済活動を一日も早く取り

戻すため、ワクチンの追加接種や医療・検査体制の強化など、地域一丸

となって感染症対策に取り組むとともに、商業団体等販売促進支援事業

やプレミアム食事券の発行など、市独自の消費喚起策を積極的に講じた。 

また、ＳＤＧｓ情報発信・啓発事業やデジタル社会の形成に向けた各

種アプリの導入など、新たな時代の動きに的確に対応するとともに、子

育て支援や教育の充実、文化・スポーツ・観光の振興、産業・雇用の振

興、防災・防犯対策の強化、健康・福祉の充実、都市基盤の整備など、

政策間の連携を相互に図ることで相乗効果を発揮させながら、重要課題

に対応する取組を戦略的に展開した。 

 さらには、国の「コロナ禍における原油価格・物価高騰等総合緊急対

策」に基づき、子育て世帯や住民税非課税世帯等に対する特別給付金の

支給など、市民生活を支える施策に迅速に対応したほか、市独自の取組

として、プレミアム商品券の発行や、学校給食の食材費高騰に伴う保護

者負担の軽減など、厳しい状況に置かれている生活者や事業者への支援

に積極的に取り組むとともに、保育・介護等の福祉事業者をはじめ、農

業者、漁業者及び貨物自動車運送事業者等を重点的に支援するなど、エ

ネルギーや食料品等の価格高騰対策にも鋭意取り組んだ。 

これらの施策の推進にあたっては、市税及び地方交付税等の一般財源

のほか、国・県支出金や財源的に有利な市債の確保を図るとともに、市

独自の経済対策では、国の地方創生臨時交付金や市の基金等を財源とし

て、適宜、補正予算を編成しながらスピード感をもって対応するなど、

限りある財源の有効活用と機動的な予算措置に努めた。 
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第第１１表表　　　　令令和和４４年年度度各各会会計計決決算算状状況況

（単位：千円）

歳入歳出 翌年度へ繰越
会　　　計　　　名 差 引 額 すべき財源

（Ａ） （Ｂ） (A)-(B) (C) （Ｄ） (C)-(D)

一 般 会 計 108,772,213 104,745,941 4,026,272 793,004 3,233,268

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 22,498,462 21,934,373 564,089 564,089

地 方 卸 売 市 場

八 戸 市 魚 市 場 特 別 会 計

都 市 計 画 土 地 区 画

整 理 事 業 特 別 会 計

学 校 給 食 特 別 会 計 2,194,219 2,080,758 113,461 100,000 13,461

駐 車 場 特 別 会 計 170,998 160,143 10,855 10,855

中 央 卸 売 市 場 特 別 会 計 236,987 230,583 6,404 19 6,385

霊 園 特 別 会 計 53,779 49,834 3,945 3,945

介 護 保 険 特 別 会 計 21,905,475 21,133,783 771,692 771,692

国 民 健 康 保 険
南 郷 診 療 所 特 別 会 計

199,031 168,477 30,554 30,554

後期高齢者医療特別会計 3,081,984 2,998,570 83,414 83,414

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金
貸 付 事 業 特 別 会 計

136,708 86,354 50,354 50,354

産 業 団 地 造 成 事 業
特 別 会 計

452,818 452,313 505 18 487

特　別　会　計　小　計 53,071,824 51,381,558 1,690,266 127,667 1,562,599

合　　　　　　　　　　　計 161,844,037 156,127,499 5,716,538 920,671 4,795,867

歳入決算額 歳出決算額 実質収支

287,901 269,650 18,251 18,251

1,853,462 1,816,720 36,742 27,630 9,112
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　　一　　　般　　 会　　 計
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Ⅰ　決算規模

   令和４年度の一般会計歳入歳出決算額は、

歳　入 　 1,087億7,221万3千円 （前年度1,162億7,833万6千円）

歳　出 　 1,047億4,594万1千円 （前年度1,123億6,209万円）

△6.8％）それぞれ減少した。

△11.5％）、教育費が10億5,796万4千円（増減率△10.2％）の減となった。

△30.8％）の減、その他の経費が14億132万円（増減率△3.0％）の減となった。

第２表　　決算規模及び収支の推移

（単位：千円、％）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

　　歳　入　決　算　額 102,209,754 105,531,753 110,168,424 136,982,364 116,278,336 108,772,213

（Ａ) 増　減　額 △ 1,417,665 3,321,999 4,636,671 26,813,940 △ 20,704,028 △ 7,506,123

増　減　率 △ 1.4 3.3 4.4 24.3 △15.1 △6.5

　　歳　出　決　算　額 99,329,671 101,910,746 106,352,164 132,901,594 112,362,090 104,745,941

（Ｂ） 増　減　額 △ 1,172,858 2,581,075 4,441,418 26,549,430 △ 20,539,504 △ 7,616,149

増　減　率 △ 1.2 2.6 4.4 25.0 △15.5 △6.8

　　歳　入　歳　出　差　引　額 2,880,083 3,621,007 3,816,260 4,080,770 3,916,246 4,026,272
（　Ａ　－　Ｂ　） （Ｃ）

　　翌年度に繰り越すべき財源 1,123,741 1,373,047 1,843,526 1,653,689 767,405 793,004
（Ｄ）

　　実　　   質　　   収　　   支 1,756,342 2,247,960 1,972,734 2,427,081 3,148,841 3,233,268
（　Ｃ　－　Ｄ　）

Ⅱ　歳　　　　入

   1　予算額に対する決算額

　 歳入の予算総額1,163億2,870万6千円に対し、決算額は 1,087億7,221万3千円となり、予算執行率は93.5％となった。

   2　調定額に対する決算額

147万円となった。

区　　　分

　 調定額は 1,132億7,485万4千円となり、調定額に対する決算額は 45億264万1千円下回った。また、収入未済額は、

43億3,847万5千円となり、その内訳は、国庫支出金30億3,924万2千円、市税7億5,530万9千円、諸収入2億3,426万

2千円、県支出金1億9,749万8千円、使用料及び手数料9,980万8千円､分担金及び負担金1,088万6千円、財産収入

4.3 ％ ） 、 諸 支 出 金 が 6,021 万 3 千 円 （ 増 減 率 12.3 ％ ） の 増 と な っ た の に 対 し 、 総 務 費 が 30 億 7,001 万 1 千 円

（ 増 減 率 △ 28.1 ％ ） 、 民 生 費 が 24 億 645 万 3 千 円 （ 増 減 率 △ 5.5 ％ ） 、 土 木 費 が 15 億 320 万 8 千 円 （ 増 減 率

性質別には、義務的経費が27億8,339万3千円（増減率△5.1％）の減､投資的経費が△34億3,143万6千円（増減率

2億810万5千円(増減率3.7％)の増となったのに対し、国庫支出金が44億9,382万7千円(増減率△14.6％）、

市債が36億1,568万4千円（増減率△37.5％）、諸収入が12億4,396万1千円(増減率△40.3％)の減となった。

歳出では、目的別には、商工費が3億7,384万7千円（増減率9.4％）、消防費が1億2,777万5千円（増減率

第　1　　一　　般　　会　　計

となり、前年度と比較すると、歳入で75億612万3千円（増減率△6.5％）、歳出で76億1,614万9千円（増減率

歳 入で は 、 県 支 出金 が11 億8,527 万9 千円 （増 減率 15.5％ ）、 市税 が5 億5,987 万 3 千円 （増 減率 1.8％ ）、

財産収入が5億24万4千円（増減率315.5％)、繰入金が3億7,108万1千円（増減率18.8％）、地方消費税交付金が
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（　Ａ　－　Ｂ　） （Ｃ）

　　翌年度に繰り越すべき財源 1,123,741 1,373,047 1,843,526 1,653,689 767,405 793,004
（Ｄ）

　　実　　   質　　   収　　   支 1,756,342 2,247,960 1,972,734 2,427,081 3,148,841 3,233,268
（　Ｃ　－　Ｄ　）

Ⅱ　歳　　　　入

   1　予算額に対する決算額

　 歳入の予算総額1,163億2,870万6千円に対し、決算額は 1,087億7,221万3千円となり、予算執行率は93.5％となった。

   2　調定額に対する決算額

147万円となった。

区　　　分

　 調定額は 1,132億7,485万4千円となり、調定額に対する決算額は 45億264万1千円下回った。また、収入未済額は、

43億3,847万5千円となり、その内訳は、国庫支出金30億3,924万2千円、市税7億5,530万9千円、諸収入2億3,426万

2千円、県支出金1億9,749万8千円、使用料及び手数料9,980万8千円､分担金及び負担金1,088万6千円、財産収入

4.3 ％ ） 、 諸 支 出 金 が 6,021 万 3 千 円 （ 増 減 率 12.3 ％ ） の 増 と な っ た の に 対 し 、 総 務 費 が 30 億 7,001 万 1 千 円

（ 増 減 率 △ 28.1 ％ ） 、 民 生 費 が 24 億 645 万 3 千 円 （ 増 減 率 △ 5.5 ％ ） 、 土 木 費 が 15 億 320 万 8 千 円 （ 増 減 率

性質別には、義務的経費が27億8,339万3千円（増減率△5.1％）の減､投資的経費が△34億3,143万6千円（増減率

2億810万5千円(増減率3.7％)の増となったのに対し、国庫支出金が44億9,382万7千円(増減率△14.6％）、

市債が36億1,568万4千円（増減率△37.5％）、諸収入が12億4,396万1千円(増減率△40.3％)の減となった。

歳出では、目的別には、商工費が3億7,384万7千円（増減率9.4％）、消防費が1億2,777万5千円（増減率

第　1　　一　　般　　会　　計

となり、前年度と比較すると、歳入で75億612万3千円（増減率△6.5％）、歳出で76億1,614万9千円（増減率

歳 入で は 、 県 支 出金 が11 億8,527 万9 千円 （増 減率 15.5％ ）、 市税 が5 億5,987 万 3 千円 （増 減率 1.8％ ）、

財産収入が5億24万4千円（増減率315.5％)、繰入金が3億7,108万1千円（増減率18.8％）、地方消費税交付金が

− 8 −



第第３３表表　　　　歳歳入入決決算算額額のの状状況況

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率
前 年 度
増 減 率

1 市 税 30,852,001 28.4 30,292,128 26.1 559,873 1.8 0.5

2 地 方 譲 与 税 779,109 0.7 775,278 0.7 3,831 0.5 4.1

3 利 子 割 交 付 金 11,690 0.0 17,186 0.0 △ 5,496 △ 32.0 △ 21.4

4 配 当 割 交 付 金 66,501 0.1 79,016 0.1 △ 12,515 △ 15.8 71.0

5 株式等譲渡所得割交付金 44,555 0.0 73,968 0.1 △ 29,413 △ 39.8 36.4

6 法 人 事 業 税 交 付 金 427,775 0.4 456,513 0.4 △ 28,738 △ 6.3 79.6

7 地 方 消 費 税 交 付 金 5,832,301 5.4 5,624,196 4.8 208,105 3.7 8.5

8 環 境 性 能 割 交 付 金 58,693 0.1 52,147 0.0 6,546 12.6 7.8

9 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 3,132 0.0 2,338 0.0 794 34.0 10.6

国 有 提 供 施 設 等

所 在 市 助 成 交 付 金

11 地 方 特 例 交 付 金 265,838 0.2 728,094 0.6 △ 462,256 △ 63.5 213.7

12 地 方 交 付 税 18,362,670 16.9 18,604,208 16.0 △ 241,538 △ 1.3 0.6

13 交通安全対策特別交付金 30,877 0.0 33,169 0.0 △ 2,292 △ 6.9 △ 2.0

14 分 担 金 及 び 負 担 金 130,662 0.1 123,510 0.1 7,152 5.8 △ 5.5

15 使 用 料 及 び 手 数 料 1,358,070 1.2 1,328,197 1.1 29,873 2.2 △ 1.1

16 国 庫 支 出 金 26,276,553 24.2 30,770,380 26.5 △ 4,493,827 △ 14.6 △ 37.7

17 県 支 出 金 8,832,806 8.1 7,647,527 6.6 1,185,279 15.5 1.6

18 財 産 収 入 658,814 0.6 158,570 0.1 500,244 315.5 27.1

19 寄 附 金 168,539 0.2 252,811 0.2 △ 84,272 △ 33.3 211.4

20 繰 入 金 2,340,604 2.2 1,969,523 1.7 371,081 18.8 5.7

21 繰 越 金 3,916,246 3.6 4,080,770 3.5 △ 164,524 △ 4.0 6.9

22 諸 収 入 1,841,502 1.7 3,085,463 2.7 △ 1,243,961 △ 40.3 18.7

23 市 債 6,022,501 5.5 9,638,185 8.3 △ 3,615,684 △ 37.5 △ 33.0

108,772,213 100.0 116,278,336 100.0 △ 7,506,123 △ 6.5 △ 15.1

5,615 1.2 △ 1.0

歳　入　合　計

10 490,774 0.4 485,159 0.4

(単位:千円,％)

区　　　分
令和４年度 令和３年度 比　　　較

− 9 − − 10 −



第第４４表表    　　歳歳入入決決算算額額のの財財源源区区分分

特　定　財　源
 （Ａ）に対
する比率

一　般　財　源
 （Ａ）に対
する比率

1 市 税 30,852,001 0.0 30,852,001 28.4

2 地 方 譲 与 税 779,109 0.0 779,109 0.7

3 利 子 割 交 付 金 11,690 0.0 11,690 0.0

4 配 当 割 交 付 金 66,501 0.0 66,501 0.1

5 株式等譲渡所得割交付金 44,555 0.0 44,555 0.0

6 法 人 事 業 税 交 付 金 427,775 0.0 427,775 0.4

7 地 方 消 費 税 交 付 金 5,832,301 0.0 5,832,301 5.4

8 環 境 性 能 割 交 付 金 58,693 0.0 58,693 0.1

9 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 3,132 0.0 3,132 0.0

10
国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 助 成 交 付 金

490,774 0.0 490,774 0.4

11 地 方 特 例 交 付 金 265,838 0.0 265,838 0.2

12 地 方 交 付 税 18,362,670 0.0 18,362,670 16.9

13 交通安全対策特別交付金 30,877 0.0 30,877 0.0

14 分 担 金 及 び 負 担 金 130,662 129,402 0.1 1,260 0.0

15 使 用 料 及 び 手 数 料 1,358,070 1,108,231 1.0 249,839 0.2

16 国 庫 支 出 金 26,276,553 22,957,995 21.1 3,318,558 3.1

17 県 支 出 金 8,832,806 8,650,960 7.9 181,846 0.2

18 財 産 収 入 658,814 545,844 0.5 112,970 0.1

19 寄 附 金 168,539 120,902 0.1 47,637 0.1

20 繰 入 金 2,340,604 630,604 0.6 1,710,000 1.6

21 繰 越 金 3,916,246 709,357 0.7 3,206,889 2.9

22 諸 収 入 1,841,502 1,622,073 1.5 219,429 0.2

23 市 債 6,022,501 3,792,300 3.5 2,230,201 2.0

108,772,213 40,267,668 37.0 68,504,545 63.0
(Ａ）

(単位:千円,％)

区　　　　　分 決算額
財　源　区　分　及　び　構　成　比　率

歳　入　合　計

− 9 − − 10 −



第第５５表表　　　　人人口口１１人人当当たたりり歳歳入入決決算算額額のの推推移移

（単位：円）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

1 市 税 132,378 134,249 134,192 136,345 140,407

2 地 方 譲 与 税 3,174 3,303 3,314 3,490 3,546

3 利 子 割 交 付 金 192 99 97 77 53

4 配 当 割 交 付 金 181 233 206 356 303

5 株式等譲渡所得割交付金 145 129 242 333 203

6 法 人 事 業 税 交 付 金 - - 1,132 2,055 1,947

7 地 方 消 費 税 交 付 金 19,893 18,926 23,075 25,314 26,543

8 環 境 性 能 割 交 付 金 - - 215 235 267

（自動車取得税交付金） 718 544 - - -

9 ゴ ル フ場利用税交付金 11 10 10 10 14

10
国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 助 成 交 付 金 2,139 2,161 2,181 2,184 2,233

11 地 方 特 例 交 付 金 664 1,642 1,033 3,277 1,210

12 地 方 交 付 税 76,516 84,062 82,362 83,737 83,568

13 交通安全対策特別交付金 146 138 151 149 140

14 分 担 金 及 び 負 担 金 1,187 832 582 556 595

15 使 用 料 及 び 手 数 料 5,889 6,124 5,976 5,978 6,180

16 国 庫 支 出 金 85,637 91,822 219,779 138,497 119,584

17 県 支 出 金 40,954 41,976 33,523 34,421 40,198

18 財 産 収 入 614 1,207 555 714 2,998

19 寄 附 金 686 270 362 1,138 767

20 繰 入 金 13,327 13,991 8,296 8,865 10,652

21 繰 越 金 12,598 15,984 16,990 18,368 17,823

22 諸 収 入 9,051 10,974 11,573 13,888 8,381

23 市 債 55,499 57,631 64,003 43,381 27,408

461,599 486,307 609,849 523,368 495,020

226,541人

区　　　　　分

219,733人228,622人

歳　入　合　計

224,617人住民基本台帳人口

（各年度末）
222,173人

第第６６表表　　　　一一般般財財源源とと特特定定財財源源のの推推移移

（単位：百万円，％）

決
算

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

 一　般　財　源 63,013 59.6 65,310 59.3 66,609 48.6 69,908 60.1 68,504 63.0

う ち 市 税 30,265 28.7 30,413 27.6 30,142 22.0 30,292 26.1 30,852 28.4

〃 地 方 交 付 税 17,493 16.6 19,044 17.3 18,500 13.5 18,500 15.9 18,363 16.9

 特　定　財　源 42,519 40.4 44,858 40.7 70,373 51.4 46,370 39.9 40,268 37.0

う ち 国 庫 支 出 金 19,177 18.2 20,603 18.7 46,496 33.9 27,901 24.0 22,958 21.1

〃 県 支 出 金 9,332 8.9 9,471 8.6 7,498 5.5 7,597 6.5 8,651 8.0

〃 市 債 8,560 8.1 9,283 8.4 10,700 7.8 5,115 4.4 3,792 3.5

105,532 100.0 110,168 100.0 136,982 100.0 116,278 100.0 108,772 100.0

第第７７表表　　　　自自主主財財源源とと依依存存財財源源のの推推移移

（単位：百万円，％）

決
算

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

 自 主 財 源 40,176 38.1 41,601 37.9 40,100 29.4 41,292 35.5 41,266 38.0

30,265 28.7 30,413 27.6 30,142 22.0 30,292 26.1 30,852 28.4

271 0.3 189 0.2 131 0.1 124 0.1 131 0.1

1,347 1.3 1,387 1.3 1,342 1.0 1,328 1.1 1,358 1.2

140 0.1 274 0.2 125 0.1 159 0.1 659 0.6

157 0.1 61 0.1 81 0.1 253 0.2 168 0.2

3,047 2.9 3,170 2.9 1,863 1.4 1,970 1.7 2,341 2.2

2,880 2.7 3,621 3.3 3,816 2.8 4,081 3.5 3,916 3.6

2,069 2.0 2,486 2.3 2,600 1.9 3,085 2.7 1,841 1.7

 依　存　財　源 65,356 61.9 68,567 62.1 96,882 70.6 74,986 64.5 67,506 62.0

726 0.7 748 0.7 745 0.5 775 0.7 779 0.7

44 0.0 22 0.0 22 0.0 17 0.0 12 0.0

    --- 41 0.0 53 0.0 46 0.0 79 0.1 66 0.1

    --- 33 0.0 29 0.0 54 0.0 74 0.1 44 0.0

    --- - 0.0 - 0.0 254 0.2 457 0.4 428 0.4

4,548 4.3 4,287 3.9 5,183 3.8 5,624 4.8 5,832 5.4

- 0.0 - 0.0 48 0.0 52 0.0 59 0.1

164 0.2 123 0.1 - 0.0 - 0.0 - 0.0

3 0.0 2 0.0 2 0.0 2 0.0 3 0.0

152 0.1 372 0.3 232 0.2 728 0.6 266 0.2

17,493 16.6 19,044 17.3 18,500 13.5 18,604 16.0 18,363 16.9

33 0.0 31 0.0 34 0.0 33 0.0 31 0.0

19,579 18.6 20,801 18.9 49,366 36.0 30,770 26.5 26,276 24.2

9,363 8.9 9,509 8.6 7,530 5.5 7,648 6.6 8,833 8.1

12,688 12.0 13,056 11.9 14,376 10.5 9,638 8.3 6,023 5.5

105,532 100.0 110,168 100.0 136,982 100.0 116,278 100.0 108,772 100.0

（ 自 動 車 取 得 税 交 付 金 ）

法 人 事 業 税 交 付 金

令和2年度

令和2年度

490 0.4

平成30年度

平成30年度

489 0.5

令和元年度

令和元年度

490 0.4

市 債

交通安全対策特別交付金

国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 助 成 交 付 金

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

環 境 性 能 割 交 付 金

歳　入　合　計

市 税

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

区　　　　　分

歳　入　合　計

区　　　　　分

令和４年度

令和４年度

491 0.4

令和３年度

令和３年度

485 0.4
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第第５５表表　　　　人人口口１１人人当当たたりり歳歳入入決決算算額額のの推推移移

（単位：円）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

1 市 税 132,378 134,249 134,192 136,345 140,407

2 地 方 譲 与 税 3,174 3,303 3,314 3,490 3,546

3 利 子 割 交 付 金 192 99 97 77 53

4 配 当 割 交 付 金 181 233 206 356 303

5 株式等譲渡所得割交付金 145 129 242 333 203

6 法 人 事 業 税 交 付 金 - - 1,132 2,055 1,947

7 地 方 消 費 税 交 付 金 19,893 18,926 23,075 25,314 26,543

8 環 境 性 能 割 交 付 金 - - 215 235 267

（自動車取得税交付金） 718 544 - - -

9 ゴ ル フ場利用税交付金 11 10 10 10 14

10
国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 助 成 交 付 金 2,139 2,161 2,181 2,184 2,233

11 地 方 特 例 交 付 金 664 1,642 1,033 3,277 1,210

12 地 方 交 付 税 76,516 84,062 82,362 83,737 83,568

13 交通安全対策特別交付金 146 138 151 149 140

14 分 担 金 及 び 負 担 金 1,187 832 582 556 595

15 使 用 料 及 び 手 数 料 5,889 6,124 5,976 5,978 6,180

16 国 庫 支 出 金 85,637 91,822 219,779 138,497 119,584

17 県 支 出 金 40,954 41,976 33,523 34,421 40,198

18 財 産 収 入 614 1,207 555 714 2,998

19 寄 附 金 686 270 362 1,138 767

20 繰 入 金 13,327 13,991 8,296 8,865 10,652

21 繰 越 金 12,598 15,984 16,990 18,368 17,823

22 諸 収 入 9,051 10,974 11,573 13,888 8,381

23 市 債 55,499 57,631 64,003 43,381 27,408

461,599 486,307 609,849 523,368 495,020

226,541人

区　　　　　分

219,733人228,622人

歳　入　合　計

224,617人住民基本台帳人口

（各年度末）
222,173人

第第６６表表　　　　一一般般財財源源とと特特定定財財源源のの推推移移

（単位：百万円，％）

決
算

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

 一　般　財　源 63,013 59.6 65,310 59.3 66,609 48.6 69,908 60.1 68,504 63.0

う ち 市 税 30,265 28.7 30,413 27.6 30,142 22.0 30,292 26.1 30,852 28.4

〃 地 方 交 付 税 17,493 16.6 19,044 17.3 18,500 13.5 18,500 15.9 18,363 16.9

 特　定　財　源 42,519 40.4 44,858 40.7 70,373 51.4 46,370 39.9 40,268 37.0

う ち 国 庫 支 出 金 19,177 18.2 20,603 18.7 46,496 33.9 27,901 24.0 22,958 21.1

〃 県 支 出 金 9,332 8.9 9,471 8.6 7,498 5.5 7,597 6.5 8,651 8.0

〃 市 債 8,560 8.1 9,283 8.4 10,700 7.8 5,115 4.4 3,792 3.5

105,532 100.0 110,168 100.0 136,982 100.0 116,278 100.0 108,772 100.0

第第７７表表　　　　自自主主財財源源とと依依存存財財源源のの推推移移

（単位：百万円，％）

決
算

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

 自 主 財 源 40,176 38.1 41,601 37.9 40,100 29.4 41,292 35.5 41,266 38.0

30,265 28.7 30,413 27.6 30,142 22.0 30,292 26.1 30,852 28.4

271 0.3 189 0.2 131 0.1 124 0.1 131 0.1

1,347 1.3 1,387 1.3 1,342 1.0 1,328 1.1 1,358 1.2

140 0.1 274 0.2 125 0.1 159 0.1 659 0.6

157 0.1 61 0.1 81 0.1 253 0.2 168 0.2

3,047 2.9 3,170 2.9 1,863 1.4 1,970 1.7 2,341 2.2

2,880 2.7 3,621 3.3 3,816 2.8 4,081 3.5 3,916 3.6

2,069 2.0 2,486 2.3 2,600 1.9 3,085 2.7 1,841 1.7

 依　存　財　源 65,356 61.9 68,567 62.1 96,882 70.6 74,986 64.5 67,506 62.0

726 0.7 748 0.7 745 0.5 775 0.7 779 0.7

44 0.0 22 0.0 22 0.0 17 0.0 12 0.0

    --- 41 0.0 53 0.0 46 0.0 79 0.1 66 0.1

    --- 33 0.0 29 0.0 54 0.0 74 0.1 44 0.0

    --- - 0.0 - 0.0 254 0.2 457 0.4 428 0.4

4,548 4.3 4,287 3.9 5,183 3.8 5,624 4.8 5,832 5.4

- 0.0 - 0.0 48 0.0 52 0.0 59 0.1

164 0.2 123 0.1 - 0.0 - 0.0 - 0.0

3 0.0 2 0.0 2 0.0 2 0.0 3 0.0

152 0.1 372 0.3 232 0.2 728 0.6 266 0.2

17,493 16.6 19,044 17.3 18,500 13.5 18,604 16.0 18,363 16.9

33 0.0 31 0.0 34 0.0 33 0.0 31 0.0

19,579 18.6 20,801 18.9 49,366 36.0 30,770 26.5 26,276 24.2

9,363 8.9 9,509 8.6 7,530 5.5 7,648 6.6 8,833 8.1

12,688 12.0 13,056 11.9 14,376 10.5 9,638 8.3 6,023 5.5

105,532 100.0 110,168 100.0 136,982 100.0 116,278 100.0 108,772 100.0

（ 自 動 車 取 得 税 交 付 金 ）

法 人 事 業 税 交 付 金

令和2年度

令和2年度

490 0.4

平成30年度

平成30年度

489 0.5

令和元年度

令和元年度

490 0.4

市 債

交通安全対策特別交付金

国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 助 成 交 付 金

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

環 境 性 能 割 交 付 金

歳　入　合　計

市 税

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

区　　　　　分

歳　入　合　計

区　　　　　分

令和４年度

令和４年度

491 0.4

令和３年度

令和３年度

485 0.4
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  ３　歳入の内訳

(1)　市　　税

　　収入済額は308億5,200万1千円で、前年度に比較すると5億5,987万3千円（増減率1.8％)の増となった。

    市民税は127億5,154万1千円で、前年度比2億6,337万4千円（増減率△2.0％）の減となった。

（増減率△7.1％）の減となった。

　 固定資産税は154億1,683万4千円で、前年度比6億7,492万2千円（増減率4.6％）の増となった。

終了等により1億5,010万1千円(増減率3.8％）の増となった。

   市たばこ税は、税率の引き上げ及び販売本数の増加により前年度比1億700万3千円（増減率5.7％）の増となった。

され、それに相当する額が、震災復興特別交付税で措置されている。

○　税目別収入状況 （単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度 増　減　額 増 減 率 対 予 算 対 調 定

1 市 民 税 12,600,000 13,129,745 12,751,541 13,014,915 △ 263,374 △ 2.0 101.2 97.1

2 固 定 資 産 税 14,900,000 15,891,358 15,416,834 14,741,912 674,922 4.6 103.5 97.0

3 軽 自 動 車 税 666,755 729,413 693,387 651,951 41,436 6.4 104.0 95.1

4 市 た ば こ 税 1,950,000 1,984,081 1,984,081 1,877,078 107,003 5.7 101.7 100.0

5 鉱 産 税 4,999 6,158 6,158 6,272 △ 114 △ 1.8 123.2 100.0

6 特別土地保有税 1 0 0 0 0 － 0.0 － 

30,121,755 31,740,755 30,852,001 30,292,128 559,873 1.8 102.4 97.2

(2)　地方譲与税 （単位：千円）

令和４年度 令和３年度 増　減　額

1
地 方 揮 発 油
譲 与 税

166,325 166,325 166,325 173,700 △ 7,375

2
自 動 車 重 量
譲 与 税

497,834 497,834 497,834 496,634 1,200

3 特別とん譲与税 60,720 60,720 60,720 66,755 △ 6,035

4
森 林 環 境
譲 与 税

54,230 54,230 54,230 38,189 16,041

779,109 779,109 779,109 775,278 3,831

より前年度比5億1,742万3千円（増減率8.6％）の増、償却資産は新型コロナウイルス感染症等による軽減措置の

内訳をみると、土地は地目変更等により前年度比798万円（増減率0.2％)の増、家屋は新築による棟数の増等に

内訳をみると、個人市民税は分離課税分の減少等により前年度比1億331万9千円（増減率△1.0％）の減、

法 人 市 民 税 は 卸 ・ 小 売 ・ 飲 食 業 、 建 設 業 に お け る 法 人 税 割 額 の 減 等 に よ り 前 年 度 比 1 億 6 , 0 0 5 万 5 千 円

調　定　額
収　　　　入　　　　済　　　　額 収　入　割　合

軽自動車税は、種別割に係る四輪乗用車（標準税率対象車）の増加及び環境性能割の増収等により前年度比

科　　　　目 予算現額 調　定　額
収　　 入　　 済　　 額

交　　付　　基　　準

4,143万6千円（増減率6.4％）の増となった。

なお、東日本大震災に係る税制上の措置により、市民税で約2.1億円、固定資産税で約5.8億円が軽減・免除

私有林人工林面積、林業就業者数及び人
口で按分譲与される。

合　　　　　計

地方揮発油税収入額の42/100相当額が市
道の延長及び面積で按分譲与される。（旧
地方道路譲与税）

自動車重量税収入額の407/1000相当額が
市道の延長及び面積で按分譲与される。

入港する外国貿易船の総トン数に応じて積
算された相当額が譲与される。

合　　　　　計

税　　　　目 予算現額
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(3)　利子割交付金 （単位：千円）

収　　　入　　　済　　　額
令和４年度 令和３年度 増　減　額

11,690 11,690 17,186 △ 5,496

(4)　配当割交付金 （単位：千円）

収　　　入　　　済　　　額

令和４年度 令和３年度 増　減　額

66,501 66,501 79,016 △ 12,515

(5)　株式等譲渡所得割交付金 （単位：千円）

収　　　入　　　済　　　額
令和４年度 令和３年度 増　減　額

44,555 44,555 73,968 △ 29,413

(6)　法人事業税交付金 （単位：千円）

収　　　入　　　済　　　額
令和４年度 令和３年度 増　減　額

427,775 427,775 456,513 △ 28,738

(7)　地方消費税交付金 （単位：千円）

収　　　入　　　済　　　額
令和４年度 令和３年度 増　減　額

5,832,301 5,832,301 5,624,196 208,105

(8)　環境性能割交付金 （単位：千円）

収　　　入　　　済　　　額
令和４年度 令和３年度 増　減　額

55,532 58,693 52,147 6,546

(9)　ゴルフ場利用税交付金 （単位：千円）

収　　　入　　　済　　　額
令和４年度 令和３年度 増　減　額

3,131 3,132 2,338 794

(10)　国有提供施設等所在市助成交付金 （単位：千円）

収　　　入　　　済　　　額
令和４年度 令和３年度 増　減　額

490,774 490,774 485,159 5,615

(11)　地方特例交付金 （単位：千円）

収　　　入　　　済　　　額
令和４年度 令和３年度 増　減　額

265,838 265,838 728,094 △ 462,256

地方消費税額の1/2相当額が人口及び従業者数（引き上げ分は人口のみ）
で按分交付される。

予　算　現　額 交　　　付　　　基　　　準　　

県民税利子割額の99％の3/5相当額が個人県民税の割合で按分交付され
る。

予　算　現　額 交　　　付　　　基　　　準　　

県民税配当割収入額の99％の3/5相当額が個人県民税の割合で按分交付
される。

予　算　現　額 交　　　付　　　基　　　準　　

県民税株式等譲渡所得割収入額の99％の3/5相当額が個人県民税の割合
で按分交付される。

予　算　現　額 交　　　付　　　基　　　準　　

予　算　現　額 交　　　付　　　基　　　準　　

法人事業税額の7.7/100相当額が従業者数で按分交付される。

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施、自動車税の環境
性能割及び軽自動車税の環境性能割の臨時的軽減に伴う減収分、固定資
産税の特例措置の拡充による減収分について交付される。

予　算　現　額 交　　　付　　　基　　　準　　

ゴルフ場利用税額の7/10相当額が県から交付される。

予　算　現　額 交　　　付　　　基　　　準　　

国の資産のうち、国が米軍に使用させている資産、自衛隊が使用する飛行
場等の用に供する資産が所在する市町村に対し、資産価格で按分及び資
産の種類や用途、市町村の財政状況を考慮し配分交付される。

予　算　現　額 交　　　付　　　基　　　準　　

予　算　現　額 交　　　付　　　基　　　準　　

自動車税環境性能割収入額の95％の47/100相当額が市道の延長及び面
積で按分交付される。
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(12)　地方交付税

　地方交付税額は183億6,267万円で、前年度と比較すると、2億4,153万8千円（増減率△1.3％）の減となった。

6,401万9千円（増減率7.8％）の増となった。

債振替後の需要額総体では8億6,499万6千円（増減率2.0％）の増となった。

　その結果、普通交付税交付基準額において1億2,829万9千円（増減率△0.8％）の減となった。

○　地方交付税の状況 （単位：千円、％）

　　　　　　　 比　　　　　　　 較

増　減　額 増 減 率 前年度増減率

普 　Ａ 43,927,109 43,062,113 864,996 2.0 2.9

通 　Ｂ 28,350,470 27,357,175 993,295 3.6 △ 3.2

交 　Ｃ 15,576,639 15,704,938 △ 128,299 △ 0.8 15.7

付 　Ｄ 0

税 　Ｅ 15,576,639 15,704,938 △ 128,299 △ 0.8 15.9

　Ｆ 1,901,032 2,078,290 △ 177,258 △ 8.5 4.3

　Ｇ 884,999 820,980 64,019 7.8 △ 72.2

18,362,670 18,604,208 △ 241,538 △ 1.3 0.6

0.65 0.66

(13)　交通安全対策特別交付金 （単位：千円）

　　　　　　　収　　　入　　　済　　　額

令和４年度 令和３年度 増　減　額

30,877 30,877 33,169 △ 2,292

(14)　分担金及び負担金 （単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度 増　減　額 増減率

老人福祉施設費用徴収金 23,613 24,021 23,872 149 0.6

私立保育所費用徴収金 95,628 97,151 90,766 6,385 7.0

助産施設費用徴収金 83 0 0 0 0.0

母子生活支援施設費用徴収金 26 0 10 △ 10 皆減

衛 生 費 負 担 金 未熟児養育医療費用徴収金 2,625 3,388 2,671 717 26.8

教 育 費 負 担 金 6,029 6,102 6,191 △ 89 △ 1.4

合　　　　　　　　　　　　　　計 128,004 130,662 123,510 7,152 5.8

予　算　現　額

負
 
 
 

担
 
 
 

金

民 生 費 負 担 金

日本スポーツ振興センター保護者負担金
（小・中・幼稚園分）

交　　　付　　　基　　　準　　

交通安全施設経費充当財源で、交通反則金が原資となり、交通事故発
生件数及び人口集中地区人口等の比率で交付される。

区                                              分 予算現額
収　　　　入　　　　済　　　　額

　交 付 決 定 額   （Ｃ+Ｄ）

　特 別 交 付 税

　震 災 復 興 特 別 交 付 税

　合　　　　      計　　　（　E　+　F　+　G　）

　財 　政 　力 　指 　 数

  調      整      額

地方消費税交付金が2.7％の増となり、収入額総体では9億9,329万5千円（増減率3.6％）の増となった。

区　　　　　　　　分 令和４年度 令和３年度

　基準財政需要額（錯誤含む）

　基準財政収入額（錯誤含む）

  交 付 基 準 額 　（Ａ-Ｂ）

また、基準財政収入額は、固定資産税の償却資産が3.0％の減となった一方で、法人市民税の法人税割額が105.1％の増、

普通交付税は 155 億7,663 万9 千円で 前年度比1 億2,829 万9 千円（ 増減率△0.8 ％） の減、特別交 付税は19 億103 万2 千円

で 前 年 度 比 1 億 7,725 万 8 千 円 ( 増 減 率 △ 8.5 ％ ) の 減 と な っ た ほ か 、 震 災 復 興 特 別 交 付 税が 8 億 8,499 万 9 千 円で 前年 度比

普通交付税の基準財政需要額は、生活保護費が7.1％の減、地域振興費（人口）が11.7％の減、包括算定経費（人口）が6.9％の

減となった一方で、道路橋りょう費（面積）が23.1％の増、下水道費が4.7％の増、臨時経済対策費が19.5％の増により、臨時財政対策
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(15)　使用料及び手数料

の増、市営住宅使用料の1,556万1千円の減などである。

○　使用料及び手数料の状況 （単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度 増　　減　　額 増　　減　　率

庁舎等 4,443 4,510 5,090 △ 580 △ 11.4

集会場 1,547 1,561 983 578 58.8

高齢者福祉施設 3,203 3,365 2,539 826 32.5

福祉公民館 4,007 4,008 3,686 322 8.7

勤労身体障害者体育館 2,234 2,443 1,668 775 46.5

総合福祉会館 10,017 10,476 9,182 1,294 14.1

子育てつどいの広場 2,032 1,394 950 444 46.7

斎場 5,234 6,203 5,465 738 13.5

看護師養成所授業料 15,800 15,780 14,920 860 5.8

看護師養成所入学金 3,525 3,525 4,425 △ 900 △ 20.3

魚菜市場 3,500 3,305 560 2,745 490.2

14,518 15,324 13,909 1,415 10.2

道路占用料 59,625 61,328 61,526 △ 198 △ 0.3

土地使用料 13,356 19,140 17,480 1,660 9.5

市営住宅 516,518 496,785 512,346 △ 15,561 △ 3.0

市営住宅汚水処理施設 10,658 9,907 10,363 △ 456 △ 4.4

市営住宅駐車場 39,137 37,566 38,703 △ 1,137 △ 2.9

法定外公共物占用料 2,268 2,534 2,570 △ 36 △ 1.4

まつりんぐ広場 1,486 1,774 1,509 265 17.6

公民館 26,424 20,662 9,403 11,259 119.7

博物館 1,895 2,070 1,561 509 32.6

史跡根城の広場 2,000 2,063 1,136 927 81.6

八戸まちなか広場 1,211 1,033 787 246 31.3

文化ホール 2,849 3,300 3,852 △ 552 △ 14.3

美術館 28,200 14,586 11,717 2,869 24.5

是川縄文館 2,500 4,760 3,051 1,709 56.0

八戸ブックセンター 367 372 277 95 34.3

フラット八戸使用料 12,000 14,001 13,257 744 5.6

貸工場 25,920 28,079 25,817 2,262 8.8

26,736 28,065 19,660 8,405 42.8

その他 12,168 12,399 10,674 1,725 16.2

855,378 832,318 809,066 23,252 2.9

税関係証明 13,227 11,417 11,918 △ 501 △ 4.2

手 戸籍 25,699 31,328 29,233 2,095 7.2

住民基本台帳 27,939 30,479 30,640 △ 161 △ 0.5

印鑑 18,074 18,279 18,937 △ 658 △ 3.5

犬の登録 2,100 2,363 2,395 △ 32 △ 1.3

狂犬病予防注射済票交付 4,675 4,226 4,207 19 0.5

数 食品営業許可 6,880 9,140 9,211 △ 71 △ 0.8

廃棄物埋立処分 98,263 100,876 94,206 6,670 7.1

動物死体処理 2,188 2,423 2,433 △ 10 △ 0.4

廃棄物収集処理 292,926 288,963 293,217 △ 4,254 △ 1.5

2,053 2,227 956 1,271 132.9

計量器検査手数料 2,068 2,064 2,366 △ 302 △ 12.8

建築確認申請 10,241 9,056 8,285 771 9.3

料 開発許可申請 1,944 1,786 527 1,259 238.9

屋外広告物許可 3,560 3,741 3,081 660 21.4

その他 6,714 7,384 7,519 △ 135 △ 1.8

518,551 525,752 519,131 6,621 1.3

1,373,929 1,358,070 1,328,197 29,873 2.2

小　　　　　　　　計

産業廃棄物処理業許可

小　　　　　　　　計

合　　　　　　　　　　   　計

収入済額は13億5,807万円で、前年度と比較すると、2,987万3千円（増減率2.2％）の増となった。増減の主なものは、

公民館使用料の1,125万9千円の増、長根屋内スケート場使用料の840万5千円の増、廃棄物埋立処分手数料の667万円

区                        分 予  算  現  額
収　　　　　　　入　　　　　　　済　　　　　　　額

使
　
　
　
　
　
用
　
　
　
　
　
料

八戸ポータルミュージアム

長根屋内スケート場
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(16) 国 庫 支 出 金

の減などである。

○ 国 庫 支 出 金 の 状 況 （単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度 増 減 額 増 減 率

1 社 会 福 祉 費 4,113,510 4,117,688 3,926,844 190,844 4.9 障害者自立支援給付費負担金 160,233

2 児 童 福 祉 費 4,548,394 4,492,664 4,449,930 42,734 1.0
子どものための教育・保育給付
交付金

48,648

3 児 童 手 当 1,963,411 1,963,278 2,044,907 △ 81,629 △ 4.0

4 児 童 扶 養 手 当 371,489 371,488 406,841 △ 35,353 △ 8.7

5 生 活 保 護 費 4,794,125 4,806,712 4,862,444 △ 55,732 △ 1.1 生活保護費負担金 △ 52,629

6
国 民 健 康 保 険
基 盤 安 定 費

229,317 229,317 233,417 △ 4,100 △ 1.8

7
国 民 健 康 保 険
未就学児 均等割
保 険 料 負 担 金

3,459 3,459 0 3,459 皆増

衛 生 費
負 担 金

1 保 健 衛 生 費 2,447,649 1,394,438 1,379,491 14,947 1.1 感染症予防事業費等負担金 17,432

18,471,354 17,379,044 17,303,874 75,170 0.4

総 務 費
補 助 金

1 総 務 費 3,095,020 2,775,616 2,244,804 530,812 23.6
地方創生臨時交付金
地方創生拠点整備交付金
地方創生推進交付金

410,806
214,873

△93,617

1 社 会 福 祉 費 4,193,294 2,390,720 6,491,854 △ 4,101,134 △ 63.2

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急
支援給付金事業費補助金
子育て世帯臨時特別給付金事業費
補助金
非課税世帯臨時特別給付金事業費
補助金

1,448,710

△3,344,456

△2,091,986

2 生 活 保 護 費 58,530 60,076 48,929 11,147 22.8

3 児 童 福 祉 費 804,011 664,902 426,635 238,267 55.8
保育所等整備交付金
保育士等処遇改善臨時特例交付金

108,147
117,588

衛 生 費
補 助 金

1 保 健 衛 生 費 1,468,500 1,161,259 1,158,378 2,881 0.2

商 工 費
補 助 金

1 商 工 費 0 0 917 △ 917 皆減

1
特 定 防 衛 施 設
周 辺 整 備 調 整
補 助 金

47,855 47,855 51,942 △ 4,087 △ 7.9

2
社 会 資 本 整 備
総 合 交 付 金

1,173,058 784,124 1,703,195 △ 919,071 △ 54.0

3
道路更新 防災等
対 策 事 業 費

877,574 274,468 248,390 26,078 10.5

4 住 宅 費 62,824 60,771 61,079 △ 308 △ 0.5

5 道 路 橋 り ょ う 費 139,091 103,665 147,537 △ 43,872 △ 29.7
道路交通安全施設等整備事業費
補助金
臨時道路除雪事業費補助金

34,016

△77,000

6
交 通 安 全 対 策
補 助 金

4,014 4,014 0 4,014 皆増

7
都 市 計 画 費
補 助 金

5,500 0 0 0 0.0

都 市 構 造 再 編
集中支援 事業費

0 0 20,500 △ 20,500 皆減

防 災 ・ 安 全
交 付 金

0 0 24,800 △ 24,800 皆減

保 育 士 等 処 遇 改 善 臨 時 特 例 交 付 金 1 億 1,758 万 8 千 円 の 増 、 保 育 所 等 整 備 交 付 金 1 億 814 万 7 千 円 の 増 、 子 育 て 世 帯

民 生 費
負 担 金

収 入 済 額 は 262 億 7,655 万 3 千 円 で 、 前 年 度 比 44 億 9,382 万 7 千 円 （ 増 減 率 △ 14.6 ％ ） の 減 と な っ た 。 増 減 の 主 な も の は 、

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業費補助金14億4,871万円の増、地方創生臨時交付金4億1,080万6千円の増、

地 方 創 生 拠 点 整 備 交 付 金 2 億 1,487 万 3 千 円 の 増 、 障 害 者 自 立 支 援 給 付 費 負 担 金 1 億 6,023 万 3 千 円 の 増 、

臨 時 特 別 給 付 金 事 業 費 補 助 金 33 億 4,445 万 6 千 円 の 減 、 非 課 税 世 帯 臨 時 特 別 給 付 金 事 業 費 補 助 金 20 億 9,198 万 6 千 円

 区　　 　　分 予算現額
収　　　入　　　済　　　額

増　減　の　主　な　内　容

国

庫

負

担

金

小　　 　　計

国

庫

補

助

金

民 生 費
補 助 金

文化芸術創造拠点形成事業補助金

土 木 費
補 助 金
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（単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度 増　減　額 増　減　率

1
防 災 ・ 安 全
交 付 金

16,823 11,706 0 11,706 皆増

1 教 育 総 務 費 49,825 49,628 24,029 25,599 106.5 公立学校情報機器整備費補助金 25,229

2 小 学 校 費 328,197 174,603 300,450 △ 125,847 △ 41.9
学校施設環境改善交付金
騒音防止対策事業費補助金

△31,099
△87,558

3 中 学 校 費 186,192 75,160 87,213 △ 12,053 △ 13.8 学校施設環境改善交付金 △7,315

4 社 会 教 育 費 101,649 94,857 131,783 △ 36,926 △ 28.0
史跡根城環境整備事業費補助金
史跡是川石器時代遺跡土地取得
事業費補助金

△10,052

△13,422

5 保 健 体 育 費 100 10 34 △ 24 △ 70.6 要保護児童生徒医療費補助金

6
社 会 資 本 整 備
総 合 交 付 金

92,129 92,129 107,872 △ 15,743 △ 14.6

7
防 災 ・ 安 全
交 付 金

5,000 0 0 0 0.0

都 市 構 造 再 編
集 中 支 援
事 業 費

0 0 121,369 △ 121,369 皆減

12,709,186 8,825,563 13,401,710 △ 4,576,147 △ 34.1

1
戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費

785 753 506 247 48.8

2
自 衛 官 募 集
事 務 費

155 145 156 △ 11 △ 7.1

1 国 民 年 金 費 36,514 58,590 53,625 4,965 9.3 国民年金事務費委託金　　　　　　　　　

2 児 童 福 祉 費 1,197 1,195 1,152 43 3.7

3 社 会 福 祉 費 1,742 1,137 425 712 167.5
全国在宅障害児・者等実態調査事
業費委託金

443

衛 生 費
委 託 金

1 保 健 衛 生 費 10,161 10,096 8,901 1,195 13.4 衛生統計調査委託金 1,076

農林水産業費
委 託 金

1 農 業 費 25 30 31 △ 1 △ 3.2

50,579 71,946 64,796 7,150 11.0

31,231,119 26,276,553 30,770,380 △ 4,493,827 △ 14.6

(17)　県 支 出 金

○　県 支 出 金 の 状 況 （単位：千円、％）

収　　　入　　　済　　　額

令和４年度 令和３年度 増 減 額 増 減 率

1 社 会 福 祉 費 1,980,143 1,897,961 1,833,127 64,834 3.5
障害者自立支援給付費負担金
障害児通所支援給付費負担金

49,180
19,569

2 児 童 福 祉 費 2,227,188 2,197,326 2,186,509 10,817 0.5
子どものための教育・保育給付費等
県負担金

7,611

3 児 童 手 当 431,699 431,666 448,342 △ 16,676 △ 3.7

4
国 民 健 康 保 険
基 盤 安 定 費

836,999 837,000 837,418 △ 418 0.0

5
国 民 健 康 保 険
未就学児均等割
保 険 料 負 担 金

1,729 1,730 0 1,730 皆増

1 保 健 衛 生 費 6,417 8,822 6,416 2,406 37.5 未熟児養育医療給付費負担金 2,408

2
保 険 基 盤
安 定 費

517,265 517,265 499,357 17,908 3.6 後期高齢者医療保険基盤安定費負担金

農 業 費
負 担 金

1
高 病 原 性 鳥
イ ン フ ル エ ン ザ
防疫業務費負担金

782 783 0 783 皆増

土 木 費
負 担 金 1

都 市 計 画 基 礎
調 査 負 担 金

25,160 25,160 0 25,160 皆増

6,027,382 5,917,713 5,811,169 106,544 1.8

収　　　入　　　済　　　 額
増　減　の　主　な　内　容

消 防 費

国
 

庫
 

委
 

託
 

金

総 務 費
委 託 金

中長期在留者住居地届出等事務委託金

自衛官募集事務費委託金

民 生 費
委 託 金

特別児童扶養手当事務費委託金

小　　　　　　　　計

教 育 費
補 助 金

小　　　　　　　　計

区　　　　　　　　　　　分 予算現額

県
 
 

負
 
 

担
 
 

金

衛 生 費
負 担 金

小　　　　　　　　　計

合　　　　　　　　　　　　計

収入済額は88億3,280万6千円で、前年度と比較すると11億8,527万9千円（増減率15.5％）の増となった。増減の主なものは、

子 育 て 世 帯 臨 時 特 別 給 付 金 給 付 事 業 費 補 助 金 7 億 5,079 万 4 千 円 の 増 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 市 町 村 総 合

対策事業費補助金3億2,140万3千円の増、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業費補助金2億5,056万4千円の増、

新型コロナウイルス感染症感染拡大防止協力金給付事業費補助金1億6,729万7千円の減などである。

 区　　　　　　　　　　分 予算現額 増　減　の　主　な　内　容

民 生 費
負 担 金
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（単位：千円、％）

収　　　入　　　済　　　 額

令和４年度 令和３年度 増　減　額 増　減　率

総 務 費
補 助 金

1 総 務 費 304,754 321,403 4,642 316,761 激増

新型コロナウイルス感染症市町村
総合対策事業費補助金
元気なあおもりづくり支援事業費
補助金

321,403

△4,642

1 社 会 福 祉 費 1,359,276 1,133,697 445,030 688,667 154.7

子育て世帯臨時特別給付金給付
事業費補助金
生活困窮者に対する原油価格・
物価高騰対策事業費補助金
地域密着型サービス等提供施設
整備費補助金

750,794

100,000

△129,920

2 児 童 福 祉 費 415,414 327,282 348,679 △ 21,397 △ 6.1
地域子ども・子育て支援事業費
補助金
認定こども園整備事業費補助金

△12,221
△11,690

1 保 健 衛 生 費 550,366 473,533 161,469 312,064 193.3
新型コロナウィルス感染症緊急包括支
援事業補助金
乳幼児はつらつ育成事業費補助金

250,564
21,153

2 清 掃 費 22,306 18,395 10,135 8,260 81.5 海岸漂着物対策推進事業費補助金

労 働 費
補 助 金

1 労 働 諸 費 7,673 2,715 3,108 △ 393 △ 12.6 元気な地域づくり支援事業費補助金 △687

1 農 業 委 員 会 費 5,817 4,628 5,030 △ 402 △ 8.0 機構集積支援事業費補助金 △476

2 農 業 費 69,946 68,429 58,832 9,597 16.3
葉たばこ作付転換円滑化緊急対策事
業費補助金

5,283

3 水 産 業 費 75,000 37,310 155,971 △ 118,661 △ 76.1
水産物供給基盤機能保全事業費
補助金

商 工 費
補 助 金

1 商 工 費 29,365 28,073 169,460 △ 141,387 △ 83.4
自然環境整備交付金
新型コロナウイルス感染症感染拡大防
止協力金給付事業費補助金

17,450

△167,297

1 国 土 利 用 計 画 467 467 484 △ 17 △ 3.5 土地利用規制等対策費交付金

2 都 市 計 画 費 176 176 92 84 91.3 住宅耐震診断推進事業補助金 136

消 防 費
補 助 金

1 消 防 費 18,826 18,822 17,438 1,384 7.9 石油貯蔵施設立地対策等交付金

1 小 学 校 費 68 66 219 △ 153 △ 69.9

2 中 学 校 費 1,340 1,222 1,185 37 3.1 部活動指導員設置事業費補助金 31

3 社 会 教 育 費 692 440 537 △ 97 △ 18.1 遺跡発掘調査事業費補助金

4 保 健 体 育 費 15,140 14,920 7,000 7,920 113.1
八戸自転車競技場改修設計業務
補助金

7,920

小　　　　　　　　計 2,876,626 2,451,578 1,389,311 1,062,267 76.5

1 総 務 管 理 費 6,270 6,733 6,270 463 7.4 権限移譲事務交付金

2 徴 税 費 342,000 353,852 355,261 △ 1,409 △ 0.4

3
戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費

130 130 130 0 0.0 人口移動調査費委託金

4 統 計 調 査 費 7,311 6,927 7,834 △ 907 △ 11.6 統計調査費委託金

5 選 挙 費 111,329 94,182 75,897 18,285 24.1 県議会議員選挙費委託金 21,356

民 生 費
委 託 金

1 社 会 福 祉 費 1,087 957 970 △ 13 △ 1.3 特別給付金等支給事務費委託金 △65

衛 生 費
委 託 金

1 公 害 対 策 費 120 121 131 △ 10 △ 7.6 騒音振動規制事務費委託金

土 木 費
委 託 金

1 都 市 計 画 費 730 613 555 58 10.5 建築指導事務委託金

小　　　　　　　　計 468,977 463,515 447,047 16,468 3.7

9,372,985 8,832,806 7,647,527 1,185,279 15.5合　　　　計

区　　　　　　　　　　分 予算現額 増　減　の　主　な　内　容

県
 
 
 
 
 

補
 
 
 
 
 

助
 
 
 
 
 

金

民 生 費
補 助 金

衛 生 費
補 助 金

農林水産業費
補 助 金

土 木 費
補 助 金

教 育 費
補 助 金

被災児童就学援助事業費補助金

県
 
 
 
 

委
 
 
 
 

託
 
 
 
 

金

総 務 費
委 託 金
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(18)   財　 産 　収 　入
○　財 産 収 入 の 状 況 （単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度 増   減   額 増   減   率

土地建物貸付収入 95,542 99,952 93,566 6,386 6.8

物品貸付収入 11,579 11,839 11,580 259 2.2

財政調整基金利子 1,432 1,433 1,370 63 4.6

市債管理基金利子 2,301 2,301 2,356 △ 55 △ 2.3

退職手当基金利子 65 38 31 7 22.6

生産物売払収入 5,200 6,726 6,048 678 11.2

不用品売払収入 665 739 3,170 △ 2,431 △ 76.7

市有不動産売払収入 530,609 532,510 36,902 495,608 激増

その他 3,542 3,276 3,543 △ 267 △ 7.5

650,935 658,814 158,570 500,248 315.5

(19)    寄    　附    　金
○　寄　附　金  の 状 況 （単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度 増   減   額 増   減   率

社会福祉基金 3,297 3,297 4,233 △ 936 △ 22.1

国際交流基金 567 567 280 287 102.5

是川縄文の里整備基金 497 497 342 155 45.3

スポーツ振興基金 2,909 2,909 1,784 1,125 63.1

協働のまちづくり推進基金 1,446 1,446 2,519 △ 1,073 △ 42.6

防災対策基金 1,117 1,117 1,110 7 0.6

震災復興基金 5,985 5,985 6,966 △ 981 △ 14.1

南郷地域活性化基金 606 606 570 36 6.3

奨学ゆめ基金 10,502 10,503 34,967 △ 24,464 △ 70.0

公会堂事業基金 1,020 1,021 916 105 11.5

屋内スケート場事業基金 611 611 854 △ 243 △ 28.5

新美術館整備基金 646 646 590 56 9.5

こども未来基金 18,018 18,018 95,719 △ 77,701 △ 81.2

環境対策推進事業費 824 1,220 1,140 80 7.0

健康づくり推進基金 853 853 2,695 △ 1,842 △ 68.3

観光事業費 2,173 4,308 1,865 2,443 131.0

図書購入費 1,330 2,655 1,035 1,620 156.5

社会教育費 313 517 492 25 5.1

教育振興費 2,025 2,907 2,317 590 25.5

児童福祉費 969 1,833 6,939 △ 5,106 △ 73.6

老人福祉費 1,148 2,219 1,749 470 26.9

障がい福祉費 481 813 715 98 13.7

産業振興事業費 463 715 529 186 35.2

道路維持事業費 346 599 561 38 6.8

空き家対策事業費 170 360 323 37 11.5

美術館事業費 646 646 1,000 △ 354 △ 35.4

ブックセンター事業費 7,486 14,862 13,310 1,552 11.7

商工事業費 1,029 1,713 1,500 213 14.2

その他 110,150 85,096 65,791 19,305 29.3

177,627 168,539 252,811 △ 84,272 △ 33.3

(20)    繰　　入　　金
○　繰 入 金 の 状 況 （単位：千円、％）

令和４年度 令和３年度 増   減   額 増   減   率

財政調整基金繰入金 600,000 600,000 600,000 0 0.0

市債管理基金繰入金 800,000 800,000 800,000 0 0.0

社会福祉基金繰入金 2,755 2,754 2,284 470 20.6

国際交流基金繰入金 1,100 820 651 169 26.0

公会堂事業基金繰入金 5,397 5,452 5,361 91 1.7

新美術館整備基金繰入金 7,700 7,700 2,189 5,511 251.8

南郷地域活性化基金繰入金 7,027 6,903 4,984 1,919 38.5

都市緑化基金繰入金 3,080 2,642 1,647 995 60.4

協働のまちづくり推進基金繰入金 2,316 2,255 2,119 136 6.4

奨学ゆめ基金繰入金 82,280 82,280 91,360 △ 9,080 △ 9.9

震災復興基金繰入金 69,409 32,747 61,232 △ 28,485 △ 46.5

屋内スケート場建設基金繰入金 52,309 52,309 5,090 47,219 927.7

屋内スケート場事業基金繰入金 50 50 261 △ 211 △ 80.8

連携中枢都市圏振興基金繰入金 23,810 23,810 17,074 6,736 39.5

貿易振興基金繰入金 11,062 11,063 6,048 5,015 82.9

産業立地振興基金繰入金 52,275 25,275 0 25,275 皆 増

スポーツ振興基金繰入金 382 382 839 △ 457 △ 54.5

地域振興基金繰入金 315,000 315,000 0 315,000 皆 増

こども未来基金繰入金 4,410 4,410 4,890 △ 480 △ 9.8

教育振興基金繰入金 340 340 0 340 皆 増

是川縄文の里整備基金繰入金 3,871 1,372 4,000 △ 2,628 △ 65.7

博物館事業基金繰入金 2,194 2,194 1,698 496 29.2

森林環境整備基金繰入金 75,490 31,707 9,725 21,982 226.0

退職手当基金繰入金 60,000 60,000 100,000 △ 40,000 △ 40.0
母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計繰入金 19,140 19,139 11,633 7,506 64.5

中央卸売市場特別会計繰入金 0 0 1,438 △ 1,438 皆 減

市民病院事業会計繰入金 250,000 250,000 235,000 15,000 6.4

2,451,397 2,340,604 1,969,523 371,081 18.8

合             計

区　　　　　　　　　分 予  算  現  額
収　　　　　　入　　　　　　済　　　　　　額

合             計

区　　　　　　　　　分 予  算  現  額
収　　　　　　入　　　　　　済　　　　　　額

合             計

区　　　　　　　　　分 予  算  現  額
収　　　　　　入　　　　　　済　　　　　　額
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(21)　繰　　越　　金

継続費逓次繰越財源充当額が922万9千円、事故繰越財源充当額が3億6,255万9千円であった。

(22)　諸    収    入

○　諸 収 入 の 状 況 （単位：千円）

令和４年度 令和３年度 増　減　額

1 延滞金加算金及び過料 81,000 92,006 57,965 34,041 税滞納延滞金

2 市 預 金 利 子 1 262 130 132 市預金利子

3 貸 付 金 元 利 収 入 1,068,089 1,070,621 1,066,024 4,597 地域総合整備資金貸付金元利収入 12,856

災害援護資金貸付金元利収入 10,698

労働金庫貸付金元利収入 25,000

信用漁業協同組合連合会貸付金元利収入 50,000

商工組合中央金庫貸付金元利収入 50,000

中小企業特別保証制度貸付金元利収入 810,013

生活再建相談事業貸付金元利収入 36,400

奨学金貸与元利収入 73,666

看護師等修学資金貸与元利収入 1,988

4 受 託 事 業 収 入 62,160 51,190 67,167 △ 15,977 農業者年金業務受託事業収入 500

後期高齢者医療健康診査受託事業収入 50,519

田面木遺跡発掘調査受託事業収入 171

5 雑 入 581,605 627,423 1,894,177 △ 1,266,754 市町村振興宝くじ収益金交付金 66,260

スポーツ振興くじ助成金 9,231

原子力施設立地振興対策事業助成金 21,000

コミュニティ事業助成金 13,800

重度心身障害者医療費高額療養費等返還金 8,887

生活保護費返還金 82,595

生活保護費徴収金 5,813

連携中枢都市圏医療体制整備費負担金 31,210

連携中枢都市圏救急医療体制整備事業費負担金 3,690

八戸都市圏交流プラザ施設運営負担金 9,962

水産会館電気等使用料 17,797

広告料収入 10,931

青森県後期高齢者医療保健事業補助金 2,336

高齢者等バス特別乗車証負担金 52,253

障害支援区分判定審査負担金 6,429

公害健康被害者救済拠出金 2,018

公営住宅入居敷金 4,231

八戸駅ビル保証金返還金 23,632

工作物等移転補償金 4,565

八戸ブックセンター売上金 11,689

後期高齢者医療制度特別対策補助金 19,250

屋内スケート場命名権収入 22,000

多賀多目的運動場天然芝球技場命名権収入 3,850

デジタル基盤改革支援補助金 11,825

新型コロナウイルスワクチン接種費用（他自治体居住者分） 2,310

電気・電話・水道等使用料 60,142

1,792,855 1,841,502 3,085,463 △ 1,243,961合　　　　　　　 計

収入済額は39億1,624万6千円で、内訳は前年度決算剰余金が31億4,884万1千円、繰越明許費財源充当額が3億9,561万7千円、

区　　　　　　　　分 予算現額
収　　　　入　　　　済　　　　額

主　　　な　　　内　　　容

(23)　市　　　債

8,368万4千円減になったこと等による。

○　市　債　の　状　況 （単位：千円）

財　務　省
市 中 銀 行 及 び
その他の金融機関

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 そ　の　他

総 務 債 22,100 0 15,800 6,300 0

社 会 福 祉 債 234,800 7,800 216,000 11,000 0

児 童 福 祉 債 53,000 0 53,000 0 0

清 掃 債 5,400 0 0 5,400 0

保 健 衛 生 債 3,000 0 3,000 0 0

農 業 債 61,600 29,800 0 8,800 23,000

林 業 債 8,800 8,800 0 0 0

漁 港 債 36,300 36,300 0 0 0

商 工 債 90,400 0 55,900 2,500 32,000

道 路 橋 り ょ う 債 1,470,000 242,800 49,800 1,177,400 0

港 湾 整 備 事 業 債 243,700 243,700 0 0 0

都 市 計 画 事 業 債 459,100 142,400 241,100 75,600 0

住 宅 債 124,900 0 0 124,900 0

河 川 改 修 事 業 債 43,700 0 0 28,700 15,000

排 水 路 事 業 債 33,200 0 6,300 26,900 0

消 防 施 設 整 備 事 業 債 22,900 0 0 22,900 0

小 学 校 整 備 事 業 債 380,100 330,100 12,900 37,100 0

中 学 校 整 備 事 業 債 246,800 183,400 7,200 56,200 0

社 会 教 育 整 備 債 115,400 32,400 11,500 62,100 9,400

保 健 体 育 施 設 整 備 債 137,100 82,900 0 54,200 0

臨 時 財 政 対 策 債 2,039,501 2,039,501 0 0 0

減 収 補 填 債 190,700 0 190,700 0 0

合　　　　　計 6,022,501 3,379,901 863,200 1,700,000 79,400

借入額 は 60 億 2,250 万 1 千円 で、 前年 度に 比較 する と 36 億 1,568 万 4 千円 （増 減率 △ 37.5 ％） 減と なっ た。

これは、公会堂・公民館耐震改修事業等に伴う社会教育整備事業債が9億6,560万円減、臨時財政対策債が24億

区　　　　　　分 金　　　額
借 入 先 別
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(23)　市　　　債

8,368万4千円減になったこと等による。

○　市　債　の　状　況 （単位：千円）

財　務　省
市 中 銀 行 及 び
その他の金融機関

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 そ　の　他

総 務 債 22,100 0 15,800 6,300 0

社 会 福 祉 債 234,800 7,800 216,000 11,000 0

児 童 福 祉 債 53,000 0 53,000 0 0

清 掃 債 5,400 0 0 5,400 0

保 健 衛 生 債 3,000 0 3,000 0 0

農 業 債 61,600 29,800 0 8,800 23,000

林 業 債 8,800 8,800 0 0 0

漁 港 債 36,300 36,300 0 0 0

商 工 債 90,400 0 55,900 2,500 32,000

道 路 橋 り ょ う 債 1,470,000 242,800 49,800 1,177,400 0

港 湾 整 備 事 業 債 243,700 243,700 0 0 0

都 市 計 画 事 業 債 459,100 142,400 241,100 75,600 0

住 宅 債 124,900 0 0 124,900 0

河 川 改 修 事 業 債 43,700 0 0 28,700 15,000

排 水 路 事 業 債 33,200 0 6,300 26,900 0

消 防 施 設 整 備 事 業 債 22,900 0 0 22,900 0

小 学 校 整 備 事 業 債 380,100 330,100 12,900 37,100 0

中 学 校 整 備 事 業 債 246,800 183,400 7,200 56,200 0

社 会 教 育 整 備 債 115,400 32,400 11,500 62,100 9,400

保 健 体 育 施 設 整 備 債 137,100 82,900 0 54,200 0

臨 時 財 政 対 策 債 2,039,501 2,039,501 0 0 0

減 収 補 填 債 190,700 0 190,700 0 0

合　　　　　計 6,022,501 3,379,901 863,200 1,700,000 79,400

借入額 は 60 億 2,250 万 1 千円 で、 前年 度に 比較 する と 36 億 1,568 万 4 千円 （増 減率 △ 37.5 ％） 減と なっ た。

これは、公会堂・公民館耐震改修事業等に伴う社会教育整備事業債が9億6,560万円減、臨時財政対策債が24億

区　　　　　　分 金　　　額
借 入 先 別
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Ⅲ　歳　　　出

   １ 目的別歳出

となっている。

第第８８表表　　　　目目的的別別歳歳出出決決算算額額のの状状況況

（単位：千円、％）

決　算　額 構　成　比 決　算　額 構　成　比 増  減  額 増  減  率 前年度増減率

1 議 会 費 557,339 0.5 527,290 0.5 30,049 5.7 △ 5.6

2 総 務 費 7,871,255 7.5 10,941,266 9.7 △ 3,070,011 △ 28.1 61.7

3 民 生 費 41,379,467 39.5 43,785,920 39.0 △ 2,406,453 △ 5.5 △ 29.0

4 衛 生 費 15,160,149 14.5 15,271,830 13.7 △ 111,681 △ 0.7 4.1

5 労 働 費 137,383 0.1 141,040 0.1 △ 3,657 △ 2.6 △ 14.5

6 農林水産業費 1,451,751 1.4 1,555,177 1.4 △ 103,426 △ 6.7 △ 51.6

7 商 工 費 4,329,921 4.1 3,956,074 3.5 373,847 9.4 △ 0.5

8 土 木 費 11,609,088 11.1 13,112,296 11.7 △ 1,503,208 △ 11.5 △ 7.6

9 消 防 費 3,079,034 3.0 2,951,259 2.6 127,775 4.3 △ 7.5

10 教 育 費 9,322,187 8.9 10,380,151 9.2 △ 1,057,964 △ 10.2 △ 28.8

11 災 害 復 旧 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 皆減

12 公 債 費 9,297,465 8.9 9,249,098 8.2 48,367 0.5 △ 1.5

13 諸 支 出 金 550,902 0.5 490,689 0.4 60,213 12.3 8.4

104,745,941 100.0 112,362,090 100.0 △ 7,616,149 △ 6.8 △ 15.5歳　出　合　計

（増減率△5.5％）、土木費は新大橋整備事業費の減等により15億320万8千円（増減率△11.5％）それぞれ減少した。

区　　　分
令和４年度 令和３年度 比　　　較

6,021万3千円（増減率12.3％）、それぞれ増加した。

一方、総務費は財政調整基金や市債管理基金への積立金の減等により30億7,001万1千円（増減率△28.1％）、

民生費は非課税世帯臨時特別給付金や子育て世帯臨時特別支援給付金の減等により24億645万3千円

対前年度増減の主なものは、商工費はプレミアム商品券発行事業費や商業団体等販売促進支援事業費の増等

により3億7,384万7千円（増減率9.4％）、消防費は八戸地域広域市町村圏事務組合消防費負担金や津波避難計画

改定事業費の増等により1億2,777万5千円（増減率4.3％）、諸支出金は自動車運送事業会計補助金の増により

（構成比8.9％）、公債費の92億9,746万5千円（構成比8.9％）、総務費の78億7,125万5千円（構成比7.5％）の順

　  歳出決算額の目的別状況は、第８表のとおりである。

内訳をみると構成比で大きいのは民生費の413億7,946万7千円（構成比39.5％）で、以下衛生費の151億

6,014万9千円（構成比14.5％）、土木費の116億908万8千円(構成比11.1％）、教育費の93億2,218万7千円

第第９９表表　　　　目目的的別別歳歳出出のの構構成成比比とと増増減減率率のの推推移移

（単位：％）

区　　分

平 成 令 和 令 和 令 和 令 和 平 成 令 和 令 和 令 和 令 和
科　　目 30 年 度 元 年 度 2 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度 30 年 度 元 年 度 2 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

1 議 会 費 0.6 0.5 0.4 0.5 0.5 3.7 0.3 △ 2.3 △ 5.6 5.7

2 総 務 費 7.9 8.3 5.1 9.7 7.5 △ 1.6 8.7 △ 23.1 61.7 △ 28.1

3 民 生 費 34.8 35.2 46.4 39.0 39.5 △ 0.2 5.4 65.0 △ 29.0 △ 5.5

4 衛 生 費 12.0 13.6 11.1 13.7 14.5 △ 2.9 17.7 1.6 4.1 △ 0.7

5 労 働 費 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 3.1 △ 10.0 24.2 △ 14.5 △ 2.6

6 農 林 水 産 業 費 2.2 2.5 2.4 1.4 1.4 17.4 19.7 19.2 △ 51.6 △ 6.7

7 商 工 費 3.4 2.7 3.0 3.5 4.1 8.8 △ 16.7 38.6 △ 0.5 9.4

8 土 木 費 17.1 15.7 10.7 11.7 11.1 9.1 △ 3.9 △ 15.2 △ 7.6 △ 11.5

9 消 防 費 2.9 2.8 2.4 2.6 3.0 0.3 2.5 5.4 △ 7.5 4.3

10 教 育 費 9.0 8.6 11.0 9.2 8.9 14.2 △ 0.6 60.4 △ 28.8 △ 10.2

11 災 害 復 旧 費 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 皆減 0.0 皆増 皆減 0.0

12 公 債 費 9.2 9.6 7.1 8.2 8.9 △ 4.7 8.4 △ 7.6 △ 1.5 0.5

13 諸 支 出 金 0.8 0.4 0.3 0.4 0.5 126.0 △ 42.6 2.7 8.4 12.3

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 2.1 2.6 25.0 △ 15.5 △ 6.8

第第1100表表　　　　人人口口１１人人当当たたりりのの目目的的別別歳歳出出のの推推移移

（単位：円）

1 議 会 費

2 総 務 費

3 民 生 費

4 衛 生 費

5 労 働 費

6 農 林 水 産 業 費

7 商 工 費

8 土 木 費

9 消 防 費

10 教 育 費

11 災 害 復 旧 費

12 公 債 費

13 諸 支 出 金

構　　　　　成　　　　　比 対　前　年　度　増　減　率

歳　出　合　計

区　　　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

35,386 38,816 30,123 49,247 35,822

2,493 2,524 2,487 2,373 2,536

53,697 63,771 65,339 68,738 68,993

155,185 165,050 274,621 197,080 188,317

9,840 11,887 14,295 7,000 6,607

646 586 734 635 625

76,173 73,891 63,209 59,018 52,833

15,066 12,666 17,710 17,806 19,705

40,011 40,129 64,917 46,721 42,425

12,929 13,368 14,205 13,284 14,013

40,973 44,826 41,790 41,630 42,313

0 0 235 0 0

3,362 1,947 2,016 2,209 2,507

476,696

住民基本台帳人口
230,738人 228,622人 226,541人 224,617人 219,733人

（各年度末）

歳　出　合　計 445,761 469,461 591,681 505,741
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第第９９表表　　　　目目的的別別歳歳出出のの構構成成比比とと増増減減率率のの推推移移

（単位：％）

区　　分

平 成 令 和 令 和 令 和 令 和 平 成 令 和 令 和 令 和 令 和
科　　目 30 年 度 元 年 度 2 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度 30 年 度 元 年 度 2 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

1 議 会 費 0.6 0.5 0.4 0.5 0.5 3.7 0.3 △ 2.3 △ 5.6 5.7

2 総 務 費 7.9 8.3 5.1 9.7 7.5 △ 1.6 8.7 △ 23.1 61.7 △ 28.1

3 民 生 費 34.8 35.2 46.4 39.0 39.5 △ 0.2 5.4 65.0 △ 29.0 △ 5.5

4 衛 生 費 12.0 13.6 11.1 13.7 14.5 △ 2.9 17.7 1.6 4.1 △ 0.7

5 労 働 費 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 3.1 △ 10.0 24.2 △ 14.5 △ 2.6

6 農 林 水 産 業 費 2.2 2.5 2.4 1.4 1.4 17.4 19.7 19.2 △ 51.6 △ 6.7

7 商 工 費 3.4 2.7 3.0 3.5 4.1 8.8 △ 16.7 38.6 △ 0.5 9.4

8 土 木 費 17.1 15.7 10.7 11.7 11.1 9.1 △ 3.9 △ 15.2 △ 7.6 △ 11.5

9 消 防 費 2.9 2.8 2.4 2.6 3.0 0.3 2.5 5.4 △ 7.5 4.3

10 教 育 費 9.0 8.6 11.0 9.2 8.9 14.2 △ 0.6 60.4 △ 28.8 △ 10.2

11 災 害 復 旧 費 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 皆減 0.0 皆増 皆減 0.0

12 公 債 費 9.2 9.6 7.1 8.2 8.9 △ 4.7 8.4 △ 7.6 △ 1.5 0.5

13 諸 支 出 金 0.8 0.4 0.3 0.4 0.5 126.0 △ 42.6 2.7 8.4 12.3

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 2.1 2.6 25.0 △ 15.5 △ 6.8

第第1100表表　　　　人人口口１１人人当当たたりりのの目目的的別別歳歳出出のの推推移移

（単位：円）

1 議 会 費

2 総 務 費

3 民 生 費

4 衛 生 費

5 労 働 費

6 農 林 水 産 業 費

7 商 工 費

8 土 木 費

9 消 防 費

10 教 育 費

11 災 害 復 旧 費

12 公 債 費

13 諸 支 出 金

構　　　　　成　　　　　比 対　前　年　度　増　減　率

歳　出　合　計

区　　　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

35,386 38,816 30,123 49,247 35,822

2,493 2,524 2,487 2,373 2,536

53,697 63,771 65,339 68,738 68,993

155,185 165,050 274,621 197,080 188,317

9,840 11,887 14,295 7,000 6,607

646 586 734 635 625

76,173 73,891 63,209 59,018 52,833

15,066 12,666 17,710 17,806 19,705

40,011 40,129 64,917 46,721 42,425

12,929 13,368 14,205 13,284 14,013

40,973 44,826 41,790 41,630 42,313

0 0 235 0 0

3,362 1,947 2,016 2,209 2,507

476,696

住民基本台帳人口
230,738人 228,622人 226,541人 224,617人 219,733人

（各年度末）

歳　出　合　計 445,761 469,461 591,681 505,741
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２　性質別歳出

  ◎　義務的経費

　人件費は、1,993万9千円（増減率0.2％）の増とほぼ横ばいとなった。

円（増減率△8.3％）の減となった。

　公債費は、元金償還金の増等により4,836万7千円（増減率0.5％）の増となった。  

  ◎　投資的経費

の減となった。

△33.4％）の減となった。

  ◎　その他の経費

　物件費は、光熱水費や燃料費の増等により4億9,283万9千円（増減率3.7％）の増となった。

円（増減率4.1％）の増となった。

となった。

　投資及び出資金は、567万1千円（増減率△0.5％）の減とほぼ横ばいとなった。

  ◎　一般財源の充当状況

　各経費に対する一般財源の充当状況は、第14表のとおりである。

　一般財源充当額の総額は644億7,827万3千円で、義務的経費には42.1％にあたる271億261万3千円、

投資的経費には1.6％にあたる10億2,360万円が充当されている。

補助事業費は、新大橋整備事業費、新美術館整備事業費の減等により、21億5,505万7千円（増減率

単独事業費は、公会堂・公民館耐震改修事業費、総合保健センター整備事業費の減等により、8億2,138万6千

円（増減率△22.0％）の減となった。

積立金は、財政調整基金・市債管理基金への積立金の減等により30億8,319万5千円（増減率△58.7%）の減

補助費等は、プレミアム商品券発行事業負担金や商業団体等販売促進支援事業補助金の増等により6億578万

決算額は77億114万2千円（構成比7.4％）で、前年度と比較すると34億3,143万6千円（増減率△30.8％）

歳出決算額の性質別状況は、第11表のとおりである。

決算額は513億470万6千円（構成比49.0％）で、前年度と比較すると27億8,339万3千円（増減率△5.1％）の減

となった。

扶助費は、非課税世帯臨時特別給付金及び子育て世帯臨時特別支援給付金の減等により28億5,169万9千
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第第1111表表　　　　性性質質別別歳歳出出決決算算額額のの状状況況

（単位：千円，％）

前 年 度

増 減 率

5511,,330044,,770066 4499..00 5544,,008888,,009999 4488..11 △△  22,,778833,,339933 △△  55..11 1111..22

人 件 費 10,689,725 10.2 10,669,786 9.5 19,939 0.2 1.2

扶 助 費 31,317,516 29.9 34,169,215 30.4 △ 2,851,699 △ 8.3 19.1

公 債 費 9,297,465 8.9 9,249,098 8.2 48,367 0.5 △ 1.5

77,,770011,,114422 77..44 1111,,113322,,557788 99..99 △△  33,,443311,,443366 △△  3300..88 △△  4444..44

普通建設事業費 7,701,142 7.4 11,132,578 9.9 △ 3,431,436 △ 30.8 △ 44.3

 う  ち   補    助 4,297,606 4.1 6,452,663 5.7 △ 2,155,057 △ 33.4 △ 38.5

   〃     単    独 2,920,574 2.8 3,741,960 3.3 △ 821,386 △ 22.0 △ 58.7

   〃     そ の 他 482,962 0.5 937,955 0.8 △ 454,993 △ 48.5 127.2

災害復旧事業費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 皆減

4455,,774400,,009933 4433..66 4477,,114411,,441133 4422..00 △△  11,,440011,,332200 △△  33..00 △△  2266..66

物 件 費 13,876,882 13.2 13,384,043 11.9 492,839 3.7 14.9

維 持 補 修 費 1,282,365 1.2 1,175,610 1.0 106,755 9.1 △ 3.2

補 助 費 等 15,203,604 14.5 14,597,824 13.0 605,780 4.1 △ 61.2

積 立 金 2,170,853 2.1 5,254,048 4.7 △ 3,083,195 △ 58.7 287.3

投資及び出資金 1,188,250 1.1 1,193,921 1.1 △ 5,671 △ 0.5 11.9

貸 付 金 1,032,999 1.0 1,026,784 0.9 6,215 0.6 △ 0.6

繰 出 金 10,985,140 10.5 10,509,183 9.4 475,957 4.5 2.3

104,745,941 100.0 112,362,090 100.0 △ 7,616,149 △ 6.8 △ 15.5

義義 務務 的的 経経 費費

投投 資資 的的 経経 費費

そそ のの 他他 のの 経経 費費

歳　出　合　計

区　　　分

令和４年度 令和３年度 比　　　較

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率
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第第1122表表　　　　性性質質別別歳歳出出のの構構成成比比とと増増減減率率のの推推移移

（単位：％）

区　　分

平 成 令 和 令 和 令 和 令 和 平 成 令 和 令 和 令 和 令 和
科　　目 30 年 度 元 年 度 2 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度 30 年 度 元 年 度 2 年 度 ３ 年 度 ４ 年 度

4455..22 4455..55 3366..66 4488..11 4499..00 △△  11..33 44..99 00..55 1111..22 △△  55..11

人 件 費 10.0 9.7 7.9 9.5 10.2 1.2 1.3 2.1 1.2 0.2

扶 助 費 26.1 26.2 21.6 30.4 29.9 △ 1.0 5.0 2.9 19.1 △ 8.3

公 債 費 9.2 9.5 7.1 8.2 8.9 △ 4.7 8.4 △ 7.6 △ 1.5 0.5

1166..44 1155..33 1155..00 99..99 77..44 2233..77 △△  22..77 2233..66 △△  4444..44 △△  3300..88

うち普通建設事業費 16.4 15.3 15.0 9.9 7.4 24.1 △ 2.7 23.3 △ 44.3 △ 30.8

補 助 7.8 7.6 7.9 5.7 4.1 17.7 1.0 30.2 △ 38.5 △ 33.4

単 独 8.1 7.3 6.8 3.3 2.8 32.9 △ 6.0 16.8 △ 58.7 △ 22.0

3388..44 3399..22 4488..44 4422..00 4433..66 00..00 66..77 5533..88 △△  2266..66 △△  33..00

う ち 物 件 費 10.3 10.5 8.8 11.9 13.2 1.4 6.8 4.4 14.9 3.7

〃 維 持 補 修 費 1.0 0.9 0.9 1.0 1.2 4.4 △ 9.6 25.8 △ 3.2 9.1

〃 補 助 費 等 11.0 11.0 28.4 13.0 14.5 4.1 4.7 220.9 △ 61.2 4.1

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 2.6 4.4 25.0 △ 15.5 △ 6.8

第第1133表表　　　　人人口口１１人人当当たたりりのの性性質質別別歳歳出出のの推推移移

（単位：円）

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

うち普通建設事業費

補 助

単 独

う ち 物 件 費

〃 維 持 補 修 費

〃 補 助 費 等

義義 務務 的的 経経 費費

投投 資資 的的 経経 費費

72,843

34,912

220011,,669955

44,579

116,143

40,973

7722,,884433

36,159

117711,,222233

45,714

4,670

そそ のの 他他 のの 経経 費費

221133,,447799

45,570

123,083

44,826

118844,,445511

7711,,553311

71,531

35,570

34,287

51,868

5,408

歳　出　合　計

224433,,445500

48,025

153,795

41,630

40,384

221166,,445599

46,934

127,735

41,790

8899,,116633

16,843

88,927

46,705

住民基本台帳人口

（各年度末）

228866,,006600

5,291

65,705

60,242

226,541人 224,617人 222,173人

505,741591,682469,461

51,804

49,254

4,261

221122,,118833

63,153

5,836

区　　　分

歳 出 合 計

構　　　　　成　　　　　比 対　前　年　度　増　減　率

義義 務務 的的 経経 費費

投投 資資 的的 経経 費費

そそ のの 他他 のの 経経 費費

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

5500,,110088

50,108

29,043

3355,,004488

35,048

19,558

13,291

220088,,116622

令和４年度

223333,,448877

48,649

142,525

42,313

69,191

476,697

219,733人

445,761

228,622人

167,68149,028

− 27 − − 28 −



第
1
4
表

　
　

一
般

財
源

充
当

額
の

推
移

（
性

質
別

）

（
単

位
：
千

円
，

％
）

一
般

財
源

一
般

財
源

一
般

財
源

一
般

財
源

一
般

財
源

充
当

額
充

当
額

充
当

額
充

当
額

充
当

額

22
55
,,99

33
66
,,33

88
55

44
33
..66

11
..22

22
66
,,11

11
22
,,44

88
88

44
22
..44

00
..77

22
66
,,22

11
00
,,88

99
44

44
11
..99

00
..44

22
77
,,00

00
66
,,33

33
22

44
00
..99

33
..00

22
77
,,11

00
22
,,66

11
33

44
22
..11

00
..44

人
件

費
9
,7

6
3
,1

2
2

1
6
.4

1
.7

9
,9

2
2
,7

0
2

1
6
.1

1
.6

9
,9

0
9
,9

4
6

1
5
.8

△
 0

.1
1
0
,0

0
5
,3

5
7

1
5
.1

1
.0

1
0
,1

0
2
,0

9
4

1
5
.7

1
.0

扶
助

費
7
,7

9
9
,8

4
5

1
3
.1

1
.3

7
,8

0
3
,6

1
9

1
2
.7

0
.0

7
,6

7
9
,9

9
2

1
2
.3

△
 1

.6
7
,9

8
7
,5

8
1

1
2
.1

4
.0

7
,9

7
3
,6

6
4

1
2
.4

△
 0

.2

公
債

費
8
,3

7
3
,4

1
8

1
4
.1

0
.6

8
,3

8
6
,1

6
7

1
3
.6

0
.2

8
,6

2
0
,9

5
6

1
3
.8

2
.8

9
,0

1
3
,3

9
4

1
3
.7

4
.6

9
,0

2
6
,8

5
5

1
4
.0

0
.1

22
,,44

00
33
,,99

55
88

44
..11

22
22
..11

11
,,55

44
44
,,44

00
22

22
..66

△△
  33

55
..88

11
,,77

55
88
,,55

33
22

22
..88

11
33
..99

11
,,66

00
88
,,88

11
11

22
..44

△△
  88

..55
11
,,00

22
33
,,66

00
00

11
..66

△△
  33

66
..44

う
ち

普
通

建
設

事
業

費
2
,4

0
3
,9

5
8

4
.1

2
2
.1

1
,5

4
4
,4

0
2

2
.6

△
 3

5
.8

1
,7

5
4
,4

6
6

2
.8

1
3
.6

1
,6

0
8
,8

1
1

2
.4

△
 8

.3
1
,0

2
3
,6

0
0

1
.6

△
 3

6
.4

補
助

3
9
7
,6

8
3

0
.7

6
3
.1

5
4
6
,2

7
1

0
.9

3
7
.4

3
4
8
,8

7
2

0
.6

△
 3

6
.1

2
7
2
,8

6
1

0
.4

△
 2

1
.8

1
8
1
,1

7
5

0
.3

△
 3

3
.6

単
独

1
,9

1
3
,4

8
3

3
.2

2
2
.1

9
5
8
,2

5
6

1
.6

△
 4

9
.9

1
,3

3
0
,0

5
0

2
.1

3
8
.8

1
,2

7
7
,4

4
7

1
.9

△
 4

.0
8
0
8
,6

3
4

1
.2

△
 3

6
.7

33
11
,,00

55
11
,,66

88
44

55
22
..33

△△
  44

..33
33
33
,,88

33
77
,,11

77
00

55
55
..00

99
..00

33
44
,,55

55
88
,,88

66
99

55
55
..33

22
..11

33
77
,,33

77
66
,,66

11
55

55
66
..77

88
..22

33
66
,,33

55
22
,,00

66
00

55
66
..33

△△
  22

..77

物
件

費
8
,1

4
9
,9

9
7

1
3
.7

△
 1

.2
8
,5

3
8
,4

8
8

1
3
.9

4
.8

8
,7

3
6
,5

3
9

1
4
.0

2
.3

9
,0

8
5
,2

4
4

1
3
.8

4
.0

9
,3

5
5
,3

3
2

1
4
.5

3
.0

維
持

補
修

費
1
,0

0
5
,7

3
9

1
.7

0
.8

8
7
3
,4

7
4

1
.4

△
 1

3
.2

1
,0

4
7
,4

0
3

1
.7

1
9
.9

1
,0

6
2
,9

8
5

1
.6

1
.5

1
,2

0
9
,8

8
9

1
.9

1
3
.8

補
助

費
等

9
,9

4
9
,0

7
6

1
6
.8

△
 1

.7
1
0
,5

0
0
,2

1
9

1
7
.1

5
.5

1
3
,9

9
1
,6

8
6

2
2
.4

3
3
.3

1
3
,4

3
4
,9

4
8

2
0
.4

△
 4

.0
1
3
,9

4
2
,5

2
4

2
1
.6

3
.8

積
立

金
3
3
8
,8

4
3

0
.6

△
 7

8
.6

1
,6

8
5
,3

1
3

2
.7

3
9
7
.4

1
,2

4
5
,7

7
0

2
.0

△
 2

6
.1

3
,8

9
7
,6

3
6

5
.9

2
1
2
.9

1
,5

0
9
,2

2
9

2
.3

△
 6

1
.3

出
資

金
・
貸

付
金

6
7
5
,0

7
2

1
.1

7
9
.7

5
8
6
,7

6
2

1
.0

△
 1

3
.1

1
,0

7
4
,1

5
7

1
.7

8
3
.1

1
,2

0
0
,5

6
5

1
.8

1
1
.8

1
,1

9
6
,0

2
1

1
.8

△
 0

.4

繰
出

金
1
0
,9

3
2
,9

5
7

1
8
.4

△
 1

.7
1
1
,6

5
2
,9

1
4

1
8
.9

6
.6

8
,4

6
3
,3

1
4

1
3
.5

△
 2

7
.4

8
,6

9
5
,2

3
7

1
3
.2

2
.7

9
,1

3
9
,0

6
5

1
4
.2

5
.1

5
9
,3

9
2
,0

2
7

1
0
0
.0

△
 1

.1
6
1
,4

9
4
,0

6
0

1
0
0
.0

3
.5

6
2
,5

2
8
,2

9
5

1
0
0
.0

1
.7

6
5
,9

9
1
,7

5
8

1
0
0
.0

5
.5

6
4
,4

7
8
,2

7
3

1
0
0
.0

△
 2

.3

平
成

3
0
年

度

構
成

比
増

減
率

歳
 出

 合
 計

そ そ
のの

他他
のの

経経
費費

義義
務務

的的
経経

費費

投投
資資

的的
経経

費費

区
分

令
和

４
年

度

構
成

比
増

減
率

令
和

3
年

度

構
成

比
増

減
率

令
和

元
年

度

構
成

比
増

減
率

令
和

2
年

度

構
成

比
増

減
率

− 27 − − 28 −



　　　　第第１１図図　　　　歳歳入入決決算算額額のの項項目目別別構構成成比比のの推推移移

　　　　第第２２図図　　　　一一般般財財源源とと特特定定財財源源のの推推移移

　　　　百万円
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　　　　第第３３図図　　　　歳歳出出決決算算額額のの目目的的別別構構成成比比のの推推移移

　　　　第第４４図図　　　　歳歳出出決決算算額額（（目目的的別別））のの一一般般財財源源のの推推移移

　　　　百万円
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　　第第５５図図　　　　歳歳出出決決算算額額にに占占めめるる義義務務的的経経費費とと投投資資的的経経費費のの推推移移

　　○○  構構成成比比

　　○○  決決算算額額

45.2 45.5 

36.6 

48.1 49.0 

26.1 26.2 

21.6 

30.4 29.9 

16.4 15.3 15.0 

9.9 

7.4 

10.0 9.7 
7.9 

9.5 10.2 

9.2 9.6 
7.1 

8.2 
8.9 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

%

義務的経費

扶助費

投資的経費

人件費

公債費

10,192 10,323 10,542 10,670 10,690 

26,553 27,883 28,691 34,169 31,318 

9,367 10,155 9,387 
9,249 9,297 

7,982 8,058 10,491 
6,453 

4,298 
8,267 7,767 

9,071 3,742 
2,920 405 379 

413 
938 

483 

10,451 11,158 
11,650 13,384 

13,877 

11,209 11,736 

37,664 

14,598 
15,204 

12,531 
13,328 

10,269 

10,509 
10,985 

4,954 
5,565 

4,724 

8,650 
5,674 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

百万円

その他の経費

繰出金

物件費

補助費等

その他事業
単独事業
補助事業

投
資
的
経
費

扶助費

人件費

公債費

義
務
的
経
費

132,902

106,352 104,746
101,911

112,362

− 31 − − 32 −



　　第第６６図図　　　　一一般般財財源源充充当当額額（（性性質質別別））のの推推移移
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Ⅳ　施　策　の　概　要
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千円 （単位：千円）

１　議員定数　32人

２　議会活動状況掲載

　(1)　本　会　議

　(2)　委　員　会

（常任委員会） （特別委員会）

（そ　の　他）

議会運営委員会　21回、　議員全員協議会　4回、　各派交渉会　11回

　(3)　請願及び陳情の審査結果

３　視 察

　(1)　委員会視察

    常任委員会及び特別委員会で調査・視察を行った。

　(2)　行政視察（個人）

　  議会活動に資するため、各議員が調査・視察を行った。

４　政務活動費

　(1)　議員の調査研究その他の活動に資するため、政務活動費を各会派に交付した。

５　議会広報

　(1)　「はちのへ市議会だより」を年４回発行した。

 0件

1
0

0
0

決 算

0
1

0

0
1

0
0

11
0

0
0

0
0

0

一　 般

質問者数

議員提出

議案件数
会期日数

市長提出

計

議案件数

本 会 議

開会日数

0

0

1 1

10

 0件

0
0

継 続 審 査

合 計

継 続 審 査

令和4年度受理  0件

0

議 決 不 要 0

処

理

状

況

採 択

件

数

不 採 択

取 り 下 げ

前年度からの

合 計

審 議 未 了

そ の 他

4

4

スポーツ文化施設建設運営

陳情

4

港湾・都市基盤整備推進 4

6予 算

0

請願

回　数

16
66

協議会

4広 域 連 携 推 進

27
127 4

18

委 員 会 名

観 光 振 興

5
6
22

63

7

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

１ 議 会 費 557,339

民　生

23 1
3

1 議  会  費 557,339

80

12月定例会

６月定例会 15

３月定例会

15

９月定例会

建　設

８月臨時会 01

委員会

12
13
13

計

 8回

1
22

23

区  分

委員会名

総　務

経　済

8

　18回
6

0 16
1

5 17 0 16
0

5

第 1 款　議　会　費
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千円 （単位：千円）

１ （政策推進課）

○ 重点要望関係

○ 八戸地域広域市町村圏事務組合総務費負担金（事務局）　　10,617

（市民連携推進課）

○ 地域国際化団体支援事業

○国際交流員配置経費

（総務課）

○八戸市特別功労者等表彰（11月4日）

（行政管理課）

○ 行財政改革の推進

・

・ 八戸市行政改革委員会を開催し、進行管理結果を報告。

開催回数 ２回（令和４年９月28日、令和４年12月21日）

委員報酬

実施先

重点事業要望事項説明会

令和4年 8月 25日 市議会議員

令和4年 8月 25日 市選出県議会議員

令和4年10月 12日 県知事

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

２ 総 務 費 7,871,255

6,069,101総務管理費

市が抱える独自の課題を直接県知事に要望する重点要望について、市議会議員、市選出
県議会議員への説明を経て、県知事要望を実施した。

第７次八戸市行財政改革大綱及び同大綱アクションプログラム（令和２年２月策定）
に基づく各種取組の推進。（推進期間：令和２年度～令和６年度）

委員数 ６人

97

　　・青森県国際交流協会負担金
　　　公益財団法人青森県国際交流協会の賛助会費
　　　(市会員100,000円、町村会員30,000円、団体会員10,000円、個人会員3,000円）
      【決算額】　100千円

　　・八戸国際交流協会事業補助金
　　　八戸国際交流協会が実施する補助対象事業に要する経費の2分の1に相当する
　　　額又は1,100,000円のいずれか低い額を交付。
　　  【決算額】　 820千円

　地域の国際化推進のため、平成9年7月より国際交流員を配置。
  現国際交流員は令和3年9月13日より配置。
　　　〈令和4年度概要〉
　　　  　任用期間　令和4年4月1日～令和5年3月31日
　　　 　 人数　    1名
　　　 　 出身　    米国カリフォルニア州
　　　〈職務内容〉
　　　 　・八戸国際交流協会事業の企画・参画
　　　 　・筆耕翻訳作業
　　　 　・外国からの訪問客の接遇・通訳
　　　 　・外国人住民の支援
　　　 　・児童館等の英語及び国際交流活動及び異文化理解の支援
　　　【決算額】　4,912千円

種　類 人員

功　労　者 20

善　行　者 1

区　分 実施期日

第２款　総　務　費
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千円 （単位：千円）

○ 指定管理者制度の導入

・ 指定管理者制度導入施設（令和４年度末現在）

公　募 115施設（募集単位28件）

非公募  20施設（募集単位17件）

・ 指定管理者支援補助金（地方創生臨時交付金事業）

○ 有料広告事業（令和４年度歳入合計）38,531

・

・

導入施設数 ４施設

三八五・こども館（子ども交流館）

テクノルアイスパーク八戸（新井田インドアリンク）

プライフーズスタジアム（多賀多目的運動場天然芝球技場）

YSアリーナ八戸（長根屋内スケート場）

・

○ 包括外部監査

・

80 件
55 件

○ 公共施設マネジメント

・

○ 共用車の管理

・ 公用車両の効率的な活用を図るため、共用車18台の集中管理を行った。

（秘書課）

○ 市長交際費

　

件

件

件

件

件

件

一般財源

新型コロナウイルス対策
指定管理者支援補助金

平成17年度から、市ホームページ、広報紙その他印刷物など市の財産を媒体と
して企業広告の掲載事業を実施。

平成28年度から、新たな広告媒体について企業の提案を受ける有料広告企業提
案制度を実施。

監査機能の独立性及び専門性を強化し透明性及び客観性の向上を図り、行政に
対する市民の信頼を高めるため、平成28年度から実施。

平成23年度から、市有施設への命名権を付与するネーミングライツ事業を実施。

内　　　　容事　　業　　名 決算額
財　　源　　内　　訳

国・県 地方債 その他

休館等に伴い利用料金が減収した指
定管理者に対する支援

電気・ガス価格高騰対策
指定管理者支援補助金

28,769

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

令和４年度 監査テーマ 監査対象 監査人 指摘事項

教育委員会の財務事務の執行につ
いて

47事業
（７部署+９校）

鈴木 崇大
（公認会計士）

監査の結果
意見

28,769
電気・ガス価格高騰の影響を受ける
指定管理者に対する支援

11,501 11,501

公共施設マネジメントの推進に係る基本方針に基づく各種取組の推進。（計画
期間：令和３年度～令和12年度）

区　分 件　数 金　額

お祝い・会費等 118 603

香典・供花等 58 577

見舞金等 0 0

合　　計 178 1,215

土産・記念品等 0 0

協賛金等 2 35

第２款　総　務　費
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千円 （単位：千円）

（人事課）

○ 採用試験

令和４年６月19日実施

令和４年７月27日～29日実施

令和４年６月28日実施

令和５年３月20日実施

（人）

獣医師

試験区分 申込者数

大 学 土 木 5

大 学 建 築 2

大 学 電 気 0

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

大卒・短大卒(技術職)

薬剤師

(第２次試験)

(第１次試験)

(第２次試験)

社会人対象(事務・機械・化学)・

障がい者

令和４年９月25日実施

令和４年11月７日～９日実施

短大卒・高卒、学芸員、保健師

(第１次試験)

(第２次試験)

令和４年９月18日実施

令和４年11月７日～９日実施

(第１次試験)

大 学 機 械

5 3 1

短 大 土 木 6 5 1 1

受験者数 合格者数 採用者数

大 学 行 政 87 74 18 16

- - -

短 大 電 気 0 - - -

2 1 1

短 大 建 築 0 - - -

大 学 化 学 2 2 0 -

1 1 1 1

短 大 機 械 0 - - -

大 学 農 業 0 - - -

大 学 水 産 2 1 0 -

5

高 校 土 木 2 2 2 2

20

短 大 事 務 22 18 4 2

小 計 105 90 24

高 校 事 務 24 24 7

1

小 計 60 55 15 10

事 務 49 46 7 6

障がい者（事務） 12 11 2

保 健 師 10 10 7

-

化 学 0 - - -

機 械 3 3 1

6

学 芸 員 ( 考 古 ) 8 6 2 2

小 計 52 49 8

獣 医 師 1 1 1 1

薬 剤 師 1 1 1

47合 計 237 212 58

区分

大卒
・

短大卒
(技術職)

短大卒
・

高卒等

社会人対象

免許資格職等

1

小 計 2 2 2 2

獣医師
・

薬剤師

7

小 計 18 16 9 9

第２款　総　務　費
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千円 （単位：千円）

○ 職員研修の実施状況

1. 集合研修 （人）

2. 自己啓発 （人）

3. 派遣研修 （人）

○ 職員健康診断等 （人）

合　　計 1,515

特別定期健康診断
深夜作業従事者
廃棄物処理従事者
自動車運転兼廃棄物処理従事者

20

破傷風予防接種
清掃・修路・農作業従事者
犬・猫等を取り扱う職員

48

研 修 名 内　容 受講者数

合　　計

1,447

内閣官房・内閣府

種　別 対　象　者 受診者数

1

総務省 1

28

定期健康診断 全職員

資格取得助成

396

課長級職員研修 課長級職員 21

人事評価者研修 人事評価において評価者となる職員 42

合　　計

班長級職員研修 班長級職員 29

課長補佐級職員研修 課長補佐級職員 34

主査級職員研修 主査級職員 57

新採用職員前期研修 新採用職員 49

新採用職員後期研修 新採用職員 51

主事級職員第二部研修 採用後５～10年経過した職員 55

主事級職員第一部研修 採用後１年経過した職員 58

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

研修名 対　象　者 受講者数

・一級建築士（2名）
・危険物取扱者乙種第４類（1名）
・介護支援専門員（1名）
・下水道第３種技術検定（1名）
・消防設備士（1名）

6

行政実務研修

厚生労働省 1

研　修　名 受講者数

自治大学校 第１部課程 1

市町村職員中央研修所 広報の効果的実践　等 13

東北自治研修所 東北六県中堅職員研修　等 2

青森県自治研修所 ロジカルシンキング研修　等 9

第２款　総　務　費

− 37 − − 38 −



千円 （単位：千円）

（情報政策課）

○ 庁内情報ネットワーク

・庁内情報ネットワーク接続台数　2,414台（令和4年度末、情報政策課所管分）

・情報セキュリティ等のIT研修実施　　67人修了（延べ102コース）

・総合行政ネットワーク（LGWAN）への参加

・グループウェア（シラサギ）の利用

・統合型及び公開型の地理情報システム（GIS）の導入

・ペーパーレス会議システムの導入

・情報漏洩対策システムの導入

・テレワークシステムの導入

・Web会議システムの導入

・AI-OCR、RPAの導入

〇 地域情報化

・市公共施設の公衆無線LAN（Wi-Fi）整備（令和4年度1箇所整備：JAZZの館 南郷）　

・地域情報通信基盤整備推進事業

・八戸地域インターネット情報案内ホームページ（はちのへJP）の運用

○ 八戸市デジタル推進計画の策定

○ 八戸市デジタル推進懇談会の開催

・ 構成員 外部有識者７名

・ 開催日時 第１回　令和４年８月26日（金）　場所：本館第３委員会室

第２回　令和４年10月14日（金）　場所：八戸グランドホテル

第３回　令和４年12月５日（月）　場所：八戸グランドホテル

・ 決算額 委員謝礼 　 123

委員旅費  　 98　

会場借上料　163

○ 行政事務の効率的運営のため、各種業務の電子計算処理を実施。

電子計算組織経費一式

処理業務一覧表（主なる業務）

区　分

総　合　政　策　部

まちづくり文化スポーツ部

総　　　務　　　部

一　括　処　理

町内毎世帯数調査

中心街人口

各種選挙（国民投票）、裁判員・検察審査員候補者、給与

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

市民サービスや行政事務のデジタル化を加速させるとともに、地域社会のデジタル化
を推進するための計画として、令和５年２月に「八戸市デジタル推進計画」を策定。

市民が暮らしやすさを実感できるデジタル社会を形成するにあたり、具体的な取組内
容等を記載する八戸市デジタル推進計画の策定及び変更に関する事項について、優れ
た識見を有する者等から意見聴取を行うため、八戸市デジタル推進懇談会を開催。

189,197

　※南郷・種差地域に市が光ファイバケーブルを整備し、通信事業者に貸し付けることに
　　より、超高速インターネット接続環境を提供し、市内における情報格差を是正する。

住民票、印鑑証明

即 時 処 理

財　　　政　　　部

商 工 労 働 観 光 部

農　林　水　産　部

生活保護

福　　　祉　　　部

雇用対策事務

農地等情報総合ネットワーク、農地台帳

災害時要援護者支援、生活保護、こども子育て、児童手当、児童扶養手当、

ひとり親家庭等医療費、子ども医療、特別乗車証、地区敬老会、高齢者見守り、

敬老祝金、重度心身障がい者医療、身体障がい者手帳・愛護手帳・精神障がい者

保健福祉手帳、バス特別乗車証、タクシー券・ガソリン券

個人市県民税、法人市民税、軽自動車税、固定資産税、税収納管理、納税組合

第２款　総　務　費
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千円 （単位：千円）

処理業務一覧表（主なる業務）

（契約検査課）

○ 公契約制度の周知・広報 決算額：571

＜公契約制度に関する事業者研修会＞

日　　時：令和４年11月28日（月）　14時から16時

会　　場：八戸グランドホテル２階 グランドホール

講　　師：市村　昌利氏（特定非営利活動法人建設政策研究所 専務理事）

演　　題：公契約条例とは～現状と課題・条例制定の効果～

参加者数：約80人

＜公契約条例に関するアンケート調査の実施＞

実施期間：令和４年12月14日～令和５年１月11日

対 象 者：①競争入札参加資格者名簿の登録事業者のうち、市内に本店を有する事業者

（工事業者263者、建設コンサルタント業者38者）

　　　　　②令和３年度以降発注の特定公契約対象工事の受注事業者

　　　　　③特定公契約対象工事に直接従事する労働者

＜制度周知用 公契約条例リーフレットの作成＞

作成枚数：400枚

（危機管理課）

○ 安全・安心情報発信事業

(1) 愛　称　ほっとスルメール

(2) 稼動日　平成20年2月1日

(3) 登録数　59,830件（令和5年3月末現在）　（八戸市：46,133件）

(4) 配信数　5,385件（八戸市：1,136件）※学校安全情報及び各小中学校配信情報を除く。

(5) 連携中枢都市圏域内町村　

(6) 連携中枢都市圏域内町村稼動日　平成22年12月17日

土地所有境界認定、土地所有者調査、地籍調査、住宅使用料

受益者負担一筆調査、受益者負担金システム、下水道使用料徴収業務

保健推進員報償費、住民健診、特定健診統計、成人予防接種、

特定防衛施設周辺整備調整交付金算定資料、特例法に関する避難者対応事務

国民健康保険、後期高齢者医療保険、国民年金、介護保険、

住民記録、印鑑証明、住居表示、霊園管理料、

乳幼児予防接種、母子父子寡婦福祉資金貸付

全　部　署　随　時

教　育　委　員　会

市民アンケート、各種統計資料

就学事務、市奨学金事務、給食センター物品管理事務、成人式

口座振込

三戸町、五戸町、田子町、南部町、階上町、新郷村、

おいらせ町

八戸市公契約条例（令和３年４月１日施行）について、事業者及び市民の理解向上のた
め、周知・広報を行った。

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

即 時 処 理

国民年金

市　 民 　病　  院

出　　　納　　　室

都　市　整　備　部

診療録管理事務

健　　　康　　　部

区　分 一　括　処　理

（元請業者10者、一次下請業者28者）

　災害や犯罪に強い安全な地域づくりを目指し、緊急情報や気象、火災、防犯、交通安
全、消費生活、保健所、ライフラインに関する地域の情報を、市民の携帯電話やパソコン
に電子メールで配信した。

住民票、印鑑証明

建　　　設　　　部

環　　　境　　　部

市　民　防　災　部

民間建築物に係るアスベスト調査台帳の整備

用途地域指定替調査、八戸駅西人口動向調査、

第２款　総　務　費
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千円 （単位：千円）

（くらし交通安全課）

○ 安全・安心まちづくり推進協議会開催

（1）開催日　令和４年10月６日（木）

（2）出席者　約150人

（3）協議内容

　・事例発表「防災気象情報について」

青森地方気象台地域防災官　渡邊　司　氏

（広報統計課）

○ 広報広聴

　

1. 広報紙「広報はちのへ」(毎月20日発行 A4判)

・ 年間発行部数 部

・ 平均発行部数 部

・ 印刷製本費

2. テレビ・ラジオ広報

3. 行政員報償費

・ 職　務 「広報はちのへ」の配布

・ 均等割 円

・ 配布割  1世帯当たり 150円（4,044世帯)（令和5年3月31日現在）

・ 行政員  39人(令和5年3月31日現在)

・ 決算額

4. ｄボタン広報

・ｄボタン広報周知のためのテレビＣＭ等制作・放送料：1,100

・ｄボタン広報システム使用料：1,265

八戸テレビ放送 〃 毎日
8:00～/12:00～/
20:00～  5分間 943

 9:25 ～  5分間 1,443

青 森 朝 日 放 送 〃 毎月第1･第3水曜日 15:45 ～  5分間 1,353

特 別 番 組

新 春 特 番

青 森 テ レ ビ 15:50 ～ 15分間令和4年 9月29日

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

青 森 放 送 〃

1,181,700

98,475

59,848

会　社　名 番組名称 放　送　日 放送時間 委託料

青 森 テ レ ビ 広 報 は ち の へ 毎月第1･第3土曜日

毎月第2･第4土曜日  9:25 ～  5分間 1,485

790

79016:15 ～ 15分間

11:10 ～ 15分間

790

令和5年 1月 4日

令和5年 3月18日

広 報 は ち の へ

毎週火曜日

ビ ー エ フ エ ム

毎週月曜日

毎週金曜日

　防災、防犯、交通安全等の地域ボランティア団体が、結集・協働して地域の安全・安
心活動に取り組む機運の醸成を図るとともに、地域ボランティア団体の活性化並びに結
成の促進を図り、もって市民が安全で安心して生活できる災害・犯罪・事故等に強い
「まちづくり」を推進するために開催する。

　市政全般についての情報を、広報紙、テレビ、ラジオ、インターネット等の媒体を活
用し分かりやすく市民にお知らせするとともに、市政に対する提言等を受け付け、施策
への反映に努めた。

　広報の速報性を高めるとともに、インターネットの使用が困難な市民に市政情報を
周知するため、テレビのデータ放送を活用した広報を実施。

9,000

1,008

11:10 ～ 10分間
13:10 ～ 10分間
16:10 ～ 10分間
18:10 ～ 10分間

6,732

消 費 生 活 ミ ニ 情 報

公 共 施 設 ガ イ ド

農 業 水 産 情 報

毎週木曜日

毎週水曜日

特 別 番 組

介護予防センターイベント
情報・公民館から地域情報

青 森 朝 日 放 送

青 森 放 送

第２款　総　務　費
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千円 （単位：千円）

5. 陳情・要望・市長への手紙

　　　市民等からの要望・苦情・意見等を市政運営に反映させるよう、関係部課と連絡調整し処理にあたった。

陳情・要望 件

市長への手紙 件

担当部署別陳情等項目件数内訳

6. 市政モニター制度

・ スポーツ実施状況に関するアンケート

・ 女性チャレンジ講座

・ 令和4年市民アンケート調査

・ 八戸市民保養所「洗心荘」に係るアンケート調査

・ 令和4年度中心市街地に関する市民アンケート

・ 令和3年八戸市10大ニュース

・ 若者マチナカ会議

・ 令和5年市民アンケート調査

・ 決算額（謝礼）

○ シティプロモーション関係

1. シティプロモーション推進事業

・ Facebook、Twitter、LINEの運用

・ 全国メディアへの配信事業（令和4年度配信件数：6本） 決算額

・ 小学生スポーツ大会インターネットライブ配信 決算額

・ 八戸都市圏ファンクラブ記事作成等委託料 決算額

・ 八戸都市圏ファンクラブスクラム8LINEアカウント使用料 決算額

・ 八戸都市圏ファンクラブPR資材印刷 決算額

○ マスコットキャラクター関係

・ マスコットキャラクター（いかずきんズ）

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

54 (337項目)

市民等からの要望・意見・苦情等を市政運営に反映させるよう、関係部署と連絡調整
し対応した。

619 (1054項目)

290

市民の市政に関する意見を広く聴取し、市政運営に反映させるため、市政モニター
114名に対して、アンケート調査等を行った。

支出内容 決算額

手数料（クリーニング） 22

当市への愛着と誇りの醸成やその魅力の推奨意欲の向上を図るため、SNSや全国メ
ディアへの配信等により、市内外に広く情報発信を行った。

市政情報の発信時および各種イベント等において、マスコットキャラクターいか
ずきんズの着ぐるみや画像を活用した。

759

248

303

132

49

陳情・要望 5 31 17 21 43 16 48 22 38 7 30 10 0 8 41 0 0 0 337

市長への手紙 26 140 131 19 66 10 96 108 56 28 98 110 7 22 130 2 4 1 1,054

計 31 171 148 40 109 26 144 130 94 35 128 120 7 30 171 2 4 1 1,391
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千円 （単位：千円）

（総務課）

○行政文書・個人情報開示の実施状況

　　・行政文書開示請求及び開示決定等の状況 単位：件

開示 決定等の状況

請求 開示 部分開示 不開示 不存在 取下げ 却下

432 289 102 5 21 15 0

　　・開示決定に対する審査請求の件数　　0件

  　・個人情報開示請求及び開示決定等の状況 単位：件

開示 決定等の状況

請求 開示 部分開示 不開示 不存在 取下げ 却下

113 96 11 0 6 0 0

　　・開示決定に対する審査請求の件数　　1件

（行政管理課）

○ 市有財産等の損害共済及び市民総合賠償補償保険の加入状況

1事故につき1,000,000全国市長会

25,025計

4,649

道路賠償
責任保険

市民総合賠償
補償保険

財物

1名につき    100,000

1事故につき   20,000

2,660
身体

1事故につき   20,000

1事故につき    5,000

車両本体見積価額

区分

件数

区分

件数

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

建物損害共済

9,576

5,329

区分 保険料契約先

全国市有物件
災害共済会

全国公営住宅
火災共済機構

40,518,723

144,979,630

責任額

419

財物

全国市有物件
災害共済会

森林保険

自動車損害共済

車両

国立研究開発法人
森林総合研究所

全国市有物件
災害共済会

対物

対人

167,173

1名につき     無制限

身体
2,3921事故につき1,000,000

1名につき    100,000

第２款　総　務　費
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千円

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

千円 （単位：千円）

（政策推進課）

○ 八戸市総合計画等の進行管理

＜八戸市総合計画等推進市民委員会＞

○ 都市研究検討会

※ＰＴは、プロジェクトチームの略

※過去の調査研究テーマ

①産業連関分析による地域経済活性化へのアプローチ（22年度完了）

②低炭素地域社会の構築による持続可能な地域づくり（23年度完了）

③学生まち活－八戸アートの地域活性化の研究（23年度完了）

④大震災を踏まえた防災・減災に関する調査研究（25年度完了）

⑤都市のイメージづくりと情報発信力の強化に関する調査研究（25年度完了）

⑥八戸市のリノベーション戦略に係る調査研究（26年度完了）

⑦八戸創生への試み－ビッグデータを利活用した地域振興策の研究（27年度完了）

⑧ヘルスケア産業創出可能性に係る研究－観光振興を視野に入れて（28年度完了）

⑨地域資源を活かした魅力ある観光創造に関する研究（29年度完了）

⑩地方創生における高等教育機関の役割に関する調査研究（30年度完了）

⑪若者の地域定着とＵ・Ｉ・Ｊターン可能なまちづくりに関する研究

-スポーツと多文化の視点から-（1年度完了）

⑫地域資源のブランディングに関する研究（2年度完了）

○ 連携中枢都市圏関係

＜八戸圏域連携中枢都市圏ビジョン懇談会＞

（市民連携推進課）

○ 協働のまちづくり推進委員会

構成員数 21人 開催日：R4.7.5
　　　　R5.2.21

開催回数 ２回

構成員謝礼 273

負担金（決算額） 771

⑬アート及び新美術館を軸とした中心市街地活性化に関する研究（3年度完了）

　八戸圏域連携中枢都市圏ビジョン懇談会を開催し、既存事業の進捗状況の確認や新
規事業の追加等について懇談会構成員から意見をうかがった。
　市町村長会議や各事業の担当ワーキング・グループ会議において、懇談会からの意
見等をもとに事業内容の検討を行った上で、令和5年3月24日にビジョンの策定・公表
を行った。

　八戸工業大学、八戸学院大学、八戸工業高等専門学校の３校と連携し、八戸版シン
クタンクとして、地域が抱える政策課題について調査研究活動を行った。

調査研究テーマ 検討会 ＰＴ会議

市内全域における人流データの可視化及
びその活用方法に関する研究

　 第25回 (R4.10.7)
　 第26回 (R5.2.3)

計9回

委員報酬 414

八戸市総合計画、八戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び市長が掲げる政策公約
の進行管理を行うため、八戸市総合計画等推進市民委員会を開催した。

委 員 数 10人

開催回数 ６回（令和4年5月23日～9月26日）

市民と行政の協働によるまちづくりの推進に関する調査・検討を行った。
また、「元気な八戸づくり」市民奨励金制度の対象事業の審査・評価を行った。

委員数 開催回数 決算額

７人 ５回 267

第２款　総　務　費
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千円 （単位：千円）

○協働のまちづくり研修会（決算額127）

ハチカフェオフサイトミーティング（トーキングカフェと共同実施）

・日　時：令和５年１月22日（日）　14:00～17:00

・場所：八戸ポータルミュージアム　はっちひろば

・参加者：39名（高校生14名、学生6名、20代～40代一般19名）

・イベント名称：令和４年度若者マチナカ会議

・テーマ：「私の『好き』で、もっとマチが楽しくなる‼」

・ファシリテーター：小田桐　咲　氏（海猫ふれんず 代表）

・ゲストスピーカー：

佐貫　巧　氏（八戸学院大学短期大学部　幼児保育学科　准教授）

快鳥童子シーガルマン（原作　伊角茂敏　氏）

林　源太　氏（はやし青果　代表）

○協働のまちづくり出前講座

・テーマ　八戸市の協働のまちづくりについて

○ まちづくりインターン助成金制度

○災害ボランティアネットワーク事業

○「元気な八戸づくり」市民提案制度

令和4年度提案事業

・市設定テーマ部門：テーマ応募なし

・自由提案部門：応募なし

令和4年度実施事業（令和3年度提案）

提案者：島守地区自治会連合会、担当課：政策推進課

※補助金決算額1,569は政策推進課予算

20

　市民等により構成される団体（地域コミュニティ活動団体や市民活動団体等）が主
催する勉強会等へ、市職員が講師として出席し、協働のまちづくりに関するノウハウ
や情報等を提供する出前講座を開催した。

　活躍する女性、若者等からそれぞれ話題提供を受けた後、ゲストスピーカーと市長
を交え、参加者全員で楽しいと思えるマチやこれからの自分について話し合い、考え
るきっかけとした。

　学生がボランティアスタッフとして八戸圏域内で行われる公益性のあるまちづくり
活動に参加した際の交通費・謝礼を活動実施団体へ助成する。

　災害時に迅速かつ円滑なボランティア活動が行われるよう、平常時から、顔の見え
る関係づくり及びネットワーク化を図ることを目的に設立された「災害ボランティア
ネットワーク八戸」と連携して、下記を実施。

団　体　名 事　業　名 決算額

中田面木町内会 夏のゴミゼロ運動

合計 59

三戸商工会青年部 2022さんのへ川まつり 19

全国スポーツ流鏑馬八戸大会実行委員会

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

R5.3.15 三八五流通株式会社　（八戸公園）

開催日 主　催　団　体（指定管理施設）

1件 1件 島守地区助け合い輸送事業

　市民と行政の協働によるまちづくりの推進や、地域の様々な課題解決のため、市民
と協働で取り組むことにより相乗効果が期待できる事業の提案を募集した。

年月日

令和4年8月5日

令和4年9月4日

令和5年3月10日

内　　容

第2回「災害ボランティアネットワーク八戸」連絡会

全国スポーツ流鏑馬第7回八戸大会 20

応募件数 事業化件数 事　　　業　　　名

八戸市総合防災訓練（災害ボランティア受付訓練）

第1回「災害ボランティアネットワーク八戸」連絡会

第２款　総　務　費
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千円 （単位：千円）

○「元気な八戸づくり」市民奨励金制度

（初動期支援コース・若者支援コース・まちづくり支援コース）

○学生まちづくり助成金制度

【市長賞】 八戸学院大学 大木ゼミ

○ 高校生地域づくり実践プロジェクト

1. 八戸圏域高等学校地域活動促進事業助成金制度

【特別賞】 八戸工業大学第二高等学校・八戸商業高等学校・千葉学園高等学校

2. 高校生×地域連携交流会

・参加者：45名（高校生27名、一般18名）

・テーマ：わたしたちが住む地域の魅力

・ゲストスピーカー：ふくふくファーム　　　　沢森　靖史　氏

　　　　　　　　　　八戸ブックセンター主任　森　佳正　氏

まちづくり
八戸市立第二中学校
父母と教師の会

二中まちなかカレッジ＆
ポスターボードアップデート事業

443

八戸学院大学男女ラグビー部

　学生が自主的に取り組む地域振興又は地域貢献に関する事業や活動に対して助成金
を交付。事業終了後には、「学生＆高校生まちづくりコンペティション」を開催し、
地域への貢献度が特に高い活動を表彰した。

まちづくり 大館連合婦人会 自分たちでもできる避難所づくり体験事業

合計 686

92

まちづくり リーベリー実行委員会 夏休み子どもワークショップリーベリー事業 151

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

　市民と行政の協働によるまちづくりの推進を目指し、市民による自主的な公益性の
あるまちづくり活動に対して奨励金を交付した。

ｺｰｽ 交　付　団　体　名 事　　　業　　　名 決算額

・会場　八戸グランドホテル　ローズコート

　　①話題提供

団 体 名

　郷土に対する愛着・誇りの醸成と将来の圏域を担う人材の育成を図るため、八
戸圏域内のＵターン者・まちづくり活動実践者等による話題提供や、地域振興や
地域課題の解決などについて考えるワークショップを行う。

事 業 名 決算額

八戸西高等学校 おうちでできる簡単エクササイズと動画制作 20

八戸工業大学第二高等学校 「はしかみ」簡単エクササイズ 239

八戸商業高等学校 八商発！郷土愛　～地域と共に～ 166

八戸高等支援学校

合　　計 611

決算額

195

・日時　令和４年12月３日（土）13：30～16：00　

　高等学校の生徒が圏域内で取り組む地域振興や地域貢献に関する事業又は活動
のための費用を助成。事業終了後には、学生まちづくり助成金交付事業とともに
「学生＆高校生まちづくりコンペティション」を開催し、地域への貢献度が特に
高い活動を表彰した。

みんなで進めよう！協働のまちづくりプロジェクト 134

千葉学園高等学校
「縄文にときめく」～オリジナルグッズでもっと
縄文が好きになる～

52

合　　計 790

団体名 事　　　業　　　名

八戸学院大学 大木ゼミ
三八圏域における知的・精神・発達障が
いのある人による社会参画の促進

240

八戸学院大学　放課後ラグビー教室

スマイルヒーローズ
※八戸学院大学短期大学部

体操で笑顔になろう
「だれでも参加できる体操教室」

139

ろぼっと娘（プログラミング教育
ボランティア愛好会）※八戸高専

ろぼっと娘と遊ぼう！学ぼう！プロジェクト
-小中学校プログラミング必修化に伴う教材
制作と授業研究-

216

第２款　総　務　費
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千円 （単位：千円）

　　②ワールドカフェ

・テーマ：「地域の魅力を未来につないでいこう！！」

○ 八戸圏域住民活動保険制度

1．補償概要

2．事故実績

〇 八戸市スポーツ大使関係

・ 八戸市スポーツ大使

（令和5年3月31日現在　団体 4チーム、個人 8名）　

・ 八戸市スポーツ大使ふるさとセミナー

（教育機関への派遣）令和4年度派遣校数：8校

謝礼 71

支出内容 決算額

後遺障害保険金 後遺障害の程度により、15万円～500万円

入院/通院保険金 1日につき　入院 3,000 / 通院 2,000

賠償の種類 支払限度額

(2)賠償責任保険　団体または活動者の過失により、他人の身体、第三者の財物
　 に損害を与え被害者から損害賠償を求められ、法律上の賠償責任を負う場合。

身体賠償 1名につき1億円まで / 1事故につき2億円まで

財物賠償 1事故につき1億円まで

保管物賠償 1事故につき300万円まで

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

　圏域住民を対象とした損害保険に八戸市が加入し、圏域住民が行う公益的なまちづ
くり活動中の様々な傷害事故や賠償責任を総合的に補償した。

(1)傷害保険  急激かつ偶然の外来の事故で、活動者が死亡または負傷した場合。

・ファシリテーター：青森大学社会学部　准教授　石井　重成　氏

支出内容 決算額

謝礼 60

11

計 71

費用弁償

保険金の種類 支払金額

死亡保険金 500万円

手術保険金 手術の種類に応じ、3万～12万円

年度 事故件数 支払件数 保険金支払総額

令和3年度 12件 11件 791,104円

令和4年度 6件 6件 445,980円

スポーツの分野で活躍の実績がある八戸市ゆかりのトップアスリートや、当市を
拠点とするスポーツチームなどを通じて、当市の魅力を広くＰＲし、イメージ
アップを図るため、大使に委嘱した。

八戸市スポーツ大使の豊かな経験を活用し、市民の郷土への愛着及び誇りを醸成
することを目的に、市内教育機関に八戸市スポーツ大使を講師として派遣し、ス
ポーツ教室等を実施した。

令和2年度 13件 13件 1,298,968円

（広報統計課）

令和元年度 8件 8件 524,963円

第２款　総　務　費
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千円 （単位：千円）

○ 八戸ウェルカムチケット関係

・ 八戸ウェルカムチケット

印刷製本費

○ 八戸特派大使関係

1. 八戸特派大使（令和5年3月31日現在　68人）

2. 八戸ふるさと交流フォーラム開催費（令和5年2月14日開催）

○ 移住･交流推進関係

1. 八戸圏域移住セミナーの開催

（令和５年３月５日にふるさと回帰支援センターで開催。移住相談４組５名）

2. 移住関連イベントへの出展

3. 八戸連携中枢都市圏移住促進パンフレット「半都半邑の楽しさ」改訂

4. 移住促進ＰＲ動画作成

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

支出内容 決算額

八戸市の施設の周知や利用の促進を目的とし、八戸市へ転入される方全員へ配付
した。

237

874

決算額

会場借上料

委託料

支出内容

移住関連情報の発信力強化のため、八戸圏域移住セミナーの開催、移住関連イベントへ
の出展を実施したほか、八戸圏域連携中枢都市圏移住促進パンフレットの改訂や移住促
進ＰＲ動画作成、リモートワーカー等移住促進インターネット広告を行った。

八戸圏域の魅力をＰＲするとともに、相談の機会を設けることで移住希望者の移住に
対する不安等の解消を図り、首都圏等から八戸圏域への移住・交流を促進するため、
「八戸圏域連携中枢都市圏移住セミナー」を開催した。

80

120

77

決算額

支出内容 決算額

消耗品費（八戸特派大使委嘱状交付用額縁、名刺台紙） 25

印刷製本費（八戸特派大使ＰＲ用名刺名入れ） 40

謝礼（八戸大使派遣事業）

謝礼（パネルディスカッションの司会、パネリスト）

支出内容

首都圏・大阪圏等で活躍している八戸市ゆかりの経済人や文化人を「八戸特派大使」
として委嘱し、八戸の魅力や良さをＰＲした。

八戸特派大使や八戸を応援してくださる方々へ市政報告・交流会を実施し、これまで
培ってきた人的ネットワークの充実・強化を図った。

関係団体等が主催する移住関連オンラインイベントへ出展し、市のＰＲ及び移住相談
を実施した。（出展回数：７回、相談件数：のべ40件）

八戸圏域への移住希望者等へ、八戸圏域の魅力を伝え、移住候補地としての関心が高
められるパンフレットの改訂を行った。

八戸市への移住促進を図るため、八戸での生活をイメージできる動画を作成し、
YouTubeで公開、移住イベント等で公開した。

407

決算額

1,848

決算額

委託料

支出内容

委託料

支出内容

第２款　総　務　費
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千円 （単位：千円）

5. リモートワーカー等移住促進インターネット広告

6. 八戸圏域移住ポータルサイト運営

（南郷事務所）

○ 過疎・辺地対策事業

（政策推進課）

○ 新幹線関係

　

○ 並行在来線関係

○ 空港関係

三沢空港や青森空港の利用促進等について関連会議で協議を行った。

○ 路線バス関係

○ はちのへAIプロジェクト関係

委託料 387

区　　分 決算額

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

支出内容 決算額

委託料 1,980

支出内容 決算額

支出内容 決算額

県鉄道整備促進期成会負担金 34

全国山村過疎地域振興連盟負担金 55

三沢空港振興会負担金 3,555

青森空港国際化促進協議会負担金 238

支出内容 決算額

青い森鉄道線利活用推進協議会負担金 161

支出内容 決算額

南郷コミュニティ交通運行委託料 777

支出内容 決算額

地域生活交通対策費補助金 13,798

青い森鉄道線利活用推進協議会において、県・沿線自治体・青い森鉄道㈱とともに利用促進
について協議を行った。また、青い森鉄道線利活用推進協議会が実施する利用促進事業に参
加協力した。

県鉄道整備促進期成会では、東北新幹線・北海道新幹線へのアクセス等の利便性の向上並び
に継続した誘客促進の取組等についての要望活動を行った。

八戸市の移住施策をより効果的・効率的にPRするため広告文やバナーを制作し、
Google、Twitter等のサービスを活用し、インターネット広告を実施した。

八戸都市圏への移住検討者に情報提供を行うため、八戸都市圏移住ポータルサイトの運
営を行った。（ポータルサイトＰＶ数　59,043件）

人流分析システム開発業務委託料 10,000

　広域的・幹線的バス路線等を維持するため、国･県･沿線自治体とともにバス事業者への補
助金交付を行った。
　また、南郷地域内における公共交通確保のため南郷コミュニティバス等運行事業及び島守
地区自家用有償旅客運送の実証運行補助を行った。

　中心街における人流データ分析を行い、交通政策の立案等に活用するため、中心街に設置
するAＩカメラの画像解析を行うシステム開発を行った。

コミュニティ交通実証運行補助金 1,569

支出内容 決算額

地方路線バス維持費補助金 13,078

南郷コミュニティバス運行委託料 17,050

第２款　総　務　費
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千円 （単位：千円）

○ 八戸圏域地域公共交通計画推進事業関係

○ 地域公共交通維持支援事業補助金関係

○ 八戸駅ビル入居施設維持管理関係

（くらし交通安全課）  

○ 交通安全推進関係

○ 交通安全運動及びイベント開催

 年末年始の交通事故防止
 キャンペーン

12月12日
冬の交通安全県民運動期間中、マチニワ前において、のぼり旗を掲げ、来場者及び通行人
に、啓発用チラシ、ﾎﾟｹｯﾄﾃｨｯｼｭ、反射材等を配布しながら、交通事故防止を呼びかけた。
（交通安全餅約200袋配布）

　市民を悲惨な交通事故から守るため、国及び県が実施する交通安全運動に連動し、
警察署及び交通安全関係機関・団体と緊密な連携を図り、市民総ぐるみの交通安全運
動及び交通安全教育を推進して、交通安全意識の高揚と交通安全知識の普及に努め
た。

　新型コロナウイルス感染症の拡大及び燃料価格高騰により影響を受けている路線バ
ス及びタクシー事業者に対し、事業継続に必要な車両の維持を支援するため路線バス
１台あたり10万円、タクシー1台あたり５万円を交付した。（地方創生臨時交付金及び
県新型コロナウイルス感染症市町村総合対策事業補助金活用事業）

 子どもの交通事故防止
 広報活動 7月28日

夏の交通安全県民運動期間中、森のおとぎ会（長者山）で開催される交通安全講話の参加
者（子ども）に反射材等の配布を行い、交通安全意識の高揚を図った。（約100組）

 秋の全国交通安全運動に
 伴う街頭広報活動

9月21日
秋の全国交通安全運動期間初日、国道340号三日町交差点で、通行車両に対し、横断幕・
のぼり旗を掲げるとともに、チラシ、ﾎﾟｹｯﾄﾃｨｯｼｭ、反射材等をセットにして配布を行い交
通安全を呼びかけた。（約100組）

名　　称 期間等 内　　　容

 黄色い安全帽贈呈式 4月7日
新入学児童を交通事故から守るとともに、交通安全意識の高揚を図るため、黄色い安全帽
を新入学児童全員に無償で支給した。（支給数1,672個）

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

　八戸市地域公共交通網形成計画及び八戸圏域地域公共交通網形成計画における基本方針
に基づき、上限運賃政策やバスパックの実施、バスマップはちのへの作成(更新)など公共
交通利用促進施策を実施するとともに、新たに八戸圏域地域公共交通計画を策定した。
　また、バスの利用環境改善のため、バス事業者へ多言語バスロケーションシステムやIC
カード導入費用の補助を行った。（多言語バスロケーションシステム導入支援補助金：地
方創生臨時交付金活用事業）

支出内容 決算額

警備業務委託料 756

清掃業務委託料 2,079

自動ドア保守点検委託料 95

空調設備保守点検委託料 226

賃貸料 41,778

ごみ運搬費負担金 38

合　　計 51,411

共同管理費 6,350

消防用設備等保守点検 54

市民サービスセンター前通路電気使用料負担金 35

 夏の交通安全県民運動
 に伴う街頭広報活動

7月21日
夏の交通安全県民運動期間初日、八戸郵便局前交差点で、約100名参加のもと、通行車両
に対し、横断幕・のぼり旗を掲げ交通安全を呼びかけた。

 交通安全ミニフェア
4月中止
7月中止
9月30日

来場者にチラシ、ﾎﾟｹｯﾄﾃｨｯｼｭ、反射材等を配布し、交通事故防止を呼びかけた。
（啓発用品250組）

 春の全国交通安全運動
 に伴う決起大会

4月6日
春の全国交通安全運動期間初日、八戸警察署で、約20名参加のもと、決起大会及び警察車
両の出動式を実施した。

支出内容 決算額

地域公共交通会議事業費負担金 450

八戸圏域地域公共交通活性化協議会負担金 5,750

10,032

路線バスICカード導入推進補助金 3,587

多言語バスロケーションシステム導入支援補助金

支出内容 決算額

路線バス及びタクシー事業継続支援金 40,100

路線バス及びタクシー事業継続支援金(燃料価格高騰対策分） 40,350

第２款　総　務　費
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千円

○ 交通安全教育等の実施状況

(1)　交通安全教室の実施状況

　 指導内容　交通安全ビデオの上映、交通安全講話、歩行指導、

　　　　　自転車の乗り方指導（自転車シミュレーター）

対　　象　幼児・児童・生徒、高齢者、事業所等各団体

実施回数　34回

参加者数　2,458人

(2)　飲酒運転防止講座の実施状況

　 指導内容　「飲酒運転根絶条例」「飲酒運転撲滅のための正しいアルコールの

　　　　　　知識」「飲酒運転に関する罰則」についての講話

対　　象　事業所、官公庁、団体、学校等

実施回数　10回（9団体）

受講者数　515人

(3)　高齢ドライバー運転診断講習の実施状況

内　　容　ドライブレコーダーによる運転診断、運転適性検査(ＣＲＴによる検査)

対　　象　普通免許を所有の高齢ドライバー

開催期間　令和4年9月1日～11月30日　

受講者数　28人

○ 交通事故被害者救済対策（青森県交通災害共済）

○ 交通安全教育施設の管理運営

＜利用状況＞（開場期間　令和4年4月1日～令和4年11月6日）

○ 交通安全関係団体等への負担金・補助金

○ 毎月の各種相談

施設名
利用者数（人）

幼児 小学生 中学生 一般 合計

幼児、児童、生徒等に実践を通して交通ルールや交通マナーを習得させ、交通安全意
識の高揚を図った。

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

（単位：千円）

年度 加入者数（人）

3 69,792 203

各学校及び事業所・町内会等の協力を得て加入促進を行った。なお、新入学児童（＠
250円×1,672人）の加入については、市で掛金を負担した。

見舞金支給件数 見舞金支給額

2 71,822 222

5,941 239 8,122

　弁護士による法律相談、人権擁護委員による人権相談など専門家による9種類の専
門相談や職員による日常生活の中での困りごとや心配ごとに関する一般相談を実施し
た。

19,383
八戸市交通安全
ふれあい広場

5,081

名　　　　　　　　　称 決算額

八戸市交通安全母の会連合会補助金 312

八戸地区交通安全協会補助金 875

八戸市交通安全対策協議会補助金 675

14,210

4 64,467 167 8,490

13,310
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千円 （単位：千円）

○ 男女共同参画審議会 　

○ 意識啓発講演会開催事業

○ 情報誌発行業務

○ 意識啓発事業

男女共同参画の推進に関する基本的かつ総合的な施策及び重要事項について調査、審議した。

一般相談 市職員 1,364件
借地借家 59、不動産 80、近隣 145、夫婦 63、男女 9、親子 53、
相続 262、障害 4、金銭 43、損害賠償 19、生活 32、職場 26、行
政 130、税金 46、住宅 16、その他 377

計 1,793件 877,800円

公証人相談 公証人 24件 親子 3、相続 19、生活 1、その他 1

住宅相談 建築士 9件 不動産 1、住宅 8

※人権相談の内容は非公表

（市民連携推進課）

土地家屋
調査士相談

土地家屋調査士 31件 不動産 20、近隣 10、その他 1

不動産相談 宅地建物取引士 60件 借地借家 18、不動産 36、相続 5、住宅 1

人権相談 人権擁護委員 21件

行政相談 行政相談委員 3件 近隣 1、行政 2

行政書士相談 行政書士 0件

交通事故相談
県交通事故

相談員
0件

税務相談 税理士 70件
相続 4、行政 1、税金 62、その他 3
＠8,250円×12回＝99,000円

司法書士相談 司法書士 103件
借地借家 1、不動産 16、近隣 2、親子 2、相続 74、金銭 2、
生活 1、その他 5　　＠8,250円×24回＝198,000円

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

区分 相談員 相談件数 相談内容（件）、謝礼額

法律相談 弁護士 108件
借地借家 7、不動産 7、近隣 5、夫婦 22、親子 8、相続 31、
障害 1、金銭 8、損害賠償 6、職場 2、行政 1、その他 10
＠24,200円×24回＝580,800円

　・期　日：令和4年10月25日（火）
　・場　所：八戸市公会堂
　・演　題：「変わる勇気、変えるアクション
　　　　　　～誰もが挑戦できる社会を目指して～」
　・講　師：山口 香（筑波大学教授、元柔道選手）
　・参加者：180名
　・決算額：523

　男女共同参画社会を考える情報誌「WITH YOU」
　・発行時期及び部数：令和4年10月／令和5年3月　各8,000部
　・判型等：A4判8ページ立て　4色カラー
　・委託先：株式会社デーリー東北新聞社 （企画公募により決定）
　・委託料：1,185
　・決算額：1,402

　１．イベントにおける啓発
　　①「はちのへホコテン」でのブース出展（6/26、9/25）
　　②男女共同参画に関するパネル展の開催（9/22～9/26）
　　③イベントでの男女共同参画に関するアンケートの実施
　　　・「はちのへホコテン」ブース来訪者
　　　　回答者数：（6/26）565名、（9/25）515名
　　　・パネル展来訪者　回答者数：95名
　　　・男女共同参画意識啓発講演会受講者　回答者数：153名
　２．啓発グッズの配布
　　実施方法：男女共同参画意識啓発グッズを作成し、庁舎等の窓口やイベント、
　　講演会、商業施設等で配布した。　配布数：4,073個
　・決算額：167

委員数 開催回数 決算額

10人 2回 149

第２款　総　務　費
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千円 （単位：千円）

○ 教育関係者等研修会

○ 女性チャレンジ講座

回

1

2

3

4

5

6

7

○ ロールモデルＰＲ事業

○ 市民活動サポートセンター

＜利用者数＞

＜事業内容＞

1.　市民活動団体の登録

　登録団体数　　197団体（令和5年3月31日現在）

2.　市民活動に関する情報収集・提供

　(1)メールボックスの利用

　(2)情報誌の発行（３回）各1,000部

　(3)市民活動ハンドブック発行（500部）

　(4)ホームページの運用

　・期　日：令和4年11月24日（木）
　・場　所：八戸市総合教育センター
　・演　題：性の健康と権利に配慮した子ども達への接し方講座
　・講　師：蓮尾 豊（あおもり女性ヘルスケア研究所）
　・参加者：61名
　・決算額：75

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

　・場　所：八戸市庁別館2階会議室B・C等
　・委託先：一般社団法人 日本経営協会（企画公募により決定）
　・委託料：1,190
　・講座回数：全7回
　・受講者数：42名
　・講座内容：下記のとおり

開催日 講座内容

令和4年7月14日 開講式、オリエンテーション、受講者自己紹介、
モチベーションマネジメント研修

令和4年8月25日 交渉力研修

令和4年9月29日 行政講座

令和4年10月20日 情報に溢れる今だからこそ身に付けたい！
好感度・納得度・信頼度を高める情報収集術

令和4年11月24日 プレゼンテーション研修

令和4年12月22日 判断力向上研修

令和5年2月9日 企画提案発表会、修了式

　公開講座：令和4年10月21日(金）
　場　所：　八戸市庁別館2階会議室B・C
　講座内容：情報に溢れる今だからこそ身に付けたい！
            好感度・納得度・信頼度を高める情報収集術
　参加者数：17名

・決算額：1,444

　仕事と仕事以外の生活を両立する方をロールモデルとして紹介した。
　・情報誌「WITH YOU」(10月秋号、3月春号)及び市ホームページでの掲載　　2人
　・「広報はちのへ」での連載記事掲載(10月、12月号)　　　 　　　      　2人
　・BeFMラジオ番組「キラ☆スタ 両立ナビ」での放送(全50回)　　　　　　  6人
　　　委託先：株式会社ビーエフエム
　　　委託料：825　(ラジオ番組制作委託)
　・決算額：888

　市民活動サポートセンター「ふれあいセンターわいぐ」を運営し、まちづくり
活動やボランティア活動などの、市民の自主的・公益的な活動を支援した。

決算額 内　　　　容

6,674

情報交流サロン 2,889 人

市民活動サポートセンター指定管理料（指定管理者：企画集団 With you）

ワークステーション 635 人

計 3,524 人
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千円 （単位：千円）

○ 八戸圏域住民活動促進業務

・委託先：企画集団 With you

・委託料：2,386千円

・業務内容：

1.住民活動促進講座の開催

2.八戸圏域内の市町村イベントへの出展（出前わいぐ）

3.住民活動に関する情報収集及び提供の拡充

（南郷事務所）

○ 青葉湖展望交流施設

施設利用者数 人

（くらし交通安全課）  

○ 防犯関係団体への負担金・補助金

青森県防犯協会連合会負担金

八戸地区連合防犯協会補助金

八戸地区保護司会補助金

暴力追放八戸地区協議会負担金

防犯カメラ電気料金補助金

Facebook等のSNSを活用したセンターに関する各種情報提供と登録団体のSNS利用
促進を図る。

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

日　程 市町村名 催事名

７月９日(土) 八戸市 協働のまちくり活動成果発表会

８月28日(日) 八戸市

日時／会場

10月１日（土）
13：30～15：30
／はっち シアター２

12月４日（日）
13：00～15：00
／タプコピアンプラザ
　会議室

テーマ：自分に合った活動をしよう
　　　～得意なものを活かし、活動をするためのコツ～
講　師：キャリアコンサルタント　石岡 百合子氏
参加者：12名

40,675

決 算 額 内 容

11,021 青葉湖展望交流施設指定管理料、修繕料

テーマ：「何かやってみたい」が生まれる、
　　　　「やってみたい」が応援される地域とは
　　　　～多様なチャレンジの創出がこれからの
　　　　　まちづくりのカギとなる～
講　師：NPO法人いわてNPO-NETサポート
　　　　事務局長　菊池 広人氏
参加者：38名

テーマ・講師・参加者

９月25日(日) 八戸市 はちのへホコテン

はちのへホコテン

10月９日(日) 新郷村 新郷ふるさとまつり

11月13日(日) 八戸市 ボランティア・市民活動フェスティバル

10月29日(土)
　～30日(日)

田子町 田子ひとくるめゃ文化祭

11月５日(土)
　～６日(日)

階上町 階上町民文化祭

285

33

名　　　称 決算額

452

4,210

211
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千円 （単位：千円）

（市民連携推進課）

○ 地域担当職員制度

　1.　地域担当職員の概要

　　　　地域担当職員数　　48人（採用から５年以上の主事級から課長補佐級まで）

　　　　地 区 割 当 数　　各地区2人

　　　　任　　　　　期　　2年（令和4年4月1日～令和6年3月31日）

　　　　選　任　方　法　　公募

　　　　勤  務  方  法　　通常業務との兼務 

　2.　制度実施状況

　　(1)町内会長からの問い合わせ件数 件

　　　＜内訳＞　①行政への意見、要望 件 ③会議等案内・出席依頼 件

　　　　　　　　②助言、情報提供依頼 件 ④その他 件
　　　　　　　　
　　(2)地域への出張回数 回

　　　＜内訳＞　①地域づくり会議への出席 回（5地域）

　　　　　　　　②地域の会合等への出席 回

　　　　　　　　③現場確認 回

決算額　488千円

○ 地域づくり出前講座

・ 主　催 八戸市鴎盟大学

・ 日　時 令和4年11月4日（金）　10:00～12:00

・ 会　場 八戸市総合福祉会館

・ テーマ ①地域活動について、②男女共同参画社会について
○ 町内会

1. 町内会等振興交付金

・ 20,000円

・ 1世帯当たり 200円

・ 1世帯当たり 100円

・ 1世帯当たり 100円

・ 439団体/467団体（交付率 94.0％）

・

2. コミュニティ助成補助金

・ 一般コミュニティ助成事業

・ 6団体

・

72

地 域 除 雪 活 動 実 施 加 算

交 付 件 数

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

9

62

　地域と行政のつなぎ役として、市内24地区公民館の対象区域毎に地域担当職員を設
置し、地域づくり支援や広聴窓口の業務を行う。

1

29

14

159

77

39

2,200

2,500小中野町内連合会 やぐら、半纏の整備

　市民等により構成される団体（地域コミュニティ活動団体や市民活動団体等）が主
催する勉強会等へ、市職員等が講師として出席し、協働のまちづくりに関するノウハ
ウや情報等を提供する出前講座を開催した。

　町内会・自治会の地縁に基づき形成された自治組織が行う地域活動を経済的に
支援することにより、その活性化とコミュニティの振興を図るため、各町内会・
自治会に町内会等振興交付金を交付した。

助成事業名

交 付 先

助 成 額 13,800千円

　一般財団法人自治総合センターが実施する「コミュニティ助成事業」を活用
し、町内会等のコミュニティ組織がその活動に要する施設や設備を整備する事業
に対し、補助金の交付を行った。

29,544決 算 額

均 等 割

世 帯 割

助成額

2,500

1,600

2,500

交付団体名 事業内容

湊高台三丁目町内会 物置、テント、テーブル等の整備

矢沢町内会 物置、エアコン等の整備

2,500

13,800

白山台連合町内会 除雪機、発電機等の整備

合　計

西売市町内会 エアコンの整備

野場町内会 物置、除雪機等の整備

地域安心安全活動実施加算

第２款　総　務　費
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千円 （単位：千円）

3. 町内会長に対する感謝状贈呈

・ 30人

○ 八戸市連合町内会連絡協議会連携事業（決算額1,853千円）

〈事業実績〉

1. 加入促進事業

　　(1)町内会加入促進月間（3月）

　　　　①町内会どこでもPRプロジェクト

　　　　②戸別訪問勧誘（チラシ3,313枚）

　　　　③町内会加入促進キャンペーン

　　　　　※令和4年度は、実施時期と実施内容について検討したため、実施なし。

　　(2)町内会加入取次の実施（取次実績114件）

　　(3)地域イベントでの加入促進活動支援

　　(4)町内会加入促進に向けた多様な主体との連携

2. 組織強化事業

　　(1)地域コミュニティ人材育成アカデミー

　　　・日　時　令和4年11月13日（日）　13:00～15:00

　　　・会　場　鮫公民館　

　　　・受講者　27名（鮫地区住民12名、ベトナム人実習生10名、ファシリテーター5名）

　　　・内　容　地域で育むBOSAI力講座（八戸市国際交流協会と共催）

　　(2)38地区連町会長による情報交換会

　　　・日　時　令和5年2月21日(火）　15:30～17:00

　　　・会　場　八戸グランドホテル 2階 トパーズ

　　　・参加者　各地区連合町内会長31名、町内会のあり方に関する研究会員5名、市長

　　　・内　容　連合町内会相互の情報共有と意見交換

　　　　　　　　報告事項

　　　　　　　　　①令和4年度 町内会加入率について

　　　　　　　　　②町内会加入・脱退世帯調査の結果について

　　　　　　　　　③町内会加入促進月間の取組について

　　　　　　　　　④町内会のあり方に関する研究会からの提案について

　　　　　　　　情報交換

　　　　　　　　　①町内会の必要性について

　　　　　　　　　②町内会の情報発信について

　　　　　　　　　③町内会の維持について

　　　　　　　　　④町内会の担い手不足について

　　　　　　　　　⑤町内会加入に向けた働きかけについて

　　　　　　　　　⑥町内会内の情報共有について

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

第2部
◇演習
避難所の受付・非常食配給場面に
おける「やさしい日本語」演習

岩手大学 国際教育センター
教授　松岡 洋子　氏

　地域のまちづくり及び地域住民の福祉の増進に努めた町内会長等で、5年以上在
職して退任した者に感謝状及び記念品を贈呈した。

講師

第1部
(日本人向け)

◇講義
やさしい日本語でBOSAIサポート

岩手大学 国際教育センター
教授　松岡 洋子　氏

第1部
（外国人向け）

◇講義
地震とは？津波とは？　ほか

八戸市防災危機管理課
主査　石橋 健治　氏

（公民館へののぼり設置、公用車への啓発マグネットシート掲出、市政情報モ
ニター放送、町内掲示板や商業施設等へのポスター掲示1,320枚送付）

　八戸市連合町内会連絡協議会と連携して、地域コミュニティ活動の中心的な役
割を担う町内会の基盤強化と活性化を図る。

被 表 彰 者

講座名

第２款　総　務　費
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千円 （単位：千円）

　　(3)地域リーダー応援講座

　　　・日　時　令和5年1月29日（日）　14:00～15:45

　　　・会　場　八戸グランドホテル　2階　グランドホール

　　　・参加者　67名

　　　・ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ　八戸工業大学　感性デザイン学部　教授　高橋 史朗　氏

　　　・内　容　「地域の底力」実践プロジェクト促進事業　取組事例紹介

　3．普及・啓発事業

　　(1)ホームページ運営

　　(2)地域コミュニティ情報コーナー運営

　　(3)ニュースレター発行

　  　・発　行　6月、12月、3月 ・部　数　各号約8,000部

 　 　・配布先　約700箇所（連合町内会、町内会、わいぐ登録団体、

　　　　　　　　　　　　　公民館・市民サービスセンター等）

○ 「地域の底力」実践プロジェクト促進事業

1．１年目【プロジェクト計画策定】

2．２年目【プロジェクトの実施】

　令和３年度に採択した１地域（白銀南）における取組実践にあたり補助金を交付した。

○ 市長との公民館サロン開催事業（決算額83千円）

・ 実施回数13回

是川
「是川縄文の里プロジェクト2021」
～是川遺跡を活用した地域活性化～

湊高台
「夏祭りの再編とにぎわいファームの開設」
～みんなで挑む、スクラムトライ～

大館
「ふるさと大館」歴史と文化の保存と伝承
～おらんどの大館、どやすっきゃ！！～

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

地　域 テーマ

田面木、湊、根岸、館、南郷西、島守、南浜、根城、白銀、上長、下長、
市川、白山台

500千円白銀南地区 　白銀南地区　防犯・防災パワーアップ大作戦

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を考慮し実践年度を設定した令和３年
度採択の２地域（上長・下長）と、新たな取組地域として採択した１地域（根城）に
ついて、取組内容の検討にあたり会議開催の補助や関連情報の提供等の支援を行っ
た。

　市長と地域住民が気軽な雰囲気のなか対話をすることで、地域の現状や課題、市政
の状況等について相互理解を図るとともに、課題解決の実現に向けて取り組む「市民
目線のまちづくり」を目指す。

令和５年度

下長地区 　未来につなげよう　下長の歴史再発見

白銀南 白銀南地区　防犯・防災パワーアップ大作戦

地　域 取 組 テ ー マ 補助金額

根城地区 「根城・鮭活」で目覚める地域の力 令和５年度

上長地区 　健康と運動をテーマに地域をつなげよう！

令和５年度

地　域 取 組 テ ー マ 実践年度

　人材や文化、伝統などの「地域資源」を活用し、地域における課題の解決や地域活
性化に向けて、地域住民をはじめ、連合町内会と多様な団体とが一体となって取り組
む地域に対し、１年目にはプロジェクトの方向性の共有や内容検討のため、結集会議
やプロジェクト会議の開催を支援し、２年目にはプロジェクトの実施経費に対し補助
金を交付し、プロジェクトが円滑に実施されるよう支援する。

第２款　総　務　費
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千円 （単位：千円）

２ （住民税課）

○

1. 個人住民税(各年度当初課税）の申告状況

2. 個人市民税納税義務者数

3. 法人市民税納税義務者数

117,336 904

申告書

14.5

△ 2.4

％

R3年度R4年度

0.8

特別徴収

合　計

R3年度

△ 2.7

増減率比較

22,896

△ 6,214

71,808

73,233

4.4

　確定申告書

　市県民税申告書

件

R3年度

37,634

10,246

件

R4年度

32,880

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

93,815 1,529 1.6

徴 税 費 1,091,363

23,521 △ 625

比較 増減率

人 人 人 ％

年金支払報告書 100,175 100,345 △ 170

288,760 1,316

市民税（個人・法人）の賦課事務については、国・県との協力・連携のもと各種課税
資料の収集及び実態調査等により税収の確保に努めた。

10,494

件

比較区　　　分

％社

増減率

4,754

△ 248

△ 8.5

△ 0.2

3,194

△ 8

0.5

△ 4.2△ 15359344

△ 2.8△ 27270

△ 0.2

△ 5.3△ 23836

2.06

1.6171,0431,060

△ 8.1△ 11

△ 32017

市内の従業者数が50人以下の法人

10億円を超え

市内の従業者数が50人を超える法人

10億円を超え50億円以下で

135124

市内の従業者数が50人を超える法人

１億円を超え10億円以下で

市内の従業者数が50人以下の法人

１億円を超え10億円以下で
305311

〃

市内の従業者数が50人を超える法人

１千万円を超え１億円以下で

市内の従業者数が50人以下の法人

１千万円を超え１億円以下で

市内の従業者数が50人を超える法人

給与支払報告書

合　計

区　　　分 R4年度

〃

〃

１千万円以下で
〃

〃

〃

市内の従業者数が50人以下の法人、公
共法人、公益法人等(収益事業を行う
ものを除く)等

67,019

　〃　（eLTAX・磁気媒体） 75,002

118,240

△ 15.0

95,344

290,076

区　　　分

資本金等の額が１千万円以下で

〃

普通徴収

△ 0.4△ 225,9445,922合　　　計

市内の従業者数が50人を超える法人
△ 43430

50億円を超え
〃 △ 11.8

社 社

3,930 3,938
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千円 （単位：千円）

○ 主な委託料

（資産税課）

○ 納税義務者数及び調定額

人 人 人 ％

人 人 人 ％

○ 諸証明取扱状況

○ 主な委託料

決算額

32,098

1,903

8,305

7,298

※営業証明書を除く。

委託名

土地鑑定業務等委託料

固 定 資 産 （ 土 地 ）
評 価 支 援 業 務 委 託 料

決算額

64,198

27,085

内容

令和６基準年度評価替えに向けて、令和４年度
は主に、鑑定評価書及び標準宅地調書の作成を
実施。また、鑑定価格の時点修正を実施。
【R3～R5年度の３ヵ年事業】

令和６基準年度評価替えに向けて、令和４年度
は主に、標準宅地選定や路線価付設設定の見直
しを実施。また、土地家屋管理図のデータ更新
等を実施。
【R3～R5年度の３ヵ年事業】

15,266,965 89,997 14,643,453

△ 11,383

△ 1.3

502,802

409

△ 582

8.4

小　　　　計 90,390 15,266,965 89,997 14,643,453

15,718 件　 ― ― 15,718 件　

各種証明 課税台帳閲覧 参考図の写し 合　　計

※納税義務者数の計は、土地、家屋等の重複を除いた数値。

区　分

本庁以外

本　　庁 18,001 件　 274 件　 735 件　 19,010 件　 6,652

合　　計 90,390

89,982

国有資産等所在
市町村交付金

計

　
保
有
税

特
別
土
地 ―

623,512 4.3

0 0 ―

取 得 分 0 0

393

0 00 0 0 0

保 有 分 0 0 0

課 税 入 力 業 務 委 託 料

委託料

固

定

資

産

税

純
固
定
資
産
税

土　　地 71,485 4,663,454 71,251 4,674,837

家　　屋 71,074 6,495,334 70,364 5,992,532

償却資産 3,398 4,062,713

15 45,464 15 46,046

計 90,375 15,221,501 393

0

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

増 減 率
区　　分

令和４年度 令和３年度 対　　　　　比

納税義務者 調　定　額 納税義務者 調　定　額 納税義務者 調　定　額

地方税共通納税システム対象税目拡大（令和５
年度より固定資産税・軽自動車税種別割が追
加）に係る更改作業

大規模災害に備えて、罹災証明書発行の効率化
に資する管理システムを導入

市県民税、軽自動車税種別割に係る納税通知書
等の印刷及び封入封緘作業

市県民税申告書、給報、確定申告書A・Bの入力
作業

内容

税 総 合 シ ス テ ム
改 修 業 務 等 委 託 料

罹災証明書管理システム
導 入 等 委 託 料

納税通知書等印字及び
封 入 封 緘 業 務 委 託 料

4,715

手数料金額

3.4

4.3

710

234 △ 0.2

航空写真撮影業務委託料 23,650
令和６基準年度評価替えに向けて、市内全域の
航空写真を撮影し、デジタルオルソ画像データ
を作成。

0 0 0 0 ―

132,6752,989 3,930,038

393 623,512 4.3

624,094

0

14,597,407
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千円 （単位：千円）

(収納課）

○ 市税口座振替加入状況

人 人 人 人

人 人 人 人

％ ％ ％ ％

○ 納税貯蓄組合事務費補助金交付状況（一般会計分）

人 ※前年度納付実績により交付

※令和3年度実績

○ 滞納整理状況

1. 納付（納入）委託の状況

2. 差押の状況

3. 交付要求の状況

4. 不納欠損の状況

金額 10,703 108,267 19,078 138,048

898 1,969 1,965 4,832

固定資産税
件数 82 996 219 1,297

金額 3,521

計
件数 266 2,214 680 3,160

50,677 8,036 62,234

軽自動車税
件数 54 201 179 434

金額

68,848

法人市民税
件数 0 23 6 29

金額 0 1,718

個人市民税
件数 130 994 276 1,400

金額 6,284 53,903 8,661

416 2,134

区　　　　分

地　方　税　法 地 方 税 法

計第 15 条 の ７ 第１８条に

第４項による 第５項による よ る

交付要求し配当のあった分 83 23,474

交付要求し無配当終了分 22 4,592

区　　　　　分 件　　数 金　　額

交付要求した分 131 157,697

交付額 交付組合数 交付組合員数

計 1,164 482,850

不動産 560 234,618

0 0

0 0

電話加入権

動産

債権 591 224,639

その他(自動車等) 13 23,593

証 券 納 付 13 405

区　　分 件　　数 金　　額

区　　分 件　　数 金　　額

委 託 証 券 0 0

30,203

加 入 率 47.0 37.5 13.2 58.2

7,825 17,582

納税義務者数 29,363 90,376 59,479

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

区　　分 市県民税 固定資産税 軽自動車税 国　保　税

加 入 者 数 13,812 33,874

740,525 696,194 94.01 ％ 92 組合 人5,431

1,302 37 組合 2,803

調定額 納期内納付額 納期内納付率 年度末組合数 年度末組合員数
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千円 （単位：千円）

３ （市民課）

○ 戸籍住民基本台帳関係事務

1. 人口

2. 戸籍住民基本台帳関係事務取扱状況

○ 住居表示関係事務

住居表示管理業務

新築届に伴う住居番号設定業務委託 件 千円

街区表示板取付取外業務委託 件 千円

住居表示街区案内板撤去業務委託 3　　基 千円(3)

(1)

(2) 59

人 口 動 態 調 査 票 5,772

小　　計 15,326

合　　計 349,931

143

682

382 2,521

犯 歴 ・ 身 上 調 査 2,567

埋 火 葬 3,567

相 続 税 法 第 58 条 通 知 3,362

小　　計 69,175

 そ   の   他 件

特 別 永 住 者 証 明 書 等 58

登 録 6,601

廃 印 8,243

証 明 書 54,331

住 民 票 写 し 等 123,964

小　　計 173,488

 印　　　　鑑 件

住 民 票 削 除 9,093

住 民 票 修 正 7,799

附 票 作 成 等 25,797

小　　計 91,942

 住民基本台帳 件

住 民 票 記 載 6,835

152,655

処 理 事 件 数 3,165

謄 ・ 抄 本 等 78,864

240,015 153,837

(外国人を含む）

区　　分 取扱件数

 戸　　　　籍 件

3 109,635 106,349 115,824 222,173 102,683

R1 108,889 108,529 118,012 226,541 103,550

届 出 件 数 9,913

237,535

30 108,405 109,596 119,026 228,622 103,780 245,847 156,174

4 110,036 105,384 114,349 219,733 102,033

243,861 155,617

2 109,555 107,498 117,119 224,617 103,225 242,222 155,161

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

戸 籍 住 民 454,601
基本台帳費

年度
人口　　　　　　（人）

男 女 計

世帯数 本籍数 本籍人口 印鑑登録数

（世帯） （戸籍） （人） （人）

第２款　総　務　費
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千円 （単位：千円）

４

1.

回 件

2.

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

3. 選挙執行状況

(1) 参議院議員通常選挙（令和４年７月10日執行）

人 人 人 ％

人 人 人 ％

人 人 人 ％

4.

100,059 190,164

選挙人名簿調製

令和５年３月１日

令和４年６月１日

89,856 99,791 189,647

種　別 登 録 年 月 日
登　　録　　者　　数

男 女 計

定時登録

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

選 挙 費 145,765 （選挙管理委員会）

選挙管理委員会

会議開催回数 17 議案・報告件数 98

性別 選挙当日の有権者数 投 票 者 数 棄 権 者 数 投 票 率

90,427 100,679 191,106

令和４年９月１日 90,012 100,183 190,195

令和４年12月１日 90,105

参議院議員通常選挙 令和４年６月21日 90,562 100,783 191,345

検察審査員候補者予定者207人及び裁判員候補者予定者296人の名簿の調製に

　 あたった。

計 190,976 91,995 98,981 48.17

男 90,347 43,785 46,562 48.46

女 100,629 48,210 52,419 47.91

第２款　総　務　費
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千円 （単位：千円）

５ （広報統計課）

○ 統計刊行物の作成

○ 統計思想の普及啓発

○ 各種統計調査の実施

○調査員 78人

○調査対象 無作為に選ばれた全国の約52万世帯で、
その世帯にふだん住んでいる15歳以上の
世帯員（八戸市：109調査区）

○調査事項 氏名、男女の別、配偶者の有無、世帯主
との続柄、出生の年月、勤め先の名称、
仕事内容、年間就業日数、年間収入 等

○調査事項

住宅統計調査

令和5年
住宅・土地
統計調査

単位区設定

896 総務省
令和5年
2月1日

○目的 令和5年住宅・土地統計調査の実施に先
立って、調査員が担当する調査区域を明
確にし、調査の円滑な実施と結果精度の
向上を図る。

○指導員

○指導員 28人

○目的 国民の就業及び不就業の状態を調査し、
全国及び地域別の就業構造に関する基礎
資料を得る。

○調査概要 指導員が調査区域を巡回し、単位区設定
図の作成、住宅及び人が住居している建
物の把握をする。

9人

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

県内の海面漁業の実態を統計的に明らか
にし、水産行政運営の基礎資料を得る。

統計調査費 42,490

刊  行  物  名 作成部数 決算額

八戸市統計書（令和4年版） 205部 61

八戸市の人口
〔令和2年国勢調査〕

摘   要

農林水産
統計調査

区分 調査の名称 決算額 主管 実施期日

300部 117

　統計思想の普及啓発を図るため、八戸市統計調査員大会（統計調査功績者の表彰、統計調
査員による体験発表及び中居林小学校児童による研究発表）を開催した。

〇目的
　産業構造、市民所得、経済動向等市勢
の現状を紹介するとともに諸施策立案等
に役立てる。

経済センサスにおいて設定した調査区を
管理し、修正を行うことにより、事業所
又は企業を対象とする各種統計調査実施
の基礎資料としての利用に供する。

3人(3漁協)

○目的

○調査員

海面漁業月別
漁獲数量調査

261 青森県 毎月末日

就業構造
基本調査

令和4年
就業構造基本調査

5,690 総務省
令和4年
10月1日

商工統計調査
令和4年

経済センサス
調査区管理

○目的 学校に関する基本的事項を調査し、教育
行政上の基礎資料とする。

○調査対象 小学校42校、中学校24校、専修学校1校

○目的

0 総務省
令和4年
6月1日

63 文部科学省
令和4年
5月1日

学校教育
統計調査

令和4年度
学校基本調査

学級数、生徒数、進学・就職状況 等

第２款　総　務　費
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（単位：千円）

６ （監査委員事務局）

１ 定期監査

 (1)　財務監査

～

～

～

 (2)　工事監査

２ 決算審査

一般会計　･　各特別会計 

３ 財政援助団体等監査 （実施期間：令和４年11月22日～令和５年１月10日）

   　公の施設の指定管理者

職業訓練法人八戸職業能力開発協会

（指定管理施設：八戸地域職業訓練センター青山荘（職業訓練施設））

東北医療福祉事業協同組合

（指定管理施設：老人いこいの家（５館）、老人福祉センター馬淵荘）

株式会社図書館流通センター

（指定管理施設：南郷図書館、図書情報センター）

４ 例月現金出納検査

７ （市民課）

○ 年度別自衛官募集状況

○ 自動車臨時運行許可状況

3 4

臨時運行許可件数（件） 2,159 2,239 2,087 2,092 1,931 1,764

年度 29 30 R1 2

R1 2 3 4

市内からの入隊者数（人） 62 76 67 55 61 46

諸 費 170

年度 29 30

施　　　策　　　の　　　概　　　要款　　項 決　算　額

千円

監査委員費 67,765

監 査 の 対 象 実 施 期 間

監 査 の 対 象 実 施 期 間

総合政策部・まちづくり文化スポーツ部・
教育委員会

令和４年８月17日

10月６日

令和４年11月１日

審 査 期 間

　一般会計･各特別会計及び企業会計における毎月の現金の出納並びに保管状況について検
査を実施した。

総務部・財政部・商工労働観光部・
農林水産部・福祉部・都市整備部

令和４年９月27日

11月11日

健康部・市民防災部・環境部・建設部・
交通部・市民病院

令和５年１月25日

４月26日

令和４年７月８日～７月28日

番町線電線共同溝整備工事
～11月２日

区　　　分

公営企業会計（交通・病院・下水道） 令和４年６月１日～７月28日

　監査の範囲は、令和３年度において執行された財務に関する事務（現金取
扱事務及び有価物等管理事務については令和４年度執行分を含む。）

第２款　総　務　費
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千円 （単位：千円）

（福祉政策課）

○ 民生（児童）委員及び主任児童委員の活動状況（令和5年3月31日現在）

(1) 民生委員の男女別及び年齢等の内訳
・ 定数 人 委嘱実数 男 人 女 人 欠員 人
・ 平均年齢 歳 （　最少年齢　36歳　　最高年齢　82歳　）
・ 民生委員　（　主任児童委員を除く　）　　一人当たり平均世帯　　225世帯

(2) 主任児童委員の男女別及び年齢等の内訳
・ 定数 人 委嘱実数 男 人 女 人 欠員 人
・ 平均年齢 歳 （　最少年齢　44歳　　最高年齢　74歳　）

○　福祉バス運営委託事業

○　ほのぼのコミュニティ２１推進事業

○　社会福祉団体等への負担金・補助金及び交付金

○　地域集会所整備費補助金

款 項 決 算 額 施 策 の 概 要

 3 民 生 費 41,379,467

1  社会福祉費 19,369,387

健 康 ・ 保 健 医 療 554 地 域 福 祉 活 動 ・ 自 主 活 動

生 活 費 157
訪 問 回 数

訪 問 ・ 連 絡 活 動

382

59.6

内容別相談・指導 その他の活動
項　　目 件　数 項　　目 件　数

子 ど も の 地 域 生 活 930 証 明 事 務 556
子 ど も の 教 育 ・ 学 校 生 活

490 185 261 44
68.1

47 3 40 4

連 絡 調 整
回 数

委員相互連絡調整 16,964
家 族 関 係 7,695

48,023
年 金 ・ 保 険 43 そ の 他 33,155

そ の 他 連 絡 調 整

18,843
子 育 て ・ 母 子 保 健 321 民 児 協 運 営 ・ 研 修 11,836

在 宅 福 祉 575 調 査 ・ 実 態 把 握 2,800
介 護 保 険 244 行 事 ・ 事 業 ・ 会 議 へ の 参 加 協 力 8,331

12,705 123 回 2,696 人

決　算　額 内　　容

合　　計 12,149

決　算　額
内　　容

利用回数 利用者数

572 要保護児童の 発見の通告・仲介 121

日 常 的 な 支 援 2,624
そ の 他 4,866

住 居 91 活 動 日 数 55,516
生 活 環 境 753

仕 事 37

民 生 委 員 児 童 委 員 協 議 会 5,696

社 会 福 祉 協 議 会 30,264

内
　
　
容

地 域 福 祉 活 動 費 23,526

福 祉 活 動 専 門 員 設 置 費 6,543

市 社 会 福 祉 大 会

41,701

整 備 施 設 名

国 有 資 産 等 所 在 市 町 村 交 付 金 1,694

合　　計

3,002 八戸市社会福祉協議会に委託

区　　　　　分 決　算　額

民 生 委 員 児 童 委 員 協 議 会 運 営 費 3,000

1,087

沼 館 集 会 所 改修 770

七 崎 生 活 館 改修 897

内　　　容 決　算　額

180

県 社 会 福 祉 大 会 派 遣 費 15

地 区 社 会 福 祉 協 議 会 活 動 費 1,040

八 戸 市 連 合 遺 族 会 7

高 屋 敷 生 活 館 改修

合　　計 2,754

第３款　民　生　費

− 65 − − 66 −



千円 （単位：千円）

（福祉政策課）
○ 社会福祉法人指導監査

○ 住民税非課税世帯等に対する給付金

※

※うち、地方創生臨時交付金183,950、県補助金100,000

（生活福祉課）
○　国民生活基礎調査等事業費

○　行旅病人及び行旅死亡人取扱

○　中国残留邦人等支援事業費

・ 中国残留邦人等支援給付金取扱状況

・ 診療報酬支払基金及び国保連合会への手数料支払

・ 中国残留邦人等支援・相談員報酬　　 （19日分)

・ 　　　　　　　　　〃　　　　　　　　旅費

・ 中国残留邦人等自立支援通訳等謝礼　（1.0日分)

・ 　　　　　　　　　〃　　　　　　　　旅費

○　生活困窮者自立支援金費

　・新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給事業

283,950

生活困窮者に対する灯油購入費助成金（繰越明許分）

給　付　金　名　称 決算額

317,100

1,419,750

134,400

6,510

95世帯

款 項 決 算 額 施 策 の 概 要

実施法人数 実　施　期　日

給　付　件　数

―

28法人 令和4年10月12日～令和5年3月16日

地区

小中野一丁目、旭ヶ丘一丁目、
大字大久保字下大久保、八幡字岡前、
櫛引字館神、櫛引字上町、櫛引字志賀良木

合　　計 29 3,798

浮 浪 者 扶 助 9 11

納 骨 業 務 委 託 77

4,216

区　　分 件　　数 決　算　額

行 旅 死 亡 人 0
3,710

無 縁 死 亡 人 20

行 旅 病 人 0 0

支　　援　　の　　種　　類　　別　　取　　扱　　状　　況

区 分
構 成 比
( ％ )

実 世 帯 数 36　　世帯 3.0　　世帯

実 人 数 48　　　人 4.0　　　人

検 案 料 10 418

11,082

10,882

区 分 年　　間　　延　　数 月　　　　平　　　　均

世帯(延) 人員(延) 支出額

介 護 支 援 給 付 6 6 15 0.1

医 療 支 援 給 付 36 48 7,142 65.6

生 活 支 援 給 付 36 48 2,720 25.0

住 宅 支 援 給 付 36 36 1,005 9.2

葬 祭 支 援 給 付 0 0 0 0.0

合 計 114 138 10,882 100.0

出 産 支 援 給 付 0 0 0 0.0

生 業 支 援 給 付 0 0 0 0.0

12

178

0

10

0

22,048

決算額

388

事業費分（支給決定者数　120人）

511

・国民生活基礎調査（所得票）、所得再分配調査…2地区

・調査対象世帯…　95世帯

調査票回収世帯数

21,660

内　　容

事務費分

1,302 世帯

非課税 家計急変

3,113 世帯 58 世帯

28,230 世帯 165 世帯

1,303 世帯 41 世帯

非 課 税 世 帯 等 臨 時 特 別 給 付 金

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金市上乗せ分

非 課 税 世 帯 等 臨 時 特 別 給 付 金 （ 繰 越 明 許 分 ）
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千円 （単位：千円）

（こども家庭相談室）

○　母子家庭等対策総合支援事業

○　母子・父子自立支援員相談指導 (母子・父子自立支援員 2

○　社会福祉団体への補助金

○　母子生活支援施設社会的養護従事者処遇改善事業費補助金

○　女性相談 2

※（ ）内はＤＶ件数
（子育て支援課）

○　遺児援護対策事業

人 円

○　はちのへ縁結びプロジェクト事業

あおもり出会いサポートセンター共同運営負担金 274

ひ と り 親 家 庭 等
就 業 ・ 自 立 支 援 セ ン タ ー 事 業

4,121

ひ と り 親 家 庭 等
日 常 生 活 支 援 事 業

695

款 項 決 算 額 施 策 の 概 要

事 業 名 決 算 額

就業支援事業、就業支援講習会等事業、就業情報提
供事業、在宅就業推進事業、養育費等支援事業（女性
弁護士による法律相談 定例3回、臨時1回）

内　　容

家庭生活支援員派遣家庭件数 3件
家庭生活支援員派遣延べ回数 14回

人） 6,870

生活一般 児

童

経

済

的

支

援

・

生

活

援

護

そ

の

他

合

計

住

宅

医

療

・

健

康

111 611 24 868

母 子 家 庭 等 自 立 支 援
教 育 訓 練 給 付 金 事 業

465

母 子 家 庭 等 高 等 職 業 訓 練
促 進 給 付 金 等 事 業

11,922

(件) (件) (件) (件)

2 11 1 93 15

支給件数 1件

促進給付金支給件数 10件（延べ105月）
修了支援給付金支給件数 2件

相

談

内

容

母子家庭
・寡婦

家

庭

紛

争

就

労

そ

の

他

(件) (件) (件) (件) (件)

561
母子生活支援施設職員の処遇改善
母子生活支援施設「小菊荘」（社会福祉法人八戸市社会福祉事業団）

119 647 24 917

区　　　　　　　　分 決　算　額

8 36 0 49

2 11 1 96 17

父子家庭

合計

0 0 0 3 2

子

ど

も

親

族

交
際
相
手

そ

の

他

(件) (件) (件) (件) (件)

(女性相談員 人）

八戸市母子寡婦福祉会 160

決　算　額 内　　　容

6,578

相

談

内

容

人　　間　　関　　係 経

済

関

係

医

療

関

係

そ

の

他

合

計

夫

等

20 9 15 254
(126) (2)

(件) (件) (件) (件)

面接
162

31 9
3

5

86 47 663
(261) (4)電話
354

86 20
6

14 50

62 917
(387) (6)合計
516

117 29
9

19 70 95

弔慰金 17 10,000 170

合　　計 75 675

中学生 19 7,000 133

卒業祝金 中学生 33 10,000 330

事　業　内　容 給付者数 給付額 決算額

入学祝金
小学校 6 7,000 42

八戸圏域連携中枢都市圏縁結び支援事業協議会負担金 2,000

合　　計 2,305

内　　容 決算額

イベント周知用チラシ発送料等 22

イベント周知用チラシ印刷代等 9

第３款　民　生　費

− 67 − − 68 −



千円 （単位：千円）

（高齢福祉課）

○　生活支援対策

○　介護予防・生きがい対策

○　施設福祉サービス

事　業　名 決算額 内　　　　　　　　　容

老人福祉電話貸付事業 782
電話を保有していないひとり暮らし高齢者等に電話を
 39台設置
（R５.３.31現在）

款 項 決 算 額 施 策 の 概 要

老人日常生活用具給付等事業 0
ひとり暮らし高齢者等に、日常生活用具（電磁調理器、火
災警報器、自動消火器）を給付する。
（電磁調理器　0人、火災警報器　0人、自動消火器　0人）

高齢者生活福祉施設運営事業
（勁松館）

461

親族の介護に欠け、住居に困窮する高齢者の福祉増進を
図るための住居、交流等の複合機能を有する高齢者生活
福祉施設
（R5年3月31日現在の入居者　4世帯4人）

寝具洗濯乾燥消毒サービス事業 248
寝具の衛生管理が困難な方に洗濯等のサービスを行う。
（利用者延べ　50人）

生活支援ハウス運営事業 13,281

介護を必要としない60歳以上の自立している方が、独立し
て生活することに不安を抱えた場合に、短期間、生活支援
ハウスを住居として提供する。
（年間実利用者数　19人）

緊急通報体制整備事業 7,432

ひとり暮らし高齢者等の緊急時の対応のため201台設置
（R５.３.31現在）

三八五交通株式会社
　○委託料
八戸市社会福祉協議会
　○委託料

7,241

191

老人クラブ連合会補助金 3,218
運営費、健康づくり・介護予防支援事業費、
特別事業費、活動支援体制強化事業費

社会奉仕活動等促進事業 1,760
集いの場運営及び地域見守り活動助成、
老人クラブ加入促進及び社会参加促進事業費、
老人クラブ補助金申請受付等業務

事　業　名 決算額 内　　　　　　　　　容

老人クラブ補助金 6,372 137クラブ　会員4,019人

はり・きゅう・あんま
マッサージ施術費の助成事業

1,374
はり・きゅう・あんまマッサージの施術費の一部を助成する。
（使用枚数　1,681枚）

家族介護支援事業 7,280

寝たきり又は認知症高齢者等を在宅で介護している方に、
介護の労をねぎらい、在宅介護の支援を行うことを目的とし
て慰労金を支給する。
・介護者慰労金　 　　30,000円 × 236人
・家族介護慰労金　　100,000円 ×　 2人

老人いこいの家等設置運営事業 51,000

○指定管理料　　　　　　51,000
　　（指定管理者：東北医療福祉事業協同組合）
○利用状況
　　・臥牛荘        10,096人
　　・馬淵荘          6,752人
　　・青山荘　　 　   1,097人
　　・諏訪荘　　　    5,914人
　　・うみねこ荘　 　 5,069人
　　・海浜荘　　　  　3,234人

○指定管理料　　　　　　　　　　  10,090
　（指定管理者：八戸市社会福祉協議会）
○修繕料　                              1,626
○委託料　                                 110

○利用状況
　　・老人福祉センター南郷　　 　1,543人
　　・南郷デイサービスセンター　 5,382人

鷗盟大学運営事業 8,965
受講者1年生48人、2年生39人
毎週1回開講

事　業　名 決算額 内　　　　　　　　　容

高齢者等バス特別乗車証
支給事業

512,509 高齢者（70歳以上）　12,699人

高齢者等乗車回数券援助 102 市営バス・南部バス通行区間以外の路線　15人

事　業　名 決算額 内　　　　　　　　　容

老人福祉センター南郷
南郷デイサービスセンター
設置運営事業

11,826

第３款　民　生　費

− 67 − − 68 −



千円 （単位：千円）

（高齢福祉課）

○　施設福祉サービス（つづき）

○　介護予防支援

○　その他

○　老人福祉施設等支援

○　高齢者福祉施設指導監査及び有料老人ホーム立入検査実績

○通信運搬費　　　　255

成年後見センター事業 15,159

軽費老人ホーム事務費補助金 125,625
軽費老人ホームの運営に関わる経費について、補助金を
交付する。
軽費老人ホーム　5施設

介護施設等
物価高騰対策支援金
　（地方創生臨時交付金活用事業）

671

コロナ禍において、エネルギーや食料品価格等の物価高
騰の影響を受ける事業者の負担を軽減し、安定した事業
運営を維持できるよう支援する。
軽費老人ホーム　1施設
有料老人ホーム　４施設
サービス付き高齢者向け住宅　１施設
※高齢福祉課対応施設分

介護施設等感染拡大防止対策
事業費補助金
　（繰越明許費分）

20,641

介護施設等における新型コロナウイルスの感染拡大防止を
目的とした施設改修費について、補助金を交付する。
有料老人ホーム　６施設
サービス付き高齢者向け住宅　１施設

老人福祉施設等
施設整備補助金
　（繰越明許費分）

成年後見制度等の相談窓口を一元化し、権利擁護に資す
る事業を行う。
委 託 先：八戸市社会福祉協議会
相談件数：221件

市民後見推進事業 4,368

○市民後見人フォローアップ研修
　４回開催
○市民後見推進協議会
　１回開催

高齢者福祉合同研修事業 26

事　業　名 決算額 内　　　　　　　　　容

八戸圏域８市町村の専門職を対象とした研修会を合同開
催する。
参加者数　205人

324,000
特別養護老人ホームの改築に関わる経費について、補助
金を交付する。

市敬老祝金支給事業 22,235

○報償金

88歳
100歳

 10,000円×
100,000円×

1,488人
71人

款 項 決 算 額 施 策 の 概 要

事　　　業　　　名 決算額 内　　　　　　　容

地区敬老事業支援事業 31,300 　25地区　　900円×34,778人

事　業　名 決算額 内　　　　　　　　　容

老人ホーム入所措置事業 127,733

養護老人ホーム　長生園 40人
養護老人ホーム　晴ヶ丘老人ホーム ９人
養護(盲)老人ホーム　津軽ひかり荘 ３人
（R５.３.31現在）

負　　担　　金 一　　般　　財　　源

24,021 103,712

在宅医療介護ICT連携推進事業 5,258

ICTツールを活用し、利用者に関する情報や支援経過
を共有することで、タイムリーな情報共有や多職種に
よる連携を円滑化し、高齢化の進展に伴う需要の拡大
により不足する可能性がある在宅医療・介護サービス
を確保する。

事　　　業　　　名 決算額 内　　　　　　　容

介護予防ケアマネジメント事業 541
介護予防が必要な方(要支援認定者）に、その人に
合った介護予防計画を考え、自立支援に向けたサービ
スを提供する。

集 団 指 導 市ホームページに資料を掲載

指 導 監 査 ７施設

立 入 検 査 14施設

区　　　　　分 実  施  期  間 ・ 件  数

実 施 期 間 令和４年８月４日～令和５年２月８日

第３款　民　生　費

− 69 − − 70 −



千円 （単位：千円）

（介護保険課）

○ 地域密着型サービス等提供施設整備事業

民間事業者が実施する地域密着型サービス提供施設の整備に要する経費に対し県が補助する事業

認知症高齢者 １施設
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

○ 施設開設準備経費助成特別対策事業

民間事業者が実施する地域密着型サービス提供施設の開設準備に要する経費に対し県が補助する事業

認知症高齢者 １施設
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

○ 居宅・施設サービス利用者負担軽減給付事業

生計困難者等の利用者負担額を軽減する社会福祉法人等に対し、軽減額が一定割合を超えた場合の
経費を助成する事業

○ 地域介護・福祉空間整備等施設整備事業

既存高齢者施設等の防災改修に要する経費に対し国が補助する事業

○ 介護の仕事理解促進事業

介護職についてのＰＲ冊子を用いた出前講座を実施し、福祉・介護についての魅力等を中高生・教職員・

保護者等に広く知ってもらう機会を創出する事業

出前講座講師謝礼

PR冊子印刷

26

264
0 290

事業名 決算額
財源内訳

介護の仕事理解促進事業 290 0 0

内容
国・県 地方債 その他 一般財源

うち県補助金（補助率３／４） 475

軽減措置実施事業所数 6

事業所内訳

短期入所生活介護 2

小規模多機能型居宅介護 1

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 1

介護福祉施設サービス

施設開設準備経費
助成特別対策事業

[繰越明許分]

00015,10215,102

国・県

財源内訳
国・県

634

2

決算額（助成額）

款 項 決 算 額 施 策 の 概 要

内容
地方債 その他

内容
地方債 その他 一般財源

一般財源

0 0 0

事業名

地域密着型サービス等
提供施設整備事業

[繰越明許分]

事業名

決算額

33,600

決算額

33,600

財源内訳

認知症高齢者 １施設
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

認知症高齢者 ３施設

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

介護老人保健施設 １施設

５施設計 44,266 36,429 7,800 0 37

事業区分 決算額
財源内訳

内容
国・県 地方債 その他 一般財源

0

高齢者施設等の非常用自家
発電設備整備事業

[繰越明許分]

23,512 15,675 7,800 0 37

認知症高齢者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ等
防災改修等支援事業

（大規模修繕等）
7,535 7,535 0 0

認知症高齢者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ等
防災改修等支援事業

（大規模修繕等）

[繰越明許分]

13,219 13,219 0 0 0

第３款　民　生　費

− 69 − − 70 −



千円 （単位：千円）

（介護保険課）

○ 介護施設等感染拡大防止対策事業

介護施設等の新型コロナウイルス感染拡大防止に要する経費に対し県が補助する事業

介護療養型 １施設
医療施設

介護老人保健施設 １施設

認知症高齢者 ４施設
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

特別養護老人ホーム ２施設

小規模多機能型 １施設
居宅介護事業所

短期入所生活介護 １施設
事業所

介護老人保健施設 ２施設

地域密着型 １施設
特別養護老人ホーム

13施設

○ 介護施設等物価高騰対策支援事業 【地方創生臨時交付金活用事業】

物価高騰による介護施設等の経営負担を軽減し、安定した事業運営を維持できるよう支援する事業

入所系サービス
（有料老人ホーム、サービス
付き高齢者向け住宅以外）

（85施設）

有料老人ホーム、サービス
付き高齢者向け住宅

（46施設）

通所系サービス

（99施設）

訪問系サービス

（211施設）

計　143法人 441施設

41,011 41,011 0 0 0

事業名 決算額
財源内訳

内容
国・県 地方債 その他 一般財源

国・県 地方債

介護施設等物価高騰対策
支援事業

63,005 63,005 0 0 0

　＠10,000円×2,835人

　＠7,000円×1,654人

　＠3,000円×2,643人

　＠1,000円×15,148人

32,457 0 0 0

計

その他 一般財源
内容事業区分

款 項 決 算 額 施 策 の 概 要

簡易陰圧装置の設置

[繰越明許分]
8,554 8,554 0 0 0

家族面会室の整備

[繰越明許分]
32,457

決算額
財源内訳

第３款　民　生　費
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千円 （単位：千円）

（障がい福祉課）

○　自立支援給付事業費

○　自立支援医療給付費（R4.3～R5.2）

○　各種給付事業

人

人

人

人

人

人

○　障害者バス特別乗車証等支給事業

人
人
人

 交付者数 人

 交付者数 人

○　障害福祉サービス訓練等給付事業

○　障害福祉サービス介護給付事業

 利用者 身体介護 人

家事援助 人

通院介助　 人

通院乗降介助 　　 6 人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

事　業　名 決　算　額 内　　　　　　　　　容

身 体 障 害 者 補 装 具 支 給 事 業 52,612 539件

561 9

89 4

161,025

  特別障害者手当 392

　障害児福祉手当 174

　経過福祉手当 2

款 項 決 算 額 施 策 の 概 要

重度心身障害者医療費助成事業

特 別 障 害 者 手 当 等 給 付

心身障害者扶養共済掛金補給金

福 祉 電 話 基 本 料 金 助 成

304,545 3,174

事　業　名 決　算　額 内　　　　　　　　　容

（障害者バス特別乗車証の決算額は、高齢者等バス特別乗車証支給事業に含まれる。）

事　業　名 決　算　額 内　　　　　　　　　容

事　業　名 決　算　額 内　　　　　　　　　容

更 生 医 療 389,383 12,896件

事　業　名 決　算　額 内　　　　　　　　　容

障 害 者 バ ス 特 別 乗 車 証

育 成 医 療 2,996 245件

身 体 障 害 児 補 装 具 支 給 事 業 23,306 161件

自 立 訓 練 サ ー ビ ス 79,234  利用者 74 人

　 精神障害者 1,553

重度心身障がい者タクシー料金助成 16,781 952

重度心身障がい者自家用車燃料券助成 2,021 407

―

 交付者数
　 身体障害者 1,606
 　知的障害者 1,017

共 同 生 活 援 助 サ ー ビ ス 621,703  利用者 387 人

地 域 移 行 支 援 サ ー ビ ス 0  利用者 0 人

就 労 移 行 支 援 サ ー ビ ス 92,120  利用者 86 人

就 労 継 続 支 援 サ ー ビ ス 1,774,061  利用者 1,276 人

事　業　名 決　算　額 内　　　　　　　　　容

居 宅 介 護 サ ー ビ ス 197,499

135

230

80

地 域 定 着 支 援 サ ー ビ ス 31  利用者 2 人

就 労 定 着 支 援 サ ー ビ ス 6,857  利用者 20 人

短 期 入 所 サ ー ビ ス 36,617  利用者 104

療 養 介 護 サ ー ビ ス 175,717  利用者 44

同 行 援 護 サ ー ビ ス 11,820  利用者 41

自 立 生 活 援 助 サ ー ビ ス 0  利用者 0

重 度 訪 問 介 護 サ ー ビ ス 29,707  利用者 10

行 動 援 護 サ ー ビ ス 8,991  利用者 16

施 設 入 所 支 援 サ ー ビ ス 533,026  利用者 332

高 額 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 159  給付対象者 2

生 活 介 護 サ ー ビ ス 2,070,947  利用者 798

サ ー ビ ス 利 用 計 画 作 成 91,572  利用者 2,361
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千円 （単位：千円）

（障がい福祉課）

○　障害児通所支援給付事業

利用者 放課後等デイサービス

医療型児童発達支援

保育所等訪問支援

居宅型児童発達支援

○　障害支援区分認定調査事業

○　障害支援区分判定審査事業

○　社会福祉団体等への補助金

○　自動車運転免許取得･改造費助成事業

款 項 決 算 額 施 策 の 概 要

事　業　名 決　算　額 内　　　　　　　　　容

事　業　名 決　算　額 内　　　　　　　　　容

医 師 意 見 書 作 成 料 （ 手数 料） 2,412 525件

サ ー ビ ス 利 用 計 画 作 成 28,587  利用者 702人

高 額 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 0  給付対象者 0人

障 害 児 通 所 サ ー ビ ス 1,036,281

562人
児童発達支援 228人

22人

37人

2人

事　業　名 決　算　額 内　　　　　　　　　容

判 定 審 査 会 委 員 報 酬 2,520

 委員　30人

　 　開催回数　　　42回

　 　審査件数　　735件

117

む つ ぼ し 友 の 会

八 戸 市 身 体 障 害 者 団 体 連 合 会 180

八 戸 市 自 閉 症 児 （ 者 ） 親 の 会 100

区　　　　　　分 決　算　額

社 会 福 祉 団 体 事 業 支 援 727

内
　
　
　
　
訳

35

八 戸 小 鳩 会 37

八 戸 市 肢 体 障 害 者 福 祉 会 165

八 戸 市 視 力 障 害 者 福 祉 会

決算額 内　　　　　　　　　容

1,180
・自動車運転免許取得費助成　6件
・自動車改造費助成　6件

93

八 戸 市 ろ う あ 協 会

○　地域生活支援事業

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

日常生活用具給付等事業 72,091  給付件数 6,914

事　　　業　　　名 決　算　額 内　　　　　容

手話通訳者・要約筆記者派遣事業 2,156  利用者延べ 556

手話通訳者設置事業 6,910  障がい福祉課内に2名配置

2  利用者

移動支援事業 3,173  利用者 34

地域活動支援センター
機能強化事業

36,000  ３事業所分

福祉ホーム事業 601  利用者 7

訪問入浴サービス事業 15,520  利用者 12

障がい者就労支援団体
ネットワーク

356

日中一時支援事業 6,481  利用者 139

手話奉仕員養成研修事業 1,336  受講者 55

1

手話通訳者養成研修事業 2,540  受講者 18

相談支援事業 18,000  ３事業所分

 受講者延べ 131

 関係団体 74団体・事業所

障がい者就労サポーター養成事業 326

代読・代筆支援員派遣事業
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千円 （単位：千円）

（障がい福祉課）

○　指定障害福祉サービス事業者等指導監査実績

○　障害者総合支援事業費補助金

○　身体障害者手帳新規交付者数

○　障がい福祉サービス事業所物価高騰対策支援金（地方創生臨時交付金活用事業）

（保健予防課）

○　精神保健福祉相談委託料 （令和4年4月～令和5年3月）

（すくすく親子健康課）

○　小児慢性特定疾病医療費助成事業 （令和4年4月～令和5年3月）

・ 対象疾患　　　16疾患群　　788疾病

（国保年金課）

○ 国民年金の状況

　

被保険者の加入状況（令和5年3月末現在） （単位：人）

保険料免除状況（令和5年3月末現在） （単位：人）

款 項 決 算 額 施 策 の 概 要

区分 実施件数

令和4年度八戸市障害福祉サービス事業者等に対
するサービス継続支援事業補助金

一般財源

3,769 2,512 0 0 1,257

集団指導 1回（384事業所）

実地指導 16事業所

決算額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

内　　　　容
国・県 地方債 その他

53,738

20,532 303 10,960 31,795

486

決算額 内　　　　　　　　　容

42 精神科医師　3回　相談件数 5件

決算額

第1号被保険者 任意加入者 第3号被保険者 合　計

合計

内　　　　　　　　　容

受給者証交付者数　249人　　給付実人員　235人
給付延件数　3,278件

0

原油価格や食料品価格等の物価の高騰の影響
を受けた障がい福祉サービス事業書の負担軽
減措置として実施。
（交付法人数：79法人）

内　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

17,195 17,195 0 0

決算額
財　　源　　内　　容

11,880

免除計
学生

納付特例
納付猶予 合　計

3,549 4,609 333 257 93 8,841

法定免除 全額免除 3/4免除 半額免除 1/4免除

2　国民年金費 41,693

(1)

2,094 945

(2)

124

内部障害 301

障害種別 人数

視覚障害 24

聴覚・平衡機能障害 35

音声・言語機能障害 2

肢体不自由
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千円 （単位：千円）

（福祉政策課・障がい福祉課）

○　市民保養所

 ＜利用状況＞

○　総合福祉会館

 ＜利用状況＞

○　福祉公民館

 ＜利用状況＞

○　八戸福祉体育館

 ＜利用状況＞

○　身体障害者更生館

○　福祉避難所整備事業

身体障害者
更生館

3,190 0 0 0 3,190 アルミ建具改修他修繕

4,357人 6,044人

3　　社会福祉 184,117
　　施  設  費

決算額 内　　　　　　　　　容

23,216
洗心荘指定管理料
（指定管理者：八戸市アールアール厚生会）

款 項 決 算 額 施 策 の 概 要

決算額 内　　　　　　　　　容

32,926
福祉公民館・福祉体育館指定管理料
（指定管理者：三八五ふれあいネット）

区　　　分 内　　　　　　　　　容

事務室等
入居団体事務室 16団体

自動販売機設置 2団体4台

会議室等
延使用件数 1,713件

延利用者数 39,076人

決算額 内　　　　　　　　　容

76,930
総合福祉会館指定管理料
（指定管理者：八戸市社会福祉協議会）

区　　　分 内　　　容

宿泊者 休憩者 計

1,687人

決算額 内　　　　　　　　　容

決算額 内　　　　容

個　人 団　体 計

228件 940件 1,168件

事務室等
入居団体事務室 6団体

自動販売機設置 1団体2台

会議室等
延使用件数 1,823件

延利用者数 31,191人

1,202人 

 来訪利用者数 1,448人 

0 2,300 0 769
エレベーター劣化部品取替修
繕（繰越明許分）

2,365 0 0 0 2,365
パネルコンベクター（暖房設
備）交換修繕、屋根修繕

福祉体育館

総合福祉会館

防火シャッター修繕、2階障が
い者用トイレ自動ドア修繕
外

0 7,100 0 2,3829,482

3,069

 相談支援人数 864人 

1,443人 16,180人 17,623人

事　業　名

対象施設
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国・県 地方債 その他 一般財源

身 体 障 害 者 更 生 館
管 理 運 営 委 託 料

14,060

 貸館人数
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千円 （単位：千円）

（こども家庭相談室）

○　子ども家庭総合支援拠点の設置 (虐待対応専門員 2人）

○　家庭・児童の相談 (家庭相談員 1人）

※実件数
○　子ども家庭見守り・訪問支援事業

○　児童虐待防止対策連携促進事業

（子育て支援課）

○　ファミリーサポートセンター運営業務委託料

○　新型コロナウイルス感染症対策支援事業費補助金（子育て援助活動支援事業分）（繰越明許分）

※うち、市負担分100について地方創生臨時交付金を活用

○　子育て情報整備事業

○　児童館の指定管理料

＜利用状況＞

人 人 人 人

○　児童館新型コロナウイルス感染症対策支援事業費補助金（繰越明許分）

○　母親クラブ活動費補助金

クラブ 会員 人 （令和5年3月末現在）

ファミリーサポートセンター事業に係る新型コロナウイルス感染症対策のために要する経費
（マスク、消毒液、空気清浄機、抗原検査キット等購入費）

内　　　　　　　　　容

決 算 額 内　　　　　　　　　容

6,812

決 算 額

300

決 算 額 内　　　　　　　　　容

859

・子育て情報メールマガジンの配信
　登録者数　333 人（令和5年3月末現在）

・子育て情報LINE配信（令和2年11月より開始）
　登録者数　1521 人（令和5年3月末現在）

1,244 訪問・相談支援回数：107回

決　算　額

74
・八戸圏域専門職向け研修会：10月26日開催　参加者数31人（団体数16)
・八戸圏域住民向け研修会：11月29日開催(参加者数124人)

内　　　容

款 項 決 算 額 施 策 の 概 要

4  児童福祉費 15,109,074

168件 105件 0件 4件 1件 34件 2件 314件

決　算　額

2,613

養護相談 保

健

相

談

障

害

相

談

非

行

相

談

育

成

相

談

そ

の

他

計
児
童

虐
待

内　　　容

そ
の

他
の

相

談

9,168
是 川 27 395 81 503

小
型
児
童
館

豊 崎 24 2,446 64 2,534
三 条 4 9,108 56

146,297

小型児童館6館、児童センター9館　　計15館

児童館名 幼　児 学　童 地域住民 合　計

松 館 2 698 44 744
小　計 566 14,989 1,198 16,753

南 浜 98 1,334 133 1,565
高 岩 411 1,008 820 2,239

448 33,075

15,149
小 中 野 0 12,343 89 12,432

中 央 4 16,277 95 16,376
湊 3 14,978 168

決 算 額 内　　　　　　　　　容

2,449 15 1,199

鮫 7 13,819 324 14,150

児
童
セ
ン
タ

吹 上 6 22,943 117 23,066
白 銀 17 20,496 249 20,762

小　計 103 159,832 2,216 162,151

大 館 0 32,627

合　計 669 174,821 3,414 178,904

決 算 額 内　　　　　　　　　容

6,000
新型コロナウイルス感染症対策のために要する経費　交付施設数　15館
（マスク、消毒液、CO2モニター、非接触型体温計等購入費、自動水栓取付）

八戸ﾆｭｰ ﾀ ｳﾝ 37 12,565 177 12,779
江 陽 29 13,784 549 14,362

526
　子育てアプリ はちも配信（令和4年8月より開始）
　登録者数　1,796人（令和5年3月末現在）

5,683

提供会員数：239人、依頼会員数：401人、両方会員数：9人

第３款　民　生　費

− 75 − − 76 −



千円 （単位：千円）

（子育て支援課）
○　放課後児童健全育成事業

人

※対象児童は原則として小学校に就学している留守家庭児童
　〈新型コロナウイルス感染症対策支援事業費補助金（放課後児童健全育成事業分）（繰越明許分）〉

※うち、市負担分5,274について地方創生臨時交付金を活用

　〈放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業費補助金（令和4年4月～9月分）（繰越明許分）〉

　〈放課後児童支援員等処遇改善事業費補助金（令和4年10月～令和5年3月分）〉

　〈放課後児童クラブ物価高騰対策支援金（地方創生臨時交付金活用事業）〉

款 項 決 算 額 施 策 の 概 要

301,021

放課後児童クラブ名 利用施設
登録児童数（人）

(R5.3.1現在)

5 根城っ子仲よしクラブ 小学校 44
6 下長仲良しクラブ こども園 40

3 青潮なかよしクラブ 小学校 40
4 根城仲よしクラブ 小学校 42

1 町畑仲良しクラブ 民間施設 28
2 白銀南小学校仲よしクラブ 民間施設 39

11 湊高台児童クラブ 民間施設 44
12 旭ヶ丘仲良しクラブ 認可外保育施設 39

9 高館仲よしクラブ 小学校 49
10 根岸仲良しクラブ こども園 40

7 城北仲よしクラブ 民間施設 55
8 城北第二仲よしクラブ 民間施設 44

17 旭ヶ丘団地仲良しクラブ 民間施設 66
18 桔梗野フレンズクラブ こども園 44

15 柏っこなかよしクラブ 小学校 36
16 第２柏っこなかよしクラブ 小学校 46

13 桔梗野仲良しクラブ 民間施設 32
14 是川なかよしクラブ 民間施設 34

23 城北ひまわり仲良しクラブ 民間施設 33
24 城北第２ひまわり仲良しクラブ 民間施設 20

21 長者にこにこクラブ 民間施設 35
22 田面木仲良しクラブ 小学校 43

19 是川団地仲良しクラブ 保育園 33
20 江南仲良しクラブ 小学校 59

29 中居林なかよしクラブ 民間施設 29
30 城下柿の木クラブ こども園 76

27 館放課後児童クラブ 民間施設 41
28 浜市川仲良しクラブ こども園 41

25 三条仲良しクラブ 小学校 37
26 西園仲よしクラブ 生活館 54

35 城北第３ひまわり仲良しクラブ 民間施設 32
36 新井田西なかよしクラブ 生活館 86

33 岬台仲良しクラブ 保育園 16
34 ほぞのなかよしクラブ 旧認可外保育施設 22

31 日計ヶ丘夢の森クラブ 旧幼稚園施設 18
32 多賀台なかよしクラブ 小学校 72

下長スマイルキッズ 民間施設 31

39 白山台みどりのかぜ児童クラブ「ステップ」 こども園 42
40 西白山台みどりのもり児童クラブ「ジャンプ」 小学校 39

37 白山台みどりのかぜ児童クラブ「ホップ」 こども園 49
38 第二田面木仲良しクラブ 小学校 39

6,379 放課後児童クラブ支援員等の処遇改善補助　交付クラブ数　32クラブ

決 算 額 内　　　　　　　　　容

15,818
新型コロナウイルス感染症対策のために要する経費　交付クラブ数　41クラブ
（マスク、消毒液、空気清浄機、非接触型体温計等購入費、手当等割増賃金）

決 算 額 内　　　　　　　　　容

6,405 放課後児童クラブ支援員等の処遇改善補助　交付クラブ数　32クラブ

決 算 額 内　　　　　　　　　容

5,760
原油価格や食料品価格等の物価高騰の影響を受けている放課後児童クラブに
対する軽減措置　対象クラブ数　48クラブ

決 算 額 内　　　　　　　　　容

48 中居林児童クラブ 民間施設 28
1,934

28

43 高州なかよしクラブ 民間施設 31
44 下長第２スマイルキッズ 民間施設 29

41 西白山台みどりのもり児童クラブ「スキップ」 小学校 38
42

47 図南放課後児童クラブ 生活館 32

45 南郷学童保育クラブ 小学校 39
46 島守学童保育クラブ 公的施設

計
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千円 （単位：千円）

（子育て支援課）

○　ひとり親家庭等医療費給付事業

件

○　児童扶養手当

人 人 人 人 人

○　児童手当

0歳～
3歳未満
3歳以上～
小学校修了前
小学校修了後～
中学校修了前
0歳～
3歳未満
3歳以上～
小学校修了前
小学校修了後～
中学校修了前
0歳～
3歳未満
3歳以上～
小学校修了前
小学校修了後～
中学校修了前
0歳～
3歳未満
3歳以上～
小学校修了前
小学校修了後～
中学校修了前

○　子育て世帯に対する特別給付金

（こども家庭相談室）

○ 児童入所施設措置費

低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金

子 育 て 世 帯 臨 時 特 別 給 付 金 （ 県 事 業 ）

子 育 て 世 帯 臨 時 特 別 給 付 金 （ 繰 越 明 許 分 ）

決算額

249,150

168,100

81,050

348

款 項 決 算 額 施 策 の 概 要

対象児童との続柄別
母 父 養育者

決 算 額 内　　　　　　　　　容

助 産 施 設 措 置 費

母 子 生 活 支 援 施 設 措 置 費 措置世帯数 延べ153世帯（世帯数×月数）

措置人数1人（令和3年3月分）

内　　容

52,687

非被用者 1,777人 

64,890

2,190

計

71,710

1,095,708

事　　業 決 算 額

施設

給　付　金　名　称 支給決定児童数

4,983人 

3,362人 

1,621人 

29,879人 

94人 

746,975

9,400

ひとり親世帯以外

ひとり親世帯(内訳)

13,107人 2,809,415

計 53,035

20,260

10,520

決算額

被用者 11,038人 

495,195

1,432,660

472,820

被用区分 年齢区分受給者数

2,080 2,991 1,965

153,116 給付件数 56,101

決算額 受給者 児童数

230,375

110 5

13人 

600

4,790

特例給付 279人 

3,405

第３款　民　生　費

− 77 − − 78 −



千円 （単位：千円）

（こども未来課）

○　保育事業研修委託料

○　子育てサロン支援事業委託料

○　地域子育て支援拠点事業

○　子育てつどいの広場事業

○　認可外保育施設衛生・安全対策事業費補助金

○　認可外保育施設児童対策費補助金

○　障がい児保育事業費補助金

○　子ども・子育て支援事業補助金

○ 八戸市子ども・子育て会議

○　保育所等整備事業

○　施設型等給付費

50,602

決算額 内　　　　　　　　　容

1,701 　実施地区数　　19ヵ所

83

110

款 項 決 算 額 施 策 の 概 要

決算額 内　　　　　　　　　容

575 　保育所職員の研修委託

 委託料　実施施設数　　12ヵ所

内　　　　　　　　　容

199,208

決算額

15,000

 備品購入費

 委託料　　入場者数　31,688人

内　　　　　　　　　容

 ふれあい保育事業補助金 ／ 実施施設数　 9ヵ所

 中程度障がい児保育事業補助金 ／ 実施施設数　 5ヵ所

内　　　　　　　　　容

 保育材料費等補助　  4ヵ所

内　　　　　　　　　容

 健康診断費補助　  4ヵ所

内　　　　　　　　　容

 延長保育事業補助金
 実施施設数　　短時間認定　   51ヵ所
 　　　　　　　　 　標準時間認定　69ヵ所

 病児・病後児保育事業補助金 ／ 実施施設数　 5ヵ所

内　　　　　　　　　容

157,991

決算額 委員数 会議開催数

その他

43,719

77,268

6,385

7,654

決算額

429

1施設
1施設

保育所型認定こども園
幼保連携型認定こども園

決算額
その他 一般財源

決算額

90,265 0 45,132

0

0

財　　　　源　　　　内　　　　訳

施設数

保育所（繰越明許分） 1施設

国庫対象児童延人数

市内私立:97ヵ所
広域私立:40ヵ所
広域公立:２ヵ所

84,747人

国庫対象外児童延人数

135,397

9人（広域公立）

財　　　　源　　　　内　　　　訳
内　　　　　　容

国・県

国・県 地方債 一般財源

131,748 53,000 14,460

4回 60人

9,012,658 6,510,810 95,891 2,405,957

559 18人

延べ出席者数

 一時預かり事業補助金
 実施施設数　　一般型　      　 32ヵ所
 　　　　　　　　　 幼稚園型Ⅰ　   54ヵ所
 　　　　　　　　　 幼稚園型Ⅱ　 　 1ヵ所

決算額

内　　　　　　　　　容

決算額

決算額

決算額

第３款　民　生　費
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千円 （単位：千円）

（こども未来課）

○　認可外保育施設等保育料軽減助成費

○　保育補助者雇上強化事業補助金

○　児童福祉施設等産休等代替職員設置費補助金 

○　実費徴収に係る補足給付費

○　保育士修学資金貸付金

○　施設等利用給付費

○　保育環境改善等事業補助金（繰越明許分）

 ※うち、市負担分17,754について地方創生臨時交付金を活用

○　新型コロナウイルス感染拡大防止対策事業補助金（子ども・子育て支援事業）（繰越明許分）

 ※うち、市負担分10,546について地方創生臨時交付金を活用

○　保育士・幼稚園教諭等処遇改善特例事業（繰越明許分）

○　新型コロナウイルス対策病児保育事業支援金（繰越明許分）

○　保育施設等物価高騰対策支援金（地方創生臨時交付金活用事業）

（障がい福祉課）

○　特別児童扶養手当

受給事由内訳

500 　対象施設数　　　2施設

決算額 内　　　　　　　　　容

12,581 　対象施設数　　　10施設

決算額 内　　　　　　　　　容

決算額 内　　　　　　　　　容

958 　対象児童数　　　7人

款 項 決 算 額 施 策 の 概 要

決算額 内　　　　　　　　　容

受給者数 児童数
知的障害

外部障害
（肢体不自由・

視覚・聴覚障害）
内部障害

35,498 　感染症対策経費の補助　対象施設数　81施設

決算額 内　　　　　　　　　容

126,827 90,829 0 35,998
幼稚園（未移行）、預かり保育、認可外保育施
設等の利用料に対する給付

決算額 内　　　　　　　　　容

31,638 　感染症対策経費の補助　対象施設数　77施設

141,549 　保育士等の処遇改善　対象施設数　96施設

20,975 　対象施設数　　109施設

決算額 内　　　　　　　　　容

決算額 内　　　　　　　　　容

1,404

人

590 625 93 83 52 259 131 7

知的障害
＋

精神障害
精神障害 重複障害

人 人 人 人 人 人 人

内　　　　　　　　　容
国・県 その他 一般財源

決算額 内　　　　　　　　　容

9,409 　感染症による減収への支援金　対象施設数　3施設

　対象施設数　　　3施設

決算額 内　　　　　　　　　容

1,440 　対象者数　　3人（令和3年度決定分・2年目）

2,400 　対象者数　　5人（令和4年度決定分・1年目）

決算額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

第３款　民　生　費

− 79 − − 80 −



千円 （単位：千円）

（生活福祉課）

○　生活保護状況

○　扶助別保護状況

○　生活保護総務費

 ・生活困窮者自立支援事業

①自立相談 新規件数 件
延べ件数 件

②住居確保給付金 決定件数 件
支給延べ件数 件

③家計相談 相談者数 人
延べ件数 人

①支援対象者 人
②就労者 人
③保護廃止者 人

①R4年度登録生徒数 人
②延べ支援生徒数 人
③利用時間　

・学習支援日 月～金 18:30～20:30
土 15：00～17:00

18:30～20:30

（福祉政策課）

○　災害援護資金利子補給補助金

3,302 世帯

実 人 数 47,694 人 3,975 人

保 護 率

款 項 決 算 額 施 策 の 概 要

5  生活保護費 6,675,049

年 間 延 数 月 平 均

18.11 ‰(1,000人当たり月平均)

39,620 世帯

4
63

生 活 保 護 受 給 者 等
就 労 準 備 支 援 事 業

35,525
54
24
0

74,935

事　業　名 決算額 実　　　　　　績

生 活 困 窮 者 自 立
相 談 支 援 事 業 等

23,878

660
3,131

34
122

147 交付決定件数　11件

学 習 支 援 事 業 15,532

159
4,033

6  災害救助費 147

決算額 内　　　　　　　　　容

15,986

37,810 44,948 3,065,114

0 0 0

計 116,644 138,057 5,984,805

葬 祭 扶 助

生 業 扶 助

出 産 扶 助

医 療 扶 助

100.00

- - 24,287 0.40

- - 492 0.01

0.27

51.21

0.00

0.20

202,797 3.39

547 605 10,715 0.18

83

扶　　助　　別

進学準備給付金

介 護 扶 助

教 育 扶 助

住 宅 扶 助

生 活 扶 助

- - 900 0.02

83

35,280 42,495 1,831,812 30.61

32,774

887 1,271 12,271

9,263 9,444

39,211 820,431 13.71

就労自立給付金

施設事務費

注)　保護率の算定は令和４年４月１日現在推計人口219,461 人による。

世 帯 ( 延 ) 人 員 ( 延 ) 支 出 額 構成比(％)

実 世 帯 数

第３款　民　生　費
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千円 （単位：千円）

（政策推進課）

○ 八戸圏域水道企業団負担金

○ 島守・不習地区簡易水道負担金

（保健総務課）

○ 救急医療対策事業

八戸赤十字病院 

八戸城北病院

ﾒﾃﾞｨｶﾙｺｰﾄ八戸西病院

青森労災病院

○ 医師確保対策事業

○ 看護師等修学資金貸与金

人

○ ＡＥＤ普及促進事業

○ 献血事業

○ 市民病院事業会計に対する負担金（連携中枢都市圏分）

三戸中央病院への医師派遣に対する負担金

五戸総合病院への医師派遣に対する負担金

南部町医療センターへの医師派遣に対する負担金

おいらせ病院への医師派遣に対する負担金

12,246,822

ＡＥＤ講習用機器の貸出数（延べ）

台数

休日夜間当番薬局事業費等補助
金

127
八戸薬剤師会に対し、休日夜間の輪番開
局等に要する経費の一部を補助

救命救急センター運営費
負担金（連携中枢都市圏）

14,000
市民病院に対しドクターカー運行
に要する経費を負担

団体

款　　項 決　算　額

４ 衛 生 費 15,160,149

１保健衛生費

施　　　策　　　の　　　概　　　要

16,111

5,849

13,533

6,443

1,487

1,628

在宅当番医制運営事業委託 7,370 八戸市医師会へ委託

県救急医療情報システム
整備運営費負担金

5 団体

団体数

51
パソコンネットワークシステムで
休日又は夜間診療情報等を把握

救命救急センター運営費
負担金

339,807
八戸市立市民病院併設の救命救急
センターの運営費を負担

病院群輪番制運営費補助金 22,091

25 台

貸付人数

8

29

採血者数

200ml 400ml 計

340 人 5,312 人 5,652 人

医師確保対策事業負担金 6,138 青森県国民健康保険団体連合会

高度医療従事者育成支援負担金 580
高度医療に従事する医師・看護師の医療技
術向上を図るため、各種研修・講習会へ
の参加を支援

貸付額

9,759

ＡＥＤ本体の
貸出数（延べ）

6,570

区　分

12,081

7,705

4,854

決算額

31,210

第４款　衛　生　費
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千円 （単位：千円）

（高等看護学院）

○　八戸市医師会立八戸准看護学院に対する准看護師養成事業補助金　4,000

（保健総務課）

○ 医事関係 令和5年3月31日現在

○ 薬事関係 令和5年3月31日現在

○ 医療安全支援センター事業

件 件 件

（健康づくり推進課）

 ○ 健康はちのへ21ポイントアプリ事業

・運用開始日　 令和５年３月１日

・アプリ名　　 「健はちプラス+」

・開発費

契約先 （株）ビジネスサービス八戸支店

契約金額 10,670千円

契約期間 令和４年８月18日から令和５年２月28日まで

・ダウンロード数 1,535件（令和4年度末時点）

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

区   分 許可等件数 監視件数 施設数等

病   院 21 21

病　床　数 3,879

一　般 2,153

療　養 433

精　神 1,287

感　染 6

有 床 診 療 所 2 2 22

病　床　数 310

無 床 診 療 所 21 26 148

歯 科 診 療 所 6 8 92

助  産  所 0 0 1

施  術  所 11 14 214

あん摩、はり、きゅう 5 9 138

柔　道　整　復 6 5 76

歯 科 技 工 所 7 4 54

129

衛 生 検 査 所 0 0 2

区　　分 許可等件数 監視件数 施設数

49 68 183

薬局製剤製造販売業・製造業 2 1 9

薬  局 31 45

155

　医療相談件数

相談 苦情 計

医 薬 品 販 売 業 11 33 67

高度管理医療機器等販売業・貸与業

202 55 257

毒 物 劇 物 販 売 業 40 60

第４款　衛　生　費
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千円 （単位：千円）

（保健総務課）

○ 衛生統計調査の実施

○目的

○対象

○目的

○対象

○目的

○対象

○目的

○対象

○目的

○対象

○目的

○対象

○目的

○対象

○目的

○対象

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

460

調査の名称 主管 実施時期 目的・調査事項等

人口動態調査 厚生労働省 毎月

人口動態事象を把握し、人口
及び厚生労働行政施策の基礎
資料を得る。
出生、死亡、婚姻、離婚及び
死産の全数

病院報告 厚生労働省 毎月

医療施設における患者の利用
状況を把握し、医療行政の基
礎資料を得る。

病院及び療養病床を有する診
療所（市内21病院）

医療施設
動態調査

厚生労働省 毎月

医療施設の分布及び整備の実
態を明らかにするとともに、
医療施設の診療機能を把握
し、医療行政の基礎資料を得
る。

開設・廃止・変更等があった
医療施設

国民生活
基礎調査

厚生労働省 令和４年６月

保健、医療、福祉、年金、所
得等国民生活の基礎的事項を
調査し、厚生行政の企画及び
運営に必要な基礎資料を得る
とともに、各種調査の調査客
体を抽出するための親標本を
設定する。

国勢調査区から無作為抽出し
た地区内のすべての世帯及び
世帯員（市内２地区）

社会保障・
人口問題
基本調査

(生活と支え
合いに関する

調査)

厚生労働省 令和４年７月

社会保障及び人口問題に関す
る事項について調査し、社会
保障及び人口問題に関する研
究のための分析を行うととも
に、厚生労働行政等における
各種の施策に資する基礎資料
を提供する。
※「生活と支え合いに関する
調査」,「全国家庭動向調
査」,「世帯動態調査」,「出
生動向基本調査」及び「人口
移動調査」の５つで構成さ
れ、５年のローテーションで
実施する。
国民生活基礎調査で設定され
た調査地区から無作為抽出し
た300調査地区内のすべての
世帯の世帯主及び18歳以上の
世帯員

衛生行政
報告例

厚生労働省 ５月

中核市業務報告として衛生行
政の実態を把握する。
墓地、食品・生活衛生、薬事
等に関する事項

地域保健・
健康増進事業

報告
厚生労働省 ６月

地域住民の健康の保持及び増
進を目的とした保健施策の展
開等を把握し、地域保健施策
のための基礎資料を得る。
検診、母子保健、健康増進、
精神保健福祉、難病、環境衛
生、試験検査等に関する事項

医師・歯科
医師・薬剤師

調査
厚生労働省

令和４年12月
（２年に１回）

医師・歯科医師・薬剤師につ
いて、性別等による分布を明
らかにし、厚生労働行政の基
礎資料を得る。
市内に住所がある医師・歯科
医師・薬剤師

第４款　衛　生　費
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千円 （単位：千円）

（健康づくり推進課）

○ 結核予防（R1年度より肺がん検診と同時検査）

○ 特定感染症検査等 （受託医療機関実施分）

（保健予防課）

○ 予防接種

○ 風しん抗体検査・ワクチン接種費用助成事業

○ 成人男性の風しん抗体検査・予防接種 ○子宮頸がん予防接種費補助金

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

40歳未満 － 9 人

対　象　年　齢
Ｘ線間接撮影

対象者数 受診者数 受 診 率

65歳以上 66,481 人 12,378 人 18.6 ％

年　　齢
B型及びC型肝炎ウイルス検診

対象者数 受診者数 受 診 率

－

区分 対象者数 接種者数 接種率

ＢＣＧ 定期 1,296 人 1,193 人 92.1 ％

四種混合　１期 〃 5,814 人 4,802 人 82.6 ％

二種混合 〃 1,541 人 1,309 人 84.9 ％

〃 1,263 人 1,197 人 94.8 ％

２期 〃 1,706 人 1,629 人

特例措置 〃 319 人

95.5 ％

１期 〃 7,894 人 4,749 人 60.2 ％

〃 3,930 人 2,279 人 58.0 ％

２期 〃 3,039 人 1,943 人 63.9 ％

ヒブ 〃 5,158 人 4,838 人 93.8 ％

小児用肺炎球菌 〃 5,741 人 4,810 人 83.8 ％

Ｂ型肝炎 〃 3,888 人 3,607 人 92.8 ％

ロタ 〃 3,539 人 3,185 人 90.0 ％

〃 13,089 人 1,134 人 8.7 ％

〃 885 人

44,184 人 60.4 ％

高齢者肺炎球菌 〃 2,955 人 1,651 人 55.9 ％

445 人

ワクチン接種 446 人

高齢者インフルエンザ 〃 73,190 人

特例措置

区分 人数

抗体検査 1,167 人

ワクチン接種 149 人

区分 人数

抗体検査

件数 内容

45件 任意接種費用の償還払い

麻しん・
風しん混合

１期

日本脳炎

水痘

子宮頸がん
（HPV）

中学生等
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千円 （単位：千円）

（保健予防課）

○ 結核予防

○ 感染症発生動向調査等（新型コロナウイルス感染症関係を除く）

感染症発生届出

電話相談

○ 特定感染症検査等

（新型コロナウイルス感染症対策関係）

○ 陽性患者状況

○ 検体検査数

※青森県臨時Webキット検査センター事業分含む

○ クラスター対策（抗原検査キット配付）

※県共同実施分含む

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

項目 件数

結核発生届出

肺結核 9 件

その他の結核 2 件

潜在性結核感染症 8 件

結核患者
接触者等健診

ＩＧＲＡ検査 85 件

胸部エックス線検査 22 件

管理検診 胸部エックス線検査 81 件

訪問指導等（延べ件数）
相談 247 件

家庭訪問 185 件

項目 件数 区分 医療機関数

24 件 患者定点指定医療機関 18機関

57 件 擬似症患者定点指定医療機関 2機関

病原体定点指定医療機関 2機関

検査項目 実施件数

ＨＩＶ即日検査 100 件

性感染症
クラミジア 92 件

梅毒 95 件

ウイルス性肝炎
（保健所実施分）

Ｂ型肝炎 6 件

Ｃ型肝炎 6 件

患者数
（発生届出）

内　訳

入院 宿泊療養 自宅療養 他保健所へ移管 死亡

32,078件 1,579件 704件 29,624件 86件 85件

県環境保健
センター

医師会臨床
検査センター

委託先
医療機関

診療・検査
医療機関

抗原検査
キット配付※

計

3 件 2,606 件 12,132 件 120,030 件 36,168 件 170,939 件

保育施設
高齢・

障害者施設
計

（再掲）集中的検査※

2,483 件 114,745 件 110,475 件 117,228 件

○ 受診・相談センター相談件数

受診相談 その他 計

7,721件 13,287件 21,008件
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千円 （単位：千円）

（保健予防課）

○ 自宅療養支援事業

計 セット

※ １セット＝１日３食×５日分

○ 新型コロナワクチン接種事業（実施経過）

令和4年

八戸版職域追加接種（3回目）の開始（～4/30）

第2期追加接種（4回目）の開始（60歳以上及び基礎疾患等）

個別接種：5/25～（順次。7月から本格化）、集団接種：8/1～

青森県営広域追加接種（3回目）の開始（～6/19）

※6/4から4回目接種も受付

第2期追加接種（4回目）の対象拡大

（医療従事者及び高齢者・障害者施設従事者等）

ノババックスワクチン接種（市民病院）

当初日程：7/30及び8/20、追加日程9/3及び9/24

5～11歳（小児）への努力義務の適用

小児向けの第1期追加接種（3回目）の開始

令和4年秋開始接種（オミクロン株対応ワクチン接種）の開始

※11/8から使用ワクチンにノババックスワクチンを追加

生後6か月～4歳（乳幼児）向け接種の開始（個別接種のみ）

青森県営広域追加接種（オミクロン株対応）の開始（～12/11）

八戸版職域追加接種（オミクロン株対応）の開始（～12/11）

令和5年

ノババックスワクチン接種（市民病院）

日程：2/25及び3/25　※令和4年秋開始接種への対応として

小児向けの令和4年秋開始接種（オミクロン株対応ワクチン

接種）の開始（個別接種のみ）

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

○ はちのへwithコロナあんしん行動サービス（CODE8）運用事業（令和５年３月31日時点）

種別 公共施設 民間事業者 イベント等 計

登録件数 82 件 289 件 45 件 416 件

自宅療養生活支援実績 4,352

4月11日

5月25日

5月28日

7月22日

7月30日

9月6日

9月20日

10月24日

11月6日

12月2日

2月25日

3月8日
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千円 （単位：千円）

（すくすく親子健康課）

○ 保健指導事業

　(1)妊娠出産包括支援事業

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため2回分中止

　(2)子育て世代包括支援センター事業

　・子育て世代包括支援センター１箇所

　(3)ハイリスク妊産婦アクセス支援事業

　(4) 特定不妊治療費助成事業

　(5) 不育症検査費用助成事業

　(6) 不妊専門相談センター事業

　(7) 女性健康支援センター事業

　①女性の健康相談 　②女性のための健康講座

参加人員

面接 電話 1 回 37 人

6 人 29 人 35 人

1回
1 組

1 人

相談者数
計

回　　数

助成件数

0件

回　　数 相談者数

65 件 62組 36件 29 件 0 件
（16組） （0件）

8件 3件

助成件数
実組数

（うち初回）

治療方法

採卵を伴う治療 排卵を
伴わない治療

男性不妊治療のみ（うち男性不妊治療を 伴う）

支援プラン策定件数 母子健康相談件数

4,463件 706件

助成件数

県内 県外

決算額 給付件数 出産応援ギフト 子育て応援ギフト

122,950 2,459件 1,382件 1,077件

宿泊型

18人 23件 18件 5件

　③出産・子育て応援金交付金事業（R5年1月～3月）

1,105 人 53 組 106 人

　②産後ケア事業

利用者数（実） 利用回数（延） 通所型

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

　①産前産後サポート事業

妊婦電話支援者数 妊産婦交流会
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千円 （単位：千円）

　(8) すくすく離乳食教室

　(9) 両親学級

　(10) 思春期教室(パパママ体験学習)

　(11) マタニティ健康相談

　(12) 赤ちゃん健康相談・よちよち健康相談

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため1回分中止

　(13) ２～３歳児発達相談

　(14) ３～５歳児発達相談

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため1回分中止

　(15) 療育相談事業

　(16) 妊産婦・新生児(乳幼児)家庭訪問

※こんにちは赤ちゃん事業（生後４か月までの全戸訪問事業）を含む。

再掲)養育支援訪問事業

※令和4年7月、9月の開催は新型コロナウイルス感染症の
感染拡大防止のため中止。

26 回 128 人

回　　数 参加組数 参加人員

8 回 148組 296人

延件数 403人 52人 261人 90人

947人

総計 妊婦 産婦 その他

延べ人数 5,167人 60人 1,624人 1,657人 879人

乳児 幼児 その他

実数 4,159人 45人 1,303人 1,327人 720人 764人

3 回 5 人 7 人

総数 妊婦 産婦

11 回 52 人 96 人

回　　数 実人員 延べ人員

12 回 99 人 136 人

回　　数 実人員 延べ人員

延べ人員

11 回 72 人 113 人

回　　数 実人員 延べ人員

回　　数 参加人員

243 回 1,284 人

回　　数 実人員

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

回　　数 参加人員

3 回 217 人

回　　数 参加人員 ※令和4年7月～8月の開催は新型コロナウイルス感染症
の感染拡大防止のため中止。
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千円 （単位：千円）

　(22) １歳６か月児健康診査

　(23) ３歳児健康診査

　(24) １歳６か月児及び３歳児精神発達精密健康診査

※回数・受診者は随時実施15回分を含む。

回　　数 受診者

35 回 47 人

28 回 1,776 人

23 回 1,574 人

1,791 人 1,162 人 629 人

※令和4年7月、8月の計4回が実施延期。7回を追加し、年間28回実施。

回　　数 対象人員 受診者
受診結果

異常なし 所見あり

1,565 人 1,305 人 260 人

※令和4年8月の2回が実施延期。令和4年11月30日、12月28日を追加し、年
間23回実施。

回　　数 対象人員 受診者
受診結果

異常なし 所見あり

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

　(17) 妊婦委託健康診査

　(18) 妊婦歯科健康診査

　(19) 産婦健康診査

　(20) 乳児一般委託健康診査

　(21) 先天性股関節脱臼検診

受診者
受診結果

異常なし 所見あり

実人員 延べ人員

1,221 人

625 人 191 人 434 人

実人員 延べ人員

1,170 人 2,154 人

実人員 延べ人員
受診結果

異常なし 所見あり

1,200 人 2,896 人 2,769 人 127 人

受診結果

異常なし 所見あり

1,184 人 1,018 人 166 人

14,797 人

受診者

対象人員

1,235 人

対象人員

1,235 人

対象人員

1,284 人

対象人員

1,279 人

対象人員

1,198 人
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千円 （単位：千円）

（子育て支援課）

○ 子ども医療費給付事業　 ※令和4年4月～令和5年3月支給分

件

件

件

件

件

件

人 件

（すくすく親子健康課）

○ 未熟児養育医療給付事業費

○ 母子保健衛生費補助金（新型コロナウイルス感染症流行下における妊産婦総合対策事業）

・不安を抱える妊婦への分娩前新型コロナウイルス感染症検査

・事業内容　　分娩前PCR検査費用の助成

・実　　績　　市民

県外からの里帰り

合計

対　　象 給付対象者

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

区分 給 付 件 数 決 算 額

０歳～３歳 4,545 人
通院 93,240 135,675

入院 633 21,108

４歳～就学前 2,601 人
通院 55,579 73,832

入院 67 3,028

小・中学生 6,757 人
通院 77,631 162,146

入院 594 9,809

409,746

高校生等 20 人 入院 71 件

決 算 額 内　　　　　容

25,799 新規認定人数　98人　給付件数　197件

4,148

合　　　計 13,923 227,815

920 460 0 460

決算額
財源内容

41人

5人

46人

内　容
国 その他 一般財源
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千円 （単位：千円）

（健康づくり推進課）

 ○ 健康増進対策事業

 (1) 健康教育

 (2) 健康相談

※（）内は再掲：新型コロナウイルス感染症に関連する一般健康相談

 (3) 健康診査

 (4) 中学生ピロリ菌検査

 (5) 訪問指導（延べ人員）

市民健康
づくり講座

食生活
改善推進員
養成研修会

その他の
健康教室

回数 76回 7回 4回 65回

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

区分 総計

保健師 栄養士 保健師 栄養士

人数 1,584人 192人 13人 1,379人

12回 15回 394(243)回 13 回

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止ため市民健康づくり講座2回、
食生活改善推進員養成研修会2回中止。

区分 総計
庁内相談 電話相談

地区等

1 回

人数 701 人 12人 7人 650(327)人 18 人 14 人

回数 435 回

検診名 対象
受診者数

健診センター 医療機関 計

健康診査 40歳以上 181 人 39 人 220 人

胃がん検診 40歳以上 12,982 人 131 人 13,113 人

大腸がん検診 40歳以上 16,215 人 867 人 17,082 人

肺がん検診 40歳以上 16,091 人 16,091 人

子宮頸がん検診 20歳以上女性 3,828 人 5,329 人 9,157 人

乳がん検診 30歳以上女性 6,221 人 6,221 人

骨の健康度健診 30～39歳女性 30 人 30 人

骨粗鬆症検診 40～70歳の５歳刻み女性 961 人 961 人

前立腺がん検診 50歳以上男性 6,446 人 6,446 人

歯周病検診 40・50・60・70歳 1,938 人 1,938 人

肝炎ウイルス検診 40歳以上 330 人 54 人 384 人

対象者 一次検査 二次検査 治療方針の相談 合計（延べ）

市内中学２年生 1,675 人 63 人 17 人 1,755 人

総数
健診要
指導者

精神障がい 認知症 その他

851 人 850 人 0 0 1 人

※ 特定保健指導、医療費適正化事業、糖尿病重症化予防事業を除く
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千円 （単位：千円）

（健康づくり推進課）

 (6) 保健推進員

設置状況 研修会

 (7) 特定給食施設等栄養管理指導事業

 (8) 食品表示法（保健事項）・健康増進法に係る食品表示の指導・相談・説明会

 (9) 国民健康・栄養調査

※令和４年度は調査対象地区該当なし

（保健予防課）

○ 難病患者相談事業

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

設置町内数 保健推進員数 区　分 回　数 延べ人員

415町内 617 人
全地区 1 回 218 人

地区毎 19 回 372 人

巡回指導件数

50 件

指導・相談件数

5 件

被調査世帯数 20歳以上被調査世帯員数

内　容

難病患者等訪問相談員による訪問相談件数　20件

調査協力世帯数 血液検査人数

- - - -
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千円 （単位：千円）

（高等看護学院）

○ 学生数及び授業料 （令和5年3月31日現在）

（保健総務課）

○ 休日夜間急病診療所

＜利用状況＞

人 人 人 人 人

％

○ 休日歯科診療所

＜利用状況＞

（市民課）

○ 斎場の使用状況

件 件 件

他病院への
移送患者数内科系

35人

合　計 100人

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

外科系 その他

260 18,915

計

R3年度
7,233 3,033 356 10,622

区  分
利用者数

△ 96 8,293

139

R4年度
15,989 2,666

△ 27.0 78.1

128

比  較
8,756 △ 367

723 休日歯科診療所運営業務委託料

△ 11

増減率
％ ％ ％ ％

121.1 △ 12.1

利用者数 診療日数

R3年度 754人 72日

△ 7.9

決算額 内　容

6,863 休日歯科診療所出動歯科医師等謝礼

R4年度 803人 72日

区　分 定　員 現　員

65人

2,606 休日歯科診療所受付等業務委託料

区分

授業料

１学年 50人 30人
月額　20,000円

２学年 50人

決算額 内　容

10,914
休日夜間急病診療所指定管理料

（指定管理者：八戸市医師会）

123 134

え な 臓 器 45 45

火

葬

1

死 産 児 34

2 5

改 葬 78 79

小 人 3

0

四肢・身体の一部 36 4 40

5 39

188計 3,758 3,946

11

小 計 3,635 177 3,812

霊 安 室

区 分 市内 市外 計

大 人 3,439 3,604165

第４款　衛　生　費
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千円 （単位：千円）

（衛生課）

○ 狂犬病予防 令和5年3月31日現在

○ 動物愛護管理 令和5年3月31日現在（単位：頭）

○ 生活衛生関係 令和5年3月31日現在（単位：件）

理容所

美容所

クリーニング所

旅館業

公衆浴場

興行場

特定建築物

温泉利用

○ 食品衛生関係 令和5年3月31日現在（単位：件）

飲食店営業

その他

飲食店営業

その他

集団給食施設

その他

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

総登録数 新規登録数 狂犬病予防接種数 予防接種率

8,678 頭 754 頭 7,655 頭 88.2%

区分 捕獲
引取り 負傷

収容

処分

所有者 所有者以外 小計 返還 譲渡 殺処分 小計

成犬 22 1 33 34 1 49 7 2 58

子犬 0 0 0 0 0 0 0 0 0

犬合計 22 1 33 34 1 49 7 2 58

成猫 2 1 3 7 2 3 5 10

子猫 0 46 46 32 0 0 78 78

猫合計 2 47 49 39 2 3 83 88

区分 新規許可等 監視 施設数

5 121 316

16 203 547

9 52 119

0 40 76

1 18 45

0 3 10

0 20 78

0 1 60

計 31 458 1,251

区分 新規許可等 監視 行政処分

0 865

施設数

営業許可を要する業種等(旧法) 0 215 0 3,119

503 345 0 861

0 121 0 2,254

0 94

営業届出を要する業種等 ― 116 0 1,845

営業許可を要する業種等(新法) 625 550 0 1,084

114 0 1,689

122 205 0 223

計 625 881 0 6,048

― 2 0 156

―

第４款　衛　生　費
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千円 （単位：千円）

（環境政策課）

○ 八戸市環境美化協議会補助金

　530運動児童作品コンクール等の実施

　会員　町内会等　約460団体

（環境保全課）

○ 生活環境保全条例関係苦情の状況

※公害苦情内訳（振動0、騒音5、悪臭4、大気汚染0、水質0、その他0、計9件）

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

決算額 内　　　容

534

種

別

条　　例　　項　　目 条 例 項 目 以 外 合

計

土

ぼ

こ

り

の

発

生

防

止

血

水

流

出

等

の

防

止

空

き

地

の

適

正

管

理

電

波

障

害

の

防

止

河

川

等

の

富

栄

養

化

の

防

止

緑

化

の

推

進

空

き

缶

等

の

散

乱

防

止

屋

外

焼

却

行

為

の

制

限

公

害

苦

情

夜

間

の

静

穏

保

持

生

活

排

水

の

適

正

処

理

空

き

家

等

の

適

正

管

理

竹

木

の

適

正

管

理

自

然

環

境

と

の

共

生

ご

み

等

の

不

法

投

棄

防

止

そ

の

他

件
数

1 0 142 0 0 0 0 44 9 3 0 19 95 1 4 6 324

○ 負担金・補助金の主なもの

○ 八戸市浄化槽保守点検業者 （R4.4.1～R5.3.31）

○ 浄化槽法関係届出 （R4.4.1～R5.3.31）

種別 更新申請 登録事項変更 許可業者数(R5.3.31現在)

件数 20 件 24 件 26 件

名　　　称 決算額 内　　　　容

北沼地区前面海域水質保全
協議会負担金

0

・北沼前面海域の水質保全活動
・会員　漁業協同組合5、事業場4、
　八戸市の10団体
※前年度繰越金調整のため負担金徴収なし

新井田川をきれいにする会
負担金

110
・河川敷の清掃実施　年１回
・花壇への植栽　　　約780株
・会員　約90名(令和４年度時点)

681 件

合計使用開始届 管理者変更届 廃止届

177 件 138 件 133 件

休止届

7 件

再開届

0 件

種別 設置届 変更届

件数 206 件 20 件

第４款　衛　生　費
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千円 （単位：千円）

（環境保全課）

○ 騒音・振動対策

　(1) 自動車交通騒音（常時監視）測定結果

　(2) 環境騒音測定結果

　　一般地域測定地点16……全地点環境基準達成

　(3) 航空機騒音測定結果

　　測定地点数６……全地点環境基準達成

　(4) 道路交通振動測定結果

　　測定地点数５……全地点要請限度値以下

　(5) 新幹線鉄道騒音測定結果

　　測定地点数２……全地点環境基準達成

　(6) 騒音規制法及び青森県公害防止条例に基づく施設設備状況

　(7) 振動規制法及び青森県公害防止条例に基づく施設設備状況

そ　　の　　他 0 0

合　計 12 9

　(8) 特定建設作業届出状況 （R4.4.1～R5.3.31）

作 業 区 分 騒音 振動

削岩機等を使用する作業 12 9

600

合　計 1,112 3 43 1,072

472

青森県公害防止条例に
基づく振動関係施設

634 2 36

振動規制法に基づく
特定施設

478 1 7

（R5.3.31現在）

種 別 既届区分 設置届出 廃止届出 計

434

合　計 1,546 3 65 1,484

1,050

青森県公害防止条例に
基づく騒音関係施設

446 0 12

騒音規制法に基づく
特定施設

1,100 3 53

５路線 1,360戸 97.1％

（R5.3.31現在）

種 別 既届出 設置届出 廃止届出 計

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

測定路線数 評 価 戸 数 基準達成率

第４款　衛　生　費
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千円 （単位：千円）

（環境保全課）

○ 悪臭対策

　悪臭測定結果（八戸市悪臭発生防止指導要綱に基づく嗅覚測定）

○ 大気汚染対策

 (1) 大気汚染防止法及び青森県公害防止条例に基づく届出施設設置状況（R5.3.31現在）

※大気汚染防止法及び青森県公害防止条例の改正によりボイラー伝熱面積が撤廃

＜粉じん関係＞

＜ばい煙関係＞

 (5) 大気中重金属類の通年調査（R4.4.21～R5.3.8）（単位：ng/m3）

測定対象物質 八戸小学校局 根岸小学校局 指針値

ニッケル化合物 2.0 2.6 25

指針値が設定されている物質 9 全て指針値を下回った

環境基準及び指針値が設定されてい
ない物質

8 －

　測定地点：１箇所（21項目）

種　　　　　別 項目数 基準達成状況

環境基準が設定されている物質 4 全て環境基準を達成した

 (3) 特定粉じん排出等作業届出 （R4.4.1～R5.3.31）

届出件数 立入調査回数

8 件 9 件

 (4) 有害大気汚染物質モニタリング調査　（測定期間：R4.4.1～R5.3.31）

検体数 基準超過件数

26 件 38 件 6 件 0 件

事業場数 延べ回数

18 件 19 件

事業場数 延べ回数

計 776 25 283 518

 (2) 立入検査実施状況（R4.4.1～R5.3.31）

ば い 煙 発 生 施 設

青森県公害防止条例
ば い 煙 関 係 施 設

214 14 223 5

種　別 R3 設置 廃止 R4

大 気 汚 染 防 止 法
562 11 60 513

計 754 5 4 755

＜ばい煙関係＞※

青森県公害防止条例
306 1 4 303

粉 じ ん 関 係 施 設

大 気 汚 染 防 止 法
448 4 0 452

一般粉じん発生施設

14 件 21 件 0 件

＜粉じん関係＞

種　別 R3 設置 廃止 R4

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

事業場数 延べ検体数 指導基準値超過件数

第４款　衛　生　費
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千円 （単位：千円）

（環境保全課）

 (6) PM2.5成分分析

調査概要

測定地点 １箇所

測定期間 年４回（各14日間）

 (7) テレメータシステムによる大気汚染常時監視結果（R4.4.1～R5.3.31）

※機器故障により有効測定日数に満たなかったため評価対象外

 (8) テレメータシステムによる主要発生源監視結果

※設置届出11件中、1件が新設

 (4) 立入検査実施状況

事 業 場 数 延 べ 回 数 検 体 数 基準超過件数

83 件 96 件 116 件 1 件

 (3) 特定・汚水関係施設設置届出状況

既 届 出 分 設 置 届 出 廃 止 届 出 計

323 件 11 件 11 件 324 件

蕪　　島
開設前 4 2 可(水質Ｂ)

開設中 4 2 可(水質Ⅽ)

白　　浜
開設前 4 2 適(水質ＡＡ)

開設中 4 2 適(水質Ｂ)

 (2) 水浴場調査結果

水浴場名 区分 項目数 調査回数 判　定

底 質 6 13 －

地 下 水 37 4～32 7

河 川 7 6～40 －

湖 沼 1 10～40 1

種 別 地 点 数 項 目 数 環境基準超過地点数

海 域 16 7～24 1

○ ○

発生源監視測定局７局…… 全事業所で協定値遵守

○ 水質汚濁対策

 (1) 公共用水域・地下水調査結果

自動車排出
ガス測定局

六 日 町 ○ ○

  ― ※

桔 梗 野 小 学 校 ○ ○ ○

根 岸 小 学 校 ○ ○ ○

八戸特別地域気象観測所 ○ ○ ○

光
化
学

オ
キ
シ
ダ
ン
ト

浮
遊
粒
子
状
物
質

微
小
粒
子
状
物
質

一　　般
環境大気
測 定 局

八 戸 小 学 校 ○ ○ × ○

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

PM2.5生成のメカニズムの解明及び環境省による大気汚染防止の施策に係る基礎
資料となる調査として、測定項目は無機成分30項目、イオン成分８項目、炭素
成分３項目の分析を実施。（環境基準は未設定。）

区　分 大気汚染常時監視測定局

環境基準達成

二
酸
化
硫
黄

二
酸
化
窒
素

一
酸
化
炭
素
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千円 （単位：千円）

（環境保全課）

○ ダイオキシン類対策

 (1) ダイオキシン類対策特別措置法に基づく届出受理件数

 (2) ダイオキシン類の環境基準達成状況

○ 放射線監視

 　　簡易型空間放射線量測定器無料貸出 …… 1件

○ 土壌汚染対策

 (1) 汚染土壌処理業者

 (2) 形質変更時要届出区域（土壌汚染が確認された土地）

尻内町　　　（青森県八戸合同庁舎）

根城一丁目　（根城一丁目宅地）

尻内町　　　（青森県八戸合同庁舎）

吹上三丁目　（月丘町内宅地）

市川町　　　（轟木小学校）

吹上三丁目　（東日本高速道路㈱職員住宅）

根城一丁目　（すき家八戸南店前交差点）

尻内町　　　（白山神社）

一番町二丁目（上長集会所跡地）

尻内町　　　（三条中学校）

67 件

42 -0.38

49 -0.50

53 -0.48

47 -0.44

八戸市精密水準測量調査結果（市内65地点、89.9km)

地点
番号

平成29年 １月 ～ 令和２年 １月

所 在 地
変動量
（cm）

39 -0.67

計

件数 6 件 0 件 6 件

○ 地盤沈下対策　　※沈下量が大きい10地点を記載

種別 指定区域（既存） 指定区域（新規）

許可業者（既存） 許可業者（新規） 計

件数 1 件 0 件 1 件

種別

○ 公害苦情の状況（受理件数）

※分類は、公害等調整委員会が作成した「令和４年度公害苦情調査 調査の手引き」による。

29 件 0 件 0 件 29 件

その他 計

※その他 ： 汚水の流出、不法投棄等。

種　別

地下水大気 水質

○○ ○ ○ ○

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

件　数

底質 土壌

大気汚染 水質汚濁

44 件 1 件

騒　音 振　動 悪　臭

種　別 既届出 設置届出 廃止届出 計

10 件件　数 8 件 0 件 4 件

40 -0.29

33 -0.41

45 -0.39

41 -0.31

48 -0.39

第４款　衛　生　費
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千円 （単位：千円）

（環境政策課）

○ うみねこプランⅤ実施状況

※基準年度：平成30年度

○ 環境学習会（高校向け環境講話を除く）

○ 環境基本計画の進行管理

　 環境に関する全63事業について、八戸市環境マネジメントシステムを

 活用して進行管理した。

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

項目
令和12年度
計画目標

（基準年度比）

令和４年度
実績

（基準年度比）

　温室効果ガス総排出量 -6.1% +8.7%

　エネルギー使用量（車両） -3.7% -9.8%

　エネルギー使用量（施設） +12.8% +14.8%

　水道使用量 +1.4% -0.5%

　可燃性廃棄物量 +2.6% -5.3%

　不燃性廃棄物量 +3.0% -1.5%

○ 八戸市環境審議会

委　員　数 会議開催数 延べ出席者数

15人 ５回 59人

内容
開催数
（回）

児童
延参加数
（人）

補助員
延参加数
（人）

実施校　※開催順

屋
内

ごみの減量・
リサイクル

4 221 21 吹上、明治、旭ケ丘、三条

生活排水対策 3 163 15 吹上、三条、江南

地球温暖化対策 1 78 0 吹上

屋
外

がんじゃ里山 6 396 0
白鷗、西白山台、吹上、新井田、是川、三
条

地域環境探検 3 78 0 吹上（クラス毎に実施）

合計 17 936 36 ９校

環　　境　　方　　針 関連事業数

循環型社会の実現 6

良好な環境を支える人・仕組みづくりの推進 18

自然共生社会の実現 14

快適環境社会の実現 12

低炭素社会の実現 13

第４款　衛　生　費
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千円 （単位：千円）

（保健予防課）

○ 八戸市公害健康被害者救済制度

 (1) 被認定者の状況（令和5年3月31日現在）

 (2) 年齢別認定疾病の状況

 (3) 補償給付費の内訳

件

件

件

件

件

件

（下水道業務課）

○ 合併処理浄化槽設置整備費補助金

基

基

基

基

基

基

○ 青森県浄化槽推進協議会負担金

32
合併処理浄化槽普及促進、情報交換及び
国・県への補助要望活動等
会員：県・市町村等25団体

9,478 4,543 1,553

合　計

決算額
財源内容

121

―

款　　項 決　算　額

4 人

施　　　策　　　の　　　概　　　要

決算額 内　容

障害補償費

384

1,357

遺族補償一時金

葬祭料

0

0

種別 件数（延べ）

医療費 162

療養手当

36

決算額

合　計 0 人 4 人 0 人 0 人 4 人

80歳以上 0 人 3 人 0 人 0 人 3 人

70歳～79歳 0 人 1 人 0 人 0 人 1 人

計

50歳～69歳 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

34 人

治ゆ

慢性
気管支炎

気管支
ぜん息

ぜん息性
気管支炎

肺気腫

4 人

7 人

0

53

32

21 人

全被認定者数　70人

現被認定者数

失効者内訳

死亡

転出

辞退

0

1,903

10 人 槽 0

設 置 計

単独浄化槽撤去計

12

7 人 槽

3,382

5 人 槽

宅内配管工事計 2

10

内　容
国 県 その他 一般財源

22

2

疾病名

年齢

疾病名

年齢
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千円 （単位：千円）

（財　政　課）

○ 市民病院事業会計に対する負担金等

※地方創生臨時交付金活用事業

425,247

資本勘定

43,650

1,601,463

0

保健衛生行政

研究研修費・経営研修費

建設改良（元金）

原油価格・物価高騰対応分(※)

ふるさと寄附金分

出資金

収益勘定
負担金

37,397

建設改良（元金）

児童手当

618,344

資本勘定

36,928

16,174

2,026,710合　　計

款　　項 決　算　額

区　分 項　　　　　目

6,250

施　　　策　　　の　　　概　　　要

425,247

退職給与金

決　算　額

共済追加費用 89,053

基礎年金拠出金公的負担経費

建設改良（利息） 111,883

802

医師派遣に要する経費 22,000

高度医療 556,353

院内保育所運営経費 11,862

会計年度任用職員期末手当 50,767

第４款　衛　生　費
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千円 （単位：千円）

（環境政策課）

○ 八戸市ごみ減量推進員　 ‥‥‥ 人

　

○ 家庭ごみ有料化実施経費の主なもの

○ リサイクルパートナー補助金

○ 八戸市資源集団回収事業補助金

○ 家庭ごみの分け方・出し方チラシ配布事業

（環境保全課）

○ 一般廃棄物処理業許可業者数（R5.3.31現在）

○ 一般廃棄物処理施設設置許可件数（R5.3.31現在）

○ 一般廃棄物処理業許可申請件数（R4.4.1～R5.3.31）

28件 0件

111,000部

97,407戸

一般廃棄物処理施設 25件

一般廃棄物
処理業許可申請

一般廃棄物
施設設置許可申請

一般廃棄物
収集運搬業

一般廃棄物
処分業

109件 3件

1,893

備　　考

930

補助対象重量（㎏）

309,889

補助対象重量（㎏）

319,892

補助金額

　配布

63件

2,572

区　　分

　印刷・製本

1 1 319,892

　作成数

※回収量及び補助対象重量は、回収したものの補助金を辞退した団体があるため、下表と合致しない。

309,889

960

回収量 （㎏）

　配布実績

金　　額

登録団体数

　ごみ処理手数料徴収委託料 37,092

　指定ごみ袋無料配布世帯配送等委託料 1,296

計

実施団体数

152件

回収量 （㎏）

9,309

　　ごみの適正な処理を図り、清潔で住みよいまちづくりをすすめるため、
　各町内200世帯につき１人、八戸市ごみ減量推進員を設置している。

区　　　　　　　　分 金　額

62,149

　指定ごみ袋管理配送委託料

　指定ごみ袋等製造費

登録団体数 補助金額

款　　項 決　算　額

２ 清  掃  費 2,913,327

施　　　策　　　の　　　概　　　要

実施団体数

109,846

449

第４款　衛　生　費
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千円 （単位：千円）

（清掃事務所）

○ 許　可

（環境保全課）

○ 産業廃棄物処理業許可業者数（R5.3.31現在）

○ 産業廃棄物処理施設設置許可件数（R5.3.31現在）

○ 産業廃棄物関係 許可申請件数 （R4.4.1～R5.3.31）

○ 産業廃棄物の不法投棄及び不適正保管事案数（R5.3.31現在）

○ 自動車リサイクル法登録・許可事業者数（R5.3.31現在）

○ 自動車リサイクル法関係 登録・許可申請件数 （R4.4.1～R5.3.31）

○ ＰＣＢ特別措置法に基づく保管状況等届出事業場数

55件 0件

新規届出
（R4.4.1～R5.3.31）

R5.3.31現在の事業場数

50件 110件

破砕業

69件 27件 10件 2件

引取業・フロン類回収業
登録申請

解体業・破砕業
許可申請

21件 4件

不法投棄及び不適正保管事案 37件

引取業 フロン類回収業 解体業

中間処理施設 最終処分場

181件 6件

産業廃棄物
処理業許可申請

産業廃棄物
施設設置許可申請

産業廃棄物
収集運搬業

特別管理産業
廃棄物収集運搬業

産業廃棄物
処分業

特別管理産業
廃棄物処分業

25件 9件 63件 7件

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

廃棄物搬入許可 2件
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千円 （単位：千円）

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

（環境政策課）

○ 八戸地域広域市町村圏事務組合衛生費負担金（ごみ処理施設）

t

t

t

t

（環境保全課）

○ 負担金の主なもの

○ 八戸地域広域市町村圏事務組合衛生費負担金（し尿処理施設）

（清掃事務所）

○ ごみ収集

t

t

t

t

t

t

t

t

t

t

千円

t

※ 直営の収集車両･････保有車両は5台（うち予備車2台）

※ 可燃系資源物･･･････新聞紙、雑誌・チラシ、段ボール、古布、その他紙

※ 不燃系資源物･･･････缶、ビン、ペットボトル

※ 有害ごみ･･･････乾電池・蛍光管・水銀使用製品

・青森県内における循環型社会の形成に向けた事業
　活動を行う。
・会員は173団体（内、青森県及び県内40市町村
　含む。）

区　　　　分 金　　額 備　　　　　　　　　　　　　考

あおもり循環型社会
推進協議会

100

し 尿 処 理 費

区　　　分 金　　額

345,005

清掃公債費 153,760 ・リサイクルプラザ施設整備分

衛 生 公 債 費

計

69,028

414,033

特別負担金 7,905 管理棟維持管理経費八戸使用分

計 1,295,313

32,434

　(建設分含む)

・清掃工場施設整備分 121,326

ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗｻﾞ
管理運営費

261,579

ごみ処理量 12,701

（内訳）不燃・粗大ごみ 5,858

　　　　資源物 6,843

区　　　　分 金　　額 備　　　　　　　　　　　　　考

塵芥処理費
（八戸清掃工場
管理運営費）

872,069

可燃ごみ焼却処理量 64,019

収集形態 収集品目 収集回数 収　集　量 収集車両

可 燃 ご み 週 2 回 2,537 5 台

不 燃 系 資 源 物 週 1 回 247 5 台

36,408

不 燃 ご み 月 1 回 1,718 16

2,784

台

粗 大 ご み 随 時 376 3 台

可 燃 系 資 源 物 月 4 回 3,518 47 台

不 燃 系 資 源 物 週 1 回

62

3,059 37 台

月1・2回、2月1回 1 台

47,925 ―合　　　　　計

648,988 ―

小 計 45,141 ―

直　営

小　　　　　計 ―

委　託

可 燃 ご み 週 2 回 33 台

委 託 金 額

有 害 ご み
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千円 （単位：千円）

（清掃事務所）

○ ごみ処理

 (1) 最終処分場（八戸市一般廃棄物最終処分場）

ｔ ｔ ｔ

 (2) 動物死体焼却場

種　類

区　分

体 体 体 体

体 体 体 体

体 体 体 体

体 体 体 体

○ 一般廃棄物の不法投棄事案

○ 補助金

 　新型コロナウイルス飛散防止対策に係る集積箱設置補助金

交付町内数

基

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

ごみの種類
不燃ごみ 中間処理

施設残渣
計

八戸市

処理量 543 9,743 10,286

犬 猫 その他 計

有
料

自 己 搬 入 323 354 62 739
981 体

市 収 集 110 114 18 242

無 料 9 791 787 1,587

処 理 数 442 1,259 867 2,568

件数 市回収量 備　　　　　考

232 件 7,454 kg

・関係機関、団体による合同パトロール

・市単独パトロールや市民からの通報

・不法投棄監視カメラの設置、立て看板による啓発

補助基数 補助金額

91 町内 221 5,374
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1 （勤労青少年ホーム）

○ 利用状況

（産業労政課）

○ 負担金、補助金の主なもの

人

人

新規登録者数 29 人

就職者数 20 人

交通費等助成金

移住準備助成金

住宅費助成金

学用品等購入助成金

単身（  600千円） 1件

世帯（1,000千円） 3件

決算額

13,700

3,600
600 千円

3,000 千円

内　　　容

131千円( 9件)

540千円( 3件)

決算額

運営費　　　

事業費　　　

 八戸市シルバー人材
センター補助金

会員数

就業延人数

内　　　容

1,192千円( 13件)

40千円( 1件)

移住支援金支給事業

ほんのり温ったか八戸
移住計画支援事業

県シルバー人材センター連合会負担金

5,746人

障がい者雇用奨励金

フロンティア八戸職業訓練助成金

補助金内訳

空手・社交ダンス

バスケットボール・バレーボール

バドミントン・卓球等

1,903

名　　　　称

内　　　容

決算額

各種スポーツ・カポエイラ

7,329 千円

技能者養成事業補助金 333

50

決算額

0

50

300

款　　項 決　算　額

2,055人

計

施　　　策　　　の　　　概　　　要

137,383

バレエストレッチ・茶道・生け花・ヨガ

6,371 千円

計

事　業　名

1,236

3,413

21世紀職業財団負担金

50

113,124

1,281

離職者雇用奨励金

千円 （単位：千円）

1,394

利用者数区　　　　　分

個　別　利　用

  437人

による団体利用
3,254人

事　業　名

5 労 働 費 137,383

労 働 諸 費

八戸地区雇用対策協議会補助金

事　業　名

主　催　事　業

クラブサークル

全国シルバー人材センター事業協会負担金
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木造建築科・塑性加工科

電気工事士養成科

OA事務科

建設車両科1

建設車両科2

生産性向上支援訓練

住宅建築施工科

Word初心者コース

Excel初心者コース

Word応用コース

Excel応用コース

Word３級検定コース

Excel３級検定コース

電子会計実務検定コース

電気工事士養成科補講

建築塗装学科講習

職業訓練説明会・体験会 3 23

施設提供 95回 1,328人

合　　　　計 1,143回 16,194人

初心者のためのホームページ作成ｺｰｽ 16 96

3 27

2 32

36 216

PowerPointコース 22 146

12 108

45 222

59 385

36 180

258 8,429

上記以外の利用

自主事業 422回 2,463人

84 484

104 544

60 778

57 864

10 125

普通短期課程 540回 11,671人

91 930

64 545

○ 職業訓練センター利用状況（令和４年度実績）

内　　　　　　　容 実施回数 延人数

公共職業訓練による利用

普通課程 86回 732人

86 732

八戸市勤労者厚生資金融資制度

25,000 75,000 0件

融資金額 融資残高 利用率

0 28,017 37.4%

地元企業人材確保支援事業 2,683

 八戸圏域内企業を対象としたセミ
ナー及び個別相談を実施
セミナーの実施（2回）
　参加者延数　18社23人
個別相談
　参加企業延数　5社

○ 労働福祉

制　度　名 預託額 融資枠 融資件数

若年者・離職者対策事業委託料 425
 新入・若手社員を対象とした
 セミナーの実施（2回）
 受講者延数　　40人

事　　業　　名 決算額 内　　　　　容

無料職業紹介事業 754人 441人 26件 2人

事　　業　　名 決算額 内　　　　　容

○ 雇用対策

事　業　名 有効求人数 有効求職数 紹介数 就職者数

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要
千円 （単位：千円）

（産業労政課）
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千円 （単位：千円）

（農政課・農業委員会）

1 組織（令和5年3月31日現在）

農業委員　18名

農地利用最適化推進委員　22名

2 農政関係

① 農家座談会の開催（9会場）

② 租税特別措置法関係

③ 農地台帳の整備

④ 農地台帳記載証明書交付

⑤ 情報活動

はちのへのうぎょうだより 年6回発行 部

八戸ののうぎょう 年1回発行 部

⑥ 大会、研修会等

⑦ その他の事業

① 農業者年金加入状況（令和5年3月31日現在） （人）

② 農業者年金受給状況（令和5年3月31日現在） （人）

新年金

加入者数

60歳以上

28 0 25 17

15

老齢年金と特例
付加年金の併給

1

1

新年金

老齢年金

0

R4
受給開始

0 209

4 76

運営協議会

108

計
R4

受給開始

受給待期者数

75

320

市内の青年農業者の中から模範的な農業後継者の
顕彰を行った。

内容

農業委員・農地利用最適化推進委員と農業者、関
係機関が集まり、農政活動への意見・要望につい
て意見交換を行った。

22,850

要請・提案活動並びに農業委員及び農地利用最適化推進委員の研鑽のため、
国・県等の農業委員会大会に出席した。

農業後継者顕彰

農 業 者 等 と の
意 見 交 換 会

旧年金
受給待期者数

R4新規

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

6 農林水産業費

１　農 業 費

1,451,751

860,950

農業者年金事業

12

項目

(2)

顕彰者1名

(1)

(2)

(3) 会議開催状況

種別

(1) 一般業務

回数 12

総会

計
R4

受給開始
R4

受給開始
R4

受給開始

経営移譲年金
老齢年金と経営
移譲年金の併給

老齢年金または
特例老齢年金

旧年金

69 0 32
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千円 （単位：千円）

（農政課・農業委員会）

外郭団体の活動

八戸市農業経営者協議会

会議の開催（総会1回、役員会2回）

視察研修会の開催

令和4年12月6日　株式会社ササキコーポレーション（十和田市）　参加人数12名

3 農地関係

農地事務の処理状況（令和4年1月～12月）

農地流動化と経営規模拡大施策

① 農業経営基盤強化促進事業

ア．利用権設定・移転の実績（令和4年1月～12月）

うち新規設定・再設定・移転の別

イ．農用地利用集積計画書原案の作成（令和4年1月～12月）

　作成回数　 12回

ウ．権利関係の記録管理及び周知

・農用地利用集積計画書写しの送付

・利用権設定（貸借）期間の終期、更新通知

・農地貸借データベース等の作成

農地法第3条（農地の権利移動の許可）、第4条及び第5条（農地の転用の許可・届
出受理）の処理に万全を期した。

合計

区分

911,750205

農地の権利移動
753,704

件数

款　　項

面積(㎡)

158,046

権利の移転・設定
（基盤法第18条）

163

(1)

(2) 農地法第18条（農地の賃貸借の合意解約等）の処理及び農地改良（埋立てによる
畑転換）の適正化指導に努めた。

権利の移転・設定
（農地法第3条）

42

決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

4,985

14,167

権利の移転・設定を
伴う所有者以外の転用

（農地法第5条）
159 106,044

合計

賃貸借の合意解約通知書の受理（農地法第18条）

5

120,211183

農業振興地域における優良農地を意欲的な担い手農家へ利用集積させることによ
り、経営規模の拡大とその効率的利用を促進するため、農業経営基盤強化促進事
業及び農地移動適正化あっせん事業を継続、推進した。

農用地区域内農地の貸し手及び借り手農家の掘り起こしに努めるとともに、利
用権設定（貸借）期間が終了するものについては再設定（賃借の更新）を勧め
るなど、農地の流動化及び有効利用を促した。

103,713

農地改良届

(3)

(3)

農 地 の 転 用

所有者の転用
（農地法第4条）

24

25

件数
人数 面積（㎡）

貸し手 借り手 田 畑 計

163 163 74 452,559 301,145 753,704

区分 件数 面積（㎡）

新規設定 132 531,354

再設定 31 222,350

移転 0 0
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千円 （単位：千円）

（農政課・農業委員会）

② 農地移動適正化あっせん事業

あっせん事業の実績（令和4年1月～12月）

遊休農地解消普及活動

・農地パトロール（委員及び事務局職員合同による調査） 8回

・適正管理に関する通知 335件 （456筆）

遊休農地の令和4年度調査結果 （ha）

緑区分：農地法第32条第1項第1号の遊休農地のうち、人力・農業用機械で草刈り・

 耕起・抜根・整地等を行うことにより、直ちに耕作可能となる農地

黄区分：農地法第32条第1項第1号の遊休農地のうち、草刈り等では直ちに耕作する

 ことはできないが、基盤整備事業の実施など農業的利用を図るための条件

 整備が必要となる農地

赤区分：既に森林の様相を呈する等農業上の利用の増進を図ることが見込まれない、

 再生利用が困難な農地

4 農政課関係

農業振興地域整備計画の変更（農用地区域への編入1件）

区域内・区域外証明書発行

（農業経営振興センター）

1 魅力ある農業経営体の育成

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

あっせん
成立件数

農用地区域内における農地の売買あっせんの申出については、基準に基づき委
員会を開催し、適格者にあっせんを行うものであるが、令和4年は新規申出は
あったものの、買受希望は無かった。

0件

あっせん委員会
開　催　回　数

0 0

田

00回

あっせん成立面積（㎡）

畑 計

(4)

旧八戸地域 旧南郷地域 市全体

緑区分 黄区分 赤区分 緑区分 黄区分 赤区分 緑区分 黄区分 赤区分 合計

田 51.4 26.2 5.9 4.2 2.4 5.1 55.6 28.6 11.0 95.2

畑 16.2 16.4 36.7 12.5 11.2

64.8 205.3

17.1 28.7 27.6 53.8 110.1

84.3 56.2計 67.6 42.6 42.6 16.7

事業名 決算額

(1)

(2)

13.6 22.2

185

財源内訳

国・県 その他 一般財源

担 い 手 総 合
支 援 事 業
補 助 金

185

新 規 就 農 者
育成総合対策
事 業 補 助 金

2,250

10 5

農 業 次 世 代
人 材 投 資
(経営開始型 )
事 業 補 助 金

10,500 10,500

経営改善計画の認定を受
けた農業経営者の計画に
即した経営に必要な借入
金に対する利子補給。

5
農業経営基盤
強化資金利子
補 給 補 助 金

2,250

内容

農業の担い手の経営改善
及び育成・確保のための
取組を行う「八戸地域担
い手育成総合支援協議
会」に対する補助。

次世代を担う農業者とな
ることを志向する者の経
営確立を支援するため、
1人当たり年間最大1,500
千円を最長5年間交付。

次世代を担う農業者とな
ることを志向する者の経
営確立を支援するため、
1人当たり年間最大1,500
千円を最長3年間交付。

地方債
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千円 （単位：千円）

（農業経営振興センター）

2 地域特性を生かした八戸農業の推進

※

※ デジタル田園都市国家構想交付金

3 野菜・花きの栽培調査及び農業体験学習等

(1) 栽培調査

　　　① 施設野菜：いちご、トマト、ミニトマト、ほうれんそう等

　　　② 露地野菜：ねぎ、ながいも、ピーマン等

　　　③ 花    き：菊、トルコギキョウ、デルフィニウム、カンパニュラ等

(2) 農地土壌分析及び農地土壌改良支援

(3) 植物組織培養による優良苗の生産

(4) 農業経営者等を対象とする農業講座の開催

　　　① 講 座 数：8講座

　　　② 受講者数：213名（延べ）

(5) 市民農園の設置

　　　① 区画数：107区画（33㎡/区画）、82区画（66㎡/区画）

　　　② 期　間：令和4年4月17日～11月20日

(6) 園児、小学生等を対象とする農業体験学習会の開催

　　　① 開 催 数：15回（延べ）

　　　② 参加者数：461名（延べ）

(7) 家庭菜園講習会の開催

　　　① 開 催 数：2回

　　　② 受講者数：97名

4 地域経済対策事業

※ 地方創生臨時交付金活用事業

環 境 保 全 型 農 業
直 接 支 払 交 付 金

4,332 3,249

南郷新規作物研究事業 10,081

特産そば産地形成
奨 励 金 補 助 金

5,158

農 業 新 ブ ラ ン ド
育 成 事 業

八戸市南郷観光農業振興会が行う観光農
園の情報発信等に要する経費に対する補
助。

300

そばのコンバインによる刈り取りに対す
る補助。

653

5,158

「八戸いちご」の消費及び販路拡大を図
るとともに、ブランド化を推進するた
め、「親子スイーツづくり体験会」、
「八戸いちごマルシェ」等を開催。

1,229

葉たばこ振興対策
事 業 補 助 金

653
葉たばこ生産のための集団利用機械等の
導入及び土壌消毒剤の購入に対する補
助。

1,229

八戸市南郷新規作物研究会議の開催、ワ
イン用ぶどう苗木の購入に要する経費に
対する補助及びワイン用ぶどう雨よけ施
設等の整備に要する経費に対する補助、
ワイナリーの整備に要する経費に対する
補助等。

2,593

有機農業等の環境保全に効果の高い営農
活動の普及を促進するため、その取組面
積に応じて交付金を交付。

一般財源

1,083

決算額
財源内訳

内容
国・県 地方債 その他

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

観 光 農 園 振 興
事 業 補 助 金

300

0

事業名

0

2,000 5,488

令和4年産の葉たばこの廃作を行った農
地について、他の作物への円滑な転換を
進めるための農業用機械・農業用ハウス
のリース導入等の取組に対する補助。

スマート農業導入
支援事業費補助金

1,000 1,000
農業者が行うスマート機械等の共同購
入・共同利用、生産条件に合わせた機械
のカスタマイズ等の取組に対する補助。

葉たばこ作付転換
円 滑 化 対 策 事 業
補 助 金

5,283 5,283

事業名 決算額 内容

農 業 者 肥 料 高 騰
対 策 支 援 金

5,606
化学肥料原料の国際価格が大幅に上昇し、肥料価格が急騰したことから、農業
経営への影響を緩和するため、令和4年分申告において申告済または申告予定の
作付面積に応じて、1a当たり100円の支援金を交付する。
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千円 （単位：千円）

（農林畜産課）

1 中山間地域等直接支払対策事業

2 多面的機能支払交付金事業

3 畜産振興対策事業

4 地域経済対策事業

※ 地方創生臨時交付金活用事業

5 農業経営安定対策推進事業

6 県営・団体営土地改良事業

その他 一般財源

経営所得安定対策等を円滑に実施するため
に必要な推進活動経費及び地域農業再生協
議会の事業活動への補助経費

県営下長 2期地区
水 利 施 設 等 保 全
高度化事業負担金

8,813 8,496 317

事業名 決算額 内容

事業名
地方債 その他 一般財源

事業名 決算額

農業経営安定
対策推進事業

県営七崎用水路地区
農 地 耕 作 条 件
改 善 事 業 負 担 金

内容

水利施設の改修

水利施設の改修

県営夏坂ダム地区
農村地域防災減災
事 業 負 担 金

14,400 720

3,600

県営花木ダム地区
農村地域防災減災
事 業 負 担 金

250 200 50 防災ダムの改修

畜 産 事 業 者 配 合 飼 料
高 騰 対 策 支 援 金

50,043

事業名 決算額

計

防災ダムの改修

21,880 1,380

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

4,013

中山間地域等
直接支払交付金

13,333 3,905

中山間地域等
直接支払交付金
市町村推進事業

上記事業の適正かつ円滑な実施に要する経
費

内容
国・県 地方債 その他 一般財源

農業生産条件の不利な中山間地域における
農業生産の維持を通じた、多面的な機能の
確保を支援する。

9,428

財源内訳

計

212 104 108

13,545 9,532

将来にわたり農地・農業用水施設等の資源
の適切な保全管理を行うとともに、農村環
境の保全等に役立つ地域共同の効果の高い
取組を促進するほか、農業用用排水路等の
施設の長寿命化に向けた補修・更新等のた
め、農業者や地域住民等を含めた多様な主
体の参画する資源の保全活動を支援する。

事業名 決算額
財源内訳

内容
国・県 地方債 その他 一般財源

20,816 15,612 5,204

上記事業の適正かつ円滑な実施に要する経
費

多 面 的 機 能
支 払 交 付 金
市町村推進事業

1,221 1,176  45

計 5,249

事業名 内容

多面的機能支払
交 付 金

国・県 地方債 その他 一般財源

22,037 16,788

決算額
財源内訳

524
肉用牛群の資質向上と能力改良を促進する
ため、高品質な肉用雌牛による受精卵の生
産及び乳用雌牛等への移植を支援する。

畜産関連産業
振 興 事 業

38 38
肥料（特殊肥料）生産情報マップ作成に要
する経費

優良牛受精卵
活用促進事業
補 助 金

524

計 562 562

決算額
財源内訳

国・県

15,120

家畜用配合飼料価格の高騰により、経済的な影響を受けている市内事業者の事
業継続を支援する。

財源内訳
内容

国・県 地方債

3,200 400

2,910 2,700 210

20,500
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千円 （単位：千円）

（農林畜産課）

7 農用地開発事業

(1) 八戸平原地区総合農地開発事業

(2) 基幹施設管理体制整備事業

(3) 基幹水利施設管理事業

（港湾河川課）

○農業用ため池関係

（道路維持課）

○地籍調査事業費

人件費7人分

地籍測量委託

成果修正委託ほか

（公園緑地課）

○農村公園維持管理費

 公園管理等 5箇所

 ふれあい公園清掃等業務

 大洋公園管理等業務

【青葉湖農村公園】

 浄化槽保守管理業務

 トイレ管理業務

 草刈業務

184

財源内訳

その他 一般財源
事業名

国・県

公 園 管 理 謝 礼 金

決算額
財源内訳

国・県 地方債

236

1,056

98

657

地方債

11,000

8,492

決算額

内容

9,192

農 村 公 園 維 持
管 理 等 委 託 料

1,756 1,756

196

170

売場ため池ハザードマップ作成

50,798

内容

地 籍 調 査 事 業

41,155

事業名
その他 一般財源

60,647

184

売場ため池浸水想定区域図作成

八 戸 市 た め 池
ハ ザ ー ド マ ッ プ
作 成 業 務 委 託 料

770 770

農業用ため池工事費
(緊急浚渫推進事業)

23,045

八 戸 市 た め 池
浸 水 想 定 区 域 図
作 成 業 務 委 託 料

1,364 1,364

決算額
財源内訳

板橋ため池浚渫工事　V=1,200㎥

ため池維持管理等
委 託 料

1,573 1,573

ため池内の草刈、支障木伐採
　林ノ前ため池　A=5,400㎡
　板橋ため池　　A=2,600㎡
　根城ため池　　A=2,200㎡

施　　　策　　　の　　　概　　　要

23,000 45

事業名 内容
国・県 地方債 その他 一般財源

世増ダムの維持管理負担金

内容
国・県 地方債 その他 一般財源

基幹水利施設
管理事業負担金

1,942 1,942

 3　関連事業の推進に対する協力

国営造成施設の維持管理体制整備負担金

7,707

内容
一般財源

基幹施設管理体制
整備事業負担金

991 991

八戸平原総合開発
促進協議会負担金

 1　八戸平原営農推進への協力

 2　土地改良区に対する支援

内容
国・県 一般財源

決算額

款　　項 決　算　額

事業名 決算額
財源内訳

国・県 地方債 その他

事業名 決算額
財源内訳

事業名

7,707

地方債 その他

財源内訳
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千円 （単位：千円）

（道路建設課）

○ 農道整備事業費

八戸館地区（櫛引字烏館場～字鷹ノ巣間）

　 県事業費

市負担額（13％）

（南郷事務所）

○ 朝もやの里管理事業

○ グリーンプラザなんごう

※施設利用者数 人

○ 南郷そば振興センター

（財政課）

○ 下水道事業会計に対する補助金等

農業集落排水事業分

 修繕料、手数料、備品購入費

80,000

内容

 南郷そば振興センター指定管理料、機械等購入費ほか

10,400

農 道 保 全 対 策
事 業 負 担 金

10,400 9,300 1,100

事業名 決算額
財源内訳

内容
国・県 地方債 その他 一般財源

31,477

高資本費対策経費

地方公営企業法の適用に要する経費

2,914

37,083

28,678

建設改良（元金）

46,475

エネルギー価格高騰対策支援（汚水分）※

27,736

168,449

項目

建設改良

その他

収益勘定

資本勘定
3,596

計

827

臨時財政特例債等

資本勘定

分流式下水道等に要する経費

2,900

緊急下水道整備特定事業等に要する経費 3,526

臨時財政特例債等 119

2,970

内容

事業名

島 守 田 園 空 間 博 物 館
交流推進対策事業補助金

16,185

出資金

その他（維持管理費充当経費）

補助金

区分

16,804

8,261

350

 南郷朝もやの館総合情報館指定管理料、修繕料、備品購入費ほか

○交付先
　島守田園空間博物館運営協議会

○事業費
　コーディネーター招聘事業、伝統文化ふれあい事業、
宣伝・広告事業経費

内容決算額

決算額

186,767

決算額

緊急下水道整備特定事業等に要する経費

内容

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

決算額

決算額

11,625

136,972

※地方創生臨時交付金活用事業
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千円 （単位：千円）

2

（農林畜産課）

1 林業振興対策事業

2 市民の森不習岳整備事業

3

（水産事務所）

1 漁船漁業の振興

2 海事思想の普及啓蒙

款　項 決　算　額 施　策　の　概　要

林業費 54,291

事業名 決算額
財源内訳

内容
国・県 地方債 その他 一般財源

漁 業 用 海 岸 局
事 業 補 助 金

6,407 6,407
漁業用無線事業の円滑な運営を
図るための補助

漁業用通信施設
助成事業補助金

19,791 19,791
漁業用無線機器更新のための補
助

事業名 決算額

ウ ル シ 造 林 事 業
補 助 金

森林経営管理事業
業 務 委 託 料

1,287 1,287

事業名 決算額
財源内訳

内容
国・県 地方債 その他 一般財源

八戸港「海の日」行事のための
補助

「海の日」行事
補 助 金

128 128

事業名 決算額
財源内訳

国・県 地方債 その他 一般財源

除間伐等実施事業
補 助 金

2,063 2,063

［ 繰 越 明 許 分 ] 20,350 20,350

629 629

計 24,329 24,329

内容

除間伐等の促進による森林資
源の質的充実と公益的機能の
一層の発揮に向けた森林整備
を支援する。

・森林経営管理事業巡視確認
業務
・森林GIS・林地台帳システ
ム保守業務

森林資源解析業務

漆の生産量拡大を図るため、
八戸圏域において植栽するウ
ルシ苗木の購入を支援する。

財源内訳

国・県 地方債 その他 一般財源

指 定 管 理 料 11,120 11,120

公 有 林 整 備 事 業 913 913

計 27,763 8,800 7,843 11,120

施 設 改 修 等 事 業 15,730

内容

指定管理者：ユニバーサル
パーク・ネットワーク

・芝生地歩道等の下刈り
・簡易専用水道保守点検
・施設の維持管理、入山者の
案内
・山火事防止等

公有林整備業務委託（下刈）

・道路整備概略検討業務委託
・林間歩道等測量設計業務委託

水産業費 536,510

8,800 6,930

第６款　農林水産業費
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千円 （単位：千円）

（水産事務所）

3 水産物流通加工振興事業

4 水産関係金融対策（貸付金）

5 水産業振興事業

6 魚菜市場費

7 水産会館の管理運営

8 漁港管理及び施設整備事業

9 地域経済対策事業

※ 地方創生臨時交付金活用事業

事業名 決算額 内容

漁業者燃料高騰
対 策 支 援 金

55,150
漁船用燃料の高騰により経済的な影響を受けている漁業者の事業
継続支援（交付先：192件）

一般社団法人青森県漁港漁場
協会会費

八 戸 漁 港 建 設
事 業 負 担 金

31,000 25,200 5,800

・(小中野)
　-3.0m泊地(浚渫) V=5,000㎡
・(舘鼻)
　-6.0m岸壁(補修) L=65.0m
・(鮫)
　滑り材設置 L=554m

県漁港協会負担金 874 874

事業名 決算額
財源内訳

内容
国・県 地方債 その他 一般財源

水産会館管理費 50,737 17,832 32,905

事業名 決算額
財源内訳

内容
国・県 地方債 その他 一般財源

指定管理料、光熱水費等
（指定管理者：一般社団法人
 八戸市アールアール厚生会）

一般財源

魚 菜 市 場 費 4,641 3,987 654

内容

維持管理経費（光熱水費、管
理・警備・清掃業務委託等）

地方債 その他

事業名 決算額
財源内訳

国・県 地方債 その他

241 241

款　項 決　算　額 施　策　の　概　要

八戸漁港への水揚げ増大を推進
するための事業を行う漁船誘致
推進委員会の負担金

決算額
財源内訳

八 戸 漁 港 漁 船
誘致推進委員会
負 担 金

3,000

八戸水産アカデミーの運営経費

3,000

財源内訳

目的

東日本信用漁業協同組合連合会

事業名

漁業振興資金融資制度

その他
内容

国・県 地方債
事業名

一般財源

水産業振興事業

2,149

決算額

八戸市水産物ブランド戦略会議
運営経費、水産加工試作品製造
支援補助金ほか

水産物流通加工
振 興 事 業

2,149

融資実績

件数 金額
貸付先

内容
国・県 一般財源

預託額

50,000 9件 124,170

第６款　農林水産業費
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千円 （単位：千円）

（まちづくり推進課）

※ デジタル田園都市国家構想交付金活用事業

（商工課）

1 中小企業振興

2 商店街活性化

3 ポートセールス事業

・八戸港韓国ポートセールスミッション2022　　　※新型コロナウイルス感染症の影響により中止

・八戸セミナー2022　～ ともに創る 新たな未来 港湾産業都市はちのへ ～

令和4年7月26日（火）　名古屋マリオットアソシアホテル（愛知県名古屋市）

令和4年7月27日（水）　東京ドームホテル（東京都）

（出席者数　名古屋市 67名、東京都 148名　※新型コロナウイルス感染症対策のため人数制限）

4 海外販路拡大事業（八戸圏域連携中枢都市圏事業）

・北米向け食品輸出拡大支援事業

内容：現地卸売業者等向け提案、テスト販売、現地営業、個別面談・相談対応、見本市出展

現地活動：見本市出展（アメリカ合衆国ネバダ州ラスベガス市、出展企業2社）

・ASEAN向け通年マッチング支援事業

主催：Year-round ASEAN oriented matching support service 実行委員会

内容：海外市場調査、ECサイト上におけるフェア開催、見本市出展、オンライン商談会

5 負担金の主なもの

中心市街地活性化
協 議 会 運 営 事 業

1,117
中心市街地活性化協議会運営事業補助金
（八戸市中心市街地活性化協議会運営経費に対する補助）

中 心 市 街 地
にぎわい形成事業

10,010

第3期中心市街地活性化基本計画の目標達成に向けた取組の
検討、実施に要する経費

［はちのへAI・バス活性化プロジェクト］（※）
はちまちLINEアプリ（中心街の各種情報発信やデジタルクー
ポンの配布等）の開発、運用開始

中心市街地商業等活性化事業補助金
（はちのへホコテンの開催経費補助）

事業名 決算額 内容

中心商店街空き店舗
・空き床解消事業

3,000
中心商店街空き店舗・空き床解消事業補助金
（出店に要した改装費用に対する補助）
　飲食業1件、小売業1件、美容業1件

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

7　商 工 費
4,329,921

1　商 工 費 4,329,921

中心市街地商業等
活 性 化 事 業

500

事業名 決算額 支出先

　中小企業の経営の革新を促進するため、八戸市中小企業振興条例に基づき、中小企業団体等が行
う共同施設設置事業等に対して助成した。
　また、経営改善事業を推進するため、商工指導団体に対して助成するとともに、中小企業の経営
安定と体質強化を図るため、融資制度の利用を促した。
　さらに、「中小企業・小規模企業振興基本条例」に規定された附属機関（中小企業・小規模企業
振興会議）を開催し、市が実施する企業振興施策への意見聴取を行った。

　近年の小売業を取り巻く環境変化に対応し、商業機能の強化や多様な団体等との連携により、住
民及び来街者のニーズに対応したまちなか機能の充実による商店街活性化を図るため、補助事業等
の周知を行った。

250 青森県中小企業団体中央会経済活性化講演会負担金

生産性ｶｲｾﾞﾝ実践支援
事 業 負 担 金

134 トヨタ自動車東日本株式会社

日 本 貿 易 振 興 機 構
青森貿易情報ｾﾝﾀｰ負担金

1,400 日本貿易振興機構青森貿易情報センター

八戸港国際物流拠点化
推 進 協 議 会 負 担 金

6,000 八戸港国際物流拠点化推進協議会

Year-round ASEAN oriented
matching support service
実 行 委 員 会 負 担 金

5,446
Year-round ASEAN oriented matching support service
実行委員会
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千円 （単位：千円）

（商工課）

6 委託関係の主なもの

7 補助金の主なもの

さらなる地域活性化を図るため、「ナニャドヤラ廻道ふ
るさとフェスタ2022」を開催し、八戸圏域の観光資源や
地場産品、伝統芸能等の魅力を広く発信した。
委託先：㈱アール・エー・ビーサービス八戸支店

ナ ニ ャ ド ヤ ラ 廻 道
ふ る さ と フ ェ ス タ
開 催 運 営 委 託 料

6,600

連携中枢都市圏における創業及び事業承継の支援拠点で
ある「はちのへ創業・事業承継サポートセンター」にお
いて、専属相談員及び商工会議所職員による相談対応、
セミナー等の開催、情報発信等を実施した。
委託先：八戸商工会議所

八戸地域の産業活性化、技術の高度化を図るため、大学
等と地域企業との研究開発事業等に対する支援を行っ
た。
委託先：㈱八戸インテリジェントプラザ

地域企業の知的財産権に対する理解を深め、その活用を
促進するため、弁理士によるセミナーや個別相談・指
導、特許出願等に対する支援を行った。
委託先：㈱八戸インテリジェントプラザ

3,729

2,685

事業名

はちのへ創業・事業承継
サ ポ ー ト セ ン タ ー
事　 業 　委　 託　 料

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

コーディネーターを地域企業に派遣して、自社の強みの
整理や課題発掘を支援するとともに、課題解決に向けた
コーディネートを実施した。
委託先：㈱八戸インテリジェントプラザ

内容

産学官共同研究開発
支 援 事 業 委 託 料

知 的 財 産 権 対 策
支 援 事 業 委 託 料

地 域 企 業 支 援 体 制
強 化 事 業 委 託 料

決算額

1,785

17,320

事業名 決算額 交付先及び内容

県 中 小 企 業 団 体
中 央 会 補 助 金

2,000 青森県中小企業団体中央会

Buyはちのへ運動普及
啓発推進事業補助金

1,000
Buyはちのへ運動の普及啓発促進に対する補助金
交付先：八戸商工会議所

南 郷 商 工 会 補 助 金 2,271
経営改善普及･指導に対する補助金
交付先：南郷商工会

中小企業振興補助金 30,595

○高度化事業に対する助成
　　交付先：㈿八戸総合卸センター　12,000千円
○共同施設設置事業に対する助成
　　交付先：㈿八戸流通センター　　 3,209千円
　　　　　　八戸市場冷蔵庫事業㈿　 5,248千円
　　　　　　㈿八戸青果センター　　 8,320千円
○指定地域内への工場等の設置に対する助成
　　交付無し
◯新事業活動に対する助成
　　交付先：サラウンド㈱　　　　　　 500千円
　　　　　　㈲クリーニングイルカ 　1,318千円

商工業設備投資資金
保 証 料 補 助 金

青森県･八戸市連携
融 資 制 度
（マル定（経営安定枠・災害枠）

17,210 青森県信用保証協会

小 口 特 別 保 証 制 度
保 証 料 補 助 金

39,795 青森県信用保証協会

青森県･八戸市連携
融 資 制 度
（マル挑（創業ほか４制度））

4,910 青森県信用保証協会

県経営安定化ｻﾎﾟｰﾄ資金
災害復旧枠保証料補助金

3,229 青森県信用保証協会

24,490 青森県信用保証協会

中心商店街空き店舗
活 用 チ ャ レ ン ジ
融 資 利 子 補 助 金

143
中心市街地内の地下1階～地上2階での開業者に対する補
助金
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千円 （単位：千円）

（商工課）

7 補助金の主なもの（続き）

8 地域経済対策事業

※ 地方創生臨時交付金及び青森県新型コロナウイルス感染症市町村総合対策事業費補助金活用事業

9 中小企業金融対策（令和4年度実績）

※1 ※1 ※2

※2　5制度の利用率

0

新 規 会 社 設 立
登 録 免 許 税 補 助 金

255 新規に会社設立を行う創業者に対する補助金

海 外 販 路 拡 大 支 援
事 業 補 助 金

1,402 海外販路拡大事業に取り組む企業に対する補助金

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

事業名 決算額 交付先及び内容

事業名 交付先及び内容決算額

事 業 復 活 支 援 金
申請ｻﾎﾟｰﾄ業務委託料

国が実施する事業復活支援金の電子申請をサポートする
ため、市が独自の申請サポート会場を設置。
委託先：㈱協同八戸支局

6,924

(うち繰越分)

5,000

八戸市ﾌﾟﾚﾐｱﾑ商品券
実 行 委 員 会 負 担 金

1,045,520
八戸市プレミアム商品券発行事業に対する負担金
交付先：八戸市プレミアム商品券実行委員会

八戸市ﾌﾟﾚﾐｱﾑ食事券
実 行 委 員 会 負 担 金

173,149
八戸市プレミアム食事券発行事業に対する負担金
交付先：八戸市プレミアム食事券実行委員会

貨物自動車運送事業者
燃料高騰対策支援事業
補 助 金

86,131
燃料高騰対策として業界団体が実施する運行支援金交付
事業に対する補助金
交付先：青森県トラック協会三八支部

八戸市商業団体等販売
促進支援事業補助金

236,120
商業団体等が行う販売促進事業等に対する補助金
交付先：一般枠51件
　　　　特別枠 2件（八戸商工会議所、南郷商工会）

制度名 預託額 新規融資枠
融資件数

融資額
利用率

件 ％

中小企業小口特別保証制度

650,000 3,250,000

263 1,451,755

51.5

小口零細企業保証制度 68 220,620

63.0

事 業 活 性 化 資 金 40,000 400,000 15 104,800 26.2

183,070

空 き 店 舗 活 用
チャレンジ融資制度

0

商工業設備投資資金 120,000 1,200,000 52 756,187

0 0 0.0

青森県 ･八戸市連携
融 資 制 度 ( マ ル 定
（経営安定枠・災害枠）)

48 723,000

青森県･八戸市連携
融 資 制 度 （ マ ル 挑
（ 創 業 ・ 事 業 承 継 ） ）

51

計 860,000 5,350,000

497 3,439,432
47.4

(398)

創 業 融 資 利 子 補 給
事 業 補 助 金

676

※1　八戸市が預託を行っている5制度（小口、小口零細、事業活性化、商工業設備投資、
　　 中小企業振興資金）の合計

(2,533,362)

中小企業振興資金融資制度 50,000 500,000

マル経融資利子補給
事 業 補 助 金

2,265

マル経融資（日本政策金融公庫）H25.4 ～ R4.12 融資実行
分（八戸商工会議所・南郷商工会の推薦を受けたもの）で、
貸付利率の 1％相当分（利率が 1％未満の場合は全額）に
ついて初回の利子支払月から起算して 3 年間補給する。

創業融資（日本政策金融公庫）H27.4 ～ R4.12 融資実行分
（八戸商工会議所の指導を受け、日本政策金融公庫から創
業に係る融資を受けたもの）で、貸付利率の 1％相当分（利
率が 1％未満の場合は全額）について初回の利子支払月か
ら起算して 3年間補給する。
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千円 （単位：千円）

（産業労政課）

○ 企業誘致関係

「八戸セミナー2022　～ ともに創る 新たな未来 港湾産業都市はちのへ ～」 の開催

令和4年7月26日（火）　名古屋マリオットアソシアホテル（愛知県名古屋市）

令和4年7月27日（水）　東京ドームホテル（東京都）

（出席者数　名古屋市 67名、東京都 148名　※新型コロナウイルス感染症対策のため人数制限）

○ 負担金の主なもの

○ 補助金の主なもの

釜淵運送㈲

ハード工業㈲

トヨタエルアンドエフ青森㈱

旭光通信システム㈱

㈱どりーむテクノ

釜淵運送㈲

ハード工業㈲

㈱ユニバース

アダプティブ㈱

Apaman Property㈱

㈱ライトカフェ

㈱ADKデジタルオペレーションズ

㈱オノフ

㈱ふぁーすと

㈱LUCIOLA ※

㈱はちのへ東奥朝日ソリューション

㈲八戸中央温泉卵湯

JA全農北日本くみあい飼料㈱

※ デジタル田園都市国家構想交付金活用事業

○ 新産業団地整備・開発推進事業

発掘調査経費 ほか53,808 39,800 14,008

事業名 決算額
財源内訳

内容
国・県 地方債 その他 一般財源

決算額

AI 関 連 産 業 参 入
支 援 事 業 補 助 金

11,008

エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム
転 換 支 援 事 業 補 助 金

2,493

6,583

493

2,000

1,962

100,000

16,100

操 業 奨 励 金 9,698

6,472

立 地 奨 励 金 142,443

36,875

設 備 投 資 奨 励 金

新 産 業 団 地
整 備 ・ 開 発
推 進 事 業

4,478

964

3,004

3,004

5,000

IT関連企業立地促進事業補助金

265

354

522

67,500

21,968

事業名 交付先

エム・ピー・エム・王子ホーム
プロダクツ㈱

100,000

795

469

交付額

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

八戸 IT・テレマーケティング
未 来 創 造 協 議 会 負 担 金

八戸IT・テレマーケティング未来創造協議会 3,000

事業名 支出先

八戸市企業誘致促進協議会負担金

青森県企業誘致推進協議会

八戸市企業誘致促進協議会

360

3,100

決算額

県企業誘致推進協議会負担金

第７款　商　工　費
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千円 （単位：千円）

（観光課）

1 物産事業の充実

地場産品を活用した料理・食文化普及活動支援事業補助金

・ 地場産品を活用した料理・食文化普及促進に取り組む八戸

市内の団体に対する支援

・ R4年度交付実績 3件（八戸せんべい汁研究所、八戸ﾊﾏﾘﾚｰｼｮﾝ

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ、八戸の南部せんべいﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）

2 観光施設整備及び各種補助事業

(1) 観光施設整備

(2) 各種補助金

○ 交付先：（一財）VISITはちのへ

誘客推進事業：51,996

（デジタルマーケティング事業、

インバウンド事業等）

公約推進事業：4,488

連携中枢都市圏広域観光事業：1,887

物産振興事業：5,640

運営事業：40,564

関連団体及び行事支援事業：21,930

（関連団体への補助金内訳）

・ 南郷物産協会補助金：250

・ 南郷観光協会補助金：1,100

・ 鮫観光協会補助金：120

・ 種差観光協会補助金：70

・ 日曜朝市循環バス等負担金：8,000

・ 史跡根城まつり補助金：300

・ 八戸花火大会補助金：2,000

・ おまつり広場運営費補助金：390

・ 八戸地方えんぶり保存振興会

補助金：9,700

物産販売促進事業 1,308

126,505

9,962 30,621

・内装業務委託料
・ウェブサイト保守管理等業務委託
料
・交流機能等推進業務委託料
・活用推進補助事業
・賃料、共益費、電気料等

その他 一般財源
事業名 決算額

財源内訳
内容

国・県

・浄化槽維持管理業務
・種差海岸風致保護及び清掃業務
・種差海岸芝生草刈等業務
・種差海岸芝生地域等清掃業務
・種差海岸内観光地ゴミ収集運搬
　処理業務
・種差海岸等公衆便所清掃業務

は ち の へ
観光案内所
整 備 事 業

43,432 32,000 11,432

・八戸駅新観光案内所内装整備工事
・デジタルサイネージ設置等
　業務委託料
・誘導サイン撤去等業務委託料
・備品購入費、手数料

観 光 施 設
整 備 事 業

17,396 17,396

財源内訳
内容

国・県 地方債 その他 一般財源

VISITはちのへ
補   助   金

126,505

八 戸 都 市 圏
交流プラザ事業

45,686 5,103

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

事業名 決算額 内容

事業名 決算額

地方債

第７款　商　工　費
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千円 （単位：千円）

（観光課）

3 水産科学館管理運営事業

4 地域経済対策事業

※ 地方創生臨時交付金及び青森県新型コロナウイルス感染症市町村総合対策事業費補助金活用事業

(南郷事務所）

○ジャズの館南郷

管理運営費 43,590 水産科学館指定管理料

事業名 決算額 内容

施　　　策　　　の　　　概　　　要

決算額 内容

南郷地区活性化施設連携
交 流 事 業 補 助 金

南 郷 産 業 文 化 ま つ り
実 行 委 員 会 補 助 金

南郷ジャズフェスティバル
実 行 委 員 会 負 担 金

0

内　　容

ジャズの館南郷指定管理料、消耗品費、修繕料

決算額

0

事業名

令和4年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため開催中止

9,240

○交付先
　森と水のサンクチュアリ連絡協議会
○事業費補助
　南郷地域内の主要3施設が共同で企画・実施する
「南郷の日」、「新そばまつり」等のイベント開催経費

500

令和4年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため開催中止

款　　項 決　算　額

270

22,188

2,463

2,368

40,434

2年連続で中止となった八戸えんぶりの代替イベントの開催
支援。

〔 繰 越 明 許 分 〕
え ん ぶ り 代 替
イ ベ ン ト 補 助 金

9,993

新型コロナウイルスの影響により経済的に影響を受けてい
る飲食店、物産関連事業者を支援するため、市に宿泊する
観光客等を対象に、市内の飲食店・お土産店で利用できる
クーポンを配布。

観光おもてなしクーポン
事 業 委 託 料

事業名

八戸三社大祭の中止により経済的な影響を受けた郷土芸能
団体の活動継続支援。

八戸三社大祭郷土芸能
団 体 支 援 事 業 補 助 金

30,000

八戸三社大祭の中止により経済的な影響を受けた山車組の
活動継続支援。

八 戸 三 社 大 祭 山 車 組
支 援 事 業 補 助 金

八戸三社大祭の中止により、山車を制作する機会や郷土芸
能を披露する機会が失われ、技術継承が困難になっている
ことから、山車制作や郷土芸能の伝承の機会となる神社行
列等の代替行事の開催支援。

八 戸 三 社 大 祭 行 列
代 替 行 事 開 催 支 援
事 業 補 助 金

東北新幹線八戸開業20周年記念事業実施に伴う負担金。
東 北 新 幹 線 八 戸 開 業
20 周 年 記 念 関 連 事 業
実 行 委 員 会 負 担 金

八戸えんぶりの中止により経済的な影響を受けたえんぶり
組の活動継続支援。

〔 繰 越 明 許 分 〕
え ん ぶ り 組
支 援 事 業 補 助 金

1,284

決算額

市内宿泊施設に対する新型コロナウイルス感染症感染防止
対策への支援。

〔 繰 越 明 許 分 〕
宿泊施設受入体制強化
支援事業運営業務委託料

市公共施設の休館措置に伴うテナント事業者休業協力金。
〔 繰 越 明 許 分 〕
市 施 設 テ ナ ン ト
事 業 者 休 業 協 力 金

内容

6,713
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千円 （単位：千円）

（くらし交通安全課）

○ 計量取締事業

1　特定計量器定期検査

戸 個 個 日

戸 個 個 日

戸 個 個 日

戸 個 個 日

2　特定計量器立入検査

戸 個 個 日

3　検査設備貸付業務

(1) 1ｔ分銅　

単価 個数 サイクル 貸付料(円)

円 × 個 × ＝ 円

円 × 個 × × ＝ 円

(2) 1ｔ未満分銅

単価 個数 サイクル 貸付料(円)

円 × 個 × ＝ 円

円 × 個 × × ＝ 円

※貸付は3日間で1サイクル。市外で使用する場合は貸付料に1.5を乗じている。

4　計量知識の普及・啓発事業

（計量記念日事業）

○ 消費生活関連事業

○相談員（会計年度任用職員） 4人

○消費者講座

○出前講座　　　　　

○市広報掲載 相談事例を2回、特集記事を年3回掲載

○ラジオ放送 毎週木曜日「消費生活ミニ情報」

〇ｄボタン広報 9回

○八戸市安全・安心情報システム「ほっとスルメール」

注意喚起等のメール配信　10回

○くらしの展示室 啓発用パンフレット類、情報誌の配置

・預託額　36,400千円

・相談受付件数 101件

・新規貸付件数 17件

   〃 貸付金額 21,220千円

・隊員数 539名（令和4年度末現在）

・隊員構成

455 1

151

計 5

197,640

商 品 量 目

120

335

23

2,440

9

一般市民72人参加

120

1.5

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

1,441

検査個数 検査日数区　分 検査手数料検査戸数 不合格個数

469 32918185

1

17

検査戸数

0

1,071

1.5

0

集 合 場 所 検 査

巡 回 場 所 検 査

検査日数

0

37

0

1

0

区　分

内容事業名

54

150所 在 場 所 検 査

151

81,900

2,440

1 18,120

2,064

972 1,735

1 368,440

検査個数

4

不適正個数

55

消費生活相談事業
○受付件数　1,834件

消 費 者 講 座
開 催 事 業

年9回（うち1回は階上町開催）受講者数222名

10回　　受講者数   453名

2022 計量ひろば

期日

令和4年11月20日

消 費 生 活 情 報
提 供 事 業

生活再建相談事業

消費者信用生活協同組合と連携し、多重債務者の生活再建相談、
債務整理・生活再建資金の貸付を実施。市は、信用生協に融資を
行う金融機関に対し、前年度の貸付実績に応じて預託を行った。

消費者アシスト
隊 員 養 成 事 業

地域において高齢者の消費者被害防止の観点から見守り活動を行
う「消費者アシスト隊」養成講座及びフォローアップ講座を「見
守りネットワーク研修会」として、八戸市社会福祉協議会と共催
で実施した。

民生委員、ほのぼの交流協力員、老人福祉施設ほか

事業名 内容
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千円 （単位：千円）

（八戸ポータルミュージアム）

○ 八戸ポータルミュージアム関連経費

 各種謝礼、広告料、印刷製本費

 放送スタッフ業務委託

 ホームページ保守管理委託

 ポスター等制作委託

 イベント等負担金 ほか

 修繕料、光熱水費

 受付案内業務委託

 清掃等委託

 警備業務委託

 昇降機保守点検委託

 空調制御機器点検委託 ほか

 各種謝礼

 会計年度任用職員報酬

 ＯＡ機器等保守委託

 ＯＡ機器等借上 ほか

・中心市街地賑わい創出事業

・文化芸術振興事業

・ものづくり事業

・観光振興事業

パ フ ォ ー ミ ン グ
ア ー ツ 事 業

全国からの公募による演劇・ダンス等の公演や出演者による学校等へのアウト
リーチを実施することにより、質の高い舞台芸術の鑑賞機会やパフォーマーと
の交流機会を市民に提供し、地域の文化活動の振興や新たなパフォーミング
アーツのファンの増加へと繋げる。令和４年度は４公演を実施。

手 し ご と 関 連 事 業

地元のものづくりに関する学びや体験を通して、地域に受け継がれてきた伝統
や歴史を体感し、その魅力や価値を再認識する機会を創出するほか、魅力ある
地域資源として内外へ発信する展示やワークショップ等を実施。令和４年度
は、展覧会「はっちを彩るつくり手たち」を開催。

ものづくりスタジオ
支 援 事 業

館内の入居型工房兼ショップ「ものづくりスタジオ」を運営し、フードやクラ
フト等のものづくりで中心街への出店を目指す方を支援することにより、館内
及び中心街の賑わいを創出する。入居者支援として、チラシの制作や館内表示
等による広報を行うとともに、館内で入居者等によるイベントを開催。

まちぐ（る）み事業

まちの活性化のための活動に興味を持ち、自由に参加する市民集団「まちぐ
み」加入者とともに中心商店街や地域との交流を図りながら、八戸のまちなか
に「なんか楽しそう」なことを創りだし、世代を超えた新しいコミュニティや
中心街の賑わい創出につながるような活動を展開するアートプロジェクト。

アーティスト・イン・
レ ジ デ ン ス 事 業

アーティストの視点から地域の魅力を掘り起こし、市民がアートに触れ、体験
する機会を創出し、新たな発見や感動を生み出すことを目的として実施。令和
４年度は、「観光とは違う日常の八戸」と「器から見える食や地域文化」を
テーマにしたプロジェクトを実施。

横 丁 活 性 化 事 業
八戸ならではの横丁文化を内外へ発信するために、横丁の店舗などを会場とし
たイベント「酔っ払いに愛を～横丁オンリーユーシアター～」等を開催。

58,261

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

606

事業名 決算額
財源内訳

施設の維持
管 理 経 費

一 般 管 理
事 務 経 費

129,619 17,240 112,379

八戸ポータル
ミュージアム
事　　　 業

212,699 606 17,300 194,793

60 58,201

24,819

内容
国・県 地方債 その他 一般財源

24,213

計

シ ー ズ ン イ ベ ン ト
年間を通じて季節に合わせたワークショップ、展示、館内装飾等の企画や中心
街のイベント等と連携した企画を開催することで季節感を演出し、中心街の賑
わいを創出。

暮 ら し 学
ア カ デ ミ ー

体験や学びを通して新たな価値観を発見することで、暮らしをより生き生きと
豊かにすることを目的とした講座を開催。令和４年度は年間18講座を開催。

お 祭 り 連 携 事 業
「八戸三社大祭」「八戸えんぶり」の開催に合わせ、当館の立地を活かし、お
祭り関連の展示や体験等の企画を実施することにより、市民や観光客のお祭り
に対する理解を深め、その魅力を多角的にＰＲする。

観 光 展 示
市内の観光地や魅力的な場所等を館内の常設展示等で紹介し、多様な八戸の情
報を来館者に提供することで、八戸市の魅力を発信するとともに、各名所に市
民や観光客が訪れるきっかけをつくる。
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千円 （単位：千円）

（八戸ポータルミュージアム）

○八戸まちなか広場関連経費

 各種謝礼

 マチニワ装飾会場設営等業務委託

 ほか

 光熱水費

 清掃業務委託

 警備業務委託　ほか

○ はちのへマチナカ活性化プロジェクト

※ デジタル田園都市国家構想交付金活用事業

2,249 1,124 1,125

マチニワ賑わい創出事業
マチニワが中心街での賑わいと憩いの場となるような企画として、大道芸フェ
スティバルや子供たちがダンボール迷路や積み木で楽しめるイベントを開催し
たほか、クリスマスに合わせたバルーン等による館内装飾を実施。

マチニワイベント支援事業

コロナ禍で落ち込んだ観光・飲食等の需要回復と中心市街地をはじめとする地
域経済の活性化を図るため、マチニワを会場とした飲食・物販等のイベントを
開催する際の使用料を免除し、その開催を支援した。令和４年度は26のイベン
トの開催を支援。

決算額
財源内訳

国・県 地方債 その他 一般財源

計 41,974 518 1,033 40,423

施設の維持
管 理 経 費

39,654 1,033 38,621

165

八戸まちなか
広 場 事 業

2,155 518 1,637

決算額
財源内訳

内容
国・県 地方債 その他 一般財源

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

内容

大道芸フェスティバル・マチニワ
賑わい創出等のイベント開催、暮
らし学アカデミー・手しごと展の
開催　ほか

事業名

は ち の へ
マ チ ナ カ
活 性 化
プロジェクト

 印刷製本費　ほか
一 般 管 理
事 務 経 費

165

事業名

第７款　商　工　費
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千円 （単位：千円）

土　木　費

1 （港湾河川課）

○急傾斜地崩壊対策事業

2 （道路維持課）

○道路施設等管理経費

○道路維持補修の状況

 木材類、切込砕石、常温合材等

橋 り ょ う 費

事　業　名 決算額 内　　容

街 路 灯 等 光 熱 水 費 169,361  街路灯 28,453灯 ほか

道 路 台 帳 作 成 業 務 委 託 19,756  調書作成 6,677㎞

5,500

［継続］桜沢
　　　　簡易吹付法枠工A=185㎡
　　　　鉄筋挿入工N=36本
［継続］上七崎
　　　　調査設計 N=1式

急 傾 斜 地 対 策 事 業 負 担 金
（ 県 費 単 独 ）

5,500

 道路等包括管理（４地区）

除 雪 業 務 等 委 託 641,021

計 1,181,225

補 修 用 資 材 等 購 入 2,571

防 犯 灯 設 置 等 事 業 補 助 金

款　　項 決 算 額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

8 11,609,088

土 木 管 理 費 747,920

道 路 4,575,667

急 傾 斜 地 対 策 事 業 負 担 金
（ 公 共 事 業 ）

9,500 8,800 700

［継続］内丸一丁目
        簡易吹付法面工 A=430㎡
［継続］八太郎
　　　　法面工A=600㎡
　　　　調査 N=1式
［新規］人形沢３号（国補正）
　　　　調査設計、伐採工N=1式
［新規］類家一丁目（国補正）
　　　　調査設計、伐採工N=1式

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

分 筆 登 記 業 務 委 託 5,379

維 持 作 業 委 託 92,648

 道路清掃、側溝浚渫、草刈、
 廃棄物処理、泥土運搬、
 街路樹剪定・維持、管理、
 伐木等

 除雪・凍結防止剤散布

融 雪 剤 等 購 入 経 費 115,018

事　業　名 決算額 内　　容

1,518

 長根一丁目地内 ほか

非 常 警 報 装 置 、 分 電 盤
及 び 照 明 施 設 点 検 委 託

2,328  47町内会 96灯

計 198,342

道 路 維 持 管 理 委 託 329,967

第８款　土　木　費
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千円 （単位：千円）

款　　項 決 算 額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

（道路維持課）

○道路維持補修の状況（つづき）

側溝等修繕工事 L=2,258.0m

（道路建設課）

○道路整備の状況

 市道分

5 件

 農道分

1 件

5 件

 市道分

2 件

4 件

 農道分

1 件

5 件

25,000［ 繰 越 明 許 分 ］ 50,000

改良工事  L=482.0m

委 託

道 路 維 持 補 修 事 業 148,770 133,800 14,970

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

6,000 4,000

13,846 8,100

補
助
事
業

道 路 維 持 補 修 事 業

歩道補修工事

2,000 除雪業務等委託

22,500 2,500 L=655.0m

（繰越明許30,230千円）

［ 繰 越 明 許 分 ］ 側溝等修繕工事 L=272.0m

一般財源

単
独
事
業

5,746

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県 地方債 その他

単
　
　
独
　
　
事
　
　
業

道 路 新 設 改 良 事 業 94,389 63,700 30,689

改良工事  L=529.4m

（繰越明許68,880千円）

［ 繰 越 明 許 分 ］ 53,886 24,100 29,786

委 託

 L=303.0m

改良工事  L=358.4m

委 託

改良工事

第８款　土　木　費
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千円 （単位：千円）

款　　項 決 算 額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

（道路建設課）

○道路整備の状況（つづき）

8 件

 笹子・田ノ沢線道路改良工事

  L=110.0m

 鳩田・中小花線舗装工事  

  L=70.6m

 市野沢・増田線道路改良工事  

  L=80.0m

 人形森・中新田線道路改良工事

  L=60.0m

中央停車場線

1 件

 停車場上線

1 件

1 件

2 件

2 件

2 件

3 件

11 件

10 件

（繰越明許111,533千円）

財　源　内　訳
内　　容

国・県 地方債 その他 一般財源
事　業　名 決算額

補 償

（繰越明許28,627千円）

［ 繰 越 明 許 分 ］ 239,565 128,965 104,400 6,200

 番町線、島守・堤森線、
 新井田白銀線 、一番町矢沢線

委 託

改良工事  L=384.6m

 A=271.16㎡

補 償

8,586 委 託

（繰越明許26,900千円）

無電柱化推進事業（補助） 44,800 24,640 18,200

用地購入  A=108.75㎡

単
　
独
　
事
　
業

南 郷 地 区 道 路 改 良 事 業 50,812 50,800 12
補 償

［ 繰 越 明 許 分 ］ 44,294 43,900 394

無電柱化推進事業（単独） 8,586

1,960 歩道舗装工事

（繰越明許63,200千円）

補
　
　
助
　
　
事
　
　
業

用地購入

社 会 資 本 総 合
整 備 事 業

9,893 5,295 4,200 398

 砂篭・十文字線、島守・堤森線、
 一番町矢沢線

委 託

第８款　土　木　費
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千円 （単位：千円）

款　　項 決 算 額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

（道路建設課）

○橋りょう整備の状況

 道路台帳修正業務委託ほか

（繰越明許 321,908千円）

（継続費逓次繰越 480,000千円）

 新大橋整備・附帯工事 5件

 補    償 3件

 鋼橋製作工 N=１式

 新設橋脚(P3)整備工　N=１式

（道路維持課）

○道路整備の状況

 舗装補修工事 L=1,010.5m

 舗装打換工事 L=5,575.8m

 私道整備補助金 3件

 舗装補修工事 L=345.1m

 舗装打換工事 L=898.1m

 区画線設置委託 N=3件

 反射鏡設置委託 N=17基

 防護柵設置 L=104.0m

 路面空洞調査 N=1式

 舗装打換

L=249.4m

 路面空洞調査 N=1式

N=1式

国・県
事　業　名 決算額

財　源　内　訳
内　　容

地方債

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

その他 一般財源

主 要 幹 線 舗 装 補 修 事 業 2,179 1,089

その他

内　　容
国・県 地方債

単
　
独
　
事
　
業

道 路 改 良 事 業

1,090

一般財源

700,057

（繰越明許6,509千円）

［ 繰 越 明 許 分 ］ 3,483 3,483  防護柵設置 L=76.0m

581,600 118,457

（繰越明許125,219千円）

補
助
事
業

（繰越明許99,471千円）

［ 繰 越 明 許 分 ］ 103,948 51,974 50,000 1,974 前田小田線(2車線)

交 通 安 全 施 設
整 備 事 業

7,300 4,014 3,286
通学路カラー舗装

［ 繰 越 明 許 分 ］ 175,617 144,300 31,317

交 通 安 全 施 設
整 備 事 業

26,664 26,664

補
　
助
　
事
　
業

新 大 橋 整 備 事 業 99,012 48,438 39,600 10,031 943

［ 繰 越 明 許 分 ］ 67,582 37,015 30,200 367

［ 事 故 繰 越 分 ］ 805,687 443,128 362,559

第８款　土　木　費
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千円 （単位：千円）

款　　項 決 算 額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

（道路維持課）

○橋りょう整備の状況

 橋梁定期点検委託 N=4橋

 PCB運搬 一式

橋梁補修工事 N=1橋

 制札前橋（内前田線）

橋梁補修工事 N=1橋

 城下11号橋（本八戸駅沼館線）

橋梁補修工事 N=1橋

橋梁補修工事 N=1橋

橋梁補修工事 N=1橋

 橋梁補修設計委託 N=9橋

 橋梁定期点検委託 N=8橋

 橋梁長寿命化計画更新委託

 長苗代1号橋（内舟渡2号線）

橋梁補修工事 N=1橋

 根城大橋（根城前田線）

 橋梁補修工事 N=1橋

 開明橋（八戸駅正法寺線）

橋梁補修工事 N=1橋

 金浜跨線橋（大渡金浜線）

橋梁補修工事 N=1橋

 制札前橋（内前田線）

橋梁補修工事 N=1橋

 城下11号橋（本八戸駅沼館線）

橋梁補修工事 N=1橋

橋梁補修工事 N=1橋

橋梁補修工事 N=1橋

 橋梁補修設計委託 N=6橋

 橋梁定期点検委託 N=46橋

147,623 99,800 20,982

単
　
独
　
事
　
業

橋 り ょ う 整 備 3,245 1,785 1,460
（繰越明許401千円）

［ 繰 越 明 許 分 ］ 6,494 6,494

橋 り ょ う 整 備 75,261 41,394

［ 繰 越 明 許 分 ］ 268,405

 制札前橋（内前田線）

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

26,400

補
助
事
業

 江陽10号橋（小中野北五丁目１号線）

 江陽歩道橋（小中野北五丁目１号線）

7,467

 江陽10号橋（小中野北五丁目１号線）

 江陽歩道橋（小中野北五丁目１号線）

（繰越明許236,303千円）

第８款　土　木　費

− 131 − − 132 −



千円 （単位：千円）

款　　項 決 算 額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

3 （港湾河川課）

○港湾関連負担金の主なもの

4 （都市政策課）

○八戸駅前広場維持管理等経費

○八戸駅前広場整備事業経費

（道路建設課）

○街路事業

（事業費）

 3・3・8号白銀市川環状線

尻内工区

 3・5・1号沼館三日町線

内丸工区

（市負担額）

 事業費の15％

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

151,290 136,000

 検討委員会委員報酬

 複写機使用料等

623,600

385,000

都 市 計 画 費 5,323,867

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県 地方債

232

15,290

　合　　　計

八 戸 港 振 興 協 会 負 担 金 200

港 湾 整 備 事 業 負 担 金 253,218

計 253,949

1,008,600

151,290

八 戸 駅 東 西 自 由 通 路
維 持 管 理 経 費

19,723 19,723

その他 一般財源

駅 前 広 場 管 理 費 21,516 21,516

 東西自由通路維持管理業務委託

 東西自由通路昇降設備管理業務委託

 東西自由通路昇降設備保守点検委託

 東西自由通路電気使用料負担金等

計 41,239

単
　
独
　
事
　
業

県 都 市 計 画
事 業 負 担 金

港 湾 費 255,152

名　　　称 決算額

シ ー ガ ル ブ リ ッ ジ 等 ラ イ ト ア ッ プ 負 担 金 531

内　　容

232

 八戸駅前広場清掃等委託料

 八戸駅前広場交通整理業務委託料

 八戸駅前広場樹木管理委託料

 光熱水費等

41,239

国・県

事　業　名

地方債 その他 一般財源

駅 前 広 場 整 備 費

第８款　土　木　費
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千円 （単位：千円）

款　　項 決 算 額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

（建築指導課）

○土地売買等の届出

○開発許可等申請

○建築確認申請

○建築許可・認定申請

○仮使用認定申請

○道路位置指定

○青森県福祉のまちづくり条例に基づく届出

○建設リサイクル法に基づく届出

○建築物省エネ法に基づく届出・認定申請

○長期優良住宅建築等計画認定申請

○低炭素化法に基づく認定申請

確 認 111

件

件

届 出 22 件

受 付 2 件

受 付 ・ 認 定 23 件

受 付 46 件

受 付 111 件

認 定 109 件

認 定 46

指 定 2 件

受 付 5 件

認 定 4 件

許 可 17 件

認 定 2 件

17 件

件

受 付 53 件

許 可 55 件

 国土法に基づく届出 59 件

 公拡法に基づく届出・申出 7 件

検 査 済 証 交 付 92 件

受 付 115 件

廃 止 0

受 付

届 出 22 件

届 出 503 件

通 知 317 件
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千円 （単位：千円）

款　　項 決 算 額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

（建築指導課）

○木造住宅耐震化支援事業

○危険ブロック塀等対策支援事業

○宅地耐震化推進事業

（まちづくり推進課）

○市街地再開発事業

○中心市街地整備支援事業

一般財源

木 造 住 宅 耐 震 化 支 援 事 業 544 408

36,197 2,870 17,300 16,027

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

2,887 2,500 387 　道路舗装打換費

　道路舗装打換
　電線共同溝詳細設計
　おもてなし向上推進事業補助金
　　　（繰越明許 16,510千円）

［ 繰 越 明 許 分 ］ 5,774

本 八 戸 駅 通 り
地 区 整 備 事 業

32,669 16,245 14,000 2,424

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

内　　容
一般財源

 危険ブロック塀等安全対策支援
 事業補助金

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

宅 地 耐 震 化 推 進 事 業
［ 繰 越 明 許 分 ］

危険ブロック塀等対策支援事業 160 120 40

地方債 その他

8,228 4,114 4,114  大規模盛土造成地調査業務委託

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

国・県

136

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県 地方債 その他

 木造住宅耐震診断員派遣
 業務委託

湊 地 区 ま ち づ く り 事 業

［ 事 故 繰 越 分 ］ 473,567 236,783 216,400 20,384

八戸市営魚菜小売市場改修等工事
(建築・電気設備・機械設備・追
加設計・工事監理)
八戸市営魚菜小売市場デザイン
ディレクション等業務委託

優 良 建 築 物 等 整 備 事 業 0

　
陸奥湊駅通り地区エリアマネジメ
ント業務委託料
八戸市営魚菜小売市場改修等建築
工事
湊エリアブランド促進事業補助金
湊地区再整備支援事業補助金

0
十三日町・十六日町地区
再整備事業補助金
（繰越明許596,050千円）

計 509,764 239,653 233,700 0 36,411
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千円 （単位：千円）

款　　項 決 算 額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

（市街地整備課）

○市街地整備事業

○新都市開発整備事業

（下水道施設課）

○都市下水路管理経費

 河原木都市下水路

   マンホール蓋修繕 1箇所

 中居林都市下水路

   除　　草 237㎡

 松山都市下水路

   除　　草 543㎡都 市 下 水 路 除 草 清 掃 委 託 料 1,188 1,188

計 1,451 1,451

都 市 下 水 路 修 繕 料 263 263

 八戸新都市土地区画整理事業
 負担金立替費償還金

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

八 戸 新 都 市 開 発
整 備 事 業

3,847 3,847

 市街地整備検討調査業務委託
 通信運搬費、補助金等

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

市 街 地 整 備 調 査 事 業 3,515 3,515

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県 地方債 その他 一般財源
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千円 （単位：千円）

款　　項 決 算 額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

（公園緑地課）

○既設公園等維持管理経費

○八戸公園等維持管理経費

20,500 722

市 施 設 テ ナ ン ト 事 業 者
休 業 協 力 金
［ 繰 越 明 許 分 ］

24 24

内　訳 決算額
財　源　内　訳

計 215,819 31,150 31,200 14,496 138,973

13,000 8,963

［ 繰 越 明 許 分 ］ 42,372 21,150

 遊戯施設等修繕

 遊戯施設保守点検業務委託

 サクラの杜景観剪定等業務委託

 　サツキ公園　他9公園

［館鼻公園］

   みなと体験学習館カフェ

事　業　名 決算額

 こどもの国等指定管理料

八 戸 公 園 等
維 持 管 理 経 費

124,292 8,000 116,292

既 設 公 園 等
維 持 補 修 経 費

42,663 10,000 10,700

 新井田川桜づつみ樹木等管理委託

［旧島守発電所保存公園］

 　施設管理委託

 　浄化槽保守点検業務委託

［館鼻公園］

 公園維持管理補助作業委託

 公園維持管理委託

 公園樹木養生管理業務委託

 公衆トイレ維持管理委託

 公園等包括管理委託

 地区公園等清掃管理業務委託

 公園管理等 205箇所

既 設 公 園 等
維 持 管 理 委 託

124,951 1,496 123,455

 しろがね市民プール施設保全業務委託

 公園樹木・草刈等委託

 公園施設定期点検保守委託

公 園 管 理 等 謝 礼 金 5,833 5,833

 　館鼻公園指定管理料

内　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

 公園灯、遊具、フェンス等修繕

 都市公園施設改築工事

国・県 地方債 その他 一般財源

 馬淵川河川敷野球場修繕等

 都市公園施設改築工事

　沼館１号公園　他12公園

財　源　内　訳
内　　容
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千円 （単位：千円）

款　　項 決 算 額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

（公園緑地課）

○都市公園整備費

○緑化推進経費

 八戸市緑の審議会 3 回

 緑の出前講座 9 回

 保存樹木調査業務委託

 草花花苗配布数 本

1 回

（市街地整備課）

○地域の特色を生かした市街地の整備

（駅西区画整理事業所）

○八戸駅西地区駅前保留地売却事業

計 11,105 1,146 9,959

 菊まつり会場設営委託

32,405

緑 化 事 業 10,999 1,146 9,853

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容

38
 こどもの国

特 定 防 衛 施 設 周 辺
整 備 調 整 交 付 金 事 業

47,905 47,855 50

計 136,620 85,555 41,700 0 9,365

［ 繰 越 明 許 分 ］ 106 106 八戸市緑の審議会

国・県 地方債 その他 一般財源

  大型複合遊具設置工事

  類家中央７号公園

［ 繰 越 明 許 分 ］ 67,438 33,700 33,700

［ 繰 越 明 許 分 ］ 6,000 2,000

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

  糠塚公園 すずかけ公園

都 市 公 園 整 備 事 業 13,833

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

審査委員会委員報酬　等

4,000  緑の基本計画改訂業務委託

こ ど も の 国 整 備 事 業 1,444 722 600

 緑の基本計画改訂業務委託

 都市公園整備工事5,1551,278 7,400

122
 こどもの国

  大型複合遊具設置工事

八戸駅西地区賑わい交流拠点
形成エリアマネジメント導入
実 施 事 業

671 671
多目的アイスアリーナを核とした
八戸駅西地区のエリアマネジメン
トと地域活力創出に向けた事業

内　　容
国・県 地方債 その他

八 戸 駅 西 地 区
駅 前 保 留 地 売 却 事 業

88

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

 公園整備工事

88

 緑化まつり会場設営委託

一般財源
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千円 （単位：千円）

款　　項 決 算 額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

（財　政　課）

○ 下水道事業会計に対する負担金等

公共下水道事業分

2,716,755合　計

資本勘定

児童手当に要する経費 1,020

656,624

その他 31,927

出資金

15,342

区　分 項　　　　　目 決　算　額

45,418

負担金 エネルギー価格高騰対策支援
（雨水分）※

13,800
1,196,544収益勘定

臨時財政特例債等

緊急下水道整備特定事業等に要
する経費

雨水処理費 5,580

流域下水道の建設に要する
経費

13,375

33,300

建設改良 65,511

雨水処理費 1,182,744

地方公営企業法の適用に
要する経費

特別措置分

9,326

231

水洗便所等普及費

児童手当に要する経費 1,166

1,339

不明水処理費 13,519

緊急下水道整備特定事業等に要
する経費

7,295

臨時財政特例債等

1,461

水質規制費 20,312

分流式下水道等に要する経費 594,951

10,612

特別措置分

90,360

863,587

流域下水道の建設に要する
経費

資本勘定

エネルギー価格高騰対策支援
（汚水分）※

建設改良（元金） 558,166

補助金

収益勘定

※地方創生臨時交付金活用事業
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千円 （単位：千円）

款　　項 決 算 額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

5 （建築住宅課）

○市営住宅管理戸数 （単位：戸） 令和5年3月31日現在

○市営住宅申込状況

既設補充入居 令和5年3月31日現在

戸 件 戸

○災害公営住宅入居状況 令和5年3月31日現在

 新井田道 17 戸 17 件

 多賀台 26 戸 24 件

 白山台ヒルズ 12 戸 11 件

 白銀いかずち 7 戸 7 件

※平成28年4月1日より一般入居開始

○市営住宅管理経費

一般財源

住 宅 管 理 費 159,982 87 159,895

整備戸数 入居戸数

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県 地方債 その他

 市営住宅等指定管理料

 修繕料 他

募集戸数 申込件数 入居決定戸数

165 297 77

若者定住促進賃貸住宅 8

計 33 2,993

簗畑 15

ｸﾞﾘｰﾝﾀｳﾝ 10

14

南郷 6 72

市野沢 10 松内場 14

中央 15

大館 2 260 旭ケ丘 246 松野

鮫 2 108 緑ケ丘 60 居合 48

164

白銀台 122 大久保 18

田端 48 白銀いかずち 7
白銀 7 509

三島 80 岬台

坂ノ上 70

湊 1 23 新井田道 23

柏崎 1 70 新丁下 70

三八城 1 50 番町ﾋﾙｽﾞ 50

館 1 2 八幡 2

120

吹上 3 496
吹上 64 石手洗 192

類家南 240

是川 2 354 是川 234 八重坂

日計 256

長者 1 40 西道 40

住 宅 費 577,176

地区別 団地数 戸数 団地別戸数

96

白山台ﾋﾙｽﾞ 98

下長 2 566 河原木 310

根城 3 394
松園町 200 熊野堂

市川 1 49 多賀台 49
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千円 （単位：千円）

款　　項 決 算 額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

○借上市営住宅整備事業

○市営住宅等長寿命化事業

（市街地整備課）

○はちのへ空き家再生事業（地方創生推進交付金事業）

①空き家の実態調査・データベースの作成

③空き家対策事業に関するＰＲ動画の制作

④空き家利活用促進のためのシステムの運用

は ち の へ 空 き 家 再 生 事 業 36,062 18,031 18,031

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

②空き家のポータルサイトの運営・保守

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

借 上 市 営 住 宅 整 備 事 業 55,200 13,245 41,955  番町ヒルズ

市 営 住 宅 等
長 寿 命 化 事 業

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

43,522271,128 102,706

2,263  （年度間調整分）

 屋根外壁改修工事（河原木）

 屋根外壁改修工事（居合）他
124,900

第８款　土　木　費

− 141 − − 142 −



千円 （単位：千円）

款　　項 決 算 額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

6 （港湾河川課）

○河川管理費

○排水路管理費

河 川 調 査 設 計 委 託 料
（緊急自然災害防止対策事業）
［ 繰 越 明 許 分 ］

14,300 14,300 0
・準用河川土橋川河川改修
　詳細設計業務委託
　N=1式

・鴨ヶ池地内ほか2件
　L=39.3m

排 水 路 老 朽 化 対 策 工 事 費
(緊急自然災害防止対策事業 )

13,948 13,900 48

・栃ノ木地内ほか4件
　L=471.5m

［ 繰 越 明 許 分 ］ 4,752 4,752
・砂子地内
　L=165.0m

排 水 路 築 造 工 事 費 18,993 16,700 2,293

・新井田字常光田地内ほか19件

計 84,045 33,200 50,845

［ 繰 越 明 許 分 ］ 640

・三島下地内
　L=14.0m

排 水 路 補 修 工 事 費 4,499 4,499 ・日計一丁目地内

［ 繰 越 明 許 分 ］ 2,662 2,600

640 ・類家二丁目地内

62

排 水 路 浚 渫 等 委 託 料 29,992 29,992
・排水路浚渫等業務 V=126.4㎥
・排水路草刈等業務 A=52,300㎡

排 水 路 等 修 繕 料 8,559 8,559

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

河 川 改 修 工 事 費
(緊急自然災害防止対策事業）

14,400 14,400 0
・準用河川土橋川河川改修工事
　L=78.3m

地方債 その他 一般財源

河 川 浚 渫 工 事 費
( 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 ）

15,037 15,000 37
・準用河川馬渡川河川維持
　(浚渫)工事
　L=400m

河 川 費 129,306

事　業　名 決算額
財　源　内　訳

内　　容
国・県
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（教育総務課）

○　教育委員会

（学校教育課）

○　委託料

就学時児童健康診断

　・内科、眼科、耳鼻科 八戸市医師会

　・歯科 八戸歯科医師会

　決算額：3,808千円

スクールバス運行業務

　南郷スクールバス(通学及び学校行事）の運行業務、整備管理業務を委託。

　決算額：23,921千円

（運行業務：23,100千円、学校行事：326千円、整備管理業務：495千円）

○　負担金補助及び交付金

○　貸付金（奨学金貸付金）

○　補助金（その他）（奨学金給付金）

○　学校適正配置推進事業

○　児童生徒文化活動促進費補助金

4,800 40 10  40千円×12月×10人＝4,800千円

 20千円×12月×20人＝4,800千円

 40千円×12月×28人＝13,440千円

新規

34,040 101

　平成23年7月21日に策定した八戸市立小・中学校の適正配置に関する「基本方針」及び「検
討課題」を踏まえて、検討着手スケジュールで「長期」及び「中期」に分類した検討課題の対
象地域・学校に出向き、保護者、地域、学校の代表者とそれぞれの地域に応じた進め方を尊重
しながら話し合いを進めた。

　学校教育活動の一環として行われる文化活動で、市の予選を通過した団体及び県大会以上に
出場する団体、並びに中学校における文化活動の啓発・支援、充実・発展を図ることを目的と
した活動を助成する。

大学
継続 13,440 40 28

計

新規 4,800 20 20

区分 決算額
貸与額

人数（人） 備考
(月額）

教 育 費

　学校保健安全法の規定により、就学予定児童 1,711人に対して内科・眼科・耳鼻科・
歯科の健康診断を実施。

事業名 決算額 内容

定 時 制 高 等 学 校

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要
千円 （単位：千円）

10

1

3,105

教材・教育備品の整備及び施設・設備の整備等に要
する費用を補助し、私立高等学校、私立中高一貫校
教育の振興を図る。
・基本割　上限400,000円×4校
　　　　　上限600,000円×2校
・生徒割　上限100円×3,048人

私 立 高 等 学 校 助 成

補 助 金

208 定時制課程教育の振興を図る。
教 育 振 興 会 負 担 金

教育長及び教育委員数 定　例　会 臨　時　会 議　案　件　数

５人 12回 9回 31件

9,322,187

教育総務費 1,691,206

40 4  40千円×12月×4人＝1,920千円

 20千円×12月×37人＝8,880千円

 20千円×4月×1人＝80千円

 20千円×6月×1人＝120千円
継続 11,000

20 39

102

高校

専修 継続 1,440 40

区分 決算額

大学
継続 27,120

計 48,000

貸与額
人数（人） 備考

(月額）

高校
継続 5,280

20 20 　20千円×12月×20人＝4,800千円

40 1 　40千円×12月×1人＝480千円

新規 240 20 1 　20千円×12月×1人＝240千円

40 57
　40千円×12月×56人＝26,880千円

　40千円×6月×1人＝240千円

新規 6,720 40 14 　40千円×12月×14人＝6,720千円

3 　40千円×12月×3人＝1,440千円

特別
大学

継続 6,000 100 5 　100千円×12月×5人＝6,000千円

新規 1,200 100 1 　100千円×12月×1人＝1,200千円
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○　小・中学校スポーツ・文化的活動支援事業

・ 部活動指導員報酬等

・採用人数…８名（配置校は市立中学校８校）

・任期…令和４年６月１日～令和５年２月28日

・ 傷害保険料

・スポーツ活動外部指導者（64歳以下）　＠1,850円　

・スポーツ活動外部指導者（65歳以上）　＠1,200円　

・文化的活動外部指導者　　　　　　　　　＠800円

○　修学旅行費企画取消料等支援事業

※ 地方創生臨時交付金活用事業

(教育指導課）

○　地域密着型教育推進事業

・ 令和４年度の実践校

公立の全小・中学校

　八戸市立小学校　42校

　八戸市立中学校　24校

○　幼保小連携推進事業

（３）明るく活力あるまちづくり

　幼児教育から小学校教育へ円滑な接続を図ることにより、知・徳・体の調和のとれた人
間性豊かな幼児児童の育成を目指し、平成17年度より市立全小学校、幼稚園、保育所
(園)、認定こども園を対象に実施している連携事業

事業内容 期日

各地区会 通年 42小学校区 幼・保･こ･小学校教員

アンケート集配布 年度末 幼･保･こ･小に配布

375

区分 決算額

保険加入者数（人）

181
181

小学校 0校 0

中学校 4校

議会第一委員会室

〃
代表者研修会

R4.5.12
幼・保･こ･小学校･保護者代表

R5.2.13

幼保小連携研修講座 R4.9.1 オンライン開催

　少子高齢化や核家族化、都市化などの社会現象に伴い、家庭や地域社会の教育力が十分
に発揮しにくい状況が生じている一方、学校においては、社会の急激な変化にも柔軟に対
応できる「生きる力」を子どもたちに身に付けさせるために、教育内容を一層充実させる
ことが強く求められている。本事業はその課題解決のため、保護者及び地域住民の学校運
営への参画を進め、「開かれた学校づくり」を推進するものである。

（１）よりよい教育環境・支援体制の整備

（２）ふるさとに誇りと愛着をもつ子どもの育成

費用弁償（旅費） 11

摘要 参加者等

ｽﾎﾟｰﾂ活動
（64歳以下）

ｽﾎﾟｰﾂ活動
（65歳以上）

文化的活動 合計

計 864 413 42 62 517

中学校 244 118 17 7 142

決算額 区分 学校数 支給額

　新型コロナウイルス感染症の影響により、令和４年度に予定していた修学旅行を中止、延期
等した場合に生じる企画料金取消料等について、保護者等の負担軽減を図るため支援を行う。

小学校 620 295 25 55

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要
千円 （単位：千円）

　合唱 ４校

　吹奏楽

コロナにより事業中止

１団体

区分 決算額 内訳

大会派遣費補助金 853 ６校

　バトントワリング

パンフレットの配布 6月・10月
入学予定幼児の
全保護者に配布

八 戸 市 中 学 校 文 化 連 盟 274

八 戸 地 区 吹 奏 楽 連 盟 0

11

費用弁償（通勤手当） 26 26

　中学校に部活動指導員を配置し、教職員の負担軽減を推進することにより、適切な部活動運
営に向けた環境づくりを行う。また、小・中学校の外部指導者に対する支援体制について確立
する。

区分 決算額
財源内訳

国庫 県 一般財源

報酬 2,554 824 824 906

保険料（労災保険） 9 9
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○　スクールカウンセラー配置・派遣事業

○　スクールソーシャルワーカー活用事業

・スクールソーシャルワーカースーパーバイザー（1名）

教育指導課内少年相談センター内勤務

・スクールソーシャルワーカー（5名）

（総合教育センター）

○　国際理解教育・英語教育推進事業（ＡＬＴ20名）

・ 中学校における外国語科等の授業の補助

・ 小学校における外国語・外国語活動等の授業の補助

・ 外国語教材作成の補助

・ 外国語科担当教員等に対する現職研修の補助

・ 特別活動や部活動等への協力

・ 外国語担当教員等に対する語学に関する情報提供

・ 外国語スピーチコンテストへの協力

・ 地域における国際交流活動への協力　　　　など

(教育指導課）

○　いのちを育む教育アドバイザー事業

○　学校飼育動物ネットワーク支援事業（学校獣医師８名）

・

・

○　八戸市小・中学校ジョイントスクール推進事業

①

②

③

この実践により、次のような効果を期待している。

ア

イ

ウ

エ

オ

学校飼育動物ネットワーク協議会（関係機関、獣医師会代表、市教育委員会代表が参加）の開
催

小・中学校の互いの教育のよさを理解し、相互協力関係が構築され、指導力が向上すること。

　中学校区の小・中学校が連携し、義務教育9年間の子どもの学びと発達と成長の連続性を
図り、「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」を育む質の高い教育（授業）を保証す
ることをねらいとする事業である。そのために、次の三つを柱に実践的に取り組んでい
る。

小学校と中学校の教師が一緒に児童または生徒に指導する「協同授業」や、児童生徒が一
緒に学習する「合同授業」の実施。

「ともに育て、ともに育つ精神」に立った、家庭や地域社会と連携した協働実践。

子どものよりよい成長を支える教師力(授業力と人間力)の強化。

4 下長中、三条中

5 江陽中、鮫中

　ＡＬＴ（外国語指導助手）による小学校における外国語・外国語活動や中学校における
外国語科の授業の補助、国際理解教育に係る授業への補助等をとおして、小・中学生等へ
の国際理解教育・英語教育を推進する。

ＡＬＴ20名が、それぞれ同一中学校区の小・中学校を担当し、次の職務を行っている。

2 吹上小、柏崎小 学校生活支援 1,598 回

3 白銀南中、大館中 ケース会議 82 回

　平成16年度に二つの中学校区からスタートし、平成18年度から全中学校区において事業を展開
している。

小学生の中学生への憧れや期待が高まるとともに、中学生の小学生への愛着や誇りが高ま
ること。

中学校への円滑な接続によって進学に伴うストレスが軽減し、不登校等が減少していくこ
と。

義務教育9年間を見通し、発達の段階や指導内容の系統性等に応じた計画的・継続的な学習
指導や生徒指導が推進されること。

中学校区をあげて地域ぐるみで児童生徒を育てようという意識が高まること。

　生徒が自己の性に対する認識をより確かなものにするための性に関する専門的な指導を
行い、性に関わる諸問題に対して適切に判断し、対処できる資質や能力を育成することを
ねらいとする。
　市立中学校24校での年１回の訪問指導（講演等）をオンラインも活用し実施した。新型
コロナウイルス感染症拡大防止のため、３校での沐浴実習も中止となった。

　健康な小動物との触れ合いを通して、児童に豊かな心（思いやりの心、生物愛護・生命
尊重の態度等）を育むために、学校飼育動物の飼育管理等について、地域の獣医師（八戸
市学校獣医師）と連携したネットワークの構築を図ることを目的とする。

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要
千円 （単位：千円）

　県教育委員会が、スクールカウンセラーを市立全小・中学校に配置し、児童生徒の問題
行動やいじめ、不登校などの諸問題の未然防止と解決のためにカウンセリングの充実を図
る。

　いじめや不登校等、児童生徒が抱える課題について、児童生徒が置かれた様々な環境に
働きかけ、その状況の改善を図ることを目的として、学校や家庭と関係機関等とのネット
ワークの構築や児童生徒への支援を行うため、スクールソーシャルワーカーを配置・派遣
し、教育相談体制の充実を図る。

配置校

1 根城中、第二中 延べ相談件数 1,543 件

新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため希望する学校でのみ実施（ふれあい指導12
校、獣医師による講話９校）
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○　マイブック推進事業

1　趣旨

2　対象

3　配付金額

　児童一人当たり2,000円（ブッククーポン500円×4枚綴り）

4　使用範囲

5　使用実績

６　成果

○　小・中学校への防災教育副読本の導入事業

・ 　８月　小学校1･4年生、中学校1年生に「防災ノート」三訂版を配布

・ 　１月　「防災ノート」三訂版に係るアンケートの実施

○　広域的体験学習支援事業

① 圏域内の69小学校のうち62校が活用、4,940名の児童が体験活動を実施

②

③ 圏域内の39中学校のうち10校が活用、707名の生徒が職業体験を実施

④

○　「ひらく・楽しむ」新聞活用事業

（総合教育センター）

○　教職員研修事業

(1) 基本研修

開催講座　延べ21回　　参加者合計　354人  (１回当たり 平均 16人)

　①初任者研修

　赴任時研修講座

　学級経営基礎講座Ⅰ

　一般授業研修講座Ⅰ

　示範授業研修講座（小学校）

　示範授業研修講座（中学校）

　教職一般研修講座Ⅰ

　一般授業研修講座Ⅱ

　生徒指導基礎講座

　教職一般研修講座Ⅱ

　特別活動研修講座（小学校）

　特別活動研修講座（中学校）

　学級経営基礎講座Ⅱ

　一般授業研修講座Ⅲ

　まとめ研修講座

　小学生が、自ら本を選び購入する体験を通して読書に親しむ環境をつくる。

　八戸市内の公立小学校に在籍する全児童
　及び県立特別支援学校小学部に在籍する全児童

　（１）八戸市内の「マイブック推進事業参加書店」（11店）

　配付人数：10,576人

　クーポンを使用した児童の割合：99.4％

　クーポン執行率：98.6％

保護者アンケートでは、普段本に興味を示さない子が、本を読むようになった、事業継続を
希望するといった声が多く寄せられた。

　東日本大震災の教訓を踏まえて、児童生徒が自然災害から自らの命を自ら守るため、八戸独自
の防災教育副読本(防災ノート)を作成し、その効果的な活用を通して、八戸市の防災教育の充実
を図る。

　防災ノートの一層の充実を図るために、防災ノートに係るアンケートを
市立全小・中学校に依頼。

1 19

1 19

1 19

1 11

1 7

1 18

　連携中枢都市圏域内の公共施設等を活用した体験学習や職業体験等を行う圏域内の小・中学
校に対して、バスの借上料及び入館料を負担することにより、公共施設の体験プログラムの充実や
キャリア教育の推進、児童生徒の生きる力を育むことをねらいとする。

八戸市博物館、是川縄文館、児童科学館、リサイクルプラザ、山の楽校、
マリエント、ＹＳアリーナ八戸等の施設を活用

　市立小・中学校に複数の新聞を配備し、児童生徒が気軽に新聞に触れる環境を整備することに
よって、社会に主体的に関わろうとする態度を育てるとともに、広い視野で物事を見つめる力の醸
成に資する。

・新聞購読料として予算配分
　小学校　 74,400円（月額6,200円×12か月）
　中学校　111,600円（月額9,300円×12か月）
・市立全小・中学校（小学校42校、中学校24校）では複数の新聞を購読

1 11

1

　（２）使用期間　令和４年７月１日（金）～９月30日（金）

　（３）対象図書　絵本や物語など、読書活動に適するものとする。

　（４）マイブッククーポン１枚で500円の本を購入できる。

講　　座　　名 回　数 受講者

　   1    回 　　19　 人

1 19

1 19

千円 （単位：千円）

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

7

1 18

1 18

1 19

学校独自で見学先を探したり、NPO法人、協力機関等を活用し圏域内の企業や大学の見
学を実施している。
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　②中堅教諭等資質向上研修（前期）

　中堅教諭等資質向上前期研修講座Ⅰ

　中堅教諭等資質向上前期研修講座Ⅱ

　③中堅教諭等資質向上研修（後期）

　中堅教諭等資質向上後期研修講座Ⅰ

　中堅教諭等資質向上後期研修講座Ⅱ

　中堅教諭等資質向上後期研修講座Ⅲ

　中堅教諭等資質向上後期研修講座Ⅳ

　④新規採用者研修（事務）

　赴任時研修講座（学校事務職員）

(2) 一般研修

開催講座　延べ32回　　参加者合計　1,754人  (１回当たり 平均 54人)

①　職務研修

　学校経営校長研修講座

　学校経営教頭研修講座

　学校事務研修講座

②　準職務研修

　特別支援学級授業づくり研修講座

　心のケア研修講座

　幼保小連携研修講座

③　選択研修講座－経営力・教師力アップ－

④　選択研修講座－授業力・指導力アップ－

⑤　選択研修講座－特別研修講座－

(3) 市民公開研修

開催講座　延べ10回　　参加者合計　142人  (１回当たり 平均 14人)

　市民教育公開講座(1)

　市民教育公開講座(2)

　市民英会話教室

　市民プログラミング教室

　市民パソコン教室

回　数 受講者

　   1    回   　2　 人

13

1 11

講　　座　　名 回　数 受講者

　   1    回

1 30

　メンタルヘルス研修講座 1 26

講　　座　　名 回　数 受講者

29

　経営力・教師力アップ研修講座(4)校内研究編

  国語科授業力アップ研修講座 　   1    回     131   人

1 132

回　数 受講者講　　座　　名

13

1

　経営力・教師力アップ研修講座(3)生徒指導編 1

千円 （単位：千円）

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

回　数 受講者

講　　座　　名 回　数 受講者

講　　座　　名

  教科等研究・国内研修発表会 2 138

1 39

講　　座　　名

　経営力・教師力アップ研修講座(1)教育課程編 　   1    回 　　24　 人

　経営力・教師力アップ研修講座(2)教育法規編 1 36

回　数 受講者

1

  　13　 人

1 65

1 69

　　19　 人

1 22

2 63

2

講　　座　　名

　   1    回   　40　 人

　   1    回 　　65　 人

1 75

  　　1　  回 　　60　 人

21

  授業で使える１人１台端末活用研修講座 3 126

　２年次研修共通講座Ⅱ 1 34

  学校事務パソコン講座

講　　座　　名

　社会科授業力アップ研修講座 1 72

　数学科・算数科授業力アップ研修講座 1 55

  児童生徒理解研修講座Ⅱ 1

1 6

    33   人

  地質巡検 1

6

4 32

1 21

　男女共同参画研修会 1 54

70

  学級づくり研修講座 1 50

　理科授業力アップ研修講座 1 25

　総合的な学習の時間授業力アップ研修講座 1 78

  特別活動指導力アップ研修講座 1 113

  問題解決的な学習を取り入れた授業づくり研修講座 1 44

  特別支援教育の視点を取り入れた授業づくり研修講座 1 72

  児童生徒理解研修講座Ⅰ

講　　座　　名 回　数 受講者

　　 1　　回

回　数 受講者

　２年次研修共通講座Ⅰ 　   1    回
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(4) その他（主に県総合教育センターで行われる研修等）

開催講座　延べ22回　　参加者合計　159人  (１回当たり 平均 7人)

○ 教科等研究委員研究事業

確かな学力研究分野

現代的な諸課題研究分野

○ 教育の情報化推進事業

(1) 八戸市教育情報ネットワークシステム

２年次
養護教諭

養護教諭フォローアップ(２年次)研修講座

2

中堅教諭等
資質向上研修

（選択）

【中・前後】
豊かなスポーツライフを実現する保健体育授業研修講座

1 1

【外国語(活動)】
外国語・外国語活動において児童生徒が主体的にコミュニケーションに取
り組むための指導の在り方

12

小
・
中
学
校

【１人１台端末活用】 みんなで使える１人１台端末活用  3 人 

【幼保こ小連携】 幼保こ小の円滑な接続に向けた架け橋プログラム研究 3

【ＳＤＧｓ】
カリキュラム・マネジメントの三つの側面を明確にしたＳＤＧｓ教
育

3

　内部メール・研修講座申込み・フォーラム・施設予約・教材予約・センターからのお
知らせ・ホームページ・ブログ作成　など

4

1 6

中堅教諭等
資質向上研修

中堅教諭等資質向上前期・後期研修(養護教諭)Ⅰ 2 3

新任者
特別支援教育新担当教員研修講座
[知的、肢体、病弱、通級コース]

2 21

特別支援教育新担当教員研修講座[自・情、弱視、難聴コース] 2 32

【算数・数学】 児童生徒にとって必要感のある課題設定の工夫 4

【理科】
理科の授業における考えを視覚化、共有化させるための指導の工夫
～１人１台端末の日常的な活用を通して～

3

【社会】
深い学びを実現するための問題解決的な学習の研究
～導入段階における教師の働きかけの工夫を通して～

11

2

中堅事務職員資質向上前期・後期研修(小・中学校) 1 6

校長研修講座 2

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要
千円 （単位：千円）

回　数 受講者

中堅教諭等資質向上前期・後期研修(栄養教諭・学校栄養職員)Ⅰ 2 2

中堅教諭等資質向上前期・後期研修(栄養教諭・学校栄養職員)Ⅱ 2

教頭研修講座

新規採用
事務職員

新規採用公立学校事務職員研修 　   2    回     4   人

受講対象

項　　目 内　　　　　　　　容

ネットワーク
システム運用

 センターのサーバと市立小・中学校及び教育委員会各課等のクライアントを光回線で
オンラインネットワーク化し、マルチメディア対応の情報提供、情報交換を行うための
運用である。

 校務支援
システム

　各種名簿、成績処理、通信票、指導要録等を電子化し、データの一元管理・集計の自
動化などにより、教員の事務負担軽減を図ることで、教員本来の業務である児童生徒と
向き合う時間を確保し、さらに、蓄積されたデータを学校経営の改善や指導の充実に役
立てることで、教育の質の向上を図るものである。

グループウェア

課題 テ　　ー　　マ 人数

 1. 総合教育センター教育研究資料
 2. 視聴覚センターライブラリー
 3．児童・生徒作品
 4．資料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　68,467件
 5．科学資料
 6．教材
 7. 小・中学校等学習指導案
 8. 評価問題

【デジタル教科書活用(技能教科)】 １人１台端末におけるデジタル教科書の効果的な活用 4

小
・
中
学
校

データベース

39

中堅教諭等資質向上前期・後期研修(養護教諭)Ⅱ 2 4

28

【特別支援教育】
通常の学級における特別な配慮が必要な児童への支援についての研究
～学びにくさのある児童の教育的ニーズの把握を通して～

4

教科・領域 テ　　ー　　マ 人数

【国語】
問題解決的な学習を取り入れた授業研究
～導入から課題設定までのはたらきかけの工夫～

 4 人 

教務主任研修講座 1
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(2) 教育の情報化対応の研修講座

(3) 教育の情報化推進事業費

ウィルス対策ソフト等

ネットワーク回線使用料

システム運用保守等

(4) 教育の情報化推進事業費（繰越明許費）

校内通信ネットワーク整備事業

指導者用コンピュータ購入費

＜配置物品内訳＞

教員1人1台　1,408台

小中学校　78台

小中学校　74台

21台

小学校　829台　中学校　870台

小学校　1,386台　中学校　584台

小中学校　417台

小中学校　25台

小中学校　29台

小中学校　314台

小中学校　169台

小中学校　16,698台

小中学校　782台

小中学校　352台

小中学校　1,146台

小中学校　550台

○　学校図書館ネットワーク事業

※　学校図書館ネットワーク事業の運用状況

  【学校 ⇔ 学校　図書の相互貸借の状況】　　※ 延べ数

【教育センター ⇒ 学校　図書館支援図書（大型絵本）の貸出状況】　※ 延べ数

（こども支援センター）
 

○　特別支援教育アシスト事業

（１）　目的

（２）　業務

① 授業等における学習指導の支援に関すること。

② 校外行事等における安全確保の支援に関すること。

③ 校内における生活指導の支援に関すること。

④ その他校長が学校生活に関して必要と認める事項に関すること。

指 導 者 用 コ ン ピ ュ ー タ

学 習 用 コ ン ピ ュ ー タ

学 習 用 タ ブ レ ッ ト

特 別 教 室 用 コ ン ピ ュ ー タ

特 別 支 援 教 室 用 タ ブ レ ッ ト

電 子 黒 板

実 物 投 影 機

プ ロ ジ ェ ク タ

学 習 者 用 コ ン ピ ュ ー タ

230,576

使 用 料 及 び 賃 借 料 142,798

R2年度 R3年度 R4年度

利用した学校数 9校 9校 9校 9校 0校

校 務 用 パ ソ コ ン 等

Ｈ Ｅ Ｎ Ｓ 端 末 用 パ ソ コ ン

事 務 用 パ ソ コ ン

大 型 デ ィ ス プ レ イ

教 育 セ ン タ ー 研 修 用 パ ソ コ ン

備 品 購 入 費 34,923

合　　　計

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

決　算　額 備　　考

57,779

区　　分

区　　分 決　算　額 備　　考

消 耗 品 費 3,616

修 繕 費 1,496

通 信 運 搬 費 36,676

委 託 料 45,990

項　　目

合　　　計

 情報教育への
 対応研修講座

・各校校内研修サポート　　　　　　　　　　30回実施
・授業で使える１人１台端末活用研修講座　　受講者126人
・情報管理研修会　　　　　　　　　　　　　対面、オンラインの併用

内　　　　　　　　容

委 託 料 22,856

39校 11校

ヘ ッ ド フ ォ ン 付 マ イ ク

モ バ イ ル ル ー タ

　各学校の蔵書をデータベース化し、「八戸市教育情報ネットワーク」で結ぶことにより、蔵書管理を簡
便にし、学校間での相互貸借を行うことができる仕組みを構築している。それにより、児童生徒の読書
活動の推進と授業における学校図書館の活用を図る。
　平成29年1月、学校図書館ネットワークシステム(ＳＬＩＢ－ＯＤ)を更新
　令和4年1月、機器更新

※新型コロナウイルス感染症の
　ため、学校間は休止中

28年度

0校 0校

冊数

29年度 30年度 R1年度

339冊 356冊 205冊 154冊 55冊 127冊 56冊

　障がいのある、あるいは通常の学級に在籍するＬＤ、ＡＤＨＤ等教育上特別な支援を要する児
童生徒が在籍する学校に対し、特別支援アシスタントを配置し、特性に応じたきめ細やかな支
援を行う。

　派遣された学校の校長の指揮監督を受け、八戸市立小学校及び中学校に在籍する児童生
徒のうち、障がいのある児童生徒または、ＬＤ、ＡＤＨＤ等の特別な教育的支援を要する児童生
徒を対象として、次の業務に当たる。

冊数 450冊 450冊 400冊 390冊 0冊 0冊 0冊

28年度 29年度 30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

利用した学校数 48校 32校 30校 32校 5校
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○　特別支援教育看護支援員配置事業

（１）　目的

（２）　業務

①　医療的ケアの実施

　・医師の指示書に基づく医療的ケアの実施

　・医療的ケアを必要とする児童生徒の指導に携わる教員との連携

　・医療的ケアに関する保護者や主治医等との連携

　・医療的ケアを必要とする児童生徒の自己理解と自立を図るための支援

②　特別な支援を要する児童生徒への支援

　・授業等における学習指導の支援に関すること

　・校外行事等における安全確保の支援に関すること

　・校内における生活指導の支援に関すること

（３）　配置校　

○　適応指導教室事業

（単位：人）

○　教育相談・特別支援教育推進事業

・

○　教育支援業務

（単位：人）

千円

　看護師資格のある支援員を配置し、医療的ケアを必要とする児童生徒の支援体制の充実
と安全な学習環境の整備を目指す。

小学校2校、中学校1校

　学校に行けない子どもに対して、学校とは異なった雰囲気の中で、カウンセリングや集
団活動を行い、学校への復帰を支援する。

小 学 校 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

中 学 校 5 15 20 1 0 1 3 14 17 1 1 2

計

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

区　分
在　籍 年内復帰 部分登校 適室のみ

男 女 計 男 女 計 男 女 計

（単位：千円）

5 15 20 1 0 1 3 14 17 1 1 2

男 女 計

幼児、児童生徒、教職員、市民からの教育に関する相談に対して、電話、来所等により対応す
る。

・ 就学前から学齢期を通じて、特別支援教育や発達に関する相談に対して、専門的な立場から
観察や諸検査を通しての助言・指導を行う。

（単位：回）

区
分

対　象　者 幼児 小下 小上 中学 その他 合計

相
談
項
目

不 　登 　校 0 150 491 1,358 3 2,002

発　達・行　動 558 808 579 435 1 2,381

学　校　生　活 1 158 162 119 1 441

巡　回　相　談 87 324 178 52 0 641

そ　 の　 他 1,491 372 195 195 59 2,312

計 2,137 1,812 1,605 2,159 64 7,777

　障がいをもつ、又は特別な支援を要する児童生徒の適切な学びの場について保護者の就
学相談に応じる。また、八戸市教育支援委員会による答申を受け、就学先の決定や対象児
童生徒の在学校に対して指導助言を行う。

・委員構成　　　医師、教職員等、特別支援教育に関し知識を有する者で構成する。
・委員数　　　　33人【医師、教職員、学識経験者】
・任期　　　　　1年以内
・委員会開催　　7回開催

区分 就学児 児童 生徒 合計

教育支援審議対象人数 111 166 17 294
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（学校教育課）

○　学校数・学級数及び児童数（令和４年５月１日現在）

（教育総務課）

○　学校警備業務

○　学校用消耗品費（繰越明許） ※地方創生臨時交付金活用事業

○　学校用備品購入費（現年度） ※地方創生臨時交付金活用事業

○　学校用備品購入費（繰越明許） ※地方創生臨時交付金活用事業

○　教材機器等借上料

○　教材備品等購入費

（学校教育課）

○　扶　助　費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

学　校　数 学　級　数 児　童　数 備　　　　　考

前年度比177人減

内　　　　　　容
国・県 地方債 その他

13,170 312

校 外 活 動 費 （ 泊 あ り ） 725 294

通 学 費

26

計

修 学 旅 行 費

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

2 小 学 校 費 1,353,780

計 33,436 33,436

小学校43校（うち閉校1校）機械警備業務委託

1,111 1,111 大規模改修工事等に伴う巡回警備業務委託

32,325 32,325

一般財源

42校 497学級 10,530人

八 戸 小 他

八 戸 小 他

区　　　分

千円 （単位：千円）

その他 一般財源

特別教室更新備品等

決算額

感染症対策備品購入費※ 478 478

地方債 その他 一般財源

区　　　分 決算額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

内　　　　　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

16,231 16,231

一般財源

国・県 地方債

複 写 機 更 新 費 6,919 6,919 中居林小　他9校

教 材 備 品 購 入 費 22,449 997 21,452 八戸小　他40校

特別教室更新備品等 467 467

デジタル印刷機借上料 2,293 2,293 八戸小　他40校

区　　　分 決算額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

内　　　　　　容
国・県

理 科 教 育 等 設 備 費 2,360 1,178 1,182 八戸小　他41校

計 31,728 1,178 997 29,553

城下小　他1校

計 16,709 478 16,231

区　　　分 決算額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

内　　　　　　容

除 雪 機 購 入 費 1,986 1,986

財　源　内　訳
支給人数（人）

国　庫 県 一般財源

要
･
準
要
保
護
児
童

学
用
品
通
学
用
品
等

学 用 品 通 学 用 品 費 等 24,449

270 18 59,407

1,706

修 学 旅 行 費

0 0

新入学児童学用品費（入学後） 4,259 103

新入学児童学用品費（小学校入学前） 3,721 90

新入学児童学用品費（中学校入学前） 13,371

59,695 270 18 59,407 2,782

校 外 活 動 費 （ 泊 な し ） 70 121

6 1

新 入 学 児 童 学 用 品 費 715 28

区　　　分 決算額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

内　　　　　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

感染症対策消耗品費※ 4,056 4,056 城下小　他25校

区　　　分 決算額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

内　　　　　　容
国・県 地方債 その他

区　　　　分 決 算 額

3,406 616

校 外 活 動 費 （ 泊 あ り ） 46

吹上小　他5校

感染症対策備品購入費※ 27,325 27,240 85 八戸小　他41校

277

計

4,455

3,404 3,406

200

学 用 品 等 購 入 費 1,086 200

432 40

計 29,778 29,226 552

通 学 費

6,810 3,404

特

別

支

援

教

育

就

学

奨

励

費

学 校 給 食 費
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（教育総務課）

○　大規模営繕事業

○　小規模営繕事業

○　冷房設備設置事業

○　学校騒音防止対策事業

（学校教育課）

○　学校数・学級数及び生徒数（令和４年５月１日現在）

（教育総務課）

○　学校警備業務

○　学校用消耗品費（繰越明許） ※地方創生臨時交付金活用事業

○　学校用備品購入費（現年度） ※地方創生臨時交付金活用事業

○　学校用備品購入費（繰越明許） ※地方創生臨時交付金活用事業

除 雪 機 購 入 費 4,841 4,841 湊中　他12校

下　長　小 31,160 19,815 10,200 1,145
下長小学校防音機能復旧事業
（監理委託：２件、工事：３件）

内　　　　　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

長 者 小 他 464,187 131,487 328,900 3,800
冷房設備設置事業
(実施設計:11校、設置工事:11校)

学校名 決算額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

内　　　　　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

第一中　他11校

区　　　分

計 9,812 127 9,685

13,045 第一中　他23校

9,685

感染症対策備品購入費※ 127 127

区　　　分 決算額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

内　　　　　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

感染症対策消耗品費※ 1,756

決算額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

内　　　　　　容
国・県 地方債 その他

17,298計 17,298

一般財源

区　　　分 決算額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

内　　　　　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

第 一 中 他 17,131 17,131

学校名 決算額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

内　　　　　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

白 銀 小 他 29,987 29,987 白銀小学校外1校消防用設備改修工事　他55件

学校名 決算額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

167 大規模改修工事に伴う巡回警備業務委託

東中　他1校

728

学　校　数 学　級　数 生　徒　数 備　　　　　考

第 一 中 他

前年度比133人減

167

24校 227学級 5,444人

中学校24校

3 中 学 校 費 865,448

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要
千円 （単位：千円）

計 18,614 17,886 728

内　　　　　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

特別教室更新備品等

37,100

その他

感染症対策備品購入費※ 13,045

八 戸 小 他

1,756

49,705

学校名 決算額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

728

区　　　分 決算額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

12,605 八戸小学校屋内運動場床改修工事　他１件

特別教室更新備品等 9,685

内　　　　　　容
国・県 地方債 一般財源
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○　教材機器等借上料

○　教材備品等購入費

（学校教育課）

○　扶　助　費

（教育総務課）

○　大規模営繕事業

○　小規模営繕事業

○　冷房設備設置事業

（学校教育課）

○　私立幼稚園補助金

○　私立幼稚園教員研修費補助金

学校名 決算額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

内　　　　　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

白 山 台 中 他

第 二 中 他 255,617 63,323 190,600 1,694
冷房設備設置事業
(実施設計:８校、設置工事:７校)

20,522 20,522 白山台中学校特別支援教室改修工事　他38件

学校名 決算額

理 科 教 育 等 設 備 費 2,299 1,135 1,164 第一中　他23校

計 18,593 1,135 570 16,888

区　　　分 決算額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

内　　　　　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

複 写 機 更 新 費 2,746 長者中　他3校

教 材 備 品 購 入 費 13,548 570 12,978 第一中　他23校

デジタル印刷機借上料 2,165 2,165 第一中　他23校

2,746

地方債 その他 一般財源

28,533

通 学 費 0 0

新 入 学 生 徒 学 用 品 費 2,510

根 城 中 74,998 56,200 18,798 根城中学校特別教室棟屋上防水改修工事

決算額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

内　　　　　　容
国・県

810 72

修 学 旅 行 費

要
･
準
要
保
護
生
徒

学
用
品
通
学
用
品
等

財　　　　源　　　　内　　　　訳
内　　　　　　容

国・県 地方債 その他 一般財源

　　　　　　　　　　・基本割　　　   上限300,000円×20園

区　　　分 決算額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

内　　　　　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

学 校 給 食 費 1,855

52

計 58,651 1,543

区　　　　分 決 算 額

学 用 品 通 学 用 品 費 等

461

計 3,906 230

通 学 費 95 10

69

8,730

8,730

決算額 内容

8,430

教材・教育備品の整備及び施設・設備の整備等に要する費用を補助
し、幼児教育の振興を図る。

幼稚園教員の資質向上のための補助金

校 外 活 動 費 （ 泊 な し ） 45

2

176 58,014

461

財　源　内　訳

176 58,014

特

別

支

援

教

育

就

学

奨

励

費

515 18

20

　　　　　　　　　　・園児割　　　　 上限2,000円×1,255人

決算額 内容

支給人数（人）
国　庫 県 一般財源

4

0

1,099

修 学 旅 行 費 27,372 354

校 外 活 動 費 （ 泊 あ り ） 236 38

39

校 外 活 動 費 （ 泊 あ り ） 6

幼 稚 園 費

300
私立幼稚園教員研修費

1,953 1,953

学 用 品 等 購 入 費

1,953 1,953

学校名

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要
千円 （単位：千円）

新 入 学 生 徒 学 用 品 費 580

0体 育 実 技 用 具 費

第 10 款　教　育　費

− 153 − − 154 −



（社会教育課）

○　社会教育委員

○　負担金補助及び交付金

○　家庭教育研修会　2回　参加者延べ数459人

○　子育て・親育ち講座　11回　（小学校11校）

（子育て支援課）

○　放課後子ども教室

（文化創造推進課）

○　八戸市文化賞・文化奨励賞

当市の文化の向上発展に貢献した人を表彰

表彰式　令和4年11月3日（八戸ポータルミュージアム はっちひろば）

○　はちのへ文化のまちづくりアドバイザリーボードの開催

令和4年3月から施行された「はちのへ文化のまちづくりプラン～八戸市文化

芸術推進基本計画～」の実施状況について調査審議するとともに、市の文化

政策全般に対する助言や意見をいただく

○　補助金

○　多文化都市ワークショップ支援事業　

当市の多文化推進につながる文化的なワークショップを所定の施設で開催する場合に、

施設利用料を免除する。

・令和４年度実績なし

8人 会議　3回

先駆的で創造性にあふれた芸術文化活動に対し、経費の一部を補助。

補助実績　0件（制度内容の検討のため交付実績なし）

人　数

文化賞 2人

文化奨励賞

八戸市連合父母と教師の会
補　　 　　助　　 　　金

小中弁論大会、研修会、広報誌発行、講演会
等

350

会議等開催

２回

出席延数

25人

文 化 協 会 文 化
振 興 事 業 補 助 金

2,628
当市の芸術・文化活動の振興を図るため、八戸市文化協会の事業費、運営費
の一部を補助。

八戸イカール国際音楽祭
事 業 補 助 金

800

著名演奏家を講師に迎え、プロの演奏家を目指す市民等を対象に、レッスン
やコンサート等を行う事業実施団体に対し、事業実施に要する経費の一部を
補助。

・令和４年度八戸イカール国際音楽祭
　（併設事業：第12回イカール国際ミュージックキャンプ）
　実施者  NPO法人日本アーツプロジェクト　　補助金額：800千円

はちのへ文化のまちづくり
推 進 事 業 補 助 金
（ 演 奏 会 に 対 す る 支 援 ）

教室名 主な開設場所 実施回数 参加者数

根 城 地 区 放 課 後 子 ど も 教 室 根 城 小 学 校 31回 541人

八 戸 小 唄 ま つ り 事 業
補 助 金

700
「八戸小唄」の普及や伝承が期待できる事業実施団体に対し、事業実施に要
する経費の一部を補助。

補助実績　1件

決算額 内　容

2人

小中野地区放課後子ども教室 八 戸 ポ ー タ ル ミ ュ ー ジ ア ム

国際及び全国規模の大会や、国民文化祭等に出演する個人・団体が出場に要
する経費のうち、交通費、宿泊費、道具運搬費の一部を補助。

補助実績　0件（申請なし）

はちのへ文化のまちづくり
推 進 事 業 補 助 金
（文化芸術活動に対する支援）

0

4回 218人

事　　業　　名

計 35回 759人

種　類

15人

事業名 内容 決算額

5 社会教育費 2,204,113

委員数

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要
千円 （単位：千円）

111

当市における音楽活動の振興、管弦楽、弦楽及び吹奏楽の演奏会を通じて、
市民が芸術性豊かな音楽に触れる機会を提供することを目的に、公会堂の利
用料金の一部を補助。

補助実績　2件
・八戸市民フィルハーモニー交響楽団第54回定期演奏会　　95千円
・インフィニート・コラルコ　春を呼ぶコンサート2023　　16千円

委員数 会議等開催数

はちのへ文化のまちづくり
推 進 事 業 補 助 金
（各種大会出場に対する支援）

0
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〇　文化施設連携事業

市内文化施設等が実施するイベント等の情報を集約し、多様な広告媒体を活用し、

市内外へ発信する。

（教育指導課）

○　少年育成団体事業

　

12人

○　青少年（中・高生）の地域活動

実施回数　　16回

参加者数　　延べ551名

場　　所　　館鼻漁港、各地区公民館等　　

内　　容　　各種イベントでのボランティア活動

（社会教育課）

○　成人式

（令和４年度開催分）

・開催日　令和５年１月８日（日）

・会場　　八戸市公会堂

・対象者　平成14年4月2日～平成15年4月1日生まれ

○　新成人代表者と市長との懇談会

・開催日　令和4年11月20日（日）

・会場　　八戸グランドホテル

・新成人代表　　12人

○　成人式準備協力会　4回　参加者延数　53人

（教育指導課、子育て支援課）

○　負担金補助及び交付金

　　内　　容

会の地域活動推進　他

　新成人である市内の大学生・高等専門学校生等からなる成人式準備協力会において、式
典参加者への記念品の検討及び式典での新成人のあいさつ等役割を選出する。

該当者
参加者

883人 1,846人 1,696人

　新成人代表者が市長との話し合いを通じて、郷土八戸についての理解を深めるととも
に、明日を担う青年としての誇りと責任の自覚を高める。

240
「 愛 の 一 声 」 市 民 会 議 補 助 金

合　　　　　　計 1,113

補 助 金

八 戸 市 子 ど も 会

青 少 年 健 全 育 成
県民会議規約市町村15,000円 15

青 森 県 民 会 議 負 担 金

子ども会リーダー研修会・地区子ども
588

育 成 連 合 会 補 助 金

八 戸 市 青 少 年 生 活 指 導
健全な家庭づくり推進事業　他 210

協 議 会 連 合 会 補 助 金

八 戸 市 青 少 年 健 全 育 成
青少年健全育成「市民の集い」　他

少 年 補 導 セ ン タ ー

男 女 計

963人

千円 （単位：千円）

事業名 決算額
財　源　内　訳

内　　　　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

文 化 施 設 連 携 事 業 862
通信運搬費、広告料
パソコン使用料ほか

10
連 絡 協 議 会 負 担 金

八 戸 童 話 会
森のおとぎ会他 50

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

少年育成団体指導員の委嘱

　ボランティア活動をはじめ、様々な活動を通し、地域社会の一員としての自覚と関心を
深め、健全な仲間づくりを進める。また、障がいのある子どもとない子どもが相互の理解
を深め、仲間意識を形成していくように努める。

委　嘱　者　数

862

名　　　称

連絡協議会規約により

事　　業　　名 決算額
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（教育指導課）

○　少年相談センター

１．指導活動　　少年指導員　84人

２．少年相談

（１）電話相談

0 0 4 0

0 4 0 0

0 15 0 0

0 0 0

0 0 11

0 0

0 0

3

6

計 0 計 計 計

（２）来所相談

0 0 0 0

0 0 0 0

0 3 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0

0

0

計 計 計 計

３．指導員研修（施設見学）　開催回数　0回　参加者　0人

４．啓発活動

５．委員活動

　　　

（社会教育課）

○　公民館講座（地区公民館23＋瑞豊館）

　　　

○　公民館利用状況（地区公民館23＋瑞豊館）

83日 226人 3,049件

指 導 実 施 日 数

非 行 問 題 学 業 ・ 職 場 問 題 家 庭 問 題

43 0 19 15 8 0 0 1

中学生 高校生 各種学校

喫 煙 ・ 飲 酒 不 登 校 ひ き こ も り

薬 物 乱 用 進 路 関 係 家 庭 不 和

11人

薬 物 乱 用 進 路 関 係 家 庭 不 和

窃 盗 ・ 万 引 仕 事 そ の 他

対
象

受理数 未就学 小学生

窃 盗 ・ 万 引 仕 事 そ の 他

犯 罪 被 害 異 性 関 係

そ の 他 友 人 関 係

そ の 他

い じ め

3 0

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要
千円 （単位：千円）

小学生 中学生 高校生 各種学校 有無職 その他

従 事 者 延 人 数 街 頭 指 導 件 数

受理数 未就学対
象

家 出 ・ 無 断 外 泊

喫 煙 ・ 飲 酒

28 15 0

内
　
　
　
容

暴 力

身 体 関 係

合計 46

内
　
　
　
容

不 登 校

非 行 問 題 学 業 ・ 職 場 問 題 家 庭 問 題

0 0 0

怠 学 し つ け 身 体 関 係

0

0

家 出 ・ 無 断 外 泊 怠 学 し つ け

0

犯 罪 被 害

そ の 他

30

暴 力 学 業 成 績 家 庭 内 暴 力 性

ひ き こ も り そ の 他

1 2

青 少 年 問 題 協 議 会 18人 １回 16人

い じ め 問 題 対 策 連 絡 協 議 会 11人 １回 9人

友 人 関 係

い じ め

そ の 他

健 康 問 題

い じ め 問 題 専 門 委 員 会  5人 １回 3人

そ の 他

　　地域での啓発の推進により、非行防止に対する理解と自覚を深め、青少年非行防止
　の徹底を図る。広報紙「かがみ」の発行。

学 業 成 績 家 庭 内 暴 力 性

委 員 名 委員数 会議開催数 　出席延人数

健 康 問 題

１回

有無職 その他

異 性 関 係

9人少 年 相 談 セ ン タ ー 運 営 協 議 会

回　数 時　間 参加人数（延人数）

公 民 館 活 動 教 室 282 594 2,958
青 年 学 級 11 18.5 116
女 性 学 級 324 705.5 2,747
高 齢 者 教 室 236 474 3,140

学 級 名

市 民 学 校 245 519 2,521
家 庭 教 育 学 級 228 424.5 3,831
移 動 公 民 館 26 55 335
市 民 Ｉ Ｔ 講 習 会 109 242 707

計 1,461 3,032.5 16,355

区　　分 件　　数 人　数
1館あたりの平均

件　数 人　数

主 催 ・ 共 催 事 業 2,047 26,621 85 1,109

そ の 他 の 利 用 （ 貸 館 ） 22,823 345,361 951 14,390

計 24,870 371,982 1,036 15,499
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（文化創造推進課）

○　八戸市公民館

指定管理者　㈱アート＆コミュニティ

主催事業

（図書館）

◎八戸市立図書館

○貸出冊（点）数 （単位：冊、点）

○利用者（件）数 （単位：人、件）

○蔵書冊（点）数 （単位：冊、点）

○レファレンス（利用者への調査・研究のための援助等） 件

○主催事業

こどもの読書週間行事

・企画展示「ピーターラビット出版120周年展」

・春のおはなし会 1 回 人

定期開催おはなし会 回 人

季節のおはなし会 （ 夏 ・クリスマス） 回 人

季節や行事に合わせた図書の展示 回

秋の読書週間行事

・企画展示「髙森美由紀作品展」

・雑誌付録抽選会 付録81点、応募数2,283件、応募者数1,244人

・本と雑誌のリサイクルフェア 人

図書館を使った調べる学習コンクール 点（応募数）

1 回 人

ブックスタート 組

障がい者等配送貸出サービス 人

○開館日数 日

○入館者数 人

冊81

330

259,244

7月7日～9月21日 「南部昔コ語り部」養成講座　※全５回 延べ144人

23

163 894

2 50

358

1,174

332

月　日

ムジカトウキョウ「にじいろキッズコンサート」

八戸市公民館特別企画演劇公演

事業内容

講義室 320日 106日 33.1% 327件

60人

5,749 冊

25

体験！一日図書館員 27

6月29日

5月27日～5月28日

148日 48.2% 816件 28,480人

和室２ 320日

款　　項 決　算　額

和室１

ホール

72日

会議室４

3,160人

利用件数 利用人数

42日 13.1% 42件 290人

展示室・展示ロビー 320日 97日 30.3%

307日

98件

入場者数

580人

450人

2,020人

22.5% 73件 1,170人

105日 32.8% 106件 1,650人

施　　　策　　　の　　　概　　　要
千円 （単位：千円）

区　分 開館日数 利用日数 利用率

調理室 320日 15日 4.7% 15件

会議室１ 320日

20.0% 65件 480人

会議室２ 320日 83日 25.9% 84件 1,340人

会議室３ 320日

320日 64日

320日 62日 19.4% 64件 770人

計 － 1,690件 45,840人

その他 － － － － 6,420人

－ 13,605

本館 389,726 199,280 15,010 12,477

1,784

－ －

69

616,493

移動図書館 17,727 10,462 4 － 28,193

区分 一般図書

計 418,429 212,371 15,014 12,477 658,291

分室 10,976 2,629 －

児童図書 雑誌 視聴覚資料 合計

区分
個人

団体 ※相互貸借 合計
一般 児童

本館 115,371 14,306 735 313 130,725

移動図書館 3,707 2,790 48 － 6,545

分室 3,367 782 － － 4,149

計 122,445 17,878 783 313 141,419

※「相互貸借」は公共図書館間で資料を貸借する制度。数値は他館への貸出件数。

区分 一般図書 児童図書 視聴覚資料 合計

本館 321,287 60,357 5,251 386,895

移動図書館 22,312 17,402 － 39,714

分室 16,675 11,902 － 28,577

計 360,274 89,661 5,251 455,186
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◎八戸市立図書館（歴史資料グループ）

1 市史講座の開催　　 1 回 人
市民のための歴史講座開催 2 回 人

2 古文書解読講習会 5 回 人
3 資料収集・整理・記録作成

・ 収集資料　　 寄贈　126点

・ 記録作成 「八戸市立図書館収集文書目録第5集」発行

4 印刷物の発刊

・ 八戸の歴史双書等の発刊

「八戸藩遠山家日記第11巻（最終巻）」　発刊 部

〇 八戸市立図書館　修繕

◎八戸市立南郷図書館

○貸出冊（点）数 （単位：冊、点）

○利用者（件）数 （単位：人、件）

○蔵書冊（点）数 （単位：冊、点）

○レファレンス（利用者への調査・研究のための援助等）　107件

定期開催おはなし会 回 人

（紙芝居・絵本の読み聞かせ）

季節のおはなし会 回 人

高齢者対象の読み聞かせ 回 人

子育て支援（「あかちゃんのおにわ」） 回 人

季節や行事に合わせた図書の展示 回

学校訪問（ﾌﾞｯｸﾄｰｸ、展示作成等） 回

人

○開館日数 日 （臨時休館　15日）

○入館者数 人

◎八戸市図書情報センター

○貸出冊（点）数 （単位：冊、点）

○利用者（件）数 （単位：人、件）

○蔵書冊（点）数 （単位：冊、点）

○レファレンス（利用者への調査・研究のための援助等）  77件

なつのおはなし会 新型コロナのため中止

ふゆのおはなし会 参加者なし

季節や行事に合わせた図書の展示 回

おとの定期便 回

学校訪問（出張おはなし会） 回

雑誌のリサイクルフェア 人 冊

○開館日数 日

○入館者数 人

4

11,423

29

1,301 71

164

56

400

決算額
財　　源　　内　　訳

内　　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

2,134 1,900 234 地下オイルタンク液面指示警報器修繕

51
52

12,795

区分

1 5

11 64

視聴覚資料

区分
個人

団体 合計
一般 児童

利用者（件）数 12,001 2,479 277 14,757

区分 一般図書 児童図書

○主催事業

合計

蔵書冊（点）数 40,926 22,011 1,889 64,826

視聴覚資料

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要
千円 （単位：千円）

41 327

6

2,954 3,182 5,533 11,669

合計

貸出冊（点）数 37,290 32,093 1,794 2,074 73,251

区分 一般図書 児童図書 雑誌

区分 一般図書 児童図書 雑誌 視聴覚資料 合計

貸出冊（点）数 11,562 13,068 11,323 15,264

19

本と雑誌のリサイクルフェア 151 1,764冊

321

57,189

個人
団体 合計

一般 児童

利用者（件）数

一般図書 児童図書 視聴覚資料 合計

蔵書冊（点）数

○主催事業

36

26

51,217

区分

250 996

330

47,674
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〇 八戸市立南郷図書館・八戸市図書情報センター　修繕

(総合教育センター)

○　視聴覚センター・児童科学館

指定管理者　　三八五ふれあいネット

指定管理料　　37,096千円　　

○開館日数と入館者

○プラネタリウム団体利用状況(上段：件数、下段：人員)

○　視聴覚教材の保有数と貸出数

○　16ミリ映画(上段)、ビデオ(中段)、ＤＶＤ（下段）団体別貸出数

（博物館）

〇博物館費

○　博物館協議会

○　利用状況

28 0 23 337 388 552

0 0 53 54 65

106 29 4 25 164

11 12 23 23

9 1 1 0 11 1

社教施設 団体等 計

0 0 0 0 0 0 0

学　校　教　育　等 社　会　教　育　等
合計

幼・保 小学校 中学校 高校等 計 公民館 青少年団体

貸出

709 365 23 3,550 65 2,580 552

保有 貸出可 貸出 保有 貸出 保有

16ミリ映画 ビデオ教材 ＤＶＤ

24 28 306

3 計

開 館 日 数 17 26 26 28 29 26 26

9 10 11 12 1 2月 4 5 6 7 8

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

観 覧 者 数
924 604

プラネタリウム
309 972 920 1,472 1,325 1,160 694

（単位：千円）

決算額
財　　源　　内　　訳

内　　　容
国・県

千円

各種展覧会・体験講座等
開 催 事 業

22,632 1,486 21,146
博物館・南郷歴史民俗資料館の特別展・企画展に係る
経費

文化財の収集・保存・調査 12,852 2,390 10,462 文化財の収集・保存・調査に係る経費

621 389 556 9,946

26 25 25

事業名 決算額
財源内訳

内容
国・県 地方債 その他 一般財源

3,222 45,7124,057 3,062 3,497 2,683 3,283 2,401入 館 者 数 1,721 5,359 3,933 5,810 6,684

博　　物　　館 6,732 209 288 7,229 232 0 148 380

指 定 ・ 認 定 文 化 財
保 存 活 用 事 業 ( 創 生 )

9,630 4,316 5,314
指定・認定文化財の保存修理、整理作業、活用事業に
係る経費

施 設 の 維 持 管 理 経 費 42,339 13 42,326
博物館・南郷歴史民俗資料館分の施設の維持に関する
経費

一 般 管 理 事 務 経 費 29,079 1,587 27,492 博物館・南郷歴史民俗資料館の管理に係る経費

委員数 会議開催数 出席延数

10人 2回 16人

（単位：人）

区分
個人 団体

その他 合計
一般 大高 小中 計 一般 大高 小中 計

54 962 37 0 0 37 1,165 2,164

6,911 14,520

南郷歴史民俗資料館 867 41

地方債 その他 一般財源

6,215 6,200 15 非常用照明器具取替修繕

2,112 1,900 212 照明器具LED化事業

2,351

2 84

0 187 182 641 196 501 217 292

16 11 10 3 0 2

329

0 1 20

0 36 17 25 54 37 11

3 4 2 4 2 0

中 学 校
0

合 計
0 4 9 20 7

6

87 0 26 22

0 138 55 243 80 295 57

0

そ の 他
0 1 2 1

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 0 0

0 0 0 0

81 62 0 0

0 0 0 0 0

0

373 62 169 149 38

8 1 1 0 2 1

173 0 0 0 0

2 6

2 6 1 5 0

1,041

0 0 21

43

8 9 10 11 12 1月 4 5 6 7

保 育 所 0 13 110

幼 稚 園 0 1 6 15

25 0 26 16 981

小 学 校
0 2 1 4

2 3 計

第 10 款　教　育　費

− 159 − − 160 −



○　展示・収蔵資料数

○　主催事業

(文化創造推進課)

○　南部会館

指定管理者　　㈱デーリー東北新聞社

指定管理料　　6,128千円

主催事業　※主なもの

施設整備費

開館日数 利用日数 利用率 利用件数 利用人数

302日 229日 75.8% 316件 4,454人

月 日 事業内容 入場者数

企 画 展 1 457

民 俗 講 座 4 49

博 物 館 実 習 1 6

南郷歴史民俗
資 料 館

特 別 展 1 1,154

特別展
併催行事

ギャラリートーク 2 22

講演会 0 0

体験学習会 2 30

なんごうあそびのひろば 4 52

特 別 展
併 催 行 事

講 演 会

館 外 フ ィ ー ル ド ワ ー ク 2 21

市 民 の た め の 歴 史 講 座 4 95

博 物 館 ク ラ ブ 9 154

お と な の 博 物 館 ク ラ ブ 2 11

企 画 展 2 3,784

シ ン ポ ジ ウ ム 0 0

民 俗 資 料 610 10,507

特 別 展 昭 和 の 情 景 70 ―

合　　　　　計 2,211 69,341

コ レ ク シ ョ ン ト ー ク 0 0

ギ ャ ラ リ ー ト ー ク 7 38

2 24

公 開 実 演 7 42

フ ィ ー ル ド ワ ー ク 0 0

場　　所 内　　　　　容 回　数 参加者

博 物 館

特 別 展 2 5,132

南 郷
歴 史 民 俗
資 料 館

常 設 展

考 古 資 料 0 1,822

歴 史 資 料 0

―

え ん ぶ り 展 77 ―

ひ な 人 形 展 108 ―

―

企 画 展

新 収 蔵 資 料 展 128 ―

ミ ニ パ ネ ル 展 32 ―

え と 展 76

企 画 展 ミニコレクション展「米」 89 ―

合　　　　　計 769 18,234

5,905

49,227

無 形 資 料 153 ―

特 別 展
ナゲモノ拾いから始まった 305 ―

透 明 な う た か た 440
博　物　館

常 設 展

考 古 資 料 549 6,986

歴 史 資 料 109 13,128

民 俗 資 料 234

毎月第2木曜日 ツキイチツクル 延べ346人

毎月 ロビー展（5月：ふるさとの春写真展　ほか） 延べ2,528人

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要
千円 （単位：千円）

部　　門　／　展　覧　会 展示資料数 収蔵資料数

事業名 決算額
財　源　内　訳

内　　　　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

八戸市文化教養センター
南部会館非常用自家発電設備

改修工事
24,640 24,600 40 非常用発電設備の改修
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（美術館）

八戸市美術館　令和４年度来館者数　　　119,983人

〇展覧会（1）企画展・巡回展

　　　　（2）コレクションラボ

　　　　（3）共催による展示

〇アートファーマープロジェクト

講座開催：4回　視察研修：１回（弘前れんが倉庫美術館）

ガイドスタッフ：16名   ガイド活動実績：13回（令和4年10月から）

ｱｰﾄﾌｧｰﾏｰ参加者：36名

ｱｰﾄﾌｧｰﾏｰ参加者：11名

活動実績：講座１回、リハーサル２回、準備１回、本番５回

ｱｰﾄﾌｧｰﾏｰ参加者：27名

活動実績：準備・レクチャー3回

一 般 管 理 事 務 経 費

そ の 他 経 費

職 員 の 給 与 費

決算額

各種展覧会、アートファーマープロジェクト、学校
連携プロジェクト、アートの学び事業

16,941 16,941 写真家招聘プロジェクト

78,417

7,831

八戸市美術展後期展示
「絵画・写真・生活文化展」

会期：令和4年10月7日（土）～10月9日（月）　※3日間

入館者数：3,045名　　主催：八戸市文化協会

企画展「持続するモノガタリ―語る・繋がる・
育む 八戸市美術館コレクションから」

企画展「まるごと馬場のぼる展
描いた　つくった　楽しんだ　ニャゴ！」

企画展「佐藤時啓-八戸マジックランタン-」
観覧者数：6,305名    展示点数：129点

観覧者数：21,068名　 展示点数：479点

会期：令和4年7月2日（土）～8月29日（月）※51日間

入館者数：2,568名　　主催：八戸市文化協会

内容

活動実績：説明会５回、リハーサル１回、野点１回、振り返りの会１回

建築ツアーガイド

事業名

114,423 5,202 109,221

7,831 美術品修復、収蔵品撮影

43,383

事業名

写 真 の ま ち 八 戸 事 業

美 術 館 各 種 展 覧 会 ・
体 験 講 座 等 開 催 事 業

78,417

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

46,216

施 設 の 維 持 管 理 経 費

展覧会名

43,383

財源内訳
内容

国・県 地方債

第55回八戸市小学校図画工作展
会期：令和4年12月28日（土）～令和5年1月9日（月）　※10日間

入館者数：4,683名　　主催：八戸市小学校図画工作科教育研究会

新春屏風展
会期：令和5年1月2日（土）～1月23日（月）　※20日間

入館者数：6,883名　　主催：帆風美術館

第59回八戸市中学校生徒美術展
会期：令和5年1月27日（土）～1月29日（月）　※3日間

入館者数：1,415名　　主催：八戸市中学校教育研究会美術部会

アートファーマーがガイド役となり八戸市美術館の建物の魅力を伝えるプ
ロジェクト。

きむらとしろうじんじん野点プロジェクト

アーティスト・陶芸家のきむらとしろうじんじん氏と八戸のまちなかを散
策し、野点するプロジェクト。

リヤカーメラプロジェクト

美術家・写真家の佐藤時啓氏発明の移動式巨大カメラを運行するプロジェ
クト。

タノミマスプロジェクト

アーティストのタノタイガ氏の作品≪タノニマス≫を一緒に運営するプロ
ジェクト。

（単位：千円）

コレクションラボ001「舟越保武展」
会期：令和4年3月19日（土）～6月20日（月）※81日間

観覧者数：6,418名　　展示点数：23点

コレクションラボ002「地をみつめる」
会期：令和4年9月10日（土）～令和5年1月16日（月）※109日間

観覧者数：9,809名　　　展示点数：21点

コレクションラボ003「七尾英鳳展」
会期：令和5年1月21日（土）～2月20日（月）※27日間

観覧者数：2,239名　　　展示点数：11点

コレクションラボ004「伊藤二子展」
会期：令和5年2月24日（土）～4月10日（月）※40日間

観覧者数：3,480名　　　展示点数：48点

八戸市美術展前期展示
「書道・学生書道展」

会期：令和4年9月30日（土）～10月2日（月）　※3日間

その他 一般財源

観覧者数：5,005名　　展示点数：112点

会期：令和4年3月19日（土）～6月6日（月）※69日間

内容

会期：令和4年10月29日（土）～令和5年1月9日（月）※62日間

15,901 30,315
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〇学校連携プロジェクト

開催日：令和４年８月10日（水）

参加者：20名

活動期間：令和4年11月3日（木）～令和5年3月31日（金）

参加者：16名

〇その他プロジェクト

・ジャイアント食堂　　　　　　　　　会期：令和4年6月25日（土）　

・ジャイアント・ゴールデンウィーク　会期：令和4年4月29日（金）～5月8日（日）

・ジャイアント・サマー　　　　　　　会期：令和4年7月2日（土）～8月29日（月）

・開館一周年！美術館の誕生日　　　　会期：令和4年11月3日（木・祝）

・あそらぼ2022高橋みのるのゲームとからくりおもちゃ展

　　　　　　　　　　　　　　　　　　会期：令和4年12月10日（土）～12月25日（日）

・えんぶり公演　　　　　　　　　　　会期：令和5年2月18日（土）

・キッチンカー出店　　　　　　　　　会期：令和4年11月～令和5年3月（不定期）

〇アートの学び事業

〇三校連携創作体験ワークショップ

八戸学院大学・八戸学院大学短期大学部、八戸工業大学、八戸工業高等専門学校の

三校の教員が講師となり、美術館の展覧会に関連したワークショップなど開催。

・開催数：７回（延べ109名参加）

・参加人数：109名（延べ人数）

〇学生×社会人のアートの学び実践講座事業

公共空間の私的で自由な使い方をみんなで考え、実践するワークショップ

「ジャイアントルーム開拓団」を開催。

・講師：笹尾　和宏　氏（「PUBLIC　HACK　私的に自由にまちを使う」著者）

　　　　山下　裕子　氏（ひと・ネットワーク　クリエイター）

　　　　堤　静子　氏（八戸学院地域連携研究センター　センター長）

・開催回数：３回

・参加者数：25名

〇美術館のアクセシビィティ向上事業

子育て世代が美術館に気軽に来館できる機会と、学生の実践的な学びの機会を

創出するため、保育士を目指している学生が運営する託児スペースを開設する。

・活動実績：８回

・利用者数：60名（延べ人数）

〇写真のまち八戸事業

〇貸館事業

〇デジタル田園都市国家構想交付金事業

八戸市美術展

アートファーマープロジェクト

大学資産を活用したアートの学び事業

内容

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

事業名 内容

（単位：千円）

小中高合同鑑賞会

「まるごと馬場のぼる展」において、小中学校、高校生の混合グループを作り、高
校生がリーダーとなって対話型鑑賞会を行った。

美術館新聞部 プロジェクト

小学生と高校生が、新聞をつくるプロジェクト。アーティストや周辺店舗への取材
を行い記事を作成し、新聞第2号を発行。

事業名 内容

ジャイアントルーム・
広場活用事業

大学資産を活用した
アートの学び事業

利用件数 登録件数

56件 117件

はちのへマチナカ
活性化プロジェクト

60,290 30,145 30,145
コレクションラボ

ゲストキュレーター企画

決算額
財　源　内　訳

主　な　内　容
国・県 地方債 その他

持続するモノガタリ展

一般財源

内容

・招聘作家：佐藤時啓氏（東京藝術大学美術学部教授／写真家/美術家）
・内　　容：八戸の地域資源などを題材に制作した写真作品を
　　　　　　「佐藤時啓-八戸マジックランタン-」展にて展示

事業名

事業名

写真家招聘プロジェクト

事　業　名

まるごと馬場のぼる展

佐藤時啓-八戸マジックランタン-展
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（社会教育課）

○文化財審議委員の会議

○　文化財保護事業

○　保存・伝承・管理等に係る補助金

（是川縄文館）

○　文化財保護費

蕪島ウミネコ繁殖地保護監視委託
蕪島の保存と活用について意見交換会開催
天然記念物指定100周年記念事業の実施
ウミネコの繁殖状況と植生の調査の実施

櫛 引 八 幡 宮
危 険 木 伐 採 事 業
補 助 金

716
櫛引八幡宮の文化財建造物に倒木の恐れのある危険木伐採に要する経費の一部を補助
交付先：櫛引八幡宮

第45回民俗芸能の夕べ開催
日時：令和4年12月3日(土)
場所：八戸市公会堂文化ホール
出演：市内4団体

八 戸 三 社 大 祭 の
ユ ネ ス コ
無 形 文 化 遺 産 登 録
Ｐ Ｒ 事 業

720
小学生向け三社大祭副読本作成配付
全国山・鉾・屋台保存連合会亀崎大会、東北山・鉾・屋台協議会
総会出席

天 然 記 念 物 蕪 島

8,292ウ ミ ネ コ 繁 殖 地

史 跡 等 標 示 事 業 大慈大悲開迷霊石碑説明板設置330

8,594

保存・伝承に要する経費の一部を補助
交付先：八戸三社大祭山車祭り行事保存会

事業名 決算額
財源内訳

内容
国・県 地方債 その他

保存修理に要する経費の一部を補助
交付先：八戸三社大祭山車祭り行事保存会

史跡等環境整備事業 1,471
史跡長七谷地貝塚・史跡丹後平古墳群指定地の草刈り(各２回)
史跡丹後平古墳群保存活用計画策定準備
史跡長七谷地貝塚説明板修繕

保 護 事 業

山 車 人 形 衣 装
修 理 事 業 補 助 金

10,979
埋蔵文化財の
保存・活用事業

八 戸 三 社 大 祭
山 車 祭 り 行 事
保 存 会 補 助 金

指 定 文 化 財 管 理
事 業 補 助 金

無 形 民 俗 文 化 財
保存伝承活動支援
補 助 金

７人 ２回 13人

事業名 決算額 内　　　　容

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要
千円 （単位：千円）

委員数 会議等開催数 出席延数

えんぶり調査
山車人形衣装修復費補助
櫛引八幡宮危険木伐採経費補助

事業名 決算額

2,385

保存・伝承及び新型コロナウィルス感染対策に要する経費の一部を補助
交付先：白銀四頭権現神楽保存会、八戸藩伝神道無念流居合保存会、中野神楽保存会、
　　　　大平大神楽保存会、島守小学校神楽クラブ、八太郎おしまこ保存会

19

無 形 民 俗 文 化 財
後 継 者 養 成
補 助 金

民 俗 芸 能 の 夕 べ
開 催 事 業

456

151

657

105

717

一般財源

国重要文化財是川遺跡出土品の
保存修理及び収蔵資料データ
ベース化

ふるさと先人パネル展開催（八戸市公会堂ロビー）
ふるさと先人資料収集検討ワーキング会議
新規先人パネル3枚制作

147先 人 周 知 事 業

松伐採等委託
保護指導員謝礼
外来植物オオハンゴンソウ駆除委託

1,324
名 勝 種 差 海 岸
保 護 事 業

後継者養成及び保存・伝承に要する経費の一部を補助
交付先：八戸騎馬打毬会、龗神社法霊神楽保存会

内　　　　容

指定文化財の防災設備保守点検
交付先：清水寺

4,346
文 化 財 の 保 存 ・
活 用 事 業
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○　文化財調査費

○　是川縄文の里事業

○令和４年度是川縄文館運営状況

・来館者数（4/1～3/31）

※史跡整備事業のため、分館はR2.7.1より休館

・展示・収蔵資料数

・主催事業（4/1～3/31）

※夏休み縄文体験コーナーはコロナウイルス感染・拡大防止のため中止

考 古 学 講 座 8 364

「是川縄文の日」体験コーナー 1 46

学 芸 員 に よ る 講 話 18 549

遺 跡 調 査 報 告 会 4 51

講 座 ・ 教 室 10 199

是 川 縄 文 館

企 画 展 4 16,834

ギ ャ ラ リ ー ト ー ク （ 企 画 展 ） 14 101

合　計 1,251 4,833

場　所 内　容 回数(回) 参加者(人)

日 曜 日 縄 文 体 験 コ ー ナ ー 38 579

夏 休 み 縄 文 体 験 コ ー ナ ー 0 0

サ ポ ー ト ス タ ッ フ 研 修 会 12 244

こ れ か わ 考 古 学 ク ラ ブ 6 48

是川縄文館の特別展等に係る経費
・企画展「是川遺跡の鉢形土器」
・特別展「行きかう土器とヒト-是川縄文館・弘前大学
共同研究展示-」
・企画展「食と縄文人」
・企画展「是川遺跡の皿形土器」

事業名 決算額

51 －

是川遺跡の鉢形土器 131 －

特別展
行きかう土器とヒト-是川縄文
館・弘前大学共同研究展示-

196 －

部　　門　／　展　覧　会 展示資料数(点) 収蔵資料数(箱)

是川縄文館

常設展 － 536 －

企画展

企画展 食と縄文人 337 －

小中 計

是川縄文館（分館）

一般財源

2,889 埋蔵文化財の調査に係る管理経費

171

個人住宅建築等に伴う発掘調査等
発掘面積：3,868㎡
 松ヶ崎遺跡、一王寺遺跡他

3
配水管布設替工事に伴う埋蔵文化財発掘調査（受託）
発掘面積：84㎡

（単位：人）

是川縄文館の施設の維持に関する経費

一 般 管 理
事 務 経 費

24,632 6,070 18,562 是川縄文館の管理に係る経費

施 設 の 維 持
管 理 経 費

84,034

一 般 管 理
事 務 経 費

2,889

是川縄文館特別展・
体験講座等開催事業

24,263 321 23,942

是 川 縄 文 の 里
整 備 事 業

90,688

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要
千円 （単位：千円）

84,034

30,358

企画展
縄文・かたちの美

-是川遺跡の皿形土器-

43,856 31,600 3,372 11,860
「是川縄文の里」整備事業の推進に係る経費
・縄文遺跡群世界遺産登録推進に係る経費
・史跡是川石器時代遺跡に係る経費

1,137 17,140 1,402

団体
その他 合計

一般 小中 計 一般

是川縄文館（本館） 15,512

八 戸 市 内 遺 跡
発 掘 調 査 事 業

区分
個人

八 戸 市 内 遺 跡
発 掘 調 査 事 業
（ 田 面 木 遺 跡 ）

174

政 策 経 費 以 外 の
投 資 的 経 費

22,562

事業名 決算額
財源内訳

内容
国・県 地方債 その他

大高 大高

491 57

45,714 23,152

0

合　計

0

687 2,146 11,072 30,358

8,339 6,200 2,139 是川縄文館監視カメラ改修工事費

財源内訳
内容

国・県 地方債 その他 一般財源
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(文化創造推進課)

○　八戸南部氏庭園管理経費

春・秋の開園経費　　　　　　 4,617千円

春の開園（5/27～5/30）

秋の開園（11/4～11/7）

(博物館)

〇史跡根城の広場費

〇史跡根城の広場

・指定管理者　　一般財団法人VISITはちのへ

・指定管理料　　38,987千円

〇利用状況

(文化創造推進課)

○　八戸市公会堂

指定管理者　㈱アート＆コミュニティ

指定管理料　　246,100千円（八戸市公民館、南郷文化ホール含む）

○　八戸市南郷文化ホール

指定管理者　㈱アート＆コミュニティ

主催事業

－

スウィングベリージャズオーケストラコンサート 87人

市施設テナント事業者
休 業 協 力 金
【 繰 越 明 許 】

467 467

0件 0人0.0%

－ 14,351人

ロビー展 307日

その他入館者 307日

5月1日

0日

計 － －

根 城 の 広 場 9,134 314

事業名 決算額
財　源　内　訳

内　　　　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

ホール 307日 172日 56.1% 181件 84,260人

会議室他 309日 183日 59.3%

区分 開館日数 利用日数 利用率 利用件数 利用人数

382

史跡根城の整備・活用に係る経費
・史跡根城環境整備事業

施 設 の 維 持 管 理 経 費 41,484 1,862 39,622 史跡根城の広場指定管理料

その他 一般財源

史 跡 等 環 境 整 備 事 業 35,380 17,682 12,300 5,398

事業名 決算額
財源内訳

内容
国・県 地方債

一 般 管 理 事 務 経 費

大高

　　　　　　　　　 1,244人

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要
千円 （単位：千円）

・入場者数 790人

109,940人

0 295 677 10,734 21,296

開館日数 利用日数 利用率

8月7日、12月18日

437 9,885

スウィングベリーでおはなし会①② 延べ102人

区分
個人 団体

その他
一般 大高 小中 計

0

月　日 事業内容 入場者数

189件 25,680人

計 － － － －

548 200

ホール 307日 156日 50.8% 167件 12,941人

青森県新型コロナウイルス感染
症市町村総合対策事業費補助金
活用事業

区分

史跡根城の広場の管理に係る経費

一般

利用件数 利用人数

348

小中 計
合計

－ － － 1,410人
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(社会教育課)

○　市民大学講座

(文化創造推進課)

○　八戸ブックセンター事業

1 施設概要

(1)施設名称　八戸ブックセンター

(2)開設日　　平成28年12月4日

(3)場所　　　八戸市大字六日町16-2 Garden Terrace １階

2 企画事業

3　来館者数

4　貸館事業

※使用者登録者数は、オープンからの累計人数

パワープッシュ
作 家

・呉勝浩（第167回直木賞ノミネート『爆弾』著者）スペシャルトークイベント、直木賞発表記者会見パブ
リックビューイング
・髙森美由紀『羊毛フェルトの比重』刊行記念イベント
・高瀬乃一『貸本屋おせん』刊行記念イベント

そ の 他
・本のまち八戸 フリーペーパー発行
・市内外のイベントや各種施設との連携等によるフェア棚展開、イベント実施　等

名　称 利用件数 使用者登録者数

ブックセンター
事 業
【 繰 越 明 許 】

4,048 4,048
在庫管理システム開発業務委
託料

講演時間：18:30～20:00
会場：八戸市公会堂

款　　項 決　算　額

9月 9,427 3月 6,259 1日平均 251人

読書会ルーム 87件 －

カンヅメブース 307件 302人

月 人数 月 人数

本 の ま ち 八 戸
ブ ッ ク フ ェ ス

・はっち、マチニワ、ブックセンターを会場に「一箱古本市」「書店ブース」「出版社ブース」「飲食店
ブース」「移動図書館車の展示・貸出」「学校図書館ブックリサイクル」等を開催

執 筆 ・ 出 版
ワークショップ

・執筆や出版に関するワークショップ（1回開催）

ギャラリー企画

・3/7～5/8「いま めが あったよね？展」
・5/21～8/21「紙から本ができるまで／土から土器ができるまで展」
・9/3～10/23「八戸ブックセンターのこれまでとこれから展」
・10/29～（R5）1/9「紙から本ができるまで展／八戸マジックランタン」
・(R5)1/21～3/19「絵本を建てる 井上奈奈の仕事展」
※各展示期間中、関連トークイベント、ワークショップ等も実施

8月 7,551 2月 5,397 合計 77,205人

6月 6,413 12月 5,416

7月 6,233 1月 5,516

4月 5,155 10月 7,028

5月 6,576 11月 6,234

事業名 内　容

本のまち読書会 ・ブックセンタースタッフ主催の読書会（1回開催）

ア カ デ ミ ッ ク
ト ー ク

・市内教育機関や近隣文化施設等から講師を招いての本を軸としたトークショー（計8回開催）

ブックセンター
事 業

69,447 27,164 42,283

事業名 決算額
財　源　内　訳

内　　　　　容
国・県 地方債 その他 一般財源

会計年度任用職員報酬
事業参加謝礼
光熱水費
清掃業務委託料
書籍等買付返品販売業務
委託料
企画事業委託料
建物等借上料　他

施　　　策　　　の　　　概　　　要

期　　間 講師数 回数 受講者数

（単位：千円）

　本と出会う新たな機会を創出することにより市民の豊かな心を育み、文化の薫り高いま
ちを目指すとともに、中心市街地の活性化に寄与するため、本を通じた市民交流及びまち
づくりの拠点として八戸ブックセンターを設置する。

内容

6月22日～11月15日 ８人 ８回 1,360人

千円
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（美術館）

〇八戸市美術館整備事業

(文化創造推進課)

○ 八戸市立集会場（更上閣）

指定管理者　　三八五交通㈱

指定管理料　12,862千円

【指定管理者主催事業】

【市主催事業】

更上閣ガーデンレストラントライアル事業

開催期間：令和4年10月15日（土）から10月24日（月）まで

※10月23日（日）を除く９日間実施

総出店者数：８事業者

来場者数：約1,050人

八戸市美術館整備事業

月 日 事業内容 入場者数

開館日数 利用日数

事業名

10月29日～11月13日 第6回　更上閣　菊花展 延べ600人

3月1日～3月21日 第14回　ひなまつり展 延べ960人

利用率 利用件数 利用人数

361日 339日 93.9％ 1,312件 10,089人

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要
千円 （単位：千円）

13,987 3,200 7,700 3,087 庁用備品等

決算額
財源内訳

内容
国・県 地方債 その他 一般財源

93人9月18日 閣フェス
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（学校教育課）

○　学校医等の委嘱（小・中学校66校）

学校医  （内科）

    　　（眼科）

    　　（耳鼻科） 各１人ずつを委嘱

学校歯科医

学校薬剤師

決算額：　66,351千円

○　児童生徒の健康診断

（１）　心電図検査（小１、中１）

（２）　尿検査（第一次、第二次）

（３）　結核予防精密検査

（結核高まん延国での居住歴が６か月以上かつ精密検査未受診者）

（４）　貧血検査（中２）

（５）　脊柱側わん症等運動器検診（小５、中２）

決算額：　11,155千円

○　教職員の健康診断

[３４歳以下]　Aコース

　身体測定、問診、視力、聴力、血圧、結核の有無、尿検査

[３５歳以上３９歳以下]　Dコース

　身体測定、腹囲測定、問診、視力、聴力、血圧、結核の有無、尿検査、

　貧血、肝機能、血中脂質、血糖、心電図

[４０歳以上]　D＋胃コース

　身体測定、腹囲測定、問診、視力、聴力、血圧、結核の有無、尿検査、

　貧血、肝機能、血中脂質、血糖、心電図、LDLコレステロール、胃の検査

[在外教育施設派遣教員復帰に係る健康診断]　

　Ｄコース＋腹部画像、血液中の尿酸量、Ｂ型肝炎ウイルス抗体、糞便塗沫の各検査

決算額：　13,036千円

○　砂場の砂汚染状況分析調査

決算額：　213千円

○　研修会等の開催

○　役務費

○　市立小・中学校プール水質検査委託料

○　負担金補助及び交付金

○ 要･準要保護児童生徒医療給付費扶助費

(スポーツ振興課)

○　八戸市スポーツ賞、スポーツ奨励賞

当市のスポーツ振興に貢献した人を表彰

表彰式　日時：令和4年11月3日（木・祝）14：00～

　　　　場所：八戸ポータルミュージアムはっち
種　類

中学校 29 0 29 9

計 148 10 138 30

10 109 21

人　数

スポーツ賞 ６名

スポーツ奨励賞 ７名

区分 決算額
財源内訳 支給人数

（人）国庫 県 一般財源

中 学 校 総 合 体 育 大 会 派 遣 904

学校災害賠償補償保険料 1,214 小10,707人、中5,577人

東 北 中 学 校 ス ケ ー ト ・
ア イ ス ホ ッ ケ ー 大 会

100 運営補助

施　　　策　　　の　　　概　　　要款　　項

※新型コロナウイルス感染症の影響により中止

区分 決算額 内容

区分 決算額 内容

千円 （単位：千円）

6 保健体育費 3,198,910

　小学校児童の砂場の砂による大腸菌等の感染を未然に防止するため、市立小学校５校の
砂場の砂の汚染状況を分析調査するもの。

区分

小学校 119

決　算　額

よい歯のコンクール 小・中学校児童生徒

対象者 ※新型コロナウイルス感染症の影響により
　中止

日本 ｽ ﾎ ﾟ ｰ ﾂ 振興 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 共済掛金 14,723 小10,528人､中5,443人

中 学 校 体 育 連 盟 2,096 運営補助及び市予選会補助(夏季大会､秋季大会､冬季大会)

東北大会74人、全国大会66人、計140人の派遣
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○　スポーツ推進委員　　委員数42人

八戸市スポーツ推進委員事業説明会

八戸市総合体育大会冬季スケート競技会運営協力

○　負担金補助及び交付金

地 域 ス ポ ー ツ チ ー ム
応 援 事 業 5,564 2,880 2,684

・市内小学生無料招待入場料
・八戸スポーツ振興協議会負担金（再掲）
・地域プロスポーツチームホームゲーム時広告掲出、
各チームの広告宣伝及び新型コロナウイルス感染症対
策に対する補助（再掲）
※青森県新型コロナウイルス感染症市町村総合対策事
業費補助金

氷 都 八 戸
パ ワ ー ア ッ プ
プ ロ ジ ェ ク ト 事 業

3,118 3,118

・小学生を対象としたスケート教室
・アスリートによるスケート指導
・小学校等で行うスケート教室への講師派遣
・スケート競技用具購入補助金(再掲)

フ ラ ッ ト ア リ ー ナ
利 用 促 進 事 業

110,000 14,001 95,999 ・フラット八戸の営業時間のうち2,500時間を借上げ

地 区 体 育 振 興 会
補 助 金

270 ＠10,000×27地区分

ス ケ ー ト 競 技 用 具
購 入 補 助 金

542

中学生のスケート競技用具購入補助金
・スピードスケート靴
　@30,000円×8名、＠28,000円×1名、＠13,000円×1名、
　＠8,000円×1名
・フィギュアスケート靴
　@30,000円×1名、＠18,000円×1名、16,000円×1名
・アイスホッケー用スティック
　@10,000円×13名、@9,000円×2名、@8,000円×3名
　@7,000円×2名、@3,000円×1名

第49回東北総合体育大会八戸市実行委員会が行う第49回東
北総合体育大会の運営に要する経費に対する補助

東北高等学校スケート競技
選 手 権 大 会 補 助 金

100

主催：青森県高等学校体育連盟スケート専門部
会期及び会場
フィギュア競技：11月12日　テクノルアイスパーク八戸
スピード競技　：12月17日　YSアリーナ八戸

地 域 プ ロ ス ポ ー ツ チ ー ム
支 援 事 業 補 助 金

2,880

ホームゲーム開催時の広告掲出、各地域プロスポーツチー
ムの広告宣伝及び新型コロナウイルス感染症対策に対する
補助（交付対象：東北フリーブレイズ、ヴァンラーレ八戸
FC、青森ワッツ、HACHINOHE DIME）

総 合 体 育 大 会
負 担 金

488
新型コロナウイルス感染症の影響により、実施可能な10競
技のみを八戸市スポーツ大会として競技別に開催
会期：10月1日～10月2日、10月8日～10月10日

八 戸 自 転 車 競 技 場
改 修 設 計 業 務 補 助 金

15,840
青森県スポーツ協会が行う八戸自転車競技場の改修に係る
設計業務に要する経費に対する補助

県 外 派 遣 選 手
補 助 金

1,044 全国大会211名、国際大会3名

ス ポ ー ツ 少 年 大 会
補 助 金

149 5月28日～12月17日　６種目開催

八 戸 ス ポ ー ツ 振 興
協 議 会 負 担 金

900 八戸スポーツ振興協議会負担金

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要
千円 （単位：千円）

月日 事業内容

国・県 地方債 その他 一般財源
内容

9月4日　カクヒロアスレティックスタジアム
市の部　総合５位

北日本フィギュアスケート競技
大 会 補 助 金

180

青森県スケート連盟が行う事業に要するコロナ対策経費に
対する補助
主催：青森県スケート連盟
会期：3月25日～3月27日
会場：テクノルアイスパーク八戸

1,072

事業名
決算額

財源内訳

全 国 青 年 銃 剣 道
八 戸 大 会 補 助 金

120
主催：八戸市銃剣道連盟
会期：7月9日～7月10日
会場：南部山健康運動センター体育館

東 北 総 合 体 育 大 会
補 助 金

県 民 駅 伝 競 走 大 会
補 助 金

526

3 ※新型コロナウイルス感染症の影響等により中止

4月21日

2月25日

事業名 決算額 内容

ス ポ ー ツ 推 進 委 員
協 議 会 負 担 金

44 青森県スポーツ推進委員協議会負担金

八戸スポーツコミッション
負 担 金

5,240 八戸スポーツコミッション負担金

かおりカップスーパーキッズ
レスリング選手権大会負担金

第 10 款　教　育　費

− 169 − − 170 −



（長根屋内スケート場）

○スポーツの振興・屋内スケート場自主事業

(スポーツ振興課)

○　体育施設

・長根公園、新井田公園、東運動公園、屋内ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ、南部山健康運動ｾﾝﾀｰ

・弓道場

・南郷体育施設、南郷ｶｯｺｰの森ｴｺｰﾗﾝﾄﾞ、南郷屋内温水ﾌﾟｰﾙ、南郷屋内運動場

・多賀多目的運動場

利用状況

スポーツ教室

○施設整備費

○施設整備費（繰越明許費）

13,475

768,396人

3,900 9,231 1,081 剣道場の床フロア改修工事

高圧受電設備更新に伴う電気設備工事

区　分

フ ィ ギ ュ ア 教 室

地方債 その他 一般財源

62,508人 7,687千円

9,229

新 井 田 公 園 テ ニ ス コ ー ト
増 設 等 建 築 工 事

48,400 5,390

1,867件

内容
国・県

親 子 ス ケ ー ト 教 室

陸 上 競 技 教 室 （ 中 止 ）

少 年 ・ 少 女 柔 道 教 室 野 球 教 室

新 井 田 公 園 テ ニ ス コ ー ト
増 設 等 工 事 （ そ の ２ ）

170,782
既設のクレイコート６面を人工クレイコートに改修及び
コート２面の増設に伴う工事

内容
国・県 地方債

八 戸 市 武 道 館 剣 道 場
床 フ ロ ア 改 修 工 事

14,212

市施設テナント事業者休業協力金
【 繰 越 明 許 】

249 249 0
青森県新型コロナウイルス感染症市町村総
合対策事業費補助金活用事業

70

事業名 決算額
財源内訳

内容
国・県 地方債 その他 一般財源

屋 内 ス ケ ー ト 場 自 主 事 業 680 50 630
・イベント、コンベンション等開催誘致
・スケート合宿・競技会誘致
・八戸市長根屋内スケート場報奨金

  指定管理者　　八戸スポーツ・地域振興グループ

南郷体育 施設 ほ か 108,300

1,194
・2024 ISU世界ジュニアスピードスケート
選手権大会の開催に向け、2023の同大会
（ドイツ インツェル）を視察

施 設 の 維 持 管 理 経 費 358,357 100,585 257,772 光熱水費・維持管理業務委託ほか

国 際 大 会 の 誘 致 事 業 1,194

款　　項 決　算　額

施設名

770   指定管理者　　八戸弓道協会

利用件数 総利用者数 利用料金

  指定管理者　　エスプロモ株式会社

多賀多目 的運 動 場 59,523

施　　　策　　　の　　　概　　　要

新 井 田 公 園 テ ニ ス コ ー ト
増 設 等 工 事 （ そ の ２ ）

70

97,677人 20,202千円

計 270,960件

少 年 ・ 少 女 剣 道 教 室 ソ フ ト ボ ー ル 教 室

少 年 ・ 少 女 レ ス リ ン グ 教 室 水 泳 教 室

108,300

79,218人 14,116千円

屋 内 ト レ ー ニ ン グ セ ン タ ー 32,171件

その他 一般財源

テニスコート管理棟新築工事

92,128 82,900

財源内訳

142,605千円

南 郷 体 育 施 設 他 24,400件

種　目

多 賀 多 目 的 運 動 場

既設のクレイコート６面を人工クレイコートに改修及び
コート２面の増設に伴う工事

長 根 公 園 （ 弓 道 場 含 む ） 96,882件 233,896人

決算額
財源内訳

南 部 山 健 康 運 動 セ ン タ ー 33,084件 72,198人 13,725千円

新 井 田 公 園 34,605件 72,019人 40,706千円

東 運 動 公 園 47,951件 150,880人

新 井 田 イ ン ド ア リ ン ク
高 圧 受 電 設 備 更 新 工 事

53,790

千円 （単位：千円）

  指定管理者　　エスプロモ株式会社

弓 道 場 770

長 根 公 園 ほ か 482,800 482,800

区　分 決算額
財源内訳

内容
国・県 地方債 その他 一般財源

21,370千円

区　分 決算額

24,799千円

各 種 ト レ ー ニ ン グ 教 室 等

シ ェ イ プ ア ッ プ 教 室 ア イ ス ホ ッ ケ ー 教 室

テ ニ ス 教 室

59,523
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（学校教育課）

○　要・準要保護児童生徒学校給食費扶助費

〇　学校給食臨時休校等事業費

※うち、新型コロナウイルス感染症に伴うもの（地方創生臨時交付金活用事業）

　　10,479千円（小学校）、5,572千円（中学校）

〇　学校給食食材費等高騰対策支援事業

※うち地方創生臨時交付金活用事業　93,921千円

（国体室）

〇　負担金補助及び交付金

（単位：千円）

77,183 49 77,134 1,671

中学校 57,592

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要
千円

区分 決算額 内容

繰出金
65,760 　学校給食用食材費の高騰分の補填

33,731 　学校給食用燃料費及び電気料金の高騰分の補填

区分 決算額

繰出金 17,545

内容

臨時休校等により給食が中止となった場合の給食費の補填

計 134,775 270 134,505 2,752

小学校

221 57,371 1,081

区分 決算額
財源内訳 支給人数

（人）県 一般財源

事業名 決算額 内容

特別国民体育大会冬季大会
青森県実行委員会負担金

6,585
冬季国体(令和5年1月28日～2月5日)の
開催準備、大会運営
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千円 （単位：千円）

1 災 害 復 旧 費

款　　項 決 算 額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

11 災害復旧費

第 11 款　災害復旧費

− 173 − − 174 −



千円 （単位：千円）

9,297,465

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

12  公   債    費

  1 公    債    費

9,297,465

令 和 ３ 年 度 末 令 和 ４ 年 度 令 和 ４ 年 度 末

現 在 高 借 入 額 元　金 現 在 高

Ａ B C A  +  B  -  C

財 政 融 資 資 金 60,229,789 3,379,901 4,510,275 106,348 4,616,623 59,099,415

旧 簡 保 資 金 719,519 0 209,196 11,462 220,658 510,323

旧 郵 貯 資 金 740,136 0 237,471 1,237 238,708 502,665

地方公共団体金融機構 18,116,172 1,700,000 987,281 73,606 1,060,887 18,828,891

青 森 銀 行 24,603,582 765,700 1,878,956 42,071 1,921,027 23,490,326

青 い 森 信 用 金 庫 6,702,196 48,600 491,941 29,217 521,158 6,258,855

み ち の く 銀 行 2,853,046 48,900 512,822 6,948 519,770 2,389,124

八戸農業協同組合 73,940 0 16,128 175 16,303 57,812

市 町 村 共 済 組 合 454,312 0 57,502 1,150 58,652 396,810

青森県振興協会 他 773,649 79,400 120,392 3,287 123,679 732,657

計 115,266,341 6,022,501 9,021,964 275,501 9,297,465 112,266,878

令和４年度償還額

利　子 計
区　　　　分
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千円 （単位：千円）

（　財 政 課　）

 ○ 自動車運送事業会計に対する補助金及び出資金

※地方創生臨時交付金活用事業

補 助 金
（臨時特例分）

※

バス車両企業債利子

基礎年金拠出金負担金 17,457

決算額

23,693

5,754

73

2,042

感染症対策経費

収益勘定

69,120

区　分

児童手当負担金

バス車両減価償却費

共済組合追加費用負担金

項　　目

補 助 金
（通常分）

収益勘定

バス路線維持負担金

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

13 諸支出金 550,902

1 公営企業費 550,902

小計 74,902

資本勘定 バス車両企業債元金 74,653

小計 100,000

収益勘定

　バス車両燃料費 19,039

合計 550,902

バス車両企業債利子 249

出資金

257,861

376,000小計

待遇改善負担金

3,245

経営支援 77,716
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千円 （単位：千円）

  1  予    備    費

款　　項 決　算　額 施　　　策　　　の　　　概　　　要

14 予    備   費
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0
.7

0

3
利

子
割

交
付

金
1
4
,0

0
0

△
 2

,3
1
0

1
1
,6

9
0

1
1
,6

9
0

1
1
,6

9
0

0
.0

4
配

当
割

交
付

金
4
1
,0

0
0

2
5
,5

0
1

6
6
,5

0
1

6
6
,5

0
1

6
6
,5

0
1

0
.1

5
株

式
等

譲
渡

所
得

割
交

付
金

2
4
,0

0
0

2
0
,5

5
5

4
4
,5

5
5

4
4
,5

5
5

4
4
,5

5
5

0
.0

6
法

人
事

業
税

交
付

金
6
2
3
,0

0
0

△
 1

9
5
,2

2
5

4
2
7
,7

7
5

4
2
7
,7

7
5

4
2
7
,7

7
5

0
.4

7
地

方
消

費
税

交
付

金
5
,6

2
4
,0

0
0

2
0
8
,3

0
1

5
,8

3
2
,3

0
1

5
,8

3
2
,3

0
1

5
,8

3
2
,3

0
1

5
.4

8
環

境
性

能
割

交
付

金
6
5
,0

0
0

△
 9

,4
6
8

5
5
,5

3
2

5
8
,6

9
3

5
8
,6

9
3

0
.1

3
,1

6
1

9
ゴ

ル
フ

場
利

用
税

交
付

金
2
,0

0
0

1
,1

3
1

3
,1

3
1

3
,1

3
2

3
,1

3
2

0
.0

1

国
有

提
供

施
設

等

所
在

市
助

成
交

付
金

1
1
地

方
特

例
交

付
金

2
3
5
,0

0
0

3
0
,8

3
8

2
6
5
,8

3
8

2
6
5
,8

3
8

2
6
5
,8

3
8

0
.2

1
2
地

方
交

付
税

1
6
,2

5
0
,0

0
0

2
,1

1
2
,6

7
0

1
8
,3

6
2
,6

7
0

1
8
,3

6
2
,6

7
0

1
8
,3

6
2
,6

7
0

1
6
.9

1
3
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

3
3
,0

0
0

△
 2

,1
2
3

3
0
,8

7
7

3
0
,8

7
7

3
0
,8

7
7

0
.0

1
4
分

担
金

及
び

負
担

金
1
2
9
,5

9
8

△
 1

,5
9
4

1
2
8
,0

0
4

1
5
4
,4

4
6

1
3
0
,6

6
2

0
.1

2
,6

5
8

1
2
,8

9
8

1
0
,8

8
6

1
5
使

用
料

及
び

手
数

料
1
,4

1
2
,2

1
6

△
 3

8
,2

8
7

1
,3

7
3
,9

2
9

1
,4

5
7
,8

7
6

1
,3

5
8
,0

7
0

1
.2

△
 1

5
,8

5
9

9
9
,8

0
8

1
6
国

庫
支

出
金

1
9
,5

6
2
,9

3
2

8
,5

2
4
,1

2
1

3
,1

4
4
,0

6
6

3
1
,2

3
1
,1

1
9

2
9
,3

1
5
,7

9
5

2
6
,2

7
6
,5

5
3

2
4
.2

△
 3

,1
4
4
,0

6
6

△
 1

,8
1
0
,5

0
0

3
,0

3
9
,2

4
2

1
7
県

支
出

金
7
,3

3
3
,9

6
1

1
,7

4
6
,4

5
0

2
9
2
,5

7
4

9
,3

7
2
,9

8
5

9
,0

3
0
,3

0
4

8
,8

3
2
,8

0
6

8
.1

△
 2

9
2
,5

7
4

△
 2

4
7
,6

0
5

1
9
7
,4

9
8

1
8
財

産
収

入
1
1
8
,1

9
1

5
3
2
,7

4
4

6
5
0
,9

3
5

6
6
0
,2

8
4

6
5
8
,8

1
4

0
.6

7
,8

7
9

1
,4

7
0

1
9
寄

附
金

5
0
,0

0
0

1
2
7
,6

2
7

1
7
7
,6

2
7

1
6
8
,5

3
9

1
6
8
,5

3
9

0
.2

△
 9

,0
8
8

2
0
繰

入
金

2
,1

8
7
,2

3
3

1
9
9
,5

4
4

6
4
,6

2
0

2
,4

5
1
,3

9
7

2
,3

4
0
,6

0
5

2
,3

4
0
,6

0
4

2
.2

△
 6

4
,6

2
0

△
 4

6
,1

7
3

2
1
繰

越
金

1
3
,1

4
8
,8

4
0

7
6
7
,4

0
5

3
,9

1
6
,2

4
6

3
,9

1
6
,2

4
6

3
,9

1
6
,2

4
6

3
.6

0

2
2
諸

収
入

1
,7

1
4
,0

6
8

7
8
,7

8
7

1
,7

9
2
,8

5
5

2
,0

9
3
,5

8
8

1
,8

4
1
,5

0
2

1
.7

4
8
,6

4
7

1
7
,8

2
4

2
3
4
,2

6
2

2
3
市

債
4
,9

3
4
,8

0
0

1
,9

7
2
,4

0
1

1
,8

3
3
,9

0
0

8
,7

4
1
,1

0
1

6
,0

2
2
,5

0
1

6
,0

2
2
,5

0
1

5
.5

△
 1

,8
3
3
,9

0
0

△
 8

8
4
,7

0
0

9
1
,3

0
0
,0

0
0

1
8
,9

2
6
,1

4
1

6
,1

0
2
,5

6
5

1
1
6
,3

2
8
,7

0
6

1
1
3
,2

7
4
,8

5
4

1
0
8
,7

7
2
,2

1
3

1
0
0
.0

△
 5

,3
3
5
,1

6
0

△
 2

,2
2
1
,3

3
3

1
6
8
,7

7
0

4
,3

3
8
,4

7
5

令
和
４
年
度
一
般
会
計
款
別
歳
入
歳
出
予
算
及
び
決
算
表

科
　
　
　
　
目

当
初

予
算

額
補

正
予

算
額

最
終

予
算

額
調

定
済

額
決

算
額

予
算

額
に
対

す
る
増

減

収
入

未
済

額
そ
の
他

歳
　
入

　
合

　
計

4
9
0
,7

7
4

0
.4

1
0

4
8
1
,0

0
0

9
,7

7
4

4
9
0
,7

7
4

4
9
0
,7

7
4
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歳
　
　
　
出

（
単

位
：
千

円
，
％

）
継

続
費

及
び

繰
越

事
業

費
決

算
額

繰
越

事
業

に
不

用
額

繰
越

額
構

成
比

よ
る

も
の

1
議

会
費

5
5
9
,3

4
9

3
,3

3
2

5
6
2
,6

8
1

5
5
7
,3

3
9

0
.5

5
,3

4
2

2
総

務
費

5
,7

9
2
,1

9
3

2
,3

5
7
,7

6
3

8
0
,4

1
3

8
,2

3
0
,3

6
9

7
,8

7
1
,2

5
5

7
.5

1
1
0
,6

9
0

2
4
8
,4

2
4

3
民

生
費

3
7
,5

4
0
,2

1
5

5
,2

6
9
,6

1
6

2
,1

8
2
,1

3
7

4
4
,9

9
1
,9

6
8

4
1
,3

7
9
,4

6
7

3
9
.5

4
6
8
,8

6
5

3
,1

4
3
,6

3
6

4
衛

生
費

1
1
,6

9
2
,5

1
0

5
,2

9
6
,8

7
3

4
,4

0
0

1
6
,9

9
3
,7

8
3

1
5
,1

6
0
,1

4
9

1
4
.5

1
,3

2
1
,2

0
0

5
1
2
,4

3
4

5
労

働
費

1
5
8
,4

6
5

7
5
8

1
5
9
,2

2
3

1
3
7
,3

8
3

0
.1

2
1
,8

4
0

6
農

林
水

産
業

費
1
,3

8
6
,6

3
4

1
5
6
,6

4
4

9
4
,1

3
3

1
,6

3
7
,4

1
1

1
,4

5
1
,7

5
1

1
.4

5
0
,2

5
4

1
3
5
,4

0
6

7
商

工
費

3
,4

0
6
,5

4
9

2
,0

5
5
,1

6
7

6
4
,2

3
9

5
,5

2
5
,9

5
5

4
,3

2
9
,9

2
1

4
.1

9
1
6
,4

1
6

2
7
9
,6

1
8

8
土

木
費

9
,4

9
9
,7

4
3

2
,2

2
7,

2
2
3

2
,4

9
1
,5

7
0

1
4
,2

1
8
,5

3
6

1
1
,6

0
9
,0

8
8

1
1
.1

2
,4

2
5
,8

3
0

1
8
3
,6

1
8

9
消

防
費

3
,1

3
5
,1

4
0

△
 3

8
,5

4
2

1
8
,3

0
5

3
,1

1
4
,9

0
3

3
,0

7
9
,0

3
4

3
.0

1
5
,0

0
0

2
0
,8

6
9

1
0
教

育
費

8
,3

3
4
,2

2
2

1
,4

9
0
,8

8
3

1
,1

6
7
,3

6
8

1
0
,9

9
2
,4

7
3

9
,3

2
2
,1

8
7

8
.9

1
,2

9
5
,9

9
0

3
7
4
,2

9
6

1
1
災

害
復

旧
費

1
1

0
.0

1

1
2
公

債
費

9
,2

9
3
,8

6
4

6
,4

2
4

9
,3

0
0
,2

8
8

9
,2

9
7
,4

6
5

8
.9

2
,8

2
3

1
3
諸

支
出

金
4
5
1
,1

1
5

1
0
0
,0

0
0

5
5
1
,1

1
5

5
5
0
,9

0
2

0
.5

2
1
3

1
4
予

備
費

5
0
,0

0
0

5
0
,0

0
0

0
.0

5
0
,0

0
0

9
1
,3

0
0
,0

0
0

1
8
,9

2
6
,1

4
1

6
,1

0
2
,5

6
5

0
1
1
6
,3

2
8
,7

0
6

1
0
4
,7

4
5
,9

4
1

1
0
0
.0

6
,6

0
4
,2

4
5

4
,9

7
8
,5

2
0

未
　
執

　
行

　
額

備
考

歳
　
出

　
合

　
計

科
　
　
　
　
目

当
初

予
算

額
補

正
予

算
額

予
備

費
充

当
額

最
終

予
算

額
決

算
額
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別
表

　
第

２

国
･
県

補
助

金
市

債
そ

の
他

南
郷

事
務

所
キ
ュ
ー
ビ
ク
ル

等
更

新
事

業
5
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

3
7
,
5
0
0

1
2
,
5
0
0

庁
舎

別
館

給
排

水
衛

生
設

備
等

改
修

事
業

1
8
,
0
0
0

1
1
,
6
9
9

1
0
,
5
0
0

1
,
1
9
9

バ
ス
IC
カ
ー
ド
連

携
シ
ス
テ
ム
開

発
事

業
3
2
,
0
0
0

3
2
,
0
0
0

1
5
,
0
0
0

1
7
,
0
0
0

県
議

会
議

員
選

挙
ポ
ス
タ
ー
掲

示
場

設
置
管
理
及
び
撤
去
等
委
託
料

1
7
,
6
2
6

1
6
,
9
9
1

1
1
,
1
0
5

5
,
8
8
6

老
人

福
祉

施
設

等
施

設
整

備
補

助
金

6
7
,
5
0
0

6
7
,
5
0
0

6
3
,
0
0
0

4
,
5
0
0

地
域

密
着

型
サ

ー
ビ
ス
整

備
事

業
1
2
6
,
5
0
6

1
2
6
,
5
0
6

1
2
6
,
5
0
6

高
齢

者
施

設
等

整
備

事
業

1
8
,
7
9
5

1
1
,
2
6
0

1
1
,
2
6
0

新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感

染
対

策
支

援
事
業
補
助
金

6
7
,
7
0
0

6
7
,
7
0
0

4
4
,
3
8
2

2
3
,
3
1
8

保
育

環
境

改
善

等
事

業
補

助
金

4
4
,
6
0
0

4
4
,
6
0
0

2
2
,
3
0
0

2
2
,
3
0
0

保
育

所
等

整
備

事
業

補
助

金
1
4
1
,
7
8
2

1
4
1
,
7
7
0

9
4
,
5
1
1

3
7
,
7
0
0

9
,
5
5
9

認
定

こ
ど
も
園

整
備

事
業

補
助

金
9
,
9
9
7

9
,
5
2
9

6
,
3
5
1

2
,
5
0
0

6
7
8

Ｐ
Ｃ
Ｒ
検

査
委

託
料

2
2
5
,
8
3
0

1
6
3
,
6
4
6

8
1
,
8
2
3

8
1
,
8
2
3

新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
ワ
ク
チ
ン
接

種
事
業

1
,
6
8
0
,
8
1
5

1
,
0
7
0
,
5
5
4

1
,
0
7
0
,
5
5
4

指
定

ご
み

袋
購

入
経

費
8
7
,
0
0
0

8
7
,
0
0
0

8
7
,
0
0
0

6
農
林
水
産
業

費
水

産
物

供
給

基
盤

機
能

保
全

事
業

5
0
,
2
5
4

5
0
,
2
5
4

3
7
,
6
9
0

1
1
,
3
0
0

1
,
2
6
4

中
心

市
街

地
に
ぎ
わ

い
形

成
事

業
6
0
,
0
0
0

6
0
,
0
0
0

3
0
,
0
0
0

3
0
,
0
0
0

販
売

促
進

支
援

事
業

補
助

金
3
0
,
0
0
0

3
0
,
0
0
0

3
0
,
0
0
0

コ
ロ
ナ
借

換
融

資
信

用
保

証
料

補
助

金
5
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

新
産

業
団

地
整

備
・
開

発
推

進
事

業
1
0
7
,
9
0
0

1
0
7
,
9
0
0

8
0
,
9
0
0

2
7
,
0
0
0

旧
柏

崎
小

学
校

跡
地

広
場

整
備

事
業

6
7
1
,
0
7
6

6
6
5
,
0
0
0

2
8
4
,
4
1
6

3
8
0
,
5
0
0

8
4

2
総
務
費

3
民
生
費

4
衛
生
費

商
工
費

7

既
収

入
特

定
財

源

未
収

入
特

定
財

源

令
和

５
年

度
へ

の
繰

越
事

業
の

状
況

区
分

事
業

名
令

和
４

年
度

予
算

計
上

額

継
続

費
逓

次
繰

越
額

繰
越

明
許

費
繰

越
額

事
故

繰
越

し
繰

越
額

繰
越

事
業

の
内

訳

一
般

財
源

（
単
位
：
千
円
）
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別
表

　
第

２

国
･
県

補
助

金
市

債
そ

の
他

既
収

入
特

定
財

源

未
収

入
特

定
財

源

令
和

５
年

度
へ

の
繰

越
事

業
の

状
況

区
分

事
業

名
令

和
４

年
度

予
算

計
上

額

継
続

費
逓

次
繰

越
額

繰
越

明
許

費
繰

越
額

事
故

繰
越

し
繰

越
額

繰
越

事
業

の
内

訳

一
般

財
源

（
単
位
：
千
円
）

観
光

施
設

維
持

補
修

事
業

7
0
2

7
0
2

7
0
2

八
戸

ポ
ー
タ
ル

ミ
ュ
ー
ジ
ア
ム
展

示
設

備
等
更
新
事
業

2
,
8
1
4

2
,
8
1
4

2
,
8
1
4

道
路

維
持

補
修

事
業

7
2
,
4
7
2

3
0
,
2
3
1

2
0
,
2
0
0

1
0
,
0
3
1

主
要

幹
線

舗
装

補
修

事
業

9
9
,
4
7
1

9
9
,
4
7
1

4
9
,
7
3
5

4
7
,
0
0
0

2
,
7
3
6

未
処

理
用

地
取

得
事

業
2
2
0

2
2
0

2
2
0

無
電

柱
化

推
進

事
業

9
4
,
3
8
0

9
0
,
1
0
0

3
4
,
7
6
0

4
8
,
1
0
0

7
,
2
4
0

社
会

資
本

総
合

整
備

事
業

3
9
,
0
5
8

3
1
,
0
2
7

1
5
,
6
9
4

1
5
,
0
0
0

3
3
3

道
路

新
設

改
良

事
業

8
1
,
4
1
0

6
8
,
8
8
0

2
5
,
0
0
0

4
3
,
8
8
0

道
路

改
良

事
業

2
2
9
,
1
8
5

1
2
5
,
2
1
9

1
0
1
,
4
0
0

2
3
,
8
1
9

南
郷

地
区

道
路

改
良

事
業

1
3
3
,
2
0
6

1
1
1
,
5
3
3

1
1
1
,
5
0
0

3
3

新
大

橋
整

備
事

業
4
1
0
,
0
0
0

3
2
1
,
9
0
8

1
7
7
,
0
4
9

1
4
4
,
8
0
0

5
9

新
大

橋
整

備
事

業
（
整

備
等

工
事

分
）

4
8
0
,
0
0
0

4
8
0
,
0
0
0

2
6
4
,
0
0
0

1
9
4
,
4
0
0

2
1
,
6
0
0

橋
り
ょ
う
長

寿
命

化
事

業
2
6
4
,
7
0
5

2
3
6
,
3
0
3

1
2
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,
9
6
5
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1
,
0
0
0

2
5
,
3
3
8
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う
整
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業
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0

4
0
1
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1
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属

物
（
歩

道
橋
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長
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命
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事
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5
8
,
6
2
3

5
8
,
3
5
1

3
2
,
0
9
3

2
3
,
6
0
0

2
,
6
5
8

交
通

安
全

施
設

整
備

事
業

1
4
,
8
4
0

6
,
5
0
9

6
,
5
0
9

八
戸

駅
前

広
場

整
備

事
業

5
,
0
0
0

5
,
0
0
0

5
,
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0
0

立
地
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正
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計

画
改

定
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業
1
1
,
0
0
0

1
1
,
0
0
0
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,
5
0
0

5
,
5
0
0

本
八

戸
駅

通
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地

区
整
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事

業
1
6
,
5
1
0

1
6
,
5
1
0
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,
2
5
5

7
,
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0
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5
5

十
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日
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日
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備

事
業
補
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金
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6
,
0
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6
,
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2
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,
0
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5

2
9
8
,
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5
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長
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命
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2
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,
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6

4
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,
6
7
4
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1
,
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4
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0
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1
4
0

7
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費

土
木
費

8
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況
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令
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額
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越
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額
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3
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3
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業
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備
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業
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0
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0
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整
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0
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0
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0
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0
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0
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6

6
1
3
,
1
4
0
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1
,
1
0
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1
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,
1
0
5
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9
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0
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1
0
0
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,1
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,1
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6
,1
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1
0
0
.0
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0
.0
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0
0
.0

6
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0
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0
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1
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7

3
1
,7
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0
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3
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0
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 第１表　決算規模及び収支の推移

 第２表　歳入決算額の状況

 第３表　歳出決算額の状況

△ 1.8△ 2.022,956,834

4

5 保 健 事 業 費 151,501 0.6

共 同 事 業 拠 出 金

28.0

基 金 積 立 金 98 0.0 98 0.0

1

0.0 0

144,573

△ 53.3

△ 468,544 △ 7.4 △ 5.0

△ 75.0

3 国民健康保険事業費納付金 5,837,904 26.6 6,306,448

第２　特　別　会　計

421,351 1.8 △ 4,438 △ 1.17 繰 越 金 416,913 1.8

23,373,072

諸 収 入

令 和 ４ 年 度

決　算　額

総 務 費

構成比

322,486

22,498,462

決　算　額

324,819

15,653,858

1.5

0.0 1

2 70.9

100.0

6

保 険 給 付 費

21,934,373

15,544,577

区 分

歳 入 合 計

1

(Ａ)

１．国民健康保険特別会計

　　令和４年度の決算額は、歳入224億9,846万２千円、歳出219億3,437万３千円である。

　　この結果、歳入歳出決算差引額５億6,408万９千円は、翌年度へ繰り越した。

増 減 率

23,595,758

△ 2.0

令和４年度

24,133,497

平成30年度

令 和 ３ 年 度

△ 12.8

区　　　　　　分

△ 0.9

歳 入 決 算 額

（単位：千円、％）

△ 5.2

△ 458,372

△ 2.2

22,498,462

21,934,373

3

（単位：千円、％）

（単位：千円、％）

△ 1.1 △ 2.7

22,956,834

421,351

△ 1.8

564,089

△ 1.8

22,539,921

17.6

2

539,185

区 分

0.0

23,594,312

増 減 率

22,951,721

使 用 料 及 び 手 数 料

県 支 出 金

98

8 105,363

4

91

国 庫 支 出 金 0.0

15,947,090

決　算　額 決　算　額

0.0

0.0

16.9

0

構成比構成比

5

6

財 産 収 入

繰 入 金 2,233,319

23,217,458

(Ｂ) △ 12.9 △ 1.6

歳 出 決 算 額

令和元年度 令和２年度 令和３年度

前年度
増減率

△ 230,986 △ 3.0

増減率

378,300 421,351

比 較

(Ａ)－(Ｂ)　(Ｃ)

4,026,5741

増　減　額

3,795,588

378,300

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

(Ｄ)

539,185

国 民 健 康 保 険 税

令 和 ４ 年 度

△ 2.070.3

△ 42.5

564,089

令 和 ３ 年 度

実 質 収 支

416,913

416,913

△ 5.7

(Ｃ)－(Ｄ)

歳 入 歳 出 差 引 額

98

△ 44.5

70.9

164

7,436

2,243,000

0.0

9.8

0.0

16,147,035

0.5

9.9

111,176

100.0

△ 73

△ 7,436

0

△ 199,945

△ 68.5

△ 1.2

△ 53.3

11.4

皆　減

0.0

1.3△ 0.4

△ 5,813 △ 9.0

△ 9,681

0.4

0

△ 30.5

4.04.8

前年度
増減率

6,928

増　減　額 増減率

比 較

7 77,806

0.5

構成比

諸 支 出 金

0.7

1.4 △ 2,333

△ 0.769.5

0.3 110,124

△ 0.7

0.5

△ 605,548 △ 2.7

0.0

△ 109,281

0.0

△ 1.8歳 出 合 計 100.0 22,539,921 100.0

△ 3.9△ 29.3△ 32,318
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87,515

比　　較

増 減 率

4,033,407 3,687,806 91.36 127,571

一般分

24.5

一般分

338,099

 第４表　国民健康保険税の状況（現年課税分）

区 分 調 定 額 収 入 額

一般分

１ 世 帯 １ 人 保険税
税率（上段は後期高齢者支援金分、

中段は介護分、下段は医療分）

収納率 当 た り 当 た り
給付費 所得割 均等割 平等割(還付未済除く) 保 険 税 保 険 税

千円 千円 ％ 円 円 ％ ％ 円 円

令和４年度

2.4 7,000 8,000

2.3 8,000 9,000122,736一般分 3,792,429 3,517,969 92.68 85,404

8.0 23,000 25,000

令和３年度

2.4 7,000 8,000

2.3 8,000 9,000

8.0 23,000 25,000

△ 240,978 △ 169,837 1.32 △ 4,835 △ 2,111 △ 1.4

25.9

％ ％ ％ ％

△ 6.0 △ 4.6 △ 3.8 △ 2.4

 第５表　保険給付状況（診療報酬審査支払手数料を除く）

区 分
療 養 諸 費 １人当たり 高 額 療 養 費 移 送 費

件 数 給 付 費 受 診 件 数 件 数 給 付 費 件 数 給 付 費

件 千円 件 件 千円 件 千円

令和４年度

一般分 823,692 13,439,178 17.9 32,185 1,973,090 3 24

退職分 0 0 0.0 0 0 0 0

合　計 823,692 13,439,178 17.9 32,185 1,973,090 3 24

令和３年度

一般分 846,370 13,602,341 18.4 32,390 1,916,530 1 57

退職分 △ 1 13 0.0 0 0 0 0

合　計 846,369 13,602,354 18.4 32,390 1,916,530 1 57

比　　較

一般分 △ 22,678 △ 163,163 △ 0.5 △ 205 56,560 2 △ 33

退職分 1 △ 13 0.0 0 0 0 0

合　計 △ 22,677 △ 163,176 △ 0.5 △ 205 56,560 2 △ 33

％ ％ ％ ％ ％ ％

増 減 率

一般分 △ 2.7 △ 1.2 △ 0.6 3.0 200.0 △ 57.9

退職分 皆減 皆減 0.0 0.0 0.0 0.0

合　計 △ 2.7 △ 1.2 △ 0.6

区 分
１ 世 帯 当 た り

給 付 費

3.0 200.0

件数

348,213

円 円千円

△ 57.9

１ 人 当 た り

千円

件 数

件

令和３年度
18,780

18,800 500,428
令和４年度

15,462,736

増 減 率 0.1

％

7,583 10,114
比　　較

1.5 3.0

％

492,845

給 付 額

74

件

105

給 付 額

△ 31

％

20 30 511

％

△ 22,8810

％

△ 119,557

△ 29.5

％

145.2375.0△ 30.4 0.0

％

給 付 費

△ 0.8△ 2.6

856,368

879,249

863

合 計

15,582,293

給 付 費

出産育児一時金

千円

件数 件数 給 付 費

傷 病 手 当 金葬 祭 費

件 件 千円

30,781 38

44,220

△ 13,439

％

376

376 8 352

％％
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 第１表　決算規模及び収支の推移

 第２表　歳入決算額の状況

 第３表　歳出決算額の状況

２．地方卸売市場八戸市魚市場特別会計

　　令和４年度の決算額は、歳入２億8,790万１千円、歳出２億6,965万円である。

　　この結果、歳入歳出決算差引額1,825万１千円は、翌年度へ繰り越した。

（単位：千円、％）

区　　　　　　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

歳 入 決 算 額 303,390 278,223 266,715 291,693 287,901

269,650

(Ａ) 増 減 率 △ 20.4 △ 8.3 △ 4.1 9.4

△ 25.2 △ 4.4 △ 3.0 7.5

△ 1.3

歳 出 決 算 額 269,058 257,201 249,367 268,107

0.6

歳 入 歳 出 差 引 額
34,332 21,022 17,348 23,586 18,251

(Ａ)－(Ｂ)　(Ｃ)

(Ｂ) 増 減 率

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

(Ｄ)

実 質 収 支
34,332 21,022 17,348 23,586 18,251

(Ｃ)－(Ｄ)

（単位：千円、％）

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 増減率
前年度
増減率

1 使 用 料 及 び 手 数 料 34,970 12.2 31,253 10.7 3,717 11.9 △ 32.0

2 財 産 収 入 2,305 0.8 2,608 0.9 △ 303 △ 11.6 29.1

3 繰 入 金 197,858 68.7 215,190 73.8 △ 17,332 △ 8.1 24.0

4 繰 越 金 23,586 8.2 17,348 5.9 6,238 36.0 △ 17.5

5 諸 収 入 26,638 9.2 23,801 8.2 2,837 11.9 4.0

6 寄 附 金 2,544 0.9 1,493 0.5 1,051 70.4 11.8

歳 入 合 計 287,901 100.0 291,693 100.0 △ 3,792 △ 1.3 9.4

（単位：千円、％）

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 増減率
前年度
増減率

1 総 務 費 252,308 93.6 250,753 93.5 1,555 0.6 6.8

2 公 債 費 17,342 6.4 17,354 6.5 △ 12 △ 0.1 18.3

0.6 7.5歳 出 合 計 269,650 100.0 268,107 100.0 1,543
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 第４表　魚市場使用料収入状況

 第１表　決算規模及び収支の推移

 第２表　歳入決算額の状況

72,355 13.0 13.6

31.2 △ 8.2

18.0

39.1

243,3007 市 債 1,023,300 55.2

282,466

33.8 554,689 35.3

歳 入 合 計 1,853,462 100.0 1,570,996 100.0

780,000 49.7

△ 25.2

421 △ 15.5

9.1

△ 2.7

6 諸 収 入 1,497 0.1 1,076 0.1

△ 47,661 △ 84.3 23.5

5 繰 越 金 82,560 4.5 75,696 4.8 6,864

3 財 産 収 入 8,872 0.5 56,533 3.6

4 繰 入 金 627,044

22.4

2 国 庫 支 出 金 110,136 5.9 102,909 6.6 7,227 7.0 △ 19.9

増減率
前年度
増減率

1 使 用 料 及 び 手 数 料 53 0.0 93 0.0 △ 40 △ 43.0

（単位：千円、％）

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額

実 質 収 支
7,942 18,333 366 1,228 9,112

(Ｃ)－(Ｄ)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源
81,062 82,814 75,330 81,332 27,630

(Ｄ)

22.1

歳 入 歳 出 差 引 額
89,004 101,147 75,696 82,560 36,742

(Ａ)－(Ｂ)　(Ｃ)

(Ｂ) 増 減 率 27.1 △ 28.1 △ 5.6 △ 3.3

18.0

歳 出 決 算 額 2,269,497 1,631,211 1,539,701 1,488,436 1,816,720

(Ａ) 増 減 率 22.2 △ 26.5 △ 6.8 △ 2.7

歳 入 決 算 額 2,358,501 1,732,358 1,615,397 1,570,996 1,853,462

　　この結果、歳入歳出決算差引額3,674万２千円は、翌年度へ繰り越した。

（単位：千円、％）

区　　　　　　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

21.0 △ 36.3 14.2 13.2

３．都市計画土地区画整理事業特別会計

　　令和４年度の決算額は、歳入18億5,346万２千円、歳出18億1,672万円である。

2,118 △ 16,215 1,239,148 3,571

増減率 △ 38.6 8.5 8.5 △ 23.3 21.0

比　較 △ 14,621 407,464 1,453 △ 1,594 831,684

3,963,852 10,093 44,713 8,744,006 27,133
３年度

12,211 28,498 9,983,154 30,704
４年度

令　和
37,865 4,780,154 17,040 6,848

使 用 料 数　量 金　　額 使 用 料

令　和
23,244 5,187,618 18,493 5,254 4,795,536

（単位：千円、ｔ、％）

区　分
鮮 魚 介 類 塩 干 ・ 冷 凍 魚 介 類 計

数　量 金　　額 使 用 料 数　量 金　　額
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 第３表　歳出決算額の状況

 第４表　土地区画整理事業

 第１表　決算規模及び収支の推移

実 質 収 支
13,235 18,494 16,310 14,563 13,461

(Ｃ)－(Ｄ)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源
2,266 100,000

(Ｄ)

5.2

歳 入 歳 出 差 引 額
13,235 20,760 16,310 14,563 113,461

(Ａ)－(Ｂ)　(Ｃ)

(Ｂ) 増 減 率 △ 5.5 △ 7.5 12.3 1.9

10.1

歳 出 決 算 額 1,870,619 1,730,542 1,942,573 1,978,667 2,080,758

(Ａ) 増 減 率 △ 5.9 △ 7.0 11.9 1.8

歳 入 決 算 額 1,883,854 1,751,302 1,958,883 1,993,230 2,194,219

区　　　　　　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

八 戸 駅 西 土 地
区 画 整 理 事 業
（ 繰 越 明 許 費 分 ）

４．学校給食特別会計

　　令和４年度の決算額は、歳入21億9,421万９千円、歳出20億8,075万８千円である。

　　この結果、歳入歳出決算差引額１億1,346万１千円は、翌年度へ繰り越した。

（単位：千円、％）

計 1,368,884 110,136 1,023,300 9,755 225,693

87.8ｍ

整 地 工 3,986.0㎡

建物移転等補償 12戸

調 査 設 計 委 託 2件

13,505.0㎡

建物移転等補償 21戸

514,972 100,136 333,600 81,236

144,457

街 路 工

調 査 設 計 委 託 2件

売市第二土地区画整理事業清算金

街 路 工 155.1ｍ

整 地 工八 戸 駅 西 土 地
区 画 整 理 事 業

853,786 10,000 689,700 9,629

売 市 第 二 土 地
区 画 整 理 事 業

126 126

△ 3.3

（単位：千円）

事 業 名 決 算 額
財 源 内 訳

内 容
国・県 地方債 その他 一般財源

26,514 6.3 19.4

歳 出 合 計 1,816,720 100.0 1,488,436 100.0 328,284 22.1

3 公 債 費 447,836 24.7 421,322 28.3

2.4

2 八戸駅西土地 区 画整 理事 業費 1,368,758 75.3 1,067,027 71.7 301,731 28.3 △ 10.1

増減率
前年度
増減率

1 売 市 土 地 区 画 整 理 事 業 費 126 0.0 87 0.0 39 44.8

（単位：千円、％）

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額
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 第２表　歳入決算額の状況

 第３表　歳出決算額の状況

1.8歳 入 合 計 2,194,219 100.0 1,993,230 100.0 200,989

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額

（単位：千円、％）

増減率
前年度
増減率

1 分 担 金 及 び 負 担 金 884,667 40.3 921,971 46.3 △ 37,304 △ 4.0 1.6

2 使 用 料 及 び 手 数 料 23 0.0 15 0.0 8 53.3 0.0

3 繰 入 金 1,294,828 59.0 1,054,087 52.9 240,741 22.8 4.2

4 繰 越 金 14,563 0.7 16,310 0.8 △ 1,747 △ 10.7 △ 21.4

10.1

増　減　額

5.7

（単位：千円、％）

△ 83.7

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比

0.3

増減率
前年度
増減率

1 総 務 費 950,072 45.7 898,646 45.4 51,426

7.7

3.9

2 給 食 費 978,391 47.0 927,666 46.9 50,725 5.5

2,080,758 100.0 1,978,667 100.0 102,091

3 公 債 費 152,295 7.3 152,355 △ 60 0.0 △ 0.1

5.2 1.9

児童生徒数(人) 延べ給食人数(食) 内 容

 第４表　施設ごとの実施状況

歳 出 合 計

小学校　260円
中学校　315円423,903

中学校 6

施 設 名 学校別 学校数(校)

北地区給食センター
小学校 7

東地区給食センター
小学校 10 2,260

（給　食　費）

（週の基準献立）

中学校 5 1,244 213,059

2,619 486,976

500,919
西地区給食センター

小学校 25 5,651 1,058,715

1,323 229,622

△ 709

米　飯　3.5回
パ　ン　0.5回
麺　類　1.0回

中学校 13

計 66 15,974 2,913,194

2,877

5 諸 収 入 138 0.0 847 0.0 △ 94.0
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 第１表　決算規模及び収支の推移

 第２表　歳入決算額の状況

 第３表　歳出決算額の状況

49.6 43.1歳 出 合 計 160,143 100.0 107,024 100.0 53,119

232.2

3 繰 出 金 ― ― ― ― ― ― 皆　減

2.2 2.5

2 公 債 費 103,239 64.5 51,365 48.0 51,874 101.0

増　減　額 増減率
前年度
増減率

1 管 理 費 56,904 35.5 55,659 52.0 1,245

17.9

（単位：千円、％）

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比

△ 15,919 △ 97.9 33.1

歳 入 合 計 170,998 100.0 107,373 100.0 63,625 59.3

3 繰 越 金 349 0.2 16,268 15.2

1.8

2 繰 入 金 73,707 43.1 10,852 10.1 62,855 579.2 皆　増

増減率
前年度
増減率

1 使 用 料 及 び 手 数 料 96,942 56.7 80,253 74.7 16,689 20.8

（単位：千円、％）

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額

実 質 収 支
20,364 12,222 16,268 349 10,855

(Ｃ)－(Ｄ)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源
2,131

(Ｄ)

49.6

歳 入 歳 出 差 引 額
22,495 12,222 16,268 349 10,855

(Ａ)－(Ｂ)　(Ｃ)

(Ｂ) 増 減 率 32.7 △ 82.6 △ 61.0 43.1

59.3

歳 出 決 算 額 1,101,240 191,928 74,770 107,024 160,143

(Ａ) 増 減 率 31.4 △ 81.8 △ 55.4 17.9

歳 入 決 算 額 1,123,735 204,150 91,038 107,373 170,998

５．駐車場特別会計

　　令和４年度の決算額は、歳入１億7,099万８千円、歳出１億6,014万３千円である。　

　　この結果、歳入歳出決算差引額1,085万５千円は、翌年度へ繰り越した。

（単位：千円、％）

区　　　　　　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
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 第４表　駐車場利用状況

 第１表　決算規模及び収支の推移

(Ｃ)－(Ｄ)

実 質 収 支
292 10,681 8,630 5,634 6,385

(Ａ)－(Ｂ)　(Ｃ)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源
19

(Ｄ)

△ 2.5

歳 入 歳 出 差 引 額
292 10,681 8,630 5,634 6,404

(Ｂ) 増 減 率 47.8 △ 53.2 7.3 △ 0.6

△ 2.1

歳 出 決 算 額 473,736 221,703 237,936 236,456 230,583

(Ａ) 増 減 率 44.4 △ 51.0 6.1 △ 1.8

歳 入 決 算 額 474,028 232,384 246,566 242,090 236,987

６．中央卸売市場特別会計

　　令和４年度の決算額は、歳入２億3,698万７千円、歳出２億3,058万３千円である。

　　この結果、歳入歳出決算差引額640万４千円は、翌年度へ繰り越した。

（単位：千円、％）

区　　　　　　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

52.0 89.4 21.5 21.7

34,634 2,463 29,797 931

66,572 2,755 138,663 4,284

使 用 料

時 間 駐 車 時 間 駐 車

101,206 5,218 168,460 5,215

△ 0.4 18.1

八戸駅西口広場駐車場 八戸駅東口広場駐車場

利用台数 使 用 料 利用台数

13,288

令 和 ３ 年 度 288,822

増 減 率 12.9 0.0 12.9 23.1

97 288,919

定 期 券 計

86,502

73,214

比 較 37,352 0 37,352 13,354 △ 66

区 分

八 戸 市 中 央 駐 車 場

利 用 台 数 使 用 料

時間駐車

令 和 ４ 年 度 326,174 97 326,271 71,203

計

15,365

時間駐車 定 期 券

15,299

（単位：台、千円、％）

57,849
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 第２表　歳入決算額の状況

 第３表　歳出決算額の状況

　（青　果　部）

（単位：千円、％）

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 増減率
前年度
増減率

1 使 用 料 及 び 手 数 料 172,631 72.8 172,300 71.2 331 0.2 △ 3.8

2 財 産 収 入 4,517 1.9 6,114 2.5 △ 1,597 △ 26.1 0.0

△ 2,996

3 繰 入 金 1,428 0.6 0 0.0

15.6

1,428 皆増 -

4 繰 越 金 5,634 2.4 8,630 3.6

17.5

△ 34.7 △ 19.2

5 諸 収 入 52,777 22.3 45,646 18.8 7,131

△ 5,103

7.2

6 市 債 0 0.0 9,400 3.9 △ 9,400 皆減

決　算　額

歳 入 合 計 236,987 100.0 242,090 100.0

86.0

△ 2.1 △ 1.8

（単位：千円、％）

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比

2,332

構成比 増　減　額 増減率
前年度
増減率

1 総 務 費 196,496 85.2 203,263

皆減

△ 6,767 △ 3.3 6.3

2 公 債 費 34,087 14.8 31,755 13.4

△ 0.6

7.3 9.8

3 繰 出 金 0 0.0 1,438 0.6 △ 1,438

数　量 金　　額

△ 91.9

歳 出 合 計 230,583 100.0 236,456 100.0 △ 5,873 △ 2.5

3,873,484 11,620

 第４表　中央卸売市場使用料収入状況

（単位：千円、ｔ、％）

区 分
野 菜 果 実

数　量 金　　額 使 用 料

17,464,382 52,393 13,280 4,041,920

使 用 料

令 和 ４ 年 度 86,309 17,666,882 53,001 12,664

12,126

比 較 △ 4,337 202,500 608 △ 616 △ 168,436 △ 506

令 和 ３ 年 度 90,646

増 減 率 △ 4.8 1.2 1.2 △ 4.6 △ 4.2 △ 4.2

そ の 他 計

数　量 金　　額 使 用 料 数　量 金　　額 使 用 料

337 183,546 551 99,310 21,723,912 65,172

409 200,653 602 104,335 21,706,955 65,121

△ 72 △ 17,107 △ 51 △ 5,025 16,957 51

△ 17.6 △ 8.5 △ 8.5 △ 4.8 0.1 0.1

− 193 − − 194 −



　（花　き　部）

 第１表　決算規模及び収支の推移

実 質 収 支
1,506 2,000 2,080 1,511 3,945

(Ｃ)－(Ｄ)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

(Ｄ)

△ 41.7

歳 入 歳 出 差 引 額
1,506 2,000 2,080 1,511 3,945

(Ａ)－(Ｂ)　(Ｃ)

(Ｂ) 増 減 率 △ 14.1 19.5 14.6 53.6

△ 38.2

歳 出 決 算 額 40,644 48,559 55,631 85,459 49,834

(Ａ) 増 減 率 △ 12.6 20.0 14.1 50.7

歳 入 決 算 額 42,150 50,559 57,711 86,970 53,779

７．霊園特別会計

　　令和４年度の決算額は、歳入5,377万９千円、歳出4,983万４千円である。　

　　この結果、歳入歳出決算差引額394万５千円は、翌年度へ繰り越した。

（単位：千円、％）

区　　　　　　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

△ 42.8 △ 45.5 △ 45.5 △ 1.3 7.4 7.4

△ 74 △ 6,754 △ 20 △ 215 111,119 334

173 14,835 44 17,187 1,498,770 4,496

99 8,081 24 16,972 1,609,889 4,830

そ の 他 計

数　量 金　　額 使 用 料 数　量 金　　額 使 用 料

△ 24

増 減 率 △ 0.7 9.1 9.1 △ 5.3 △ 8.0 △ 8.1

比 較 △ 115 125,721 378 △ 26 △ 7,848

271

令 和 ３ 年 度 16,526 1,385,815 4,157 488 98,120 295

令 和 ４ 年 度 16,411 1,511,536 4,535 462 90,272

（単位：千円、千本、％）

区 分
切 花 鉢 物

数　量 金　　額 使 用 料 数　量 金　　額 使 用 料
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 第２表　歳入決算額の状況

 第３表　歳出決算額の状況

 第４表　永代使用料及び維持管理料収入状況

9,478

計 122

計 250 19,870 9,172 32,392 合　　計

80,000 2,610

６㎡ 18 100,000 2,610

2,418

南郷中央霊園 1 80 90 235

４㎡ 104

2,013 244,000 2,650

６㎡ 405 477,000 4,680西　霊　園 10 2,440 2,320 6,914

４㎡

計

－ 65,000 －

計 6,938

1,690 230,000 4,680

９㎡ 740 460,000 7,890

4,106 92,000 2,650

４㎡（芝） 402 107,000 3,310

東　霊　園 239 17,350 6,762 25,243

４㎡

６㎡

合葬墓

収入済額 区画面積 造成基数
単 価 （ 円 ）

永代使用料 維持管理料

△ 41.7 53.6

（単位：千円、件、基）

霊 園 名

永 代 使 用 料 維 持 管 理 料 内 容

件　数 収入済額 件　数

歳 出 合 計 49,834 100.0 85,459 100.0 △ 35,625

56.3

2 公 債 費 1,211 2.4 2,703 3.2 △ 1,492 △ 55.2 0.5

増 減 率
前年度
増減率

1 総 務 費 48,623 97.6 82,756 96.8 △ 34,133 △ 41.2

（単位：千円、％）

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構 成 比 決　算　額 構 成 比 増　減　額

252.4

歳 入 合 計 53,779 100.0 86,970 100.0 △ 33,191 △ 38.2 50.7

0.0 皆　増

5 市 債 0 0.0 36,300 41.7 △ 36,300 皆　減

△ 569 △ 27.4 4.0

4 諸 収 入 1 0.0 1 0.0 0

3 繰 越 金 1,511 2.8 2,080 2.4

△ 3.0

2 繰 入 金 0 0.0 9,031 10.4 △ 9,031 皆　減 94.3

増減率
前年度
増減率

1 使 用 料 及 び 手 数 料 52,267 97.2 39,558 45.5 12,709 32.1

（単位：千円、％）

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額
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 第１表　決算規模及び収支の推移

 第２表　歳入決算額の状況

 第３表　歳出決算額の状況

21.1

歳 出 合 計 21,133,783 100.0 21,812,851 100.0 △ 679,068 △ 3.1 0.8

△ 61.8 △ 12.0

5 諸 支 出 金 191,193 0.9 216,568 1.0 △ 25,375 △ 11.7

△ 20,429 △ 2.5 2.6

4 基 金 積 立 金 109,098 0.5 285,688 1.3 △ 176,590

3 地 域 支 援 事 業 費 806,941 3.8 827,370 3.8

7.7

2 保 険 給 付 費 19,655,346 93.0 20,089,804 92.1 △ 434,458 △ 2.2 0.7

増減率
前年度
増減率

1 総 務 費 371,205 1.8 393,421 1.8 △ 22,216 △ 5.6

（単位：千円、％）

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額

△ 24.9

歳 入 合 計 21,905,475 100.0 22,169,874 100.0 △ 264,399 △ 1.2 △ 0.1

△ 35.6 49.3

9 諸 収 入 57,948 0.3 36,271 0.2 21,677 59.8

△ 6,627 △ 0.2 0.7

8 繰 越 金 357,023 1.6 554,491 2.5 △ 197,468

7 繰 入 金 3,328,261 15.2 3,334,888 15.0

0.0

6 財 産 収 入 175 0.0 154 0.0 21 13.6 △ 43.2

△ 1.9 1.0

5 県 支 出 金 2,994,979 13.7 2,988,572 13.5 6,407 0.2

2,858 0.1 △ 1.3

4 支 払 基 金 交 付 金 5,486,050 25.0 5,590,844 25.2 △ 104,794

3 国 庫 支 出 金 5,124,971 23.4 5,122,113 23.1

△ 4.2

2 使 用 料 及 び 手 数 料 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0

増減率
前年度
増減率

1 保 険 料 4,556,068 20.8 4,542,541 20.5 13,527 0.3

（単位：千円、％）

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額

実 質 収 支
421,930 370,929 554,491 357,023 771,692

(Ｃ)－(Ｄ)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源
508

(Ｄ)

△ 3.1

歳 入 歳 出 差 引 額
421,930 371,437 554,491 357,023 771,692

(Ａ)－(Ｂ)　(Ｃ)

(Ｂ) 増 減 率 3.9 △ 0.2 1.1 0.8

△ 1.2

歳 出 決 算 額 21,432,520 21,385,348 21,630,281 21,812,851 21,133,783

(Ａ) 増 減 率 1.2 △ 0.4 2.0 △ 0.1

歳 入 決 算 額 21,854,450 21,756,785 22,184,772 22,169,874 21,905,475

８．介護保険特別会計

　　　令和４年度の決算額は、歳入219億547万５千円、歳出211億3,378万３千円である。

　　　この結果、歳入歳出決算差引額７億7,169万２千円は、翌年度へ繰り越した。

（単位：千円、％）

区　　　　　　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
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 第４表　介護保険料の状況
区 分 令和４年度 令和３年度 区 分 令和４年度 令和３年度

第
 
１
 
段
 
階

保 険 料 年 額 21,600 円 21,600 円
千円

普通徴収
調定額 40,693
収入額 36,262

108,000 円

特別徴収
調定額 286,427 千円 287,901 千円

千円 287,901特別徴収
調定額 261,121 千円 262,679 第

 
８
 
段
 
階

保 険 料 年 額 108,000

収入額 261,121 千円 262,679 千円 収入額 286,427 千円

円

100.0 ％収納率 100.0 ％ 100.0 ％ 収納率 100.0 ％
千円 39,236 千円

普通徴収
調定額 45,900

44,188
96.3

千円 43,165 千円
千円 34,677 千円 収入額 千円 40,415 千円

収納率 89.1 ％ 88.4 ％ 収納率 ％ 93.6 ％
千円 331,066 千円

計
調定額 301,814 千円 301,915 千円

計
調定額 332,327

収入額 297,383 千円 297,356 千円 収入額 330,615 千円 328,316 千円
収納率 98.5 ％ 98.5 ％ 収納率 99.5 ％ 99.2 ％

第
 
２
 
段
 
階

保 険 料 年 額 36,000 円 36,000 円

第
 
９
 
段
 
階

保 険 料 年 額 122,400 円 122,400
千円

特別徴収
調定額 105,209

円

特別徴収
調定額 267,163 千円 260,258 千円 101,164 千円
収入額 267,163 千円 260,258 千円 収入額 105,209 千円 101,164 千円
収納率 100.0 ％ 100.0 ％ 収納率 100.0 ％ 100.0 ％

普通徴収
調定額 12,416 千円 10,638 千円

普通徴収
調定額 17,825 千円 15,499
収入額 16,601 千円 14,836

千円
収入額 11,358 千円 9,469 千円 千円
収納率 91.5 ％ 89.0 ％ 収納率 93.1 ％ 95.7 ％

計
調定額 279,579 千円 270,896 千円

計
調定額 123,034 千円 116,663
収入額 121,810 千円 116,000

千円
収入額 278,521 千円 269,727 千円 千円
収納率 99.6 ％ 99.6 ％ 収納率 99.0 ％ 99.4 ％

第
 
３
 
段
 
階

保 険 料 年 額 50,400 円 50,400 円

第
 
　
 
段
 
階

保 険 料 年 額 144,000 円 144,000 円

特別徴収
調定額 288,469 千円 284,190 千円

特別徴収
調定額 130,419 千円 127,221 千円

千円 127,221 千円
％

収入額 288,469 千円 284,190 千円 収入額 130,419
収納率 100.0 ％ 100.0 ％ 収納率 100.0 100.0 ％

普通徴収
調定額 10,934 千円 11,740 千円

普通徴収
調定額 26,286 千円 24,741 千円

収入額 10,005 千円 10,753 千円 収入額 25,738 千円 23,340 千円
収納率 91.5 ％ 91.6 ％ 収納率 97.9 ％ 94.3 ％

計
調定額 299,403 千円 295,930 千円

計
調定額 156,705 千円 151,962 千円

収入額 298,474 千円 294,943 千円 収入額 156,157 千円 150,561 千円
収納率 99.7 ％ 99.7 ％ 収納率 99.7 ％ 99.1 ％

第
 
４
 
段
 
階

保 険 料 年 額 63,000 円 63,000 円

第
 
　
 
段
 
階

保 険 料 年 額 151,200 円 151,200 円

特別徴収
調定額 418,213 千円 445,974 千円

特別徴収
調定額 41,305 千円 41,840 千円

収入額 418,213 千円 445,974 千円 収入額 41,305 千円 41,840 千円
収納率 100.0 ％ 100.0 ％ 収納率 100.0 ％ 100.0 ％

普通徴収
調定額 55,841 千円 58,285 千円

普通徴収
調定額 15,559 千円 14,088 千円

収入額 49,286 千円 51,280 千円 収入額 15,173 千円 13,841 千円
収納率 88.3 ％ 88.0 ％ 収納率 97.5 ％ 98.2 ％

計
調定額 474,054 千円 504,259 千円

計
調定額 56,864 千円 55,928 千円

収入額 467,499 千円 497,254 千円 収入額 56,478 千円 55,681 千円
収納率 98.6 ％ 98.6 ％ 収納率 99.3 ％ 99.6 ％

第
 
５
 
段
 
階

保 険 料 年 額 72,000 円 72,000 円

第
 
　
 
段
 
階

保 険 料 年 額 158,400 円 158,400
千円 22,597

千円 9,571

円

特別徴収
調定額 634,030 千円 626,190 千円

特別徴収
調定額 25,933 千円

収入額 634,030 千円 626,190 千円 収入額 25,933 千円 22,597 千円
収納率 100.0 ％ 100.0 ％ 収納率 100.0 ％ 100.0 ％

普通徴収
調定額 11,142 千円 11,556 千円

普通徴収
調定額 10,090 千円

収入額 10,245 千円 10,358 千円 収入額 10,090 千円 9,571 千円
収納率 91.9 ％ 89.6 ％ 収納率 100.0 ％ 100.0 ％

計
調定額 645,172 千円 637,746 千円

計
調定額 36,023 千円 32,168 千円

収入額 644,275 千円 636,548 千円 収入額 36,023 千円 32,168 千円
収納率 99.9 ％ 99.8 ％ 収納率 100.0 ％ 100.0 ％

第
 
６
 
段
 
階

保 険 料 年 額 86,400 円 86,400 円

第
 
　
 
段
 
階

保 険 料 年 額 165,600 円 165,600 円

特別徴収
調定額 876,813 千円 858,704 千円

特別徴収
調定額 75,789 千円 75,232 千円

収入額 876,813 千円 858,704 千円 収入額 75,789 千円 75,232 千円
収納率 100.0 ％ 100.0 ％ 収納率 100.0 ％ 100.0 ％

普通徴収
調定額 68,589 千円 71,454 千円

普通徴収
調定額 20,729 千円 18,211 千円

収入額 61,556 千円 63,590 千円 収入額 20,669 千円 18,045 千円
収納率 89.7 ％ 89.0 ％ 収納率 99.7 ％ 99.1 ％

計
調定額 945,402 千円 930,158 千円

計
調定額 96,518 千円 93,443 千円

収入額 938,369 千円 922,294 千円 収入額 96,458 千円 93,277 千円
収納率 99.3 ％ 99.2 ％ 収納率 99.9 ％ 99.8 ％

第
 
７
 
段
 
階

保 険 料 年 額 93,600 円 93,600 円

特別徴収
調定額 750,760 千円 761,849 千円

％
収入額 750,760 千円 761,849 千円
収納率 100.0 ％ 100.0

普通徴収
調定額 71,395 千円 72,437 千円
収入額 64,344 千円 65,350 千円
収納率 90.1 ％ 90.2 ％

計
調定額 822,155 千円 834,286 千円
収入額 815,104 千円 827,199 千円
収納率 99.1 ％ 99.2 ％

現

年

度

合

計

特別徴収
調定額 4,161,651 千円 4,155,799 千円

還付未済額
特別徴収 9,426 千円 8,941 千円

収入額 4,161,651 千円 4,155,799 千円 普通徴収 513 千円 496 千円
収納率 100.0 ％ 100.0 ％ 計 9,939 千円 9,437 千円

普通徴収
調定額 407,399 千円 400,621 千円 還付未済を 特別徴収 4,171,077 千円 4,164,740 千円
収入額 375,515 千円 365,525 千円 含  め  た 普通徴収 376,028 千円 366,021 千円
収納率 92.2 ％ 91.2 ％ 収  入  額 計 4,547,105 千円 4,530,761 千円

計
調定額 4,569,050 千円 4,556,420 千円 滞

納

繰

越

分

収入額 8,940 千円 11,780 千円
収入額 4,537,166 千円 4,521,324 千円 還付未済額 23 千円 0 千円
収納率 99.3 ％ 99.2 ％ 還付未済を含めた収入額 8,963 千円 11,780 千円

合  　計
収 入 額

特別徴収 4,171,077 千円 4,164,740 千円
普通徴収 384,991 千円 377,801 千円

計 4,556,068 千円 4,542,541 千円

12

13

10

11
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居宅介護サービス
（現物）計

地域密着型サービス
（現物）計

施設介護サービス
（現物）計

現物給付計

償還払い計

保険給付費合計

 第５表　保険給付状況

区 分 令和４年度 令和３年度 比 較
増減数 増減率(%)

531 △ 1.5
給付費 （千円） 3,126,337 3,158,279 △ 31,942

訪問介護 件　数 （件） 35,460 35,991 △
△ 1.0

訪問入浴介護 件　数 （件） 2,537 2,504 33 1.3
給付費 （千円） 164,967 161,156 3,811 2.4

591 3.7
給付費 （千円） 712,178 685,446 26,732

訪問看護 件　数 （件） 16,456 15,865
3.9

訪問リハビリテーション 件　数 （件） 2,507 2,401 106 4.4
給付費 （千円） 81,938 81,871 67 0.1

1,374 △ 4.1
給付費 （千円） 2,222,670 2,417,959 △ 195,289

通所介護 件　数 （件） 32,376 33,750 △
△ 8.1

通所リハビリテーション 件　数 （件） 16,358 17,844 △ 1,486 △ 8.3
給付費 （千円） 1,021,622 1,160,539 △ 138,917 △ 12.0

501 1.0
給付費 （千円） 647,689 640,689 7,000

福祉用具貸与 件　数 （件） 53,019 52,518
1.1

短期入所介護 件　数 （件） 7,292 7,475 △ 183 △ 2.4
（特定診療費、緊急時施設療養費を含む） 給付費 （千円） 601,058 639,461 △ 38,403 △ 6.0

955 6.3
給付費 （千円） 96,726 92,267 4,459

居宅療養管理指導 件　数 （件） 16,143 15,188
4.8

特定施設入居者生活介護 件　数 （件） 1,734 1,464 270 18.4
（短期利用を含む） 給付費 （千円） 352,611 284,179 68,432 24.1

961 △ 1.2
給付費 （千円） 1,158,475 1,173,544 △ 15,069

居宅介護支援 件　数 （件） 81,424 82,385 △
△ 1.3

件　数 （件） 265,306 267,385 △ 2,079 △ 0.8
△ 2.9

認知症対応型共同生活介護 件　数 （件） 5,693 5,727 △ 34 △
給付費 （千円） 10,186,271 10,495,390 △ 309,119

0.6
（短期利用を含む） 給付費 （千円） 1,464,185 1,458,326 5,859 0.4

2 1.0
給付費 （千円） 45,209 44,840 369

地域密着型特定施設入居者生活介護 件　数 （件） 207 205
0.8

地域密着型介護老人福祉施設 件　数 （件） 2,307 2,213 94 4.2
給付費 （千円） 640,295 599,967 40,328 6.7

119 △ 6.2
給付費 （千円） 202,155 222,112 △ 19,957

認知症対応型通所介護 件　数 （件） 1,790 1,909 △
△ 9.0

小規模多機能型居宅介護 件　数 （件） 3,013 3,159 △ 146 △ 4.6
（短期利用を含む） 給付費 （千円） 589,089 598,993 △ 9,904 △ 1.7

51 △ 44.3
給付費 （千円） 2,530 2,347 183

夜間対応型訪問介護 件　数 （件） 64 115 △
7.8

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 件　数 （件） 373 359 14 3.9
給付費 （千円） 50,496 47,992 2,504 5.2

30 △ 3.5
（看護小規模多機能型居宅介護） 給付費 （千円） 217,305 220,638 △ 3,333
複合型サービス 件　数 （件） 834 864 △

△ 1.5
地域密着型通所介護 件　数 （件） 8,058 7,859 199 2.5

給付費 （千円） 410,666 409,730 936 0.2
△ 0.3

給付費 （千円） 3,621,930 3,604,945 16,985 0.5
件　数 （件） 22,339 22,410 △ 71

82 △ 1.1
給付費 （千円） 1,932,283 1,940,389 △ 8,106

介護老人福祉施設 件　数 （件） 7,115 7,197 △
△ 0.4

介護老人保健施設 件　数 （件） 8,127 8,174 △ 47 △ 0.6
（緊急時施設療養費を含む） 給付費 （千円） 2,198,294 2,198,462 △ 168 △ 0.0

219 △ 10.1
（特定診療費を含む） 給付費 （千円） 619,260 679,016 △ 59,756
介護療養型医療施設 件　数 （件） 1,939 2,158 △

△ 8.8
介護医療院 件　数 （件） 468 420 48 11.4
（特別診療費を含む） 給付費 （千円） 146,243 134,828 11,415 8.5

△ 1.7
給付費 （千円） 4,896,080 4,952,695 △ 56,615 △ 1.1
件　数 （件） 17,649 17,949 △ 300

259 5.5
（現物給付分） 給付費 （千円） 52,065 52,285 △ 220
高額介護サービス費 件　数 （件） 4,979 4,720

△ 0.4
特定入所者介護サービス費 件　数 （件） 15,706 16,822 △ 1,116 △ 6.6

給付費 （千円） 373,192 441,212 △ 68,020 △ 15.4
△ 1.0

給付費 （千円） 19,129,538 19,546,527 △ 416,989 △ 2.1
件　数 （件） 325,979 329,286 △ 3,307

31 16.1
給付費 （千円） 25,610 20,329 5,281

住宅改修費支給 件　数 （件） 223 192
26.0

福祉用具購入費支給 件　数 （件） 576 541 35 6.5
給付費 （千円） 19,954 18,469 1,485 8.0

1,797 △ 5.0
（償還払い分） 給付費 （千円） 401,195 427,028 △ 25,833
高額介護サービス費 件　数 （件） 34,008 35,805 △

△ 6.0
高額医療合算介護サービス費 件　数 （件） 2,072 2,029 43 2.1
（償還払い分） 給付費 （千円） 57,494 55,734 1,760 3.2

△ 4.4
給付費 （千円） 504,253 521,560 △ 17,307 △ 3.3
件　数 （件） 36,879 38,567 △ 1,688

2,282 △ 0.7
給付費 （千円） 21,555 21,717 △ 162

審査支払手数料 件　数 （件） 303,587 305,869 △

△ 2.2給付費 （千円） 19,655,346 20,089,804 △ 434,458

△ 0.7
件　数 （件） 666,445 673,722 △ 7,277 △ 1.1
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 第６表　地域支援事業の状況

区 分 令和４年度 令和３年度
比　　較

増減数 増減率（%）

 訪問型サービス費

 訪問型サービス
件　数 （件） 5,017

 介護予防・生活支援サービス事業費

5,198

 低栄養改善事業
件　数 （件）

△ 181 △ 3.5

費用額 （千円） 90,296 94,190 △ 3,894 △ 4.1

 日常生活支援事業
件　数 （件） 42 36 6

0 0 0 0.0

16.7

費用額 （千円） 3,162 3,336 △ 174 △ 5.2

皆　減

 通所型サービス費

 口腔機能向上事業
件　数 （件） 3 0 3

費用額 （千円） 0 27 △ 27

皆　増

費用額 （千円） 39 0 39 皆　増

42 16.0

費用額 （千円） 4,314 3,736 578

件　数 （件） 305 263

15.5

 認知症予防事業
件　数 （件） 0 6 △ 6 皆　減

 運動機能向上事業

皆　減

 運動機能向上適否判断
件　数 （件） 0 6 △ 6

費用額 （千円） 0 85 △ 85

皆　減

費用額 （千円） 0 10 △ 10 皆　減

49 △ 0.4

費用額 （千円） 317,249 324,572 △ 7,323 △

件　数 （件） 11,970 12,019 △

2.3

 介護予防ケアマネジメント事業費

 通所型サービス

 介護予防ケアマネジメント事業費
件　数 （件） 48 80 △ 32 △ 40.0

費用額 （千円） 54,973 55,276 △ 303 △ 0.5

 費用額 470,033 481,232 △ 11,199 △ 2.3

 介護予防把握事業費  地域包括支援センター運営事業
件　数 （件） 3,490 3,522

 一般介護予防事業費

△ 32 △ 0.9

費用額 （千円） 10,722 10,663 59 0.6

 介護予防普及啓発事業費

 職員の給与費 費用額 （千円） 17,411 17,408 3 0.0

545 63.7

費用額 （千円） 12,150 14,676 △ 2,526 △

件　数 （部） 1,400 855

17.2

 地域包括支援センター運営事業
件　数 （件） 3,490 3,522 △ 32 △ 0.9

 パンフレットの配布

0.6

 地域介護予防活動支援事業費

 生きがいと健康づくり推進事業
件　数 （回） 640 440 200

費用額 （千円） 10,716 10,657 59

45.5

費用額 （千円） 6,193 6,521 △ 328 △ 5.0

0 0.0

費用額 （千円） 21 9 12

件　数 （回） 1 1

133.3

 地域包括支援センター運営事業 費用額 （千円） 10,716 10,657 59

 地域回想法普及事業

0.6

 ボランティア育成活用事業 件　数 （人） 682 559 123 22.0

 認知症等予防教室事業 件　数 （回） 93 223 △ 130 △ 58.3

 ボランティアポイント事業
件　数 （人） 147 0 147 皆　増

費用額 （千円） 2,176 20 2,156 激　増

 介護予防事業評価事業費 費用額 （千円） 5,115 ― 5,115 皆　増

18 △ 0.7

 費用額 77,814 73,223 4,591

 地域リハビリテーション活動支援事業費 費用額 （千円） 2,594 2,612 △

6.3

包

括

的

支

援

事

業

 包括的支援事業費

介

護

予

防

・

日

常

生

活

支

援

総

合

事

業

 職員の給与費 費用額 （千円） 54,659 49,920 4,739 9.5

 包括的支援事業事務費 費用額 （千円） 19,997 33,453 △ 13,456 △ 40.2

0 0.0

 地域包括支援センター運営事業費 費用額 （千円） 168,603 174,339 △

 地域包括支援センター運営協議会 件　数 （回） 2 2

5,736 △ 3.3

 総合相談事業費
件　数 （件） 11,754 10,905 849 7.8

費用額 （千円） 46 50 △ 4 △ 8.0

2 200.0

費用額 （千円） 124 21 103

件　数 （回） 3 1

490.5

 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費
件　数 （回） 3 3 0 0.0

 権利擁護事業費

50.0

 費用額 243,444 257,793 △ 14,349 △ 5.6

費用額 （千円） 15 10 5

 在宅医療・介護連携推進事業費
件　数 （回） 2 3 △

 包括的支援事業費（社会保障充実分）

1 △ 33.3

費用額 （千円） 3,536 3,497 39 1.1

 生活支援体制整備事業費
件　数 （回） 5 2 3 150.0

412.2

 認知症総合支援事業費
件　数 （回） 7 7 0

費用額 （千円） 251 49 202

0.0

費用額 （千円） 599 752 △ 153 △ 20.3

53 588.9

費用額 （千円） 0 0 0

件　数 （回） 62 9

0.0

 費用額 4,386 4,298 88 2.0

 地域ケア会議推進事業費

△ 109 △ 21.7

費用額 （千円） 1,290 1,319 △ 29

件　数 （件） 393 502

△ 2.2

 家族介護支援事業費

 認知症高齢者見守り事業
件　数 （回） 1 0 1

 介護給付等費用適正化事業費

 介護用品支給事業
件　数 （件） 581

皆　増

費用額 （千円） 599 7 592 激　増

583 △ 2 △ 0.3

費用額 （千円） 4,851 4,707 144 3.1

 その他の事業費

 成年後見制度利用支援事業
件　数 （件） 11 18 △ 7 △ 38.9

費用額 （千円） 1,251 1,378 △ 127 △ 9.2

 住宅改修支援事業
件　数 （件） 14 9 5 55.6

55.0

 認知症サポーター養成事業
件　数 （回） 18 8 10

費用額 （千円） 31 20 11

125.0

費用額 （千円） 158 259 △ 101 △ 39.0

6.4

そ
の
他
諸
費

 高額介護予防サービス費相当事業費
件　数 （件） 255 266 △ 11

 費用額 8,180 7,690 490

任

意

事

業

△ 4.1

費用額 （千円） 606 701 △ 95 △ 13.6

4 16.7

費用額 （千円） 452 371 81

件　数 （件） 28 24

21.8

 審査支払手数料
件　数 （件） 28,544 29,045 △ 501 △ 1.7

 高額医療合算介護予防サービス費相当事業費

△ 2.5 地域支援事業に係る費用額 806,941 827,370 △ 20,429

△ 1.7

 費用額 3,084 3,134 △ 50 △ 1.6

費用額 （千円） 2,026 2,062 △ 36
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 第１表　決算規模及び収支の推移

 第２表　歳入決算額の状況

 第３表　歳出決算額の状況

 第４表　国民健康保険南郷診療所利用状況

９．国民健康保険南郷診療所特別会計

　　　令和４年度の決算額は、歳入１億9,903万１千円、歳出１億6,847万７千円である。

　　　この結果、歳入歳出決算差引額3,055万４千円は、翌年度へ繰り越した。

（単位：千円、％） 

区　　　　　　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

歳 入 決 算 額 180,592 172,420 197,210 194,325 199,031

168,477

(Ａ) 増 減 率 △ 1.5 △ 4.5 14.4 △ 1.5

△ 2.8 △ 2.4 6.1 △ 3.2

2.4

歳 出 決 算 額 163,705 159,769 169,546 164,083

2.7

歳 入 歳 出 差 引 額
16,887 12,651 27,664 30,242 30,554

(Ａ)－(Ｂ)　(Ｃ)

(Ｂ) 増 減 率

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

(Ｄ)

実 質 収 支
16,887 12,651 27,664 30,242 30,554

(Ｃ)－(Ｄ)

（単位：千円、％） 

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 増減率
前年度
増減率

1 診 療 収 入 158,964 79.9 154,849 79.7 4,115 2.7 3.8

2 使 用 料 及 び 手 数料 186 0.1 144 0.1 42 29.2 △ 4.0

△ 9.3

3 繰 越 金 30,242 15.2 27,664 14.2 2,578

△ 92.3

9.3 118.7

4 諸 収 入 9,639 4.8 10,633 5.5 △ 994

0.1

28.3

5 市 債 0 0.0 900 0.4 △ 900 皆　減

2.4 △ 1.5

△ 135 皆　減 △ 97.0（ 国 庫 支 出 金 ） ― ― 135

歳 入 合 計 199,031 100.0 194,325 100.0 4,706

（単位：千円、％） 

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 増減率
前年度
増減率

1 総 務 費 131,838 78.3 129,251 78.8 2,587 2.0 0.3

2 医 業 費 32,700 19.4 31,789 19.4 911 2.9 △ 16.6

3 公 債 費 3,922 2.3 3,043 1.8 879 28.9 17.8

歳 出 合 計 168,477 100.0 164,083 100.0 4,394 2.7 △ 3.2

区 分
利 用 者 数 診 療 日 数 １日当たり

内 科 歯 科 計 （休診日除く） 平均患者数

令 和 ４ 年 度 9,096 人 6,028 人 15,124 人 241 日 63 人

令 和 ３ 年 度 8,885 人 6,181 人 15,066 人 240 日 63 人

4 諸 支 出 金 17 0.0 0

比 較 211 人 △ 153 人

― 17 皆　増 ―

人 1 日 0 人58
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 第１表　決算規模及び収支の推移

 第２表　歳入決算額の状況

 第３表　歳出決算額の状況

 第４表　後期高齢者医療保険料の状況（現年賦課分）

千円 千円 ％ 円 ％ 円

％ ％ ％

3.9

比 較 139,681 138,078 △ 0.06 2,270

増 減 率
6.9 6.8

令 和 3 年 度 2,025,420 2,019,073 99.58 57,969 8.30 44,400

所得割 均等割

44,400令 和 4 年 度 2,165,101 2,157,151 99.52 60,239 8.80

4.6 0.9

区 分 調 定 額 収 入 額 収納率
(還付未済除く)

１人当たり 保 険 料 率 等

保 険 料

歳 出 合 計 2,998,570 100.0 2,865,654 100.0 132,916

△ 1,032 △ 29.7 △ 31.8

151,566 5.5 0.5

3 諸 支 出 金 2,443 0.1 3,475 0.1

△ 17,618 △ 20.1 17.5

2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

2,926,175 97.6 2,774,609 96.8

1 総 務 費 69,952 2.3 87,570 3.1

決　算　額 構成比 増　減　額 増減率
前年度
増減率

5.0 1.2

（単位：千円、％）

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比

歳 入 合 計 3,081,984 100.0 2,936,342 100.0 145,642

△ 48.5 △ 18.5

17.2 △ 18.9

5 諸 収 入 2,780 0.1 5,395 0.2 △ 2,615

0.0 1.4

4 繰 越 金 70,688 2.3 60,325 2.0 10,363

0.0 0.0

3 繰 入 金 845,994 27.4 845,617 28.8 377

6.8 2.0

2 使 用 料 及 び 手 数 料 0 0.0 0 0.0 0

増減率
前年度
増減率

1 後期高齢者医療保険料 2,162,522 70.2 2,025,005 69.0 137,517

（単位：千円、％）

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額

実 質 収 支
50,697 74,394 60,325 70,688 83,414

(Ｃ)－(Ｄ)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

(Ｄ)

歳 入 歳 出 差 引 額
50,697 74,394 60,325 70,688 83,414

(Ａ)－(Ｂ)　(Ｃ)

(Ｂ) 増 減 率 4.2 2.7 16.1 0.9 4.6

歳 出 決 算 額 2,383,868 2,447,609 2,840,740 2,865,654 2,998,570

(Ａ) 増 減 率 2.7 3.6 15.0 1.2 5.0

令和４年度

歳 入 決 算 額 2,434,565 2,522,003 2,901,065 2,936,342 3,081,984

10．後期高齢者医療特別会計

　　令和４年度の決算額は、歳入30億8,198万４千円、歳出29億9,857万円である。

　　この結果、歳入歳出決算差引額8,341万４千円は、翌年度へ繰り越した。

（単位：千円、％）

区 分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
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 第１表　決算規模及び収支の推移

 第２表　歳入決算額の状況

 第３表　歳出決算額の状況

19,952 88.0 534.2

32.9 △ 3,126 △ 13.5 13.4

3 公 債 費 42,630 49.4 22,678 32.3

△ 26.2

77,352

77,352

2
母 子 父 子 寡 婦
福 祉 資 金 貸 付 費

19,978 23.1 23,104

決　算　額

2

50,35487,53499,227

22.9

48.3

44,633

5.2

51,076

51,076

32,959

95,709 157,785

10.9

70,251

63.2

令和２年度令和元年度

30.6

110,311

15.3

136,708

△ 13.4

86,354

142,263

29.0

43,036

歳 出 合 計 86,354 100.0 70,251 100.0 16,103

64.5 534.3

22.9 63.2

△ 8,229 △ 64.1 △ 25.6

4 繰 出 金 19,139 22.2 11,633 16.5 7,506

構成比 増　減　額 増減率
前年度
増減率

1 総 務 費 4,607 5.3 12,836 18.3

△ 21,077 △ 13.4 10.9

（単位：千円、％） 

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比

△ 2.3 △ 3.7

歳 入 合 計 136,708 100.0 157,785 100.0

△ 11,693 △ 11.8 28.3

3 諸 収 入 44,810 32.8 45,883 29.1 △ 1,073

繰 越 金 87,534 64.0 99,227 62.9

前年度
増減率

△ 8,311 △ 65.6 △ 26.5

区 分

1 繰 入 金 4,364 3.2 12,675 8.0

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 増減率

実 質 収 支

(Ｃ)－(Ｄ)

（単位：千円、％） 

歳 入 歳 出 差 引 額

(Ａ)－(Ｂ)　(Ｃ)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

(Ｄ)

99,227 87,534 50,354

歳 出 決 算 額

(Ｂ) 増 減 率

歳 入 決 算 額

(Ａ) 増 減 率

11．母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

　　令和４年度の決算額は、歳入１億3,670万８千円、歳出8,635万円４千円である。

　　この結果、歳入歳出決算差引額5,035万４千円は、翌年度へ繰り越した。

区 分 令和４年度令和３年度平成30年度

（単位：千円、％） 
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 第４表　母子父子寡婦福祉資金の貸付状況

件 円 件 円

 第５表　母子父子寡婦福祉資金貸付金の償還状況

円 円 円 ％

円 円 円 ％

合 計 87,116,564 45,390,666 41,725,898 52.1

寡婦
元金収入 2,912,512 1,369,776 1,542,736 47.0

利子収入 128,446 0 128,446 0.0

0 100.0

利子収入 0 0 0 0.0

52.2

利子収入 3,303 1,250 2,053 37.8

令和３年度

母子
元金収入 83,761,983 43,709,320 40,052,663

父子
元金収入 310,320 310,320

合 計 82,201,751 43,437,414 38,764,337 52.8

寡婦
元金収入 2,335,570 2,312,787 22,783 99.0

利子収入 128,446 128,446 0 100.0

0 100.0

利子収入 0 0 0 0.0

51.1

利子収入 15,462 13,409 2,053 86.7

令和４年度

母子
元金収入 79,273,953 40,534,452 38,739,501

父子
元金収入 448,320 448,320

区          分 調 定 額 収 入 額 未 収 入 額 収 納 率

合 計 45 19,977,704 42 23,104,204

増 減 率 （ ％ ） 7.1 △ 13.5 40.0 13.4

就 学 支 度 資 金 18 6,147,000 20 9,108,000

結 婚 資 金 0 0 0 0

住 宅 資 金 0 0 1 1,500,000

転 宅 資 金 0 0 0 0

医 療 介 護 資 金 0 0 0 0

生 活 資 金 2 1,554,000 2 1,554,000

修 業 資 金 2 573,000 3 1,224,000

就 職 支 度 資 金 3 300,000 1 100,000

修 学 資 金 19 10,809,704 14 9,024,204

技 能 習 得 資 金 1 594,000 1 594,000

事 業 開 始 資 金 0 0 0 0

事 業 継 続 資 金 0 0 0 0

区          分
令和４年度 令和３年度

貸付件数 貸 付 額 計 貸付件数 貸 付 額 計
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 第１表　決算規模及び収支の推移

 第２表　歳入決算額の状況

 第３表　歳出決算額の状況

12．産業団地造成事業特別会計

　　令和４年度の決算額は、歳入４億5,281万８千円、歳出４億5,231万３千円である。

　　この結果、歳入歳出決算差引額50万５千円は、翌年度へ繰り越した。

（単位：千円、％）

区　　　　　　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

歳 入 決 算 額 ― 500,800 346,488 558,046 452,818

452,313

(Ａ) 増 減 率 ― 皆　増 △ 30.8 61.1

― 皆　増 △ 30.9 61.1

△ 18.9

歳 出 決 算 額 ― 500,712 345,987 557,331

△ 18.8

歳 入 歳 出 差 引 額
― 88 501 715 505

(Ａ)－(Ｂ)　(Ｃ)

(Ｂ) 増 減 率

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源
― 88 46 18 18

(Ｄ)

実 質 収 支
― 0 455 697 487

(Ｃ)－(Ｄ)

（単位：千円、％）

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 増減率
前年度
増減率

1 繰 入 金 3,303 0.7 1,346 0.2 1,957 145.4 22.4

2 市 債 448,800 99.1 556,199 99.7 △ 107,399 △ 19.3 61.1

3 繰 越 金 715 0.2 501 0.1 214 42.7 469.3

歳 入 合 計 452,818 100.0 558,046 100.0 △ 105,228 △ 18.9 61.1

（単位：千円、％）

区 分

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 増減率
前年度
増減率

1 産業団地整備事業費 448,892 99.2 556,290 99.8 △ 107,398 △ 19.3 61.0

2 公 債 費 3,421 0.8 1,041 0.2 2,380 228.6 89.6

歳 出 合 計 452,313 100.0 557,331 100.0 △ 105,018 △ 18.8 61.1
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 第４表　新産業団地整備・開発推進事業 （単位：千円）

事 業 名 決 算 額
財 源 内 訳

内 容
国・県 地方債 その他 一般財源

新 産 業 団 地 整 備 ・
開 発 推 進 事 業

87,313 83,800 3,513
補　　　　 償 ４件

調査等委託 ２件

新 産 業 団 地 整 備 ・
開 発 推 進 事 業
（継続費逓次繰越分）

365,000 365,000 造 成 工 事 １件

計 452,313 448,800 3,513
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不課税収入の使途特定調書

（消費税関係）
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◎　地方卸売市場八戸市魚市場特別会計

１．一般会計からの繰入金の使途特定内容

２．寄附金の使途特定内容

1,885,736 1,885,736

合 計 90,389,405 2,544,000 2,544,000

24 積 立 金 1,885,736

特定収入額以外

1 1 1 10 需 用 費 88,503,669 658,264 658,264

予 算 科 目
決 算 額 充 当 額

左 の 内 訳

款 項 目 節 名 称 特 定 収 入 額

合 計 267,242,617 197,858,000 107,323,399 90,534,601

（単位：円）

435,999 435,999
及 び 割 引 料

小 計 17,341,633 17,341,633 16,905,634 435,999

16,905,634 16,905,634
及 び 割 引 料

2 22
償 還 金 利 子

435,999

2 1 1 22
償 還 金 利 子

16,905,634

228,800

小 計 249,900,984 180,516,367 90,417,765 90,098,602

2,537,200

2 1 報 酬 228,800 228,800

153,200
及 び 交 付 金

26 公 課 費 2,537,200 2,537,200

2,784,617 2,784,617

18
負 担 金 補 助

1,071,564 153,200

239,859 239,859 239,859

17 備 品 購 入 費 2,784,617

賃 借 料

15 原 材 料 費

13
使 用 料 及 び

16,359,887 15,910,907 15,910,907

1,831,819

12 委 託 料 63,804,056 63,804,056 63,804,056

23,103,233 23,103,233

11 役 務 費 4,448,656 1,831,819

10 需 用 費 88,503,669

18,984,435

4 共 済 費 12,201,473 12,201,473 12,201,473

38,250,768

3 職 員 手 当 等 19,470,435 19,470,435 486,000

名 称 特 定 収 入 額 特定収入額以外

1 1 1 2 給 料 38,250,768 38,250,768

第３　不課税収入の使途特定調書

（単位：円）

予 算 科 目
決 算 額 充 当 額

左 の 内 訳

款 項 目 節
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◎　学校給食特別会計

１．一般会計からの繰入金の使途特定内容

２．電気使用料の使途特定内容

（単位：円）

予 算 科 目
決 算 額 充 当 額

左 の 内 訳

款 項 目 節 名 称 特 定 収 入 額 特定収入額以外

1 1 1 1 報 酬 3,608,065 3,608,065 3,608,065

2 給 料 28,736,100 28,736,100 28,736,100

3 職 員 手 当 等 14,723,910 14,723,910 404,400 14,319,510

4 共 済 費 9,833,524 9,833,524 9,833,524

8 旅 費 332,180 332,180 332,180

10 需 用 費 183,262,031 182,116,565 182,116,565

11 役 務 費 3,319,161 3,319,161 2,913,137 406,024

12 委 託 料 667,287,407 667,169,231 667,169,231

13
使 用 料 及 び

284,447 284,447 284,447

3,208,018

賃 借 料

15 原 材 料 費

23,966,951

1,099,470 1,099,470 1,099,470

17 備 品 購 入 費

10,411,200

3,208,018 3,208,018

18
負 担 金 補 助

23,966,951

67,338,423

23,942,951 24,000
及 び 交 付 金

26 公 課 費 10,411,200

1 10 需 用 費 978,390,801

10,411,200

小 計 950,072,464 948,808,822 881,470,399

193,724,371 193,724,371

小 計 978,390,801 193,724,371 193,724,371

2 1

1,695,913

3 1 1 22
償 還 金 利 子

150,598,894

11,947,913

150,598,894 140,346,894 10,252,000
及 び 割 引 料

2 22
償 還 金 利 子

79,286,336

（単位：円）

1,695,913 1,695,913
及 び 割 引 料

小 計 152,294,807 152,294,807 140,346,894

項 目 節 名 称 特 定 収 入 額

合 計 2,080,758,072 1,294,828,000 1,215,541,664

需 用 費 183,262,031 37,698 37,698

予 算 科 目
決 算 額 充 当 額

左 の 内 訳

款

合 計 183,262,031 37,698 37,698

特定収入額以外

1 1 1 10
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◎　駐車場特別会計

１．一般会計からの繰入金の使途特定内容

◎　中央卸売市場特別会計

１．一般会計からの繰入金の使途特定内容

◎　国民健康保険南郷診療所特別会計

１．オンライン資格確認導入費補助金の使途特定内容

0

合 計 100,800,700 73,707,000 73,707,000 0

特 定 収 入 額 特定収入額以外

2 1 1 22
償 還 金 利 子
及 び 割 引 料

100,800,700 73,707,000 73,707,000

（単位：円）

予 算 科 目
決 算 額 充 当 額

左 の 内 訳

款 項 目 節 名 称

（単位：円）

予 算 科 目
決 算 額 充 当 額

左 の 内 訳

款 項 目 節 名 称 特 定 収 入 額 特定収入額以外

2 1 1 17 備 品 購 入 費 4,679,400

0

0858,000 858,000

合 計 4,679,400 858,000 858,000

（単位：円）

予 算 科 目
決 算 額 充 当 額

左 の 内 訳

款 項 目 節 名 称 特 定 収 入 額 特定収入額以外

2 1 1 22
償 還 金 利 子
及 び 割 引 料

33,112,427 1,428,000 1,428,000 0

合 計 33,112,427 1,428,000 1,428,000 0

− 209 − − 210 −




	空白ページ

